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2020 年 10 月 29 日に提出した「TS-25(改訂 2)柏崎刈羽原子力発電所７号炉ＬＣＯ,ＡＯＴ及びサーベランスの

設定」並びに 2023 年 9 月 12 日に提出した「資料 2（改訂 8）柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定変更

認可申請書補足説明資料」のうち，今回の変更に関連する箇所を抜粋のうえ提示 

変更を抜粋して掲載 

・66-3-3  主蒸気逃がし安全弁の機能回復 

・66-4-2  低圧代替注水系(可搬型) 

・66-5-4  代替原子炉補機冷却系 

・66-6-1  代替格納容器スプレイ冷却系(常設) 

・66-6-2  代替格納容器スプレイ冷却系(可搬型) 

・66-7-1  格納容器下部注水系(常設) 

・66-7-2  格納容器下部注水系(可搬型) 

・66-8-1  静的触媒式水素再結合器 

・66-11-3 海水移送設備 

・66-12-1 常設代替交流電源設備 

・66-12-3 号炉間電力融通電気設備 

・66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ 

・66-14-1 中央制御室の居住性確保 
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資料１．（１） 重大事故等対処設備整理表（各基準） 
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

ATWS緩和設備(代替制御棒挿入機能) 66-1-1 「66-1-1 ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）」で整理

制御棒 第22条 「第22条　制御棒のスクラム機能」で整理

制御棒駆動機構（水圧駆動） 第22条 「第22条　制御棒のスクラム機能」で整理

制御棒駆動系水圧制御ユニット 第22条 「第22条　制御棒のスクラム機能」で整理

制御棒駆動系配管 第22条 「第22条　制御棒のスクラム機能」で整理（系に含まれる）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

ATWS緩和設備(代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能) 66-1-2 「66-1-2 ATWS緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

自動減圧系の起動阻止スイッチ 66-3-1 「66-3-1 代替自動減圧機能」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

ほう酸水注入系ポンプ 第24条 「第24条　ほう酸水注入系」で整理

ほう酸水注入系貯蔵タンク 第24条 「第24条　ほう酸水注入系」で整理

ほう酸水注入系配管・弁 第24条 「第24条　ほう酸水注入系」で整理（系に含まれる）

高圧炉心注水系配管・弁・スパージャ 第24条 「第24条　ほう酸水注入系」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第24条 「第24条　ほう酸水注入系」で整理（系に含まれる）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.1/44条　緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備】

運転及び起動

運転及び起動

運転及び起動

運転及び起動

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

原子炉緊急停止系

代替制御棒挿入
機能による制御
棒緊急挿入

原子炉冷却材再
循環ポンプ停止
による原子炉出
力抑制

自動減圧系の起
動阻止スイッチに
よる原子炉出力
急上昇防止

ほう酸水注入
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

原子炉隔離時冷却系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

主蒸気系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉隔離時冷却系（注水系）配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

高圧炉心注水系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

直流125V蓄電池A 第62条 「第62条　直流電源その1」で整理

直流125V充電器A 第62条 「第62条　直流電源その1」で整理

高圧炉心注水系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

高圧炉心注水系配管・弁・ストレーナ・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.2/45条　原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

原子炉隔離時冷
却系による発電
用原子炉の冷却

高圧炉心注水系
による発電用原
子炉の冷却

―

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.2/45条　原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

高圧代替注水系ポンプ 66-2-1 「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で整理

高圧代替注水系（蒸気系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

主蒸気系配管・弁 66-2-1 系に含まれる

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

高圧代替注水系（注水系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

復水補給水系配管 66-2-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-2-1 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁（７号炉のみ） 66-2-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-2-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-2-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1
「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理
（66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

常設代替直流電源設備 66-12-4
「66-12-4所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理
（66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1
「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理
（66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2
「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理
（66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

可搬型直流電源設備 66-12-5
「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理
（66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

高圧代替注水系ポンプ 66-2-1
「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で整理
「66-2-2 高圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系（現場起動）」では,必要な電動弁の手動操作用レバー及びハンドルの操作によ
り現場起動できることを要求。

高圧代替注水系（蒸気系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

主蒸気系配管・弁 66-2-1 系に含まれる

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

高圧代替注水系（注水系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

復水補給水系配管 66-2-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-2-1 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁（７号炉のみ） 66-2-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-2-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-2-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

高圧代替注水系
の中央制御室か
らの操作による
発電用原子炉の
冷却

高圧代替注水系
の現場操作によ
る発電用原子炉
の冷却

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

原子炉隔離時冷却系
高圧炉心注水系

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.2/45条　原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

原子炉隔離時冷却系ポンプ 第39条
「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理
「66-2-2 高圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系（現場起動）」では，必要な電動弁の手動操作用レバー及びハンドルの操作によ
り現場起動できることを要求

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

主蒸気系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉隔離時冷却系（注水系）配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

高圧炉心注水系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

原子炉隔離時冷却系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

主蒸気系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉隔離時冷却系（注水系）配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

高圧炉心注水系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

所内蓄電式直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

原子炉隔離時冷却系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

主蒸気系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉隔離時冷却系（注水系）配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

高圧炉心注水系配管・弁 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

所内蓄電式直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

可搬型直流電源
設備による原子
炉隔離時冷却系
への給電

全交流動力電源

代替交流電源設
備による原子炉
隔離時冷却系へ
の給電

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

原子炉隔離時冷
却系の現場操作
による発電用原
子炉の冷却

全交流動力電源
常設直流電源系統

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.2/45条　原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

原子炉水位（広帯域） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（燃料域） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（SA） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉圧力 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉圧力（SA） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

高圧代替注水系系統流量 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

復水貯蔵槽水位（SA） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（広帯域） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（燃料域） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（SA） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（広帯域） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（燃料域） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（SA） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

ほう酸水注入系ポンプ 66-2-3
保安規定の既存条文「第24条　ほう酸水注入系」よりも要求が拡張されたことから，第66条で新たにLCO等を定める
「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で整理

ほう酸水注入系配管・弁 66-2-3 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁・スパージャ 66-2-3 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-2-3 系に含まれる

ほう酸水注入系貯蔵タンク 66-2-3 「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1
「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理
（66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2
「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理
（66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で他表を参照）

高圧代替注水系
（中央制御室起
動時）の監視計
器

高圧代替注水系
（現場起動時）の
監視計器

ほう酸水注入系
による進展抑制
（ほう酸水注入）

―

重
大
事
故
等
の
進
展
抑
制

監
視
及
び
制
御

―

原子炉隔離時冷
却系（現場起動
時）の監視計器

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 66-3-1 「66-3-1　代替自動減圧機能」で整理

自動減圧系の起動阻止スイッチ 66-3-1 「66-3-1　代替自動減圧機能」で整理

逃がし安全弁（自動減圧機能付きC,H,N,Tの4個） 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

主蒸気系配管・クエンチャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

自動減圧機能用アキュムレータ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

逃がし安全弁 66-3-2
保安規定の既存条文「第30条　主蒸気逃がし安全弁」では手動減圧機能の要求がないことから，第66条で新たにLCO等を定める
「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

主蒸気系配管・クエンチャ 66-3-2 系に含まれる

逃がし弁機能用アキュムレータ 66-3-2 系に含まれる

自動減圧機能用アキュムレータ 66-3-2 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）

所内蓄電式直流電源設備 66-12-4
「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参
照）

逃がし安全弁（自動減圧機能なし） 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

主蒸気系配管・クエンチャ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

逃がし弁機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で他表を参照）

AM用切替装置（SRV） 66-3-3 「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で整理

常設代替直流電源設備 66-12-4
「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理
　（「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で他表を参照）

逃がし安全弁（自動減圧機能付き） 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

主蒸気系配管・クエンチャ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

自動減圧機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 66-3-3 「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で整理

高圧窒素ガスボンベ 66-3-3 「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で整理

高圧窒素ガス供給系配管・弁 66-3-3 系に含まれる

自動減圧機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

逃がし弁機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

高圧窒素ガスボンベ 66-3-3 「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で整理

高圧窒素ガス供給系配管・弁 66-3-3 系に含まれる

代替直流電源設
備による復旧

可搬型直流電源設備 運転，起動及び高温停止 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理

常設代替交流電源設備 運転，起動及び高温停止 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 運転，起動及び高温停止 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.3/46条　原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備】

全交流動力電源
常設直流電源

逃がし安全弁の
背圧対策

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

自動減圧系

減圧の自動化

手動操作による
減圧（逃がし安全
弁）

可搬型直流電源
設備による逃が
し安全弁機能回
復

常設直流電源系統

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

逃がし安全弁用
可搬型蓄電池に
よる逃がし安全
弁機能回復

―

高圧窒素ガス供
給系による窒素
ガス確保

代替交流電源設
備による復旧

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.3/46条　原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備】

逃がし安全弁 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

主蒸気系配管・クエンチャ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

逃がし弁機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

自動減圧機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

逃がし安全弁 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

主蒸気系配管・クエンチャ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

逃がし弁機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

自動減圧機能用アキュムレータ 66-3-2 「66-3-2　主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

原子炉冷却材の
漏えい箇所の隔
離

高圧炉心注水系注入隔離弁 運転，起動及び高温停止 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

原子炉建屋原子
炉区域内の圧力
上昇抑制及び環
境改善

原子炉建屋ブローアウトパネル 運転，起動及び高温停止 第49条
「第49条　原子炉建屋」で整理
（開放機能をいう。閉止装置については，「66-14-2　原子炉建屋ブローアウトパネル」で整理。）

発電用原子炉の
減圧

イ
ン
タ
ー

フ

ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時

―

原
子
炉
格
納
容
器

の
破
損
防
止

―

高圧溶融物放出
／格納容器雰囲
気直接加熱の防
止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

残留熱除去系ポンプ
第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理

残留熱除去系熱交換器
第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理

残留熱除去系配管・弁・スパージャ
第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理

給水系配管・弁・スパージャ
第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理

原子炉圧力容器
第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理（系
に含まれる）

原子炉補機冷却系 第52条
「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理
また冷温停止以降，原子炉補機冷却系の不具合等により，関連する設備が運転上の制限を満足していないと判断した場合は，それ
ぞれ該当する条文を適用する

非常用交流電源設備
第59条
第60条

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.4/47条　原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

―

残留熱除去系(低
圧注水モード)に
よる発電用原子
炉の冷却

残留熱除去系(原
子炉停止時冷却
モード)による発
電用原子炉から
の除熱

高温停止※１，冷温停止及び
燃料交換※２

※１：原子炉圧力が
0.93MPa[gage]以下
※２：原子炉内から全燃料が
取出された場合を除く

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.4/47条　原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

復水移送ポンプ 66-4-1 「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系(A)配管・弁 66-4-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-4-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系(A)配管・弁 66-4-2 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-2 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

（
発
電
用
原
子
炉
運
転
中

）

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

（
発
電
用
原
子
炉
運
転
中

）

残留熱除去系（低圧注
水モード）

低圧代替注水系
(常設)による発電
用原子炉の冷却

低圧代替注水系
(可搬型)による発
電用原子炉の冷
却

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

全交流動力電源
原子炉補機冷却系

代替交流電源設
備による残留熱
除去系(低圧注水
モード)の復旧
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.4/47条　原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

復水移送ポンプ 66-4-1 「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系(A)配管・弁 66-4-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-4-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系(A)配管・弁 66-4-2 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-2 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

低圧代替注水系
(常設)による残存
溶融炉心の冷却

低圧代替注水系
(可搬型)による残
存溶融炉心の冷
却

溶
融
炉
心
が
原
子
炉
圧
力
容
器
内
に
残
存
す
る
場
合

―

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.4/47条　原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

復水移送ポンプ 66-4-1 「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系(A)配管・弁 66-4-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第60条 「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-4-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-4-2 低圧代替注水ポンプ（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系(A)配管・弁 66-4-2 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-2 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第60条 「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

（
発
電
用
原
子
炉
停
止
中

）

残留熱除去系（原子炉
停止時冷却モード）

低圧代替注水系
(常設)による発電
用原子炉の冷却

低圧代替注水系
(可搬型)による発
電用原子炉の冷
却

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.4/47条　原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

残留熱除去系ポンプ
第35条
第36条

「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理

残留熱除去系熱交換器
第35条
第36条

「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・スパージャ
第35条
第36条

「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理（系に含まれる）

給水系配管・弁・スパージャ
第35条
第36条

「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理（系に含まれる）

原子炉圧力容器
第35条
第36条

「第35条　原子炉停止時冷却系その2」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」で整理（系に含まれる）

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

原子炉補機冷却系
第35条
第36条

冷温停止以降，原子炉補機冷却系の不具合等により，関連する設備が運転上の制限を満足していないと判断した場合は，それぞれ
該当する条文を適用する

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

（
発
電
用
原
子
炉
停
止
中

）

全交流動力電源
原子炉補機冷却系

代替交流電源設
備による残留熱
除去系(原子炉停
止時冷却モード)
の復旧

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉内から全燃料が取
出された場合を除く

15



分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

残留熱除去系
（原子炉停止時
冷却モード）によ
る発電用原子炉
からの除熱

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

高温停止※１，冷温停止，燃
料交換※２
※１：原子炉圧力が
0.93MPa[gage]以下
※２：原子炉内から全燃料が
取出された場合を除く

第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」で整理

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その１」で整理

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その１」で整理

原子炉補機冷却海水ポンプ 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

原子炉補機冷却水ポンプ 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

原子炉補機冷却系配管・弁・海水ストレーナ 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

原子炉補機冷却系サージタンク 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

補機冷却用海水取水路 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

補機冷却用海水取水槽 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

海水貯留堰 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

スクリーン室 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

取水路 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

原子炉補機冷却水系熱交換器 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

非常用交流電源設備
第59条
第60条

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.5/48条　最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備】

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

―

残留熱除去系
（サプレッション・
チェンバ・プール
水冷却モード及
び格納容器スプ
レイ冷却モード）
による原子炉格
納容器内の除熱

原子炉補機冷却
系による除熱

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び，高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.5/48条　最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備】

格納容器圧力逃
がし装置による
原子炉格納容器
内の減圧及び除
熱

格納容器圧力逃がし装置（フィルタ装置，よう素フィルタ，ラプ
チャーディスク）

運転，起動及び高温停止 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

耐圧強化ベント系(W/W)配管・弁 66-5-2 系に含まれる

耐圧強化ベント系(D/W) 配管・弁 66-5-2 系に含まれる

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁 66-5-2 系に含まれる

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空破壊弁を含
む）

第43条
第44条

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理
「第44条　サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁」で整理

不活性ガス系配管・弁 66-5-2 系に含まれる

非常用ガス処理系配管・弁 66-5-2 系に含まれる

主排気筒（内筒） 66-5-2 系に含まれる

遠隔手動弁操作設備 66-5-2 系に含まれる

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 66-5-2 「66-5-2 耐圧強化ベント系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

常設代替直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

遠隔手動弁操作設備
66-5-1
66-5-2

格納容器圧力逃がし装置については，「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理（系に含まれる）
耐圧強化ベント系については，「66-5-2 耐圧強化ベント系」で整理（系に含まれる）

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ
66-5-1
66-5-2

格納容器圧力逃がし装置については，「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理
耐圧強化ベント系については，「66-5-2 耐圧強化ベント系」で整理

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁
66-5-1
66-5-2

格納容器圧力逃がし装置については，「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理（系に含まれる）
耐圧強化ベント系については，「66-5-2 耐圧強化ベント系」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系（原子炉
停止時冷却モード，サプ
レッション・チェンバ・プー
ル水冷却モード及び格
納容器スプレイ冷却モー
ド）

残留熱除去系（原子炉
停止時冷却モード，サプ
レッション・チェンバ・プー
ル水冷却モード及び格
納容器スプレイ冷却モー
ド）
全交流動力電源

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

耐圧強化ベント
系による原子炉
格納容器内の減
圧及び除熱

現場操作
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.5/48条　最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備】

熱交換器ユニット 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

大容量送水車（熱交換器ユニット用） 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 66-5-4 系に含まれる

ホース 66-5-4 系に含まれる

原子炉補機冷却系配管・弁・サージタンク 66-5-4 系に含まれる

残留熱除去系熱交換器 66-5-4 系に含まれる

海水貯留堰 66-5-4 系に含まれる

スクリーン室 66-5-4 系に含まれる

取水路 66-5-4 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で他表を参照）

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

高温停止※１，冷温停止，燃
料交換※２
※１：原子炉圧力が
0.93MPa[gage]以下
※２：原子炉内から全燃料が
取出された場合を除く

第34条
第35条
第36条

「第34条　原子炉停止時冷却系その１」，「第36条　原子炉停止時冷却系その3」，「第35条　原子炉停止時冷却系その2」で整理

残留熱除去系(サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード) 運転，起動及び高温停止 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その１」で整理

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 運転，起動及び高温停止 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その１」で整理

原子炉補機冷却系
全交流動力電源

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

代替原子炉補機
冷却系による除
熱

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系熱交換器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

格納容器スプレイ・ヘッダ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系熱交換器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

残留熱除去系
（サプレッション・
チェンバ・プール
水冷却モード）に
よるサプレッショ
ン・チェンバ・プー
ルの除熱

―

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.6/49条　原子炉格納容器内の冷却等のための設備】

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

残留熱除去系
（格納容器スプレ
イ冷却モード）に
よる原子炉格納
容器内の除熱

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.6/49条　原子炉格納容器内の冷却等のための設備】

復水移送ポンプ 66-6-1 「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-6-1 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁 66-6-1 系に含まれる

格納容器スプレイ・ヘッダ 66-6-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-6-1 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-6-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-6-2 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁 66-6-2 系に含まれる

格納容器スプレイ・ヘッダ 66-6-2 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系熱交換器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

格納容器スプレイ・ヘッダ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系熱交換器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

（
炉
心
損
傷
前

）

全交流動力電源
原子炉補機冷却系

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

（
炉
心
損
傷
前

）

代替格納容器ス
プレイ冷却系（可
搬型）による原子
炉格納容器内の
冷却

代替格納容器ス
プレイ冷却系（常
設）による原子炉
格納容器内の冷
却

代替交流電源設
備による残留熱
除去系（格納容
器スプレイ冷却
モード）の復旧

残留熱除去系（格納容
器スプレイ冷却モード）

運転，起動及び高温停止

代替交流電源設
備による残留熱
除去系（サプレッ
ション・チェンバ・
プール水冷却
モード）の復旧

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.6/49条　原子炉格納容器内の冷却等のための設備】

復水移送ポンプ 66-6-1 「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-6-1 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁 66-6-1 系に含まれる

格納容器スプレイ・ヘッダ 66-6-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-6-1 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-6-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-6-2 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁 66-6-2 系に含まれる

格納容器スプレイ・ヘッダ 66-6-2 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

残留熱除去系熱交換器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

格納容器スプレイ・ヘッダ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

残留熱除去系ポンプ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

残留熱除去系熱交換器 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理（系に含まれる）

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

原子炉補機冷却系 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

全交流動力電源
原子炉補機冷却系

サ
ポ
ー

ト
系
故
障
時

（
炉
心
損
傷
後

）

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

（
炉
心
損
傷
後

）

代替交流電源設
備による残留熱
除去系（格納容
器スプレイ冷却
モード）の復旧

運転，起動及び高温停止

代替格納容器ス
プレイ冷却系（常
設）による原子炉
格納容器内の冷
却

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

代替格納容器ス
プレイ冷却系（可
搬型）による原子
炉格納容器内の
冷却

残留熱除去系（格納容
器スプレイ冷却モード）

代替交流電源設
備による残留熱
除去系（サプレッ
ション・チェンバ・
プール水冷却
モード）の復旧

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

フィルタ装置 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

よう素フィルタ 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

ドレン移送ポンプ 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

ドレンタンク 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

遠隔手動弁操作設備 66-5-1 系に含まれる

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁 66-5-1 系に含まれる

スクラバ水pH制御設備 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

可搬型窒素供給装置 66-5-3 「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

ラプチャーディスク 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空破壊弁を含
む）

第43条
第44条

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理
「第44条　サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁」で整理

格納容器圧力逃がし装置配管・弁 66-5-1 系に含まれる

不活性ガス系配管・弁 66-5-1 系に含まれる

耐圧強化ベント系配管・弁 66-5-1 系に含まれる

ホース・接続口 66-5-3 「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理（系に含まれる）

フィルタベント遮蔽壁

配管遮蔽

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

常設代替直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

遠隔手動弁操作設備 66-5-1 系に含まれる

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁 66-5-1 系に含まれる

可搬型窒素供給装置 66-5-3 「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理

ホース・接続口 66-5-3 系に含まれる

復水移送ポンプ 66-5-5 「66-5-5 代替循環冷却系」で整理

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ・ポンプ 66-5-5 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-5-5 系に含まれる

復水補給水系配管・弁 66-5-5 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-5-5 系に含まれる

格納容器スプレイ・ヘッダ 66-5-5 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-5-5 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他条文を参照）

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理（「66-5-5 代替循環冷却系」で他条文を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-4-2
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理　（代替循環冷却系の準備のため低圧代替注水系（可搬型）を使用し，原子炉注水をす
ることから66-4-2で整理する）

ホース 66-4-2
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理　（代替循環冷却系の準備のため低圧代替注水系（可搬型）を使用し，原子炉注水をす
ることから66-4-2で整理する）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

―

現場操作全交流動力電源

不活性ガス(窒素
ガス)による系統
内の置換

―

代替循環冷却系
による原子炉格
納容器内の減圧
及び除熱

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.7/50条　原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備】

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）

原
子
炉
格
納
容
器
の
過
圧
破
損
防
止

―

格納容器圧力逃
がし装置による
原子炉格納容器
内の減圧及び除
熱
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

復水移送ポンプ 66-7-1 「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-7-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-7-1 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

コリウムシールド 66-7-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-7-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-7-2 系に含まれる

原子炉格納容器 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

コリウムシールド 66-7-2 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.8/51条　原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備】

格納容器下部注
水系(常設)による
原子炉格納容器
下部への注水

格納容器下部注
水系(可搬型)に
よる原子炉格納
容器下部への注
水

―

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
に
落
下
し
た
溶
融
炉
心
の
冷
却

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.8/51条　原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備】

復水移送ポンプ 66-4-1 「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で整理

復水補給水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-4-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-4-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

復水補給水系配管・弁 66-4-2 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-4-2 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-4-2 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

高圧代替注水系ポンプ 66-2-1 「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で整理

高圧代替注水系（蒸気系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

主蒸気系配管・弁 66-2-1 系に含まれる

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

高圧代替注水系（注水系）配管・弁 66-2-1 系に含まれる

復水補給水系配管 66-2-1 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁 66-2-1 系に含まれる

残留熱除去系配管・弁（7号炉のみ） 66-2-1 系に含まれる

給水系配管・弁・スパージャ 66-2-1 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-2-1 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

常設代替直流電源設備 66-12-4
「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理
　（「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

ほう酸水注入系ポンプ 66-2-3
保安規定の既存条文「第24条　ほう酸水注入系」よりも要求が拡張されたことから，第66条で新たにLCO等を定める
「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で整理

ほう酸水注入系貯蔵タンク 66-2-3
保安規定の既存条文「第24条　ほう酸水注入系」よりも要求が拡張されたことから，第66条で新たにLCO等を定める
「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で整理

ほう酸水注入系配管・弁 66-2-3 系に含まれる

高圧炉心注水系配管・弁・スパージャ 66-2-3 系に含まれる

原子炉圧力容器 66-2-3 系に含まれる

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で他表を参照）

高圧代替注水系
による原子炉圧
力容器への注水

―

溶
融
炉
心
の
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
落
下
遅
延
・
防
止

ほう酸水注入系
による原子炉圧
力容器へのほう
酸水注入

低圧代替注水系
(常設)による原子
炉圧力容器への
注水

低圧代替注水系
(可搬型)による原
子炉圧力容器へ
の注水

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

格納容器圧力逃がし装置 66-5-1 「66-5-1　格納容器圧力逃がし装置」で整理

フィルタ装置出口放射線モニタ 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

フィルタ装置水素濃度 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

サプレッション・チェンバ 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

耐圧強化ベント系（W/W） 66-5-2 「66-5-2　耐圧強化ベント系」で整理

可搬型窒素供給装置 66-5-3 「66-5-3　可搬型窒素供給装置」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」，「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

ホース・接続口 66-5-3 「66-5-3　可搬型窒素供給装置」で整理（系に含まれる）

耐圧強化ベント系放射線モニタ 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

フィルタ装置水素濃度 66-13-1
「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」，「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を
参照）

格納容器内水素濃度(SA) 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-6 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視」で他表を参照）

格納容器内水素濃度 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-6 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視」で他表を参照）

格納容器内酸素濃度 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-6 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

常設代替直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理

代替所内電気設備 66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.9/52条　水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備】

格納容器圧力逃
がし装置等によ
る
原子炉格納容器
内の水素ガス及
び酸素ガスの排
出

水素濃度及び酸
素濃度の監視

代替電源による
必要な設備への
給電

―

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

静的触媒式水素再結合器 66-8-1 「66-8-1 静的触媒式水素再結合器」で整理

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-8-1 静的触媒式水素再結合器」で他表を参照）

原子炉建屋原子炉区域 第49条 「第49条　原子炉建屋」で整理

原子炉建屋内の
水素濃度監視

原子炉建屋水素濃度

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-8-2 「66-8-2 原子炉建屋内の水素濃度」で整理

常設代替直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理

格納容器圧力逃がし装置（フィルタ装置，よう素フィルタ，ラプ
チャーディスク）

66-5-1 「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で整理

フィルタ装置水素濃度 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

運転，起動及び高温停止

水
素
濃
度
制
御
に
よ
る
原
子
炉
建
屋
等
の
損
傷
防
止

―

格納容器圧力逃
がし装置による
原子炉格納容器
内の水素の排出

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.10/53条　水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための設備】

静的触媒式水素
再結合器による
水素濃度抑制

代替電源による
必要な設備への
給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

可搬型代替注水ポンプ(A-1級) 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

ホース・接続口
66-9-1
66-19-1

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理（系に含まれる）
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）

燃料プール代替注水系配管・弁 66-9-1 系に含まれる

常設スプレイヘッダ 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

使用済燃料プール 66-9-1 系に含まれる

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-1級) 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

ホース・接続口
66-9-1
66-19-1

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理（系に含まれる）
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）

燃料プール代替注水系配管・弁 66-9-1 系に含まれる

可搬型スプレイヘッダ 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

使用済燃料プール 66-9-1 系に含まれる

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

― 漏えい抑制 サイフォン防止機能
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1 系に含まれる

可搬型代替注水ポンプ(A-1級) 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

ホース・接続口
66-9-1
66-19-1

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理（系に含まれる）
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）

燃料プール代替注水系配管・弁 66-9-1 系に含まれる

常設スプレイヘッダ 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

使用済燃料プール 66-9-1 系に含まれる

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-1級) 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

ホース・接続口
66-9-1
66-19-1

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理（系に含まれる）
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）

燃料プール代替注水系配管・弁 66-9-1 系に含まれる

可搬型スプレイヘッダ 66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

使用済燃料プール 66-9-1 系に含まれる

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

ホース 66-10-1 系に含まれる

放水砲 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制」で他表を参照）

燃料プール代替
注水系による可
搬型スプレイヘッ
ダを使用した使
用済燃料プール
への注水

燃料プール冷却浄化系
残留熱除去系

大気への放射性
物質の拡散抑制

使
用
済
燃
料
プ
ー

ル
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時

―

使
用
済
燃
料
プ
ー

ル
の
冷
却
機
能
又
は
注
水
機
能
の
喪
失
時
，
又
は
使
用
済
燃
料

プ
ー

ル
水
の
小
規
模
な
漏
え
い
発
生
時

燃料プール代替
注水系による常
設スプレイヘッダ
を使用した使用
済燃料プールへ
の注水

燃料プール代替
注水系による常
設スプレイヘッダ
を使用した使用
済燃料プールへ
のスプレイ

燃料プール代替
注水系による可
搬型スプレイヘッ
ダを使用した使
用済燃料プール
へのスプレイ

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.11/54条　使用済燃料プールの冷却等のための設備】

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

27



分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.11/54条　使用済燃料プールの冷却等のための設備】

使用済燃料貯蔵プール水位・温度(SA) 66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理

使用済燃料貯蔵プール水位・温度(SA広域) 66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ(高レンジ・低レンジ) 66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ(使用済燃料貯蔵プール監
視カメラ用空冷装置を含む)

66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

所内蓄電式直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備び常設代替直流電源設備」で整理

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理

燃料プール冷却浄化系ポンプ 66-9-2 「66-9-2 使用済燃料プールの除熱」で整理

使用済燃料プール 66-9-2 系に含まれる

燃料プール冷却浄化系熱交換器 66-9-2 「66-9-2 使用済燃料プールの除熱」で整理

燃料プール冷却浄化系配管・弁・スキマサージタンク・ディ
フューザ

66-9-2 系に含まれる

代替原子炉補機冷却系 66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理　（「66-9-2 使用済燃料プールの除熱」で他表を参照）

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-9-2 使用済燃料プールの除熱」で他表を参照）

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-9-2 使用済燃料プールの除熱」で他表を参照）

原子炉補機冷却系 第52条
「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理
また冷温停止以降，原子炉補機冷却系の不具合等により，関連する設備が運転上の制限を満足していないと判断した場合は，それ
ぞれ該当する条文を適用する

代替交流電源設
備を使用した燃
料プール冷却浄
化系による使用
済燃料プールの
除熱

全交流動力電源

使
用
済
燃
料
プ
ー

ル
か
ら
発
生
す
る
水
蒸
気
に

よ
る
悪
影
響
の
防
止

代替電源による
給電

―

重
大
事
故
等
時
に
お
け
る
使
用
済
燃
料

プ
ー

ル
の
監
視

使用済燃料プー
ルの監視

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

ホース 66-10-1 系に含まれる

放水砲 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で他表を参照）

放射性物質吸着材 66-10-2 「66-10-2 海洋への放射性物質の拡散抑制」で整理

汚濁防止膜 66-10-2 「66-10-2 海洋への放射性物質の拡散抑制」で整理

小型船舶（汚濁防止膜設置用） 66-10-2 「66-10-2 海洋への放射性物質の拡散抑制」で整理

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

ホース 66-10-1 系に含まれる

放水砲 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

泡原液搬送車 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

泡原液混合装置 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で他表を参照）

大気への放射性
物質の拡散抑制

海洋への放射性
物質の拡散抑制

原
子
炉
建
屋
周
辺
に
お
け
る
航

空
機
衝
突
に
よ
る
航
空
機
燃
料

火
災

―
航空機燃料火災
への泡消火

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.12/55条　発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備】

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

炉
心
の
著
し
い
損
傷
及
び
原
子
炉
格

納
容
器
の
破
損

使
用
済
燃
料
プ
ー

ル
内
燃
料
体
等
の

著
し
い
損
傷

―
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

復水貯蔵槽 運転，起動及び高温停止 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

高圧代替注水系（高圧代替注水系ポンプ） 66-2-1 「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動」で整理

原子炉隔離時冷却系（原子炉隔離時冷却系ポンプ） 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

高圧炉心注水系（高圧炉心注水系ポンプ） 運転，起動及び高温停止 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ） 66-4-1 「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で整理

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）（復水移送ポンプ） 66-6-1 「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で整理

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

格納容器下部注水系（常設）（復水移送ポンプ） 66-7-1 「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で整理

サプレッション・チェンバ 運転，起動及び高温停止 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

原子炉隔離時冷却系（原子炉隔離時冷却系ポンプ）
運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

高圧炉心注水系（高圧炉心注水系ポンプ） 運転，起動及び高温停止 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

残留熱除去系（残留熱除去系ポンプ） 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

残留熱除去系（残留熱除去系ポンプ） 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

サプレッション・チェンバ 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

代替循環冷却系（復水移送ポンプ） 66-5-5 「66-5-5 代替循環冷却系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-1級)
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理

ホース・接続口 各表で要求される期間

66-4-2
66-6-2
66-7-2
66-9-1
66-11-2
66-19-1

各表の系に含まれる

燃料補給設備
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ低圧時）

低圧代替注水系（可搬型）（可搬型代替注水ポンプ(A-2級)，
ホース・接続口等）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-19-1
66-4-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器
内の冷却

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）（可搬型代替注水ポン
プ（A-2 級），ホース・接続口等

運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-6-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

防火水槽を
水源とした対
応

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.13/56条　重大事故等の収束に必要となる水の供給設備】

サプレッション・チェンバ

―

サプレッション・チェンバ
復水貯蔵槽

防火水槽を水源
とした送水

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ高圧時）

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ低圧時）

原子炉格納容器
内の冷却

原子炉格納容器
下部への注水

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ高圧時）

復水貯蔵槽

復水貯蔵槽
を水源とした
対応

原子炉圧力容器
及び原子炉格納
容器内の除熱

原子炉格納容器
内の除熱

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ低圧時）

サプレッショ
ン・チェンバを
水源とした対
応

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.13/56条　重大事故等の収束に必要となる水の供給設備】

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 運転，起動及び高温停止 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

ホース・接続口 運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-11-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で整理（系に含まれる）

復水貯蔵槽
原子炉格納容器
下部への注水

格納容器下部注水系（可搬型）（可搬型代替注水ポンプ(A-2
級)，ホース・接続口等）

運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-7-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

－
使用済燃料プー
ルへの注水／ス
プレイ

燃料プール代替注水系（可搬型代替注水ポンプ（A-1級），可
搬型代替注水ポンプ(A-2級)，ホース・接続口等）

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1
66-19-1

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-1級)
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理

ホース・接続口 各表で要求される期間

66-4-2
66-6-2
66-7-2
66-9-1
66-11-2
66-19-1

各表の系に含まれる

燃料補給設備
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ低圧時）

低圧代替注水系（可搬型）（可搬型代替注水ポンプ(A-2級)，
ホース・接続口等）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-19-1
66-4-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

原子炉格納容器
内の冷却

代替格納容器スプレイ系（可搬型）（可搬型代替注水ポンプ
（A-2 級），ホース・接続口等）

運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-6-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 運転，起動及び高温停止 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

ホース・接続口 運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-11-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で整理（系に含まれる）

復水貯蔵槽
原子炉格納容器
下部への注水

格納容器下部注水系（可搬型）（可搬型代替注水ポンプ(A-2
級)，ホース・接続口等）

運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-7-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）

－
使用済燃料プー
ルへの注水／ス
プレイ

燃料プール代替注水系（可搬型代替注水ポンプ（A-1級），可
搬型代替注水ポンプ(A-2級)，ホース・接続口等）

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1
66-19-1

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理

防火水槽を
水源とした対
応

フィルタ装置への
補給

―

淡水貯水池を水
源とした送水（あ
らかじめ敷設して
あるホースが使
用できない場合）

淡水貯水池
を水源とした
対応（あらか
じめ敷設して
あるホースが
使用できない
場合）

サプレッション・チェンバ
復水貯蔵槽

―
フィルタ装置への
補給
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.13/56条　重大事故等の収束に必要となる水の供給設備】

可搬型代替注水ポンプ(A-1級)
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理

大容量送水車（海水取水用）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理

海水貯留堰
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-11-3 系に含まれる

スクリーン室
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-11-3 系に含まれる

取水路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-11-3 系に含まれる

ホース・接続口 各表で要求される期間

66-4-2
66-6-2
66-7-2
66-9-1
66-11-2
66-19-1

各表の系に含まれる

燃料補給設備
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（「66-11-3 海水移送設備」で他表を参照）

原子炉圧力容器
への注水（原子
炉冷却材圧力バ
ウンダリ低圧時）

低圧代替注水系（可搬型）（大容量送水車（海水取水用），可搬
型代替注水ポンプ（A-2 級），ホース・接続口等）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-19-1
66-4-2
66-11-3

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）
可搬型代替注水ポンプへ海水を移送するための設備は「66-11-3 海水移送設備」で整理

原子炉格納容器
内の冷却

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）（大容量送水車（海水
取水用），可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），ホース・接続口等）

運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-6-2
66-11-3

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で整理（系に含まれる）
可搬型代替注水ポンプへ海水を移送するための設備は「66-11-3 海水移送設備」で整理

復水貯蔵槽
原子炉格納容器
下部への注水

格納容器下部注水系（可搬型）（大容量送水車（海水取水用），
可搬型代替注水ポンプ(A-2級)，ホース・接続口等）

運転，起動及び高温停止
66-19-1
66-7-2
66-11-3

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で整理（系に含まれる）
可搬型代替注水ポンプへ海水を移送するための設備は「66-11-3 海水移送設備」で整理

使用済燃料プー
ルへの注水／ス
プレイ

燃料プール代替注水系（大容量送水車（海水取水用），可搬型
代替注水ポンプ（A-1級），可搬型代替注水ポンプ(A-2級)，
ホース・接続口等）

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1
66-19-1
66-11-3

「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理
「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理
可搬型代替注水ポンプへ海水を移送するための設備は「66-11-3 海水移送設備」で整理

最終ヒートシンク
へ（海）への代替
熱輸送

代替原子炉補機冷却系（大容量送水車(熱交換器ユニット用)）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-5-4 「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

放水砲 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

ホース 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理（系に含まれる）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で他表を参照）

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

ホース 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理（系に含まれる）

放水砲 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

泡原液搬送車 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

泡原液混合装置 66-10-1 「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で整理

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制，航空機燃料火災への泡消火」で他表を参照）

大気への放射性
物質の拡散抑制

海を水源とし
た対応

サプレッション・チェンバ
復水貯蔵槽

海を水源とした送
水

―

航空機燃料火災
への泡消火

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.13/56条　重大事故等の収束に必要となる水の供給設備】

ほう酸水注入系貯蔵タンク
第24条
66-2-3

「第24条　ほう酸水注入系」及び「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で整理

ほう酸水注入系（ほう酸水注入系ポンプ）
第24条
66-2-3

「第24条　ほう酸水注入系」及び「66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で整理

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-11-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で整理（系に含まれる）

CSP外部補給配管・弁 66-11-2 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-11-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で整理（系に含まれる）

CSP外部補給配管・弁 66-11-2 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

大容量送水車（海水取水用） 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

海水貯留堰 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理（系に含まれる）

スクリーン室 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理（系に含まれる）

取水路 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理（系に含まれる）

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

ホース・接続口
66-19-1
66-11-2

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）
「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で整理（系に含まれる）

CSP外部補給配管・弁 66-11-2 系に含まれる

復水貯蔵槽 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

復水貯蔵槽
へ水を補給す
るための対応

―

海を水源とした補
給（淡水／海水）

淡水貯水池を水
源とした補給（海
水／淡水）
（あらかじめ敷設
してあるホースが
使用できない場
合）

防火水槽を水源
とした補給（淡水
／海水）

原子炉圧力容器
へのほう酸水注
入

―

ほう酸水注入
系貯蔵タンク
を水源とした
対応

運転，起動及び高温停止

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.13/56条　重大事故等の収束に必要となる水の供給設備】

大容量送水車（海水取水用） 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理

海水貯留堰 66-11-3 系に含まれる

スクリーン室 66-11-3 系に含まれる

取水路 66-11-3 系に含まれる

ホース 66-11-3 系に含まれる

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-3 海水移送設備」で他表を参照）

復水貯蔵槽 運転，起動及び高温停止 66-11-1 「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

サプレッション・チェンバ 運転，起動及び高温停止 第46条 「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

原子炉隔離時冷却系
運転，起動及び高温停止（原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上）

第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

高圧炉心注水系 運転，起動及び高温停止 第39条 「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

大容量送水車（海水取水用） 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理

海水貯留堰 66-11-3 系に含まれる

スクリーン室 66-11-3 系に含まれる

取水路 66-11-3 系に含まれる

ホース 66-11-3 系に含まれる

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

大容量送水車（海水取水用） 66-11-3 「66-11-3 海水移送設備」で整理

海水貯留堰 66-11-3 系に含まれる

スクリーン室 66-11-3 系に含まれる

取水路 66-11-3 系に含まれる

可搬型代替注水ポンプ（Ａ-1級）
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1 「66-9-1 燃料プール代替注水系」で整理

可搬型代替注水ポンプ（Ａ-2級）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理

ホース
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-19-1 「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ(A-2級)」で整理（系に含まれる）

燃料補給設備
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理

淡水貯水池から
海への切替え

防火水槽へ補給
する水源の切替
え

原子炉隔離時冷
却系及び高圧炉
心注水系の水源
切替え

―
水源を切り替
えるための対
応

大容量送水車
（海水取水用）に
よる防火水槽へ
の海水補給

―
防火水槽へ
水を補給する
ための対応

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

非常用ディーゼル発電機
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第59条
第60条

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

燃料ディタンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第59条
第60条

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

非常用ディーゼル発電機～非常用高圧母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第59条
第60条

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理（系に含まれる）

原子炉補機冷却系
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第53条
「第53条　非常用ディーゼル発電設備冷却系」で整理
また冷温停止以降，原子炉補機冷却系の不具合等により，関連する設備が運転上の制限を満足していないと判断した場合は，それ
ぞれ該当する条文を適用する

燃料移送ポンプ
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第61条 「第61条　非常用ディーゼル発電機燃料油等」で整理

非常用ディーゼル発電機用燃料移送系配管・弁
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第61条 「第61条　非常用ディーゼル発電機燃料油等」で整理（系に含まれる）

軽油タンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第61条 「第61条　非常用ディーゼル発電機燃料油等」で整理

直流125V蓄電池B
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V蓄電池C
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V蓄電池D
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V充電器B
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V充電器C
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V充電器D
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V蓄電池及び充電器B～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理（系に含まれる）

直流125V蓄電池及び充電器C～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理（系に含まれる）

直流125V蓄電池及び充電器D～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理（系に含まれる）

直流125V蓄電池A
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V蓄電池A-2
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V充電器A
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V充電器A-2
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理

直流125V蓄電池及び充電器A～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理（系に含まれる）

直流125V蓄電池及び充電器A-2～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第62条
第63条

「第62条　直流電源その1」，「第63条　直流電源その2」で整理（系に含まれる）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.14/57条　電源設備】

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張

）

―

非常用直流電源
設備による給電

非常用交流電源
設備による給電
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.14/57条　電源設備】

第一ガスタービン発電機
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

第一ガスタービン発電機用燃料タンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

第一ガスタービン発電機用燃料移送系配管・弁
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

第一ガスタービン発電機～非常用高圧母線C系及びD系電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

第一ガスタービン発電機～AM用MCC電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

軽油タンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-1 常設代替交流電源設備」で他表を参照）

軽油タンク出口ノズル・弁
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

ホース
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

タンクローリ（16kL）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-1 常設代替交流電源設備」で他表を参照）

電源車
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

電源車～緊急用電源切替箱接続装置～非常用高圧母線C系
及びD系電路

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-12-6

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

電源車～動力変圧器C系～非常用高圧母線C系及びD系電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-12-6

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

電源車～緊急用電源切替箱接続装置～AM用MCC電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-12-6

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

電源車～AM用動力変圧器～AM用MCC電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-12-6

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

電源車～代替原子炉補機冷却系電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-5-4

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理（系に含まれる）

軽油タンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で他表を参照）

軽油タンク出口ノズル・弁
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

ホース
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

タンクローリ（4kL）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-７燃料補給設備」で整理　（「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で他表を参照）

号炉間電力融通ケーブル（常設）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-3 「66-12-3 号炉間電力融通電気設備」で整理

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-3 「66-12-3 号炉間電力融通電気設備」で整理

号炉間電力融通ケーブル（常設）～非常用高圧母線C系及びD
系電路

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）～非常用高圧母線C系及
びD系電路

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

号炉間電力融通
電気設備による
給電

常設代替交流電
源設備による給
電

可搬型代替交流
電源設備による
給電

非常用交流電源設備
（全交流動力電源喪失）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.14/57条　電源設備】

直流125V蓄電池A
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

直流125V蓄電池A-2
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

AM用直流125V蓄電池
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

直流125V充電器A
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

直流125V充電器A-2
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

AM用直流125V充電器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

直流125V蓄電池及び充電器A～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 系に含まれる

直流125V蓄電池及び充電器A-2～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 系に含まれる

AM用直流125V蓄電池及び充電器～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 系に含まれる

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

所内蓄電式直流
電源設備による
給電

非常用交流電源設備
（全交流動力電源喪失）
非常用直流電源設備
（蓄電池枯渇）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.14/57条　電源設備】

AM 用直流125V 蓄電池
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

AM 用直流125V 充電器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

AM 用直流125V 蓄電池及び充電器～直流母線電路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 系に含まれる

電源車
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

AM用直流125V充電器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

電源車～緊急用電源切替箱接続装置～AM用直流125V充電
器～直流母線電路

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-12-4
66-12-6

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」,「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」，
「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

電源車～AM用動力変圧器～AM用直流125V充電器～直流母
線電路

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
66-12-4
66-12-6

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」,「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」，
「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

軽油タンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

軽油タンク出口ノズル・弁
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

ホース
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

タンクローリ（4kL）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

緊急用断路器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

緊急用電源切替箱断路器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

緊急用電源切替箱接続装置
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

AM用動力変圧器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

AM用MCC
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

AM用切替盤
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理

AM用操作盤
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

非常用高圧母線C系
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

非常用高圧母線D系
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-6 「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

軽油タンク
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

軽油タンク出口ノズル・弁
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 系に含まれる

ホース
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 系に含まれる

タンクローリ（4kL）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

非常用交流電源設備
（全交流動力電源喪失）
非常用直流電源設備
（蓄電池枯渇）

常設代替直流電
源設備による給
電

非常用交流電源設備
（全交流動力電源喪失）
非常用直流電源設備
（常設直流電源系統喪
失）

―

代替所内電気設
備による給電

燃料補給設備に
よる給油

非常用所内電気設備

代
替
所
内
電
気
設
備
に
よ
る
給
電

燃
料
の
補
給

可搬型直流電源
設備による給電
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

他チャンネルによ
る計測

主要パラメータの他チャンネルの重要計器
「1.15/58条　計装設備②」参照

各計器が要求される原子炉
の状態に従う

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

代替パラメータに
よる推定

重要代替計器
「1.15/58条　計装設備②」参照

各計器が要求される原子炉
の状態に従う

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

代替パラメータに
よる推定

重要代替計器
「1.15/58条　計装設備②」参照

各計器が要求される原子炉
の状態に従う

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

可搬型計測器に
よる計測

可搬型計測器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-13-3 「66-13-3 可搬型計測器」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

所内蓄電式直流電源設備 66-12-4 「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理

可搬型直流電源設備 66-12-5 「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理

可搬型計測器に
よる計測

可搬型計測器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-13-3 「66-13-3 可搬型計測器」で整理

― ― パラメータ記録
安全パラメータ表示システム（SPDS）（データ伝送装置，緊急時
対策支援システム伝送装置，SPDS表示装置）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理　（「66-13-4 パラメータ記録」で他表を参照）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備①】

監視機能喪
失時

計器の故障

計器の計測範囲を超え
た場合

計器電源喪
失時

全交流動力電源喪失
直流電源喪失

代替電源(交流)
からの給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

代替電源(直流)
からの給電
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備①】

M/C C電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

M/C D電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

M/C E 電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

P/C C-1 電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

P/C D-1 電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

P/C E-1 電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

P/C C-1 電圧(他号炉) － 他号炉設備であり，7号炉のLCOとしては設定しない。

P/C D-1 電圧(他号炉) － 他号炉設備であり，7号炉のLCOとしては設定しない。

直流125V主母線盤A電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

直流125V主母線盤B電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

直流125V主母線盤C電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

直流125V充電器盤A-2蓄電池電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

AM用直流125V充電器盤蓄電池電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

非常用D/G発電機電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

非常用D/G発電機周波数 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

非常用D/G発電機電力 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

非常用D/G発電機電圧（他号炉） － 他号炉設備であり，7号炉のLCOとしては設定しない。

非常用D/G発電機周波数（他号炉） － 他号炉設備であり，7号炉のLCOとしては設定しない。

非常用D/G発電機電力（他号炉） － 他号炉設備であり，7号炉のLCOとしては設定しない。

第一GTG発電機電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

第一GTG発電機周波数 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

電源車電圧 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

電源車周波数 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

高圧窒素ガス供給系ADS入口圧力 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

高圧窒素ガス供給系窒素ガスボンベ出口圧力 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

ドレンタンク水位 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ出口圧力 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

RCWサージタンク水位 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

原子炉補機冷却水系熱交換器出口冷却水温度 66-13-2 「66-13-2 補助パラメータ」で整理

―

補助パラメー
タ（電源関係）

補助パラメー
タ（その他）

―

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動及び高温停止

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類

【主要パラメータ】
ＬＣＯ対象ＳＡ設備

自主対策設備（［　］記載）※
※LCO対象SA設備（代替パラメータ）の機能を満足す
る確認計器として記載，運転上の制限は適用しない

【代替パラメータ】※
LCO対象SA設備

※代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，
代替パラメータが複数あることを示す

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

原子炉圧力
容器内の温
度

原子炉圧力容器温度

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉圧力
②原子炉圧力（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
③残留熱除去系熱交換器入口温度

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉圧力

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉圧力（SA）
③原子炉水位（広帯域）
③原子炉水位（燃料域）
③原子炉水位（SA）
③原子炉圧力容器温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉圧力（SA）

①原子炉圧力
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
②原子炉圧力容器温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（広帯域）
原子炉水位（燃料域）

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉水位（SA）
③高圧代替注水系系統流量
③復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）
③復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
③原子炉隔離時冷却系系統流量
③高圧炉心注水系系統流量
③残留熱除去系系統流量
④原子炉圧力
④原子炉圧力（SA）
④格納容器内圧力（S/C）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（SA）

①原子炉水位（広帯域）
①原子炉水位（燃料域）
②高圧代替注水系系統流量
②復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）
②復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
②原子炉隔離時冷却系系統流量
②高圧炉心注水系系統流量
②残留熱除去系系統流量
③原子炉圧力
③原子炉圧力（SA）
③格納容器内圧力（S/C）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備②】

原子炉圧力
容器内の圧
力

運転，起動，高温停止及び冷
温停止

原子炉圧力
容器内の水
位

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類

【主要パラメータ】
ＬＣＯ対象ＳＡ設備

自主対策設備（［　］記載）※
※LCO対象SA設備（代替パラメータ）の機能を満足す
る確認計器として記載，運転上の制限は適用しない

【代替パラメータ】※
LCO対象SA設備

※代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，
代替パラメータが複数あることを示す

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備②】

高圧代替注水系系統流量

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉隔離時冷却系系統流量

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

高圧炉心注水系系統流量

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

運転，起動及び高温停止 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）※
復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
※代替循環冷却系運転時は「最終ヒートシンクの確保」を参照

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

残留熱除去系系統流量

①サプレッション・チェンバ・プール水位
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉格納
容器への注
水量

復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）※
復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）※
※代替循環冷却系運転時は「最終ヒートシンクの確保」を参照

①復水貯蔵槽水位（SA）
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）
②格納容器下部水位

運転，起動及び高温停止 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

ドライウェル雰囲気温度
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

サプレッション・チェンバ気体温度
①サプレッション・チェンバ・プール水温度
②格納容器内圧力（S/C）
③［サプレッション・チェンバ気体温度]

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

サプレッション・チェンバ・プール水温度
①主要パラメータの他チャンネル
②サプレッション・チェンバ気体温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内圧力（D/W）
①格納容器内圧力（S/C）
②ドライウェル雰囲気温度
③［格納容器内圧力（D/W）］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内圧力（S/C）
①格納容器内圧力（D/W）
②サプレッション・チェンバ気体温度
③［格納容器内圧力（S/C)］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

運転，起動及び高温停止※
※原子炉圧力が１．０３ＭＰａ
［ｇａｇｅ］以上の場合に適用す
る

原子炉格納
容器内の温
度

運転，起動及び高温停止
原子炉格納
容器内の圧
力

運転，起動及び高温停止

原子炉圧力
容器への注
水量

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合
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分類

【主要パラメータ】
ＬＣＯ対象ＳＡ設備

自主対策設備（［　］記載）※
※LCO対象SA設備（代替パラメータ）の機能を満足す
る確認計器として記載，運転上の制限は適用しない

【代替パラメータ】※
LCO対象SA設備

※代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，
代替パラメータが複数あることを示す

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備②】

サプレッション・チェンバ・プール水位

①復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
②復水貯蔵槽水位（SA）
③格納容器内圧力（D/W）
③格納容器内圧力（S/C）
④［サプレッション・チェンバ・プール水位］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器下部水位
①主要パラメータの他チャンネル
②復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）
③復水貯蔵槽水位（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内水素濃度
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内水素濃度（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内水素濃度（SA）
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内水素濃度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内雰囲気放射線レベル（D/W）
①主要パラメータの他チャンネル
②［エリア放射線モニタ］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内雰囲気放射線レベル（S/C）
①主要パラメータの他チャンネル
②［エリア放射線モニタ］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

起動領域モニタ
①主要パラメータの他チャンネル
②平均出力領域モニタ
③［制御棒操作監視系］

起動※１，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※２
※１：計数領域の場合に適用
する
※２：起動領域モニタ周りの燃
料が４体未満の場合は除く

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

平均出力領域モニタ
①主要パラメータの他チャンネル
②起動領域モニタ
③［制御棒操作監視系］

運転及び起動 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

［制御棒操作監視系］
①起動領域モニタ
②平均出力領域モニタ

運転及び起動 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

サプレッション・チェンバ・プール水温度
①主要パラメータの他チャンネル
②サプレッション・チェンバ気体温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

復水補給水系温度（代替循環冷却） ①サプレッション・チェンバ・プール水温度 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）

①原子炉水位（広帯域）
①原子炉水位（燃料域）
①原子炉水位（SA）
②原子炉圧力容器温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）

①復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）
①復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）
①復水移送ポンプ吐出圧力
①格納容器内圧力（S/C）
①サプレッション・チェンバ・プール水位
②サプレッション・チェンバ・プール水温度
②ドライウェル雰囲気温度
②サプレッション・チェンバ気体温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）

①復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
①復水移送ポンプ吐出圧力
①格納容器内圧力（S/C）
①サプレッション・チェンバ・プール水位
②格納容器下部水位

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

運転，起動及び高温停止

最終ヒートシ
ンクの確保
（代替循環冷
却系）

原子炉格納
容器内の水
位

運転，起動及び高温停止

原子炉格納
容器内の放
射線量率

運転，起動及び高温停止

未臨界の維
持又は監視

原子炉格納
容器内の水
素濃度

運転，起動及び高温停止
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分類

【主要パラメータ】
ＬＣＯ対象ＳＡ設備

自主対策設備（［　］記載）※
※LCO対象SA設備（代替パラメータ）の機能を満足す
る確認計器として記載，運転上の制限は適用しない

【代替パラメータ】※
LCO対象SA設備

※代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，
代替パラメータが複数あることを示す

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備②】

フィルタ装置水位 ①主要パラメータの他チャンネル 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

フィルタ装置入口圧力
①格納容器内圧力（D/W）
①格納容器内圧力（S/C）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

フィルタ装置出口放射線モニタ ①主要パラメータの他チャンネル 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

フィルタ装置水素濃度
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内水素濃度（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

フィルタ装置金属フィルタ差圧 ①主要パラメータの他チャンネル 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

フィルタ装置スクラバ水pH ①フィルタ装置水位 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

耐圧強化ベント系放射線モニタ ①主要パラメータの他チャンネル 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

フィルタ装置水素濃度 ①格納容器内水素濃度（SA） 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

残留熱除去系熱交換器入口温度
①原子炉圧力容器温度
①サプレッション・チェンバ・プール水温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

残留熱除去系熱交換器出口温度
①残留熱除去系熱交換器入口温度
②原子炉補機冷却水系系統流量
②残留熱除去系熱交換器入口冷却水流量

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

残留熱除去系系統流量 ①残留熱除去系ポンプ吐出圧力 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（広帯域）
原子炉水位（燃料域）

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉水位（SA）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉水位（SA）
①原子炉水位（広帯域）
①原子炉水位（燃料域）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉圧力

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉圧力（SA）
③原子炉水位（広帯域）
③原子炉水位（燃料域）
③原子炉水位（SA）
③原子炉圧力容器温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉圧力（SA）

①原子炉圧力
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
②原子炉圧力容器温度

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

ドライウェル雰囲気温度
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内圧力（D/W）

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

格納容器内圧力（D/W）
①格納容器内圧力（S/C）
②ドライウェル雰囲気温度
③［格納容器圧力（D/W）］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力
①原子炉圧力
①原子炉圧力（SA）
②［エリア放射線モニタ］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

残留熱除去系ポンプ吐出圧力
①原子炉圧力
①原子炉圧力（SA）
②［エリア放射線モニタ］

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

運転，起動及び高温停止

格納容器バイ
パスの監視
（原子炉建屋
内の状態）

運転，起動及び高温停止

格納容器バイ
パスの監視
（原子炉格納
容器内の状
態）

運転，起動及び高温停止

最終ヒートシ
ンクの確保
（格納容器圧
力逃がし装
置）

最終ヒートシ
ンクの確保
（耐圧強化ベ
ント系）

運転，起動及び高温停止

最終ヒートシ
ンクの確保
（残留熱除去
系）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

運転，起動及び高温停止

格納容器バイ
パスの監視
（原子炉圧力
容器内の状
態）
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分類

【主要パラメータ】
ＬＣＯ対象ＳＡ設備

自主対策設備（［　］記載）※
※LCO対象SA設備（代替パラメータ）の機能を満足す
る確認計器として記載，運転上の制限は適用しない

【代替パラメータ】※
LCO対象SA設備

※代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，
代替パラメータが複数あることを示す

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.15/58条　計装設備②】

復水貯蔵槽水位（SA）

①高圧代替注水系系統流量
①復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）
①復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
①原子炉隔離時冷却系系統流量
①高圧炉心注水系系統流量
①復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
②復水移送ポンプ吐出圧力
③［復水貯蔵槽水位］

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

サプレッション・チェンバ・プール水位

①復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）
①復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）
①残留熱除去系系統流量
②復水移送ポンプ吐出圧力
②残留熱除去系ポンプ吐出圧力
③［サプレッション・チェンバ・プール水位］

運転，起動及び高温停止 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

原子炉建屋
内の水素濃
度

原子炉建屋水素濃度
①主要パラメータの他チャンネル
②静的触媒式水素再結合器　動作監視装置

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

66-8-2 「66-8-2 原子炉建屋内の水素濃度」で整理（「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で他条文を参照）

原子炉格納
容器内の酸
素濃度

格納容器内酸素濃度

①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内雰囲気放射線レベル（D/W）
②格納容器内雰囲気放射線レベル（S/C）
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）

運転，起動及び高温停止 66-13-1 「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）
②使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）
③使用済燃料貯蔵プール監視カメラ

66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理　（「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で他条文を参照）

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）
②使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）
③使用済燃料貯蔵プール監視カメラ

66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理　（「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で他条文を参照）

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）
②使用済燃料貯蔵プール監視カメラ

66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理　（「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で他条文を参照）

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ(使用済燃料貯蔵プール監
視カメラ用空冷装置を含む)

①使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）
①使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

66-9-3 「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」で整理　（「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で他条文を参照）

水源の確保

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

使用済燃料
プールの監視
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

中央制御室遮蔽

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット・ブロワユ
ニット）

66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

中央制御室可搬型陽圧化空調機用仮設ダクト 66-14-1 系に含まれる

中央制御室換気空調系給排気隔離弁（ＭＣＲ外気取入ダン
パ，ＭＣＲ排気ダンパ，ＭＣＲ非常用外気取入ダンパ）

66-14-1 系に含まれる

中央制御室換気空調系ダクト（ＭＣＲ外気取入ダクト、ＭＣＲ排
気ダクト）

66-14-1 系に含まれる

差圧計 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

データ表示装置（待避室） 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

酸素濃度・二酸化炭素濃度計 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

中央制御室待避室遮蔽（常設）

中央制御室待避室遮蔽（可搬型） 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

中央制御室待避室陽圧化装置（配管・弁） 66-14-1 系に含まれる

可搬型蓄電池内蔵型照明 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ） 66-14-1 「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　 (「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で他表を参照）

無線連絡設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理　 (「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で他表を参照）

無線連絡設備（常設）（屋外アンテナ） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理（系に含まれる）

衛星電話設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理　 (「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で他表を参照）

衛星電話設備（常設）（屋外アンテナ） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理（系に含まれる）

非常用ガス処理系排風機 第51条 「第51条　非常用ガス処理系」で整理

非常用ガス処理系フィルタ装置 第51条 「第51条　非常用ガス処理系」で整理

非常用ガス処理系乾燥装置 第51条 「第51条　非常用ガス処理系」で整理

非常用ガス処理系配管・弁 第51条 系に含まれる

主排気筒（内筒） 第51条 系に含まれる

非常用ガス処理系排気流量 第51条 系に含まれる

原子炉建屋外気差圧 第51条 系に含まれる

原子炉建屋原子炉区域
第49条
66-14-2

「第49条　原子炉建屋」で整理
原子炉建屋ブローアウトパネル閉止装置については，「66-14-2 原子炉建屋ブローアウトパネル」で整理

非常用交流電源設備 第59条 「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.16/59条　運転員が中央制御室にとどまるための設備】

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，炉心
変更時※又は原子炉建屋原
子炉棟内で照射された燃料に
係る作業時
※：停止余裕確認後の同一水
圧制御ユニットに属する1組又
は1本の制御棒の挿入・引抜
を除く。

― ―

居住性の確保

被ばく線量の低
減

運転，起動及び高温停止

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

可搬型モニタリングポスト 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

データ処理装置 66-15-1 系に含まれる

可搬型ダスト・よう素サンプラ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＧＭ汚染サーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

可搬型気象観測装置 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

データ処理装置 66-15-1 系に含まれる

電離箱サーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

可搬型モニタリングポスト 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

データ処理装置 66-15-1 系に含まれる

小型船舶（海上モニタリング用） 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

可搬型ダスト・よう素サンプラ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＧＭ汚染サーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＺｎＳシンチレーションサーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

可搬型ダスト・よう素サンプラ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＧＭ汚染サーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

ＺｎＳシンチレーションサーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

電離箱サーベイメータ 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

小型船舶（海上モニタリング用） 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

無停電電源装置
モニタリング・ポ
ストの代替交流
電源からの給電

モニタリング・ポスト用発電機
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

放射能観測車
空気中の放射性
物質の濃度の代
替測定

― 海上モニタリング
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

― 放射線量の測定
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.17/60条　監視測定設備】

―

モニタリング・ポスト
放射線量の代替
測定

気象観測設備
気象観測項目の
代替測定

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

―

放射性物質の濃
度（空気中，水
中，土壌中）の測
定

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）高気密室 66-16-1 系に含まれる

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化
空調機

66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化
空調機用仮設ダクト

66-16-1 系に含まれる

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取
入送風機

66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空
気ボンベ，配管・弁）

66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸
収装置

66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

酸素濃度計（対策本部） 66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

二酸化炭素濃度計（対策本部） 66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

差圧計（対策本部） 66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

可搬型エリアモニタ（対策本部） 66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

可搬型モニタリングポスト 66-15-1 「66-15-1 監視測定設備」で整理　（「66-16-1  緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で他表を参照）

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ラン
タンタイプ）

66-16-1 「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で整理

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧化
空調機用仮設ダクト

66-16-2 系に含まれる

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧化
空調機

66-16-2 「66-16-2 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）」で整理

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（空
気ボンベ）

66-16-2 「66-16-2 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）」で整理

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（配
管・弁）

66-16-2 系に含まれる

酸素濃度計（待機場所） 66-16-2 「66-16-2 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）」で整理

二酸化炭素濃度計（待機場所） 66-16-2 「66-16-2 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）」で整理

差圧計（待機場所） 66-16-2 「66-16-2 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）」で整理

可搬型エリアモニタ（待機場所）
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-16-2 「66-16-2 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）」で整理

―
居住性の確保
（待避場所）

居住性の確保
（対策本部）

―

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.18/61条　緊急時対策所】

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）

―

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

―

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）

運転，起動及び高温停止，炉
心変更時※又は原子炉建屋
原子炉棟内で照射された燃
料に係る作業時
※：停止余裕確認後の同一水
圧制御ユニットに属する1組又
は1本の制御棒の挿入・引抜
を除く。

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係
る基本方針4.3-(1)）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動及び高温停止，炉
心変更時※又は原子炉建屋
原子炉棟内で照射された燃
料に係る作業時
※：停止余裕確認後の同一水
圧制御ユニットに属する1組又
は1本の制御棒の挿入・引抜
を除く。

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.18/61条　緊急時対策所】

安全パラメータ表示システム（SPDS） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

衛星電話設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

衛星電話設備（可搬型） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

無線連絡設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

無線連絡設備（可搬型） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

携帯型音声呼出電話設備 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

5号炉屋外緊急連絡用インターフォン 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

無線通信装置（常設） 66-17-1 系に含まれる

無線連絡設備(屋外アンテナ)(常設) 66-17-1 系に含まれる

衛星電話設備（屋外アンテナ）(常設） 66-17-1 系に含まれる

衛星無線通信装置（常設） 66-17-1 系に含まれる

有線（建屋内）（常設） 66-17-1 系に含まれる

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

負荷変圧器 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

可搬ケーブル 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

交流分電盤 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

軽油タンク 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で他表を参照）

タンクローリ（4kL） 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で他表を参照）

軽油タンク出口ノズル・弁 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

―

必要な指示及び
通信連絡

―

5 号炉原子炉建屋内緊
急時対策所
全交流動力電源

代替電源設備か
らの給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

衛星電話設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

衛星電話設備（可搬型） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

無線連絡設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

無線連絡設備（可搬型） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

携帯型音声呼出電話設備 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

安全パラメータ表示システム（SPDS） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

5号炉屋外緊急連絡用インターフォン 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

無線連絡設備（屋外アンテナ） 66-17-1 系に含まれる

衛星電話設備（屋外アンテナ） 66-17-1 系に含まれる

無線通信装置 66-17-1 系に含まれる

有線（建屋内） 66-17-1 系に含まれる

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

交流分電盤 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

負荷変圧器 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

可搬ケーブル 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

衛星電話設備（常設） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

衛星電話設備（可搬型） 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

データ伝送設備 66-17-1 「66-17-1 通信連絡設備」で整理

衛星電話設備（屋外アンテナ） 66-17-1 系に含まれる

無線通信装置 66-17-1 系に含まれる

有線（建屋内） 66-17-1 系に含まれる

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

交流分電盤 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

負荷変圧器 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

可搬ケーブル 66-16-3 「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で整理

可搬型代替交流電源設備 66-12-2 「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理

燃料補給設備 66-12-7 「66-12-7 燃料補給設備」で整理

常設代替交流電源設備 66-12-1 「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【1.19/62条　通信連絡設備】

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

―

―

発電所内の通信
連絡

―

全交流動力電源
代替電源設備か
らの給電の確保

全交流動力電源
代替電源設備か
らの給電の確保

―
発電所外(社内
外)の通信連絡

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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分類
機能喪失を

想定するＤＢ設備
対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備

適用される
原子炉の状態

保安規定 備考

アクセスルー
トの確保

―
アクセスルートの
確保

ホイールローダ
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-18-1 「66-18-1 アクセスルートの確保」で整理

原子炉圧力容器

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

第24条
第34条
第35条
第36条
第39条
66-2-1,3
66-4-1,2
66-5-5

各条文（表）の系に含まれる

原子炉格納容器 運転，起動及び高温停止 第43条 「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

使用済燃料プール
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

66-9-1
66-9-2

各表の系に含まれる

原子炉建屋原子炉区域

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※
※原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

第49条
66-8-1

「第49条　原子炉建屋」で整理
原子炉建屋ブローアウトパネル再閉止装置については，「66-14-2 原子炉建屋ブローアウトパネル」で整理

補機冷却用海水取水路 運転，起動，高温停止 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

補機冷却用海水取水槽 運転，起動，高温停止 第52条 「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理

海水貯留堰
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第52条
66-5-4
66-11-3

スクリーン室
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第52条
66-5-4
66-11-3

取水路
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

第52条
66-5-4
66-11-3

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備整理表　【その他の設備】

各条文（表）の系に含まれる

重大事故等
時に対処する
ための流路，
注水先，注入
先，排出元等

―

重大事故等時に
対処するための
流路，注水先，注
入先，排出元等

非常用取水
設備

― 非常用取水設備
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資料１．（２） 重大事故等対処設備代替設備整理表（保安規定第６６条 各表） 
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

ATWS緩和設備(代替制御棒挿入機能) 1個 常設 N 66-1-1 ― ―

ATWS緩和設備（代替冷却材再
循環ポンプ・トリップ機能）
ほう酸水注入系
自動減圧系起動阻止スイッチ

―

制御棒 205本 常設 N 第22条

制御棒駆動機構（水圧駆動） 205個 常設 N 第22条

制御棒駆動系水圧制御ユニット 103個 常設 N 第22条

制御棒駆動系配管 ― 常設 N 第22条

非常用交流電源設備 ― ― ― 第59条

ATWS緩和設備(代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能) 1個 常設 N 66-1-2 ― ―
ATWS緩和設備（代替制御棒挿
入機能）

―

非常用交流電源設備 ― ― ― 第59条

66-1-1
ATWS緩和設
備（代替制御
棒挿入機能）

66-1-2
ATWS緩和設
備（代替冷却
材再循環ポ
ンプ・トリップ
機能）

1.1

1.1

運転及び起動

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備】

代替制御棒挿入機能
による制御棒緊急挿入

原子炉冷却材再循環
ポンプ停止による原子
炉出力抑制

運転及び起動

「第22条　制御棒のスクラム機能」で整理

「第22条　制御棒のスクラム機能」で整理（系に含まれる）
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表No.

技術的
能力/設
置許可基
準規則

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

高圧代替注水系ポンプ 1台 常設 N 66-2-1 ―
高圧炉心注水系（非常用ディー
ゼル発電機含む）

原子炉隔離時冷却系（中操起
動）

―

高圧代替注水系（蒸気系）配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

高圧代替注水系（注水系）配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

残留熱除去系配管・弁（７号炉のみ） ― 常設 N 66-2-1

給水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-2-1

原子炉圧力容器 ― 常設 N 66-2-1

主蒸気系配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

復水貯蔵槽
12.7ｍ
4.4m

常設 N 66-11-1

常設代替直流電源設備 ― ― ― 66-12-4

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

可搬型直流電源設備 ― ― ― 66-12-5

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理 （66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理 （66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理 （66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理
 （66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

66-2-1
高圧代替注
水系（中央制
御室からの
遠隔起動）

1.2
1.8
1.13

1.2 高圧代替注水系の
中央制御室からの操作
による発電用原子炉の
冷却
1.8 高圧代替注水系に
よる原子炉圧力容器へ
の注水
1.13 原子炉圧力容器
への注水（原子炉冷却
材圧力バウンダリ高圧
時）

運転，起動及び高温停止(原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上)

系に含まれる

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理 （66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）
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表No.

技術的
能力/設
置許可基
準規則

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

高圧代替注水系ポンプ 1台 常設 N 66-2-1
原子炉隔離時冷却系
（現場起動）

高圧炉心注水系
原子炉隔離時冷却系（中操起
動）
高圧代替注水系（中操起動）

―

高圧代替注水系（蒸気系）配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

主蒸気系配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

高圧代替注水系（注水系）配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 66-2-1

残留熱除去系配管・弁（７号炉のみ） ― 常設 N 66-2-1

給水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-2-1

原子炉圧力容器 ― 常設 N 66-2-1

復水貯蔵槽
12.7ｍ
4.4m

常設 N 66-11-1

原子炉隔離時冷却系ポンプ 1台 常設 N 第39条
高圧代替注水系
（現場起動）

高圧炉心注水系
原子炉隔離時冷却系（中操起
動）
高圧代替注水系（中操起動）

―

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁 ― 常設 N 第39条

主蒸気系配管・弁 ― 常設 N 第39条

原子炉隔離時冷却系（注水系）配管・弁・ストレーナ ― 常設 N 第39条

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 第39条

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 第39条

給水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 第39条

原子炉圧力容器 ― 常設 N 第39条

復水貯蔵槽
12.7m
4.4ｍ

常設 N 66-11-1

サプレッション・チェンバ 3600m3 常設 N 第46条

ほう酸水注入系ポンプ 1台 常設 N 66-2-3

ほう酸水注入系貯蔵タンク 1基 常設 N 66-2-3

ほう酸水注入系配管・弁 ― 常設 N 66-2-3

高圧炉心注水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-2-3

原子炉圧力容器 ― 常設 N 66-2-3

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

―

運転，起動及び高温停止(原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上)

本表は必要な電動弁の手動操作用レバー及びハンドルの操作により現場起動できることを要求
ポンプ等の系統設備は，「66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）で整理

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理 （66-2-1 高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動）」で他表を参照）

66-2-3
ほう酸水注入
系（重大事故
等対処設備）

1.2 ほう酸水注入系に
よる進展抑制
1.8 ほう酸水注入系に
よる原子炉圧力容器へ
のほう酸水注入
1.13 原子炉圧力容器
へのほう酸水注入

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止(原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上)

1.2
1.8
1.13

1.2 原子炉隔離時冷却
系の現場操作による発
電用原子炉の冷却

66-2-2
高圧代替注
水系及び原
子炉隔離時
冷却系（現場
起動）

1.2

1.2 高圧代替注水系の
現場操作による発電用
原子炉の冷却

本表は必要な電動弁の手動操作用レバー及びハンドルの操作により現場起動できることを要求
ポンプ等の系統設備は「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理 （66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理 （66-2-3 ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）」で他表を参照）

系に含まれる

――
高圧炉心注水系（非常用ディー
ゼル発電機含む）
原子炉隔離時冷却系

「第46条　サプレッションプールの水位」で整理
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 1個 常設 N 66-3-1 ― ― 逃がし安全弁（手動減圧） ―

自動減圧系の起動阻止スイッチ 1系（論理毎） 常設 N 66-3-1 ― ―
ATWS緩和設備（代替制御棒挿
入機能）

―

逃がし安全弁（自動減圧機能付きC,H,N,Tの4個） 4個 常設 N 第39条

主蒸気系配管・クエンチャ ― 常設 N 第39条

自動減圧機能用アキュムレータ 4個 常設 N 第39条

非常用交流電源設備 ― ― ― 第59条

逃がし安全弁 8個 常設 N 66-3-2 ―
高圧炉心注水系
原子炉隔離時冷却系

― ―

主蒸気系配管・クエンチャ ― 常設 N 66-3-2

逃がし弁機能用アキュムレータ 8個 常設 N 66-3-2

自動減圧機能用アキュムレータ 8個 常設 N 66-3-2

所内蓄電式直流電源設備 ― ― ― 66-12-4

可搬型直流電源設備 ― ― ― 66-12-5

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

AM用切替装置（SRV） 1個 常設 N 66-3-3
逃がし安全弁用可搬型蓄電池に
よる逃がし安全弁機能回復

常用直流電源設備 ―
代替逃がし安全弁駆動装置
代替品の補充等

逃がし安全弁（自動減圧機能なし） 4個 常設 N 66-3-2

主蒸気系配管・クエンチャ ― 常設 N 66-3-2

逃がし弁機能用アキュムレータ 4個 常設 N 66-3-2

可搬型直流電源設備 ― ― ― 66-12-5

常設代替直流電源設備 ― ― ― 66-12-4

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 1個 可搬 N 66-3-3
可搬型直流電源設備による逃が
し安全弁機能回復

常用直流電源設備 ―
代替逃がし安全弁駆動装置
代替品の補充等

自動減圧機能用アキュムレータ 2個 常設 N 66-3-2

逃がし安全弁（自動減圧機能付き） 2個 常設 N 66-3-2

主蒸気系配管・クエンチャ ― 常設 N 66-3-2

高圧窒素ガスボンベ 5本 可搬 N 66-3-3 ― アキュムレータ圧力 ―
代替逃がし安全弁駆動装置
代替品の補充等

高圧窒素ガス供給系配管・弁 ― 常設 N 66-3-3

自動減圧機能用アキュムレータ 8個 常設 N 66-3-2

逃がし弁機能用アキュムレータ 8個 常設 N 66-3-2

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

66-3-3
逃がし安全弁
の機能回復

1.3

1.3 可搬型直流電源設
備による逃がし安全弁
機能回復

運転，起動及び高温停止

系に含まれる

66-3-2
主蒸気逃がし
安全弁（手動
減圧）

1.3

1.3 手動操作による減
圧
1.3 高圧溶融物放出／
格納容器雰囲気直接
加熱の防止
1.3 発電用原子炉の減
圧(インターフェイスシス
テムLOCA発生時)

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備】

66-3-1
代替自動減
圧機能

1.3
1.1

1.3 減圧の自動化
1.1 自動減圧系の起動
阻止スイッチによる原
子炉出力急上昇防止

運転，起動及び高温停止(原
子炉圧力が1.03MPa[gage]以
上)

1.3 高圧窒素ガス供給
系による窒素ガス確保

1.3 逃がし安全弁の背
圧対策

運転，起動及び高温停止

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

「第39条　非常用炉心冷却系その1」で整理

1.3 逃がし安全弁用可
搬型蓄電池による逃が
し安全弁機能回復

運転，起動及び高温停止

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で他表を参照）

「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-3-3 主蒸気逃がし安全弁の機能回復」で他表を参照）

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で整理（系に含まれる）

運転，起動及び高温停止

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）

系に含まれる

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）

「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-3-2 主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）」で他表を参照）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

運転，起動，高温停止 2台 常設 N 66-4-1 ―
低圧注水系（非常用ディーゼル
発電機含む）

高圧炉心注水系 ―

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

1台 常設 N 66-4-1

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-4-1

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 66-4-1

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-4-1

残留熱除去系(A)配管・弁 ― 常設 N 66-4-1

給水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-4-1

原子炉圧力容器 ― 常設 N 66-4-1

復水貯蔵槽
12.7ｍ
4.4m

常設 N 66-11-1

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

非常用交流電源設備 ― ― ―
第59条
第60条

運転，起動，高温停止 4台×2 可搬 2N
※１
66-4-2
66-19-1

―
低圧注水系（非常用ディーゼル
発電機含む）

高圧炉心注水系
                 ―
 消火系

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

4台×2 可搬 2N
※１
66-4-2
66-19-1

ホース・接続口 ― 可搬/常設 2N/N
66-4-2
66-19-1

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-4-2

残留熱除去系(B)配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-4-2

残留熱除去系(A)配管・弁 ― 常設 N 66-4-2

給水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-4-2

原子炉圧力容器 ― 常設 N 66-4-2

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

非常用交流電源設備 ― ― ―
第59条
第60条

※１：可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）については、他手段と兼用であるため「６６－１９－１　可搬型代替注水（Ａ－２級）」で整理する。系統としての要求事項等については、本表にて整理する。

66-4-1
低圧代替注
水系（常設）

1.4
1.8
1.13

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

復水移送ポンプ

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備】

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

系に含まれる

66-4-2
低圧代替注
水系（可搬
型）

1.4
1.8
1.13

1.4 低圧代替注水系
(可搬型)による発電用
原子炉の冷却【原子炉
運転中】
1.4 低圧代替注水系
(可搬型)による残存溶
融炉心の冷却
1.4 低圧代替注水系
(可搬型)による発電用
原子炉の冷却【原子炉
停止中】
1.8 低圧代替注水系
(可搬型)による原子炉
圧力容器への注水
1.13 原子炉圧力容器
への注水（原子炉冷却
材圧力バウンダリ低圧
時）

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」，「第60条　非常用ディーゼル発電機その2」で整理

1.4 低圧代替注水系
(常設)による発電用原
子炉の冷却【原子炉運

転中】
1.4 低圧代替注水系

(常設)による残存溶融
炉心の冷却

1.4 低圧代替注水系
(常設)による発電用原
子炉の冷却【原子炉停

止中】
1.8 低圧代替注水系

(常設)による原子炉圧
力容器への注水

1.13 原子炉圧力容器
への注水（原子炉冷却
材圧力バウンダリ低圧

時）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く）（非常用ディーゼル発電機及び低圧代替注水系（可搬型）含む）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-4-1 低圧代替注水系（常設）」で他表を参照）

非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く）（非常用ディーゼル発電機及び低圧代替注水系（常設）含む）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で他表を参照）

系に含まれる
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

フィルタ装置 1個 常設 N 66-5-1

よう素フィルタ 2個 常設 N 66-5-1

ラプチャーディスク 2個 常設 N 66-5-1

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 2本 可搬 N 66-5-1

スクラバ水pH制御設備 1式 可搬 N 66-5-1

ドレン移送ポンプ 1台 常設 N 66-5-1

ドレンタンク 1基 常設 N 66-5-1

遠隔手動弁操作設備 ― 常設 N 66-5-1

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁 ― 常設 N 66-5-1

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空破壊弁含む） ― 常設 N
第43条
第44条

格納容器圧力逃がし装置配管・弁 ― 常設 N 66-5-1

不活性ガス系配管・弁 ― 常設 N 66-5-1

耐圧強化ベント系配管・弁 ― 常設 N 66-5-1

フィルタベント遮蔽壁

配管遮蔽

可搬型窒素供給装置 1台 可搬 N 66-5-3

ホース・接続口 ― 可搬/常設 N 66-5-3

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台 可搬 N 66-19-1

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

可搬型直流電源設備 ― ― ― 66-12-5

常設代替直流電源設備 ― ― ― 66-12-4

フィルタ装置出口放射線モニタ 1個 常設 N 66-13-1

フィルタ装置水素濃度 1個 常設 N 66-13-1

―

残留熱除去系（低圧注水モード，
格納容器スプレイモード，サプ
レッションプール冷却モード）
（非常用ディーゼル発電機，原子
炉補機冷却水系，原子炉補機冷
却海水系含む）
可燃性ガス濃度制御系

「66-19-1 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備，原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備】

66-5-1
格納容器圧
力逃がし装置

1.5 格納容器圧力逃が
し装置による原子炉格
納容器内の減圧及び
除熱
1.5 現場操作（格納容
器圧力逃がし装置）
1.7 格納容器圧力逃が
し装置による原子炉格
納容器内の減圧及び
除熱
1.7 現場操作（格納容
器圧力逃がし装置）
1.9 格納容器圧力逃が
し装置による原子炉格
納容器内の水素ガス
及び酸素ガスの排出
1.10 格納容器圧力逃
がし装置による原子炉
格納容器内の水素の
排出
1.13 フィルタ装置への
補給

運転，起動及び高温停止

1.5
1.7
1.9
1.10
1.13

―
代替循環冷却系
耐圧強化ベント系（W/W）

「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係る基本方針4.3-(1)）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理　（「66-5-1 格納容器圧力逃がし装置」で他表を参照）

「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理　（系に含まれる）

系に含まれる

系に含まれる

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理
「第44条　サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁」で整理
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備，原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備】

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 4個 可搬 N 66-5-2 格納容器圧力逃がし装置

残留熱除去系（低圧注水モード，
格納容器スプレイモード，サプ
レッションプール冷却モード）
（非常用ディーゼル発電機，原子
炉補機冷却水系，原子炉補機冷
却海水系含む）
可燃性ガス濃度制御系

― 代替品の補充等

遠隔手動弁操作設備 ― 常設 N 66-5-2

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁 ― 常設 N 66-5-2

耐圧強化ベント系(W/W)配管・弁 ― 常設 N 66-5-2

耐圧強化ベント系(D/W) 配管・弁 ― 常設 N 66-5-2

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁 ― 常設 N 66-5-2

不活性ガス系配管・弁 ― 常設 N 66-5-2

非常用ガス処理系配管・弁 ― 常設 N 66-5-2

主排気筒（内筒） ― 常設 N 66-5-2

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空破壊弁含む） ― 常設 N
第43条
第44条

可搬型窒素供給装置 1台 可搬 N 66-5-3

ホース・接続口 ― 可搬/常設 N 66-5-3

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

常設代替直流電源設備 ― ― ― 66-12-4

可搬型直流電源設備 ― ― ― 66-12-5

フィルタ装置水素濃度 1個 常設 N 66-13-1

耐圧強化ベント系放射線モニタ 1個 常設 N 66-13-1

可搬型窒素供給装置 1台 可搬 N 66-5-3 ―

残留熱除去系（低圧注水モード，
格納容器スプレイモード，サプ
レッションプール冷却モード）
（非常用ディーゼル発電機，原子
炉補機冷却水系，原子炉補機冷
却海水系含む）
可燃性ガス濃度制御系

― 代替品の補充等

ホース・接続口 ― 可搬/常設 N 66-5-3

1.5 耐圧強化ベント系
による原子炉格納容器
内の減圧及び除熱
1.5 現場操作（耐圧強
化ベント系）
1.9 耐圧強化ベント系
（Ｗ/Ｗ）による原子炉
格納容器内の水素ガ
ス及び酸素ガスの排出

運転，起動及び高温停止
66-5-2
耐圧強化ベ
ント系

1.5
1.9

66-5-3
可搬型窒素
供給装置

1.7
1.9

1.7 不活性ガス(窒素ガ
ス)による系統内の置
換
1.9 格納容器圧力逃が
し装置等による原子炉
格納容器内の水素ガ
ス及び酸素ガスの排出

運転，起動及び高温停止

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）

「66-5-3 可搬型窒素供給装置」で整理　（系に含まれる）

系に含まれる

系に含まれる

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理
「第44条　サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁」で整理

「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-2 耐圧強化ベント系」で他表を参照）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備，原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備】

熱交換器ユニット 1台×2 可搬 2N 66-5-4

大容量送水車（熱交換器ユニット用） 1式×2 可搬 2N 66-5-4

代替原子炉補機冷却海水ストレーナ ― 可搬 2N 66-5-4

ホース ― 可搬 2N 66-5-4

原子炉補機冷却系配管・弁・サージタンク ― 常設 N 66-5-4

残留熱除去系熱交換器 ― 常設 N 66-5-4

海水貯留堰 ― 常設 N 66-5-4

スクリーン室 ― 常設 N 66-5-4

取水路 ― 常設 N 66-5-4

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

復水移送ポンプ 2台 常設 N 66-5-5 ―

格納容器スプレイ冷却系
（非常用ディーゼル発電機，原子
炉補機冷却水系，原子炉補機冷
却海水系を含む）

― ―

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ ― 常設 N 66-5-5

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 66-5-5

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-5-5

給水系配管・弁・スパージャ ― 常設 N 66-5-5

格納容器スプレイ・ヘッダ ― 常設 N 66-5-5

原子炉圧力容器 ― 常設 N 66-5-5

原子炉格納容器 ― 常設 N 第43条

サプレッション・チェンバ 3600m3 常設 N 第46条

代替原子炉補機冷却系 ― ― ― 66-5-4

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台×2 可搬 2N 66-4-2

ホース ― 可搬 2N 66-4-2

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

格納容器内水素濃度(SA) 1チャンネル 常設 Ｎ 66-13-1

格納容器内水素濃度 1チャンネル 常設 Ｎ 66-13-1

格納容器内酸素濃度 1チャンネル 常設 Ｎ 66-13-1

66-5-4
代替原子炉
補機冷却系

1.5
1.13

1.5 代替原子炉補機冷
却系による除熱
1.13 最終ヒートシンク
（海）への代替熱輸送

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-5-5
代替循環冷
却系

1.7
1.13

1.7 代替循環冷却系に
よる原子炉格納容器内
の減圧及び除熱
1.13 原子炉圧力容器
及び原子炉格納容器
内の除熱

運転，起動及び高温停止

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で他表を参照）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で他表を参照）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

―

「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理　（代替循環冷却系の準備のため低圧代替注水系（可搬型）を使用し，原子炉注水をすること
から66-4-2で整理する）

「66-4-2 低圧代替注水系（可搬型）」で整理　（代替循環冷却系の準備のため低圧代替注水系（可搬型）を使用し，原子炉注水をすること
から66-4-2で整理する）

（運転，起動，高温停止のみ）
原子炉補機冷却水系
（原子炉補機冷却海水系，非常
用ディーゼル発電機を含む）

代替品の補充等
大容量送水車又は代替原子補
機冷却海水ポンプを使用した海
水直接通水による除熱

―

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

系に含まれる

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で他表を参照）

「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

「第46条　サプレッションプールの水位」で整理

66-5-6
格納容器内
の水素濃度
及び酸素濃
度の監視

1.9
1.9水素濃度及び酸素
濃度の監視

運転，起動及び高温停止

「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-6 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視」で他表を参照）

「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-6 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視」で他表を参照）

「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-5-6 格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視」で他表を参照）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-5-5 代替循環冷却系」で他表を参照）

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

系に含まれる
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

復水移送ポンプ 2台 常設 N 66-6-1 ―
格納容器スプレイ冷却系
(非常用ディーゼル発電機含む）

―
―

消火系（時間短縮の補完措置含
む）

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-6-1

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 66-6-1

残留熱除去系配管・弁 ― 常設 N 66-6-1

格納容器スプレイ・ヘッダ ― 常設 N 66-6-1

原子炉格納容器 ― 常設 N 第43条

復水貯蔵槽
12.7ｍ
4.4m

常設 N 66-11-1

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

非常用交流電源設備 ― ― ― 第59条

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台×2 可搬 2N
※１
66-6-2
66-19-1

―
格納容器スプレイ冷却系
(非常用ディーゼル発電機含む）

代替格納容器スプレイ冷却系（常
設）

                    ―
消火系

ホース・接続口 ― 可搬/常設 2N/N
66-6-2
66-19-1

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-6-2

残留熱除去系配管・弁 ― 常設 N 66-6-2

格納容器スプレイ・ヘッダ ― 常設 N 66-6-2

原子炉格納容器 ― 常設 N 第43条

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

非常用交流電源設備 ― ― ― 第59条

※１：可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）については、他手段と兼用であるため「６６－１９－１　可搬型代替注水（Ａ－２級）」で整理する。系統としての要求事項等については、本表にて整理する。

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

66-6-1
代替格納容
器スプレイ冷
却系（常設）

1.6
1.13

1.6 代替格納容器スプ
レイ冷却系（常設）によ
る原子炉格納容器内
の冷却(炉心損傷前)
1.6 代替格納容器スプ
レイ冷却系（常設）によ
る原子炉格納容器内
の冷却(炉心損傷後)
1.13 原子炉格納容器
内の冷却

運転，起動及び高温停止

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-6 原子炉格納容器内の冷却等のための設備】

1.6 代替格納容器スプ
レイ冷却系（可搬型）に
よる原子炉格納容器内
の冷却(炉心損傷前)
1.6 代替格納容器スプ
レイ冷却系（可搬型）に
よる原子炉格納容器内
の冷却(炉心損傷後)
1.13 原子炉格納容器
内の冷却

運転，起動及び高温停止

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

系に含まれる

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

系に含まれる

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

66-6-2
代替格納容
器スプレイ冷
却系（可搬
型）

1.6
1.13

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で他表を参照）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）

「第59条　非常用ディーゼル発電機その1」で整理

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」で他表を参照）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

復水移送ポンプ 1台 常設 N 66-7-1 ―
低圧注水系
(非常用ディーゼル発電機含む）

格納容器下部注水系（可搬型）
（時間短縮の補完措置含む）

                    ―
消火系

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-7-1

高圧炉心注水系配管・弁 ― 常設 N 66-7-1

原子炉格納容器 ― 常設 N 第43条

コリウムシールド ― 常設 N 66-7-1

復水貯蔵槽
12.7ｍ
4.4m

常設 N 66-11-1

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台×2 可搬 2N
※１
66-7-2
66-19-1

―
低圧注水系
(非常用ディーゼル発電機含む）

格納容器下部注水系（常設）
                   ―
消火系

ホース・接続口 ― 可搬/常設 2N/N
66-7-2
66-19-1

復水補給水系配管・弁 ― 常設 N 66-7-2

原子炉格納容器 ― 常設 N 第43条

コリウムシールド ― 常設 N 66-7-2

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

代替所内電気設備 ― ― ― 66-12-6

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

※１：可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）については、他手段と兼用であるため「６６－１９－１　可搬型代替注水（Ａ－２級）」で整理する。系統としての要求事項等については、本表にて整理する。

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

1.8
1.13

1.8 格納容器下部注水
系(可搬型)による原子
炉格納容器下部への
注水
1.13 原子炉格納容器
下部への注水

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-7 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備】

系に含まれる

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

系に含まれる
運転，起動及び高温停止

系に含まれる

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

系に含まれる

66-7-1
格納容器下
部注水系（常
設）

1.8
1.13

1.8 格納容器下部注水
系(常設)による原子炉
格納容器下部への注
水
1.13 原子炉格納容器
下部への注水

運転，起動及び高温停止

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-7-1 格納容器下部注水系（常設）」で他表を参照）

66-7-2
格納容器下
部注水系（可
搬型）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

「第43条　格納容器及び格納容器隔離弁」で整理

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-7-2 格納容器下部注水系（可搬型）」で他表を参照）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

運転，起動，高温停止 56個 常設 N 66-8-1 ― 低圧注水系 ―
                 ―
原子炉建屋トップベント

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

56個 常設 N 66-8-1 ―
非常用炉心冷却系（自動減圧系
を除く）

―
                ―
原子炉建屋トップベント

静的触媒式水素再結合器動作監視装置
1チャンネル
※１

常設 N 66-13-1

原子炉建屋原子炉区域 ― 常設 N
第49条
66-14-2

66-8-2
原子炉建屋
内の水素濃
度監視

1.10
1.10 原子炉建屋内の
水素濃度監視

原子炉建屋水素濃度

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

8チャンネル 常設 Ｎ 66-8-2 ― ―

代替パラメータ（他チャンネル）
（静的触媒式水素再結合器動作
監視装置）

―

※１：１チャンネルとは１基の静的触媒式水素再結合器の出入口に設置している２個の静的触媒式水素再結合器動作監視装置をいう。

「第49条　原子炉建屋」で整理
原子炉建屋ブローアウトパネル閉止装置については，「表66-14-2 原子炉建屋ブローアウトパネル」で整理

「66-13-1 主要パラメータ及び代替パラメータ」で整理　（「66-8-1 静的触媒式水素再結合器」で他表を参照）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-8 水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための設備】

66-8-1
静的触媒式
水素再結合
器

1.10
1.10 静的触媒式水素
再結合器による水素濃
度抑制

静的触媒式水素再結合器

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

可搬型代替注水ポンプ(A-1級) 1台 可搬 N 66-9-1

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台×2 可搬 2N
※１
66-9-1
66-19-1

常設スプレイヘッダ 1個 常設 N 66-9-1

ホース・接続口 ― 可搬/常設 2N/N
66-9-1
66-19-1

燃料プール代替注水系配管・弁 ― 常設 N 66-9-1

使用済燃料プール ― 常設 N 66-9-1

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

可搬型代替注水ポンプ(A-1級) 1台 可搬 N 66-9-1

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台×2 可搬 2N
※１
66-9-1
66-19-1

可搬型スプレイヘッダ 1個 可搬 N 66-9-1

ホース・接続口 ― 可搬/常設 2N/N
66-9-1
66-19-1

燃料プール代替注水系配管・弁 ― 常設 N 66-9-1

使用済燃料プール ― 常設 N 66-9-1

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

1.11 1.11 漏えい抑制 サイフォン防止機能
使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

― 常設 N 66-9-1

燃料プール冷却浄化系ポンプ 1台 常設 N 66-9-2

燃料プール冷却浄化系熱交換器 1基 常設 N 66-9-2

燃料プール冷却浄化系配管・弁・スキマサージタンク・ディ
フューザ

― 常設 N 66-9-2

使用済燃料プール ― 常設 N 66-9-2

代替原子炉補機冷却系 ― ― ― 66-5-4

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

原子炉補機冷却系 ― ― ― 第52条

1.11
1.13

1.11 燃料プール代替
注水系による可搬型ス
プレイヘッダを使用した
使用済燃料プールへ
の注水
1.11 燃料プール代替
注水系による可搬型ス
プレイヘッダを使用した
使用済燃料プールへ
のスプレイ
1.13 使用済燃料プー
ルへの注水/スプレイ

「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理　（「66-9-2　燃料プール冷却浄化系」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-9-2　燃料プール冷却浄化系」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-9-2　燃料プール冷却浄化系」で他表を参照）

―

使用済燃料プール温度，水位監
視

常設スプレイヘッダ使用
代替品の補充等
消火系

系に含まれる

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-9 使用済燃料プールの冷却等のための設備】

1.11
1.13

1.11 燃料プール代替
注水系による常設スプ
レイヘッダを使用した
使用済燃料プールへ
の注水
1.11 燃料プール代替
注水系による常設スプ
レイヘッダを使用した
使用済燃料プールへ
のスプレイ
1.13 使用済燃料プー
ルへの注水/スプレイ

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

燃料プール代替注水系（補完措
置含む）
残留熱除去系（最大熱負荷モー
ド）

―使用済燃料プール温度上昇評価

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

―

66-9-2
使用済燃料
プールの除
熱

1.11

1.11 代替交流電源設
備を使用した燃料プー
ル冷却浄化系による使
用済燃料プール除熱

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

系に含まれる

「第52条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却海水系」で整理
また冷温停止以降，原子炉補機冷却系の不具合等により，関連する設備が運転上の制限を満足していないと判断した場合は，それぞれ
該当する条文を適用する

系に含まれる

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-9-1 燃料プール代替注水系」で他表を参照）

66-9-1
燃料プール
代替注水系

代替品の補充等
消火系可搬型スプレイヘッダ使用

使用済燃料プール温度，水位監
視

―

系に含まれる
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-9 使用済燃料プールの冷却等のための設備】

使用済燃料貯蔵プール水位・温度(SA) 1チャンネル 常設 N 66-9-3

使用済燃料貯蔵プール水位・温度(SA広域) 1チャンネル 常設 N 66-9-3

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ(高レンジ・低レンジ) 1チャンネル 常設 N 66-9-3

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ(使用済燃料貯蔵プール監視
カメラ用空冷装置を含む)

1チャンネル 常設 N 66-9-3

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

可搬型代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-2

所内蓄電式直流電源設備 ― ― ― 66-12-4

可搬型直流電源設備 ― ― ― 66-12-5

※１：可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）については、他手段と兼用であるため「６６－１９－１　可搬型代替注水（Ａ－２級）」で整理する。系統としての要求事項等については、本表にて整理する。

66-9-3
使用済燃料
プール監視
設備

1.11

1.11 使用済燃料プー
ルの監視
1.11 代替電源による給
電

使用済燃料プールに照射され
た燃料を貯蔵している期間

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-9-3　使用済燃料プール監視設備」で他表を参照）

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　（「66-9-3　使用済燃料プール監視設備」で他表を参照）

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-9-3　使用済燃料プール監視設備」で他表を参照）

「66-12-5 可搬型直流電源設備」で整理　（「66-9-3　使用済燃料プール監視設備」で他表を参照）

―残りの要素
使用済燃料プール温度，水位監
視

―

65



表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 1台 可搬 N 66-10-1

放水砲 1台 可搬 N 66-10-1

泡原液搬送車 1台 可搬 N 66-10-1

泡原液混合装置 1台 可搬 N 66-10-1

ホース ― 可搬 N 66-10-1

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

放射性物質吸着材 4080kg 可搬 N 66-10-2

汚濁防止膜

6m×20m
：14本
8m×20m
：24本

可搬 N 66-10-2

小型船舶（汚濁防止膜設置用） 1台 可搬 N 66-10-2

（運転，起動，高温停止のみ）残
留熱除去系（低圧注水モード，格
納容器スプレイモード，サプレッ
ションプール冷却モード）

使用済燃料プール温度，水位監
視

代替品の補充等―

系に含まれる

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-10-1 大気への放射性物質の拡散抑制」で他表を参照）

66-10-2
海洋への放
射性物質の
拡散抑制

1.12
1.12 海洋への放射性
物質の拡散抑制

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

―

代替品の補充等―

（運転，起動，高温停止のみ）残
留熱除去系（低圧注水モード，格
納容器スプレイモード，サプレッ
ションプール冷却モード）

使用済燃料プール温度，水位監
視

―

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-10 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備】

66-10-1
大気への放
射性物質の
拡散抑制，航
空機燃料火
災への泡消
火

1.11
1.12
1.13

1.11 大気への放射性
物質の拡散抑制
1.12 大気への放射性
物質の拡散抑制
1.12 航空機燃料火災
への泡消火
1.13 大気への放射性
物質の拡散抑制
1.13 航空機燃料火災
への泡消火

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

66-11-1
重大事故等
収束のため
の水源

1.13 復水貯蔵槽　保有水 復水貯蔵槽

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

12.7ｍ
4.4m

常設 N 66-11-1 ―
サプレッション・チェンバ・プール
水位（水位確認）
非常用炉心冷却系

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)を
用いた復水貯蔵槽への移送手段
（時間短縮の補完措置含む）

―

可搬型代替注水ポンプ(A-2級) 4台×2 可搬 2N
※１
66-11-2
66-19-1

―

復水貯蔵槽（水位確認）
（冷温停止又は燃料交換につい
ては，5.5ｍ以上となるように補給
する又は5.5ｍ以上であることを
確認する。）

― 代替品の補充等

ホース・接続口 ― 可搬/常設 2N/N
66-11-2
66-19-1

CSP外部補給配管・弁 ― 常設 N 66-11-2

大容量送水車（海水取水用） 1台×2 可搬 2N 66-11-3

海水貯留堰 ― 常設 N 66-11-3

スクリーン室 ― 常設 N 66-11-3

取水路 ― 常設 N 66-11-3

復水貯蔵槽 ― 常設 N 66-11-1

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

大容量送水車（海水取水用） 1台×2 可搬 2N 66-11-3 ―

（運転，起動，高温停止のみ）サ
プレッション・チェンバ・プール（水
位確認）

復水貯蔵槽
（冷温停止又は燃料交換につい
ては，5.5ｍ以上となるように補給
する又は5.5ｍ以上であることを
確認する。）

―
代替品の補充等
淡水貯水池からの移送

ホース ― 可搬 2N 66-11-3

海水貯留堰 ― 常設 N 66-11-3

スクリーン室 ― 常設 N 66-11-3

取水路 ― 常設 N 66-11-3

燃料補給設備 ― ― ― 66-12-7

※１：可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）については、他手段と兼用であるため「６６－１９－１　可搬型代替注水（Ａ－２級）」で整理する。系統としての要求事項等については、本表にて整理する。

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出さ
れ，かつプールゲートが閉の
場合

「66-11-3 海水移送設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

「66-11-3 海水移送設備」で整理　（系に含まれる）

1.13

1.13 大容量送水車（海
水取水用）による防火
水槽への海水補給
1.13 防火水槽へ補給
する水源の切替え
1.13 淡水貯水池から
海への切替え

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-11 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備】

66-11-2
復水貯蔵槽
への移送設
備

66-11-3
海水移送設
備

系に含まれる

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

「66-11-1 重大事故等収束のための水源」で整理　（「66-11-2 復水貯蔵槽への移送設備」で他表を参照）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-11-3 海水移送設備」で他表を参照）

系に含まれる

1.13

1.13 防火水槽を水源と
した補給
1.13 淡水貯水池を水
源とした補給
1.13 海を水源とした補
給
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日

2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※

を満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

第一ガスタービン発電機 1台 常設 N 66-12-1

第一ガスタービン発電機用燃料タンク 1基 常設 N 66-12-1

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 1台 常設 N 66-12-1

第一ガスタービン発電機用燃料移送系配管・弁 ― 常設 N 66-12-7

66-12-3
号炉間電力融通電気設備+D7

― 常設 N 66-12-6

第一ガスタービン発電機～AM用MCC電路 ― 常設 N 66-12-6

タンクローリ（16kL） 1台 可搬 N 66-12-7

ホース ― 可搬 N 66-12-7

軽油タンク 1基 常設 N 66-12-7

軽油タンク出口ノズル・弁 ― 常設 N 66-12-7

電源車 2台×2 可搬 2N 66-12-2 ― 非常用ディーゼル発電機 ― 代替品の補充等

電源車～緊急用電源切替箱接続装置～非常用高圧母線C系
及びD系電路

― 可搬/常設 2N/1N
66-12-2
66-12-6

電源車～動力変圧器C系～非常用高圧母線C系及びD系電路 ― 可搬/常設 2N/1N
66-12-2
66-12-6

電源車～緊急用電源切替箱接続装置～AM用MCC電路 ― 可搬/常設 2N/1N
66-12-2
66-12-6

電源車～AM用動力変圧器～AM用MCC電路 ― 可搬/常設 2N/1N
66-12-2
66-12-6

電源車～代替原子炉補機冷却系電路 ― 可搬 2N
66-12-2
66-5-4

軽油タンク 1基 常設 N 66-12-7

軽油タンク出口ノズル・弁 ― 常設 N 66-12-7

ホース ― 可搬 N 66-12-7

タンクローリ（4kL） 1台 可搬 N 66-12-7

号炉間電力融通ケーブル（常設） 1セット 常設 N 66-12-3

号炉間電力融通ケーブル（可搬型） 1セット 可搬 N 66-12-3

号炉間電力融通ケーブル（常設）～非常用高圧母線C系及びD
系電路

― 常設 N 66-12-6

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）～非常用高圧母線C系及
びD系電路

― 可搬/常設 N 66-12-6

　　　　　　　　　―

号炉間電力融通電気設備（補完
措置含む）

第二代替交流電源設備（補完措
置含む）

―非常用ディーゼル発電機―

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-1 常設代替交流電源設備」で他表を参照）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（系に含まれる）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（系に含まれる）

―

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で他表を参照）

第二代替交流電源設備
代替品の補充等

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

1.14
1.14 可搬型代替交流
電源設備による給電

1.14

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-12 電源設備】

66-12-1
常設代替交
流電源設備

1.14
1.14 常設代替交流電
源設備による給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-2
可搬型代替
交流電源設
備

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-1 常設代替交流電源設備」で他表を参照）

66-12-3
号炉間電力
融通電気設
備

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

1.14 号炉間電力融通
電気設備による給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

常設代替交流電源設備

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（系に含まれる）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（系に含まれる）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-5-4 代替原子炉補機冷却系」で整理（系に含まれる）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

「66-12-6 代替所内電気設備」で整理（系に含まれる）

非常用ディーゼル発電機

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で他表を参照）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日

2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※

を満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-12 電源設備】

直流125V蓄電池A 1組 常設 N 66-12-4

直流125V蓄電池A-2 1組 常設 N 66-12-4

AM用直流125V蓄電池 1組 常設 N 66-12-4

AM用直流125V蓄電池 1組 常設 N 66-12-4

直流125V充電器A １個 常設 N 66-12-4

直流125V充電器A-2 １個 常設 N 66-12-4

AM用直流125V充電器 １個 常設 N 66-12-4

AM用直流125V充電器 １個 常設 N 66-12-4

直流125V蓄電池及び充電器A～直流母線電路 ― 常設 N 66-12-4

直流125V蓄電池及び充電器A-2～直流母線電路 ― 常設 N 66-12-4

AM用直流125V蓄電池及び充電器～直流母線電路 ― 常設 N 66-12-4

―

系に含まれる

蓄電池Ａ，Ａ－２
充電器Ａ，Ａ－２

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

常設代替交流電源設備
残りの充電器

66-12-4
所内蓄電式
直流電源設
備
及び常設代
替直流電源
設備

1.14
1.14 所内蓄電式直流
電源設備による給電

（運転，起動，高温停止のみ）
非常用ディーゼル発電機
当該充電器

―

―

（運転，起動，高温停止のみ）
蓄電池
非常用ディーゼル発電機
残りの充電器

蓄電池Ａ，Ａ－２
充電器Ａ，Ａ－２

―

常設代替交流電源設備
当該充電器
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日

2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※

を満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-12 電源設備】

AM 用直流125V 蓄電池 1組 常設 N 66-12-4 －
（運転，起動，高温停止のみ）
非常用ディーゼル発電機
当該充電器

常設代替交流電源設備
当該充電器

－

AM 用直流125V 充電器 １個 常設 N 66-12-4 －

（運転，起動，高温停止のみ）
蓄電池
非常用ディーゼル発電機
残りの充電器

常設代替交流電源設備
残りの充電器

－

AM 用直流125V 蓄電池 1組 常設 N 66-12-4

AM 用直流125V 充電器 １個 常設 N 66-12-4

AM 用直流125V 蓄電池及び充電器～直流母線電路 ― 常設 N 66-12-4

電源車 2台×2 可搬 2N 66-12-2

AM用直流125V充電器 １個 常設 N 66-12-4

電源車～緊急用電源切替箱接続装置～AM用直流125V充電
器～直流母線電路

― 可搬/常設 2N/1N
66-12-2
66-12-4
66-12-6

電源車～AM用動力変圧器～AM用直流125V充電器～直流母
線電路

― 可搬/常設 2N/1N
66-12-2
66-12-4
66-12-6

軽油タンク 1基 常設 N 66-12-7

軽油タンク出口ノズル・弁 ― 常設 N 66-12-7

ホース ― 可搬 N 66-12-7

タンクローリ（4kL） 1台 可搬 N 66-12-7

緊急用断路器 2個 常設 N 66-12-6

緊急用電源切替箱断路器 1個 常設 N 66-12-6

緊急用電源切替箱接続装置 2個 常設 N 66-12-6

AM用動力変圧器 1個 常設 N 66-12-6

AM用MCC 4個 常設 N 66-12-6

AM用切替盤 2個 常設 N 66-12-6

AM用操作盤 ― 常設 N 66-12-6

非常用高圧母線C系 ― 常設 N 66-12-6

非常用高圧母線D系 ― 常設 N 66-12-6

軽油タンク 1基 常設 N 66-12-7 ― ― ― ―

タンクローリ（4kL） 3台 可搬 N 66-12-7 ― ― ― 代替品の補充等

タンクローリ（16kL）
※常設代替交流電源設備に含まれる設備であるが，運用管
理の観点から，本表に纏めて規定する。

1台 可搬 N 66-12-7 ― ― ― 代替品の補充等

軽油タンク出口ノズル・弁 ― 常設 N 66-12-7

ホース ― 可搬 N 66-12-7

66-12-7
燃料補給設
備

1.14
1.14 燃料補給設備に
よる給油

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-12-5
可搬型直流
電源設備

1.14

66-12-6
代替所内電
気設備

1.14
1.14 代替所内電気設
備による給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

1.14

蓄電池Ａ，Ａ－２
充電器Ａ，Ａ－２

1.14 常設代替直流電
源設備による給電

系に含まれる

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

1.14 可搬型直流電源
設備による給電

66-12-4
所内蓄電式
直流電源設
備
及び常設代
替直流電源
設備

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」，
「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（系に含まれる）

―

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」，「66-12-4 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」，
「66-12-6 代替所内電気設備」で整理　（系に含まれる）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（系に含まれる）

「66-12-2 可搬型代替交流電源設備」で整理　（「66-12-5 可搬型直流電源設備」で他表を参照）

― 非常用所内電気設備 ―

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（系に含まれる）

系に含まれる

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

系に含まれる

70



表No.
技術的
能力

項目
ＬＣＯ対象ＳＡ設備※１

主要パラメータ
有効監視パラメータ自主対策設備（［　］記載）※２

適用される
原子炉の状態

所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日
（代替パラメータ※３）

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

原子炉圧力容器内の
温度

原子炉圧力容器温度

運転，起動，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバーフ
ロー水位付近で，かつプール
ゲートが開の場合又は（２）原子
炉内から全燃料が取出され，か
つプールゲートが閉の場合

1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉圧力
②原子炉圧力（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
③残留熱除去系熱交換器入口温
度

―

原子炉圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉圧力（SA）
③原子炉水位（広帯域）
③原子炉水位（燃料域）
③原子炉水位（SA）
③原子炉圧力容器温度

―

原子炉圧力（SA） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①原子炉圧力
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
②原子炉圧力容器温度

―

原子炉水位（広帯域） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉水位（SA）
③高圧代替注水系系統流量
③復水補給水系流量（RHR A系代
替注水流量）
③復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
③原子炉隔離時冷却系系統流量
③高圧炉心注水系系統流量
③残留熱除去系系統流量
④原子炉圧力
④原子炉圧力（SA）
④格納容器内圧力（S/C）

―

原子炉水位（燃料域） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉水位（SA）
③高圧代替注水系系統流量
③復水補給水系流量（RHR A系代
替注水流量）
③復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
③原子炉隔離時冷却系系統流量
③高圧炉心注水系系統流量
③残留熱除去系系統流量
④原子炉圧力
④原子炉圧力（SA）
④格納容器内圧力（S/C）

―

原子炉水位（SA） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①原子炉水位（広帯域）
①原子炉水位（燃料域）
②高圧代替注水系系統流量
②復水補給水系流量（RHR A系代
替注水流量）
②復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
②原子炉隔離時冷却系系統流量
②高圧炉心注水系系統流量
②残留熱除去系系統流量
③原子炉圧力
③原子炉圧力（SA）
③格納容器内圧力（S/C）

―

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-13 計装設備】

原子炉圧力容器内の
圧力

原子炉圧力容器内の
水位

66-13-1
主要パラメー
タ及び代替パ
ラメータ

1.15

運転，起動，高温停止及び冷温
停止

運転，起動，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバーフ
ロー水位付近で，かつプール
ゲートが開の場合又は（２）原子
炉内から全燃料が取出され，か
つプールゲートが閉の場合
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表No.
技術的
能力

項目
ＬＣＯ対象ＳＡ設備※１

主要パラメータ
有効監視パラメータ自主対策設備（［　］記載）※２

適用される
原子炉の状態

所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日
（代替パラメータ※３）

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-13 計装設備】

高圧代替注水系系統流量
運転，起動及び高温停止(原子
炉圧力が1.03MPa[gage]以上)

1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

―

原子炉隔離時冷却系系統流量
運転，起動及び高温停止(原子
炉圧力が1.03MPa[gage]以上)

1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

―

高圧炉心注水系系統流量 運転，起動及び高温停止 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

―

復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量）
復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量）

1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水貯蔵槽水位（SA）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

―

残留熱除去系系統流量 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①サプレッション・チェンバ・プール
水位
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）

―

復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水貯蔵槽水位（SA）
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）
②格納容器下部水位

―

復水補給水系流量（格納容器下部注水流量） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水貯蔵槽水位（SA）
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）
②格納容器下部水位

―

ドライウェル雰囲気温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）

―

サプレッション・チェンバ気体温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①サプレッション・チェンバ・プール
水温度
②格納容器内圧力（S/C）
③［サプレッション・チェンバ気体温
度]

―

サプレッション・チェンバ・プール水温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②サプレッション・チェンバ気体温
度

―

格納容器内圧力（D/W） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①格納容器内圧力（S/C）
②ドライウェル雰囲気温度
③［格納容器内圧力（D/W）］

―

格納容器内圧力（S/C） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①格納容器内圧力（D/W）
②サプレッション・チェンバ気体温
度
③［格納容器内圧力（S/C)］

―

サプレッション・チェンバ・プール水位 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
②復水貯蔵槽水位（SA）
③格納容器内圧力（D/W）
③格納容器内圧力（S/C）
④［サプレッション・チェンバ・プー
ル水位］

―

格納容器下部水位 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②復水補給水系流量（格納容器下
部注水流量）
③復水貯蔵槽水位（SA）

―

運転，起動及び高温停止

1.1566-13-1
主要パラメー
タ及び代替パ
ラメータ

運転，起動及び高温停止

運転，起動，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバーフ
ロー水位付近で，かつプール
ゲートが開の場合又は（２）原子
炉内から全燃料が取出され，か
つプールゲートが閉の場合

原子炉格納容器への
注水量

運転，起動及び高温停止

原子炉圧力容器への
注水量

原子炉格納容器内の
温度

原子炉格納容器内の
圧力

運転，起動及び高温停止

原子炉格納容器内の
水位
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表No.
技術的
能力

項目
ＬＣＯ対象ＳＡ設備※１

主要パラメータ
有効監視パラメータ自主対策設備（［　］記載）※２

適用される
原子炉の状態

所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日
（代替パラメータ※３）

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-13 計装設備】

格納容器内水素濃度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内水素濃度（SA）

―

格納容器内水素濃度（SA） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内水素濃度

―

格納容器内雰囲気放射線レベル（D/W） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②［エリア放射線モニタ］

―

格納容器内雰囲気放射線レベル（S/C） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②［エリア放射線モニタ］

―

起動領域モニタ

起動※１，高温停止，冷温停止
及び燃料交換※２
※１：計数領域の場合に適用す
る
※２：起動領域モニタ周りの燃料
が4体未満の場合は除く

1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②平均出力領域モニタ
③［制御棒操作監視系］

―

平均出力領域モニタ 運転及び起動 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②起動領域モニタ
③［制御棒操作監視系］

―

［制御棒操作監視系］ 運転及び起動 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①起動領域モニタ
②平均出力領域モニタ

―

サプレッション・チェンバ・プール水温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②サプレッション・チェンバ気体温
度

―

復水補給水系温度（代替循環冷却） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①サプレッション・チェンバ・プール
水温度

―

復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①原子炉水位（広帯域）
①原子炉水位（燃料域）
①原子炉水位（SA）
②原子炉圧力容器温度

―

復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水補給水系流量（RHR A系代
替注水流量）
①復水補給水系流量（格納容器下
部注水流量）
①復水移送ポンプ吐出圧力
①格納容器内圧力（S/C）
①サプレッション・チェンバ・プール
水位
②サプレッション・チェンバ・プール
水温度
②ドライウェル雰囲気温度
②サプレッション・チェンバ気体温
度

―

復水補給水系流量（格納容器下部注水流量） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
①復水移送ポンプ吐出圧力
①格納容器内圧力（S/C）
①サプレッション・チェンバ・プール
水位
②格納容器下部水位

―

フィルタ装置水位 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①主要パラメータの他チャンネル ―

フィルタ装置入口圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①格納容器内圧力（D/W）
①格納容器内圧力（S/C）

―

フィルタ装置出口放射線モニタ 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①主要パラメータの他チャンネル ―

フィルタ装置水素濃度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内水素濃度（SA）

―

フィルタ装置金属フィルタ差圧 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①主要パラメータの他チャンネル ―

フィルタ装置スクラバ水pH 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①フィルタ装置水位 ―

耐圧強化ベント系放射線モニタ 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①主要パラメータの他チャンネル ―

フィルタ装置水素濃度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①格納容器内水素濃度（SA） ―

残留熱除去系熱交換器入口温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①原子炉圧力容器温度
①サプレッション・チェンバ・プール
水温度

―

残留熱除去系熱交換器出口温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①残留熱除去系熱交換器入口温
度
②原子炉補機冷却水系系統流量
②残留熱除去系熱交換器入口冷
却水流量

―

残留熱除去系系統流量 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ― ①残留熱除去系ポンプ吐出圧力 ―

運転，起動及び高温停止

1.1566-13-1
主要パラメー
タ及び代替パ
ラメータ

運転，起動及び高温停止

運転，起動，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバーフ
ロー水位付近で，かつプール
ゲートが開の場合又は（２）原子
炉内から全燃料が取出され，か
つプールゲートが閉の場合

最終ヒートシンクの確
保（格納容器圧力逃が
し装置）

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止

未臨界の維持又は監
視

最終ヒートシンクの確
保（代替循環冷却系）

原子炉格納容器内の
放射線量率

原子炉格納容器内の
水素濃度

運転，起動及び高温停止

最終ヒートシンクの確
保（残留熱除去系）

最終ヒートシンクの確
保（耐圧強化ベント系）
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表No.
技術的
能力

項目
ＬＣＯ対象ＳＡ設備※１

主要パラメータ
有効監視パラメータ自主対策設備（［　］記載）※２

適用される
原子炉の状態

所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日
（代替パラメータ※３）

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-13 計装設備】

原子炉水位（広帯域） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉水位（SA）

―

原子炉水位（燃料域） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉水位（SA）

―

原子炉水位（SA） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①原子炉水位（広帯域）
①原子炉水位（燃料域）

―

原子炉圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②原子炉圧力（SA）
③原子炉水位（広帯域）
③原子炉水位（燃料域）
③原子炉水位（SA）
③原子炉圧力容器温度

―

原子炉圧力（SA） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①原子炉圧力
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
②原子炉圧力容器温度

―

ドライウェル雰囲気温度 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内圧力（D/W）

―

格納容器内圧力（D/W） 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①格納容器内圧力（S/C）
②ドライウェル雰囲気温度
③［格納容器圧力（D/W）］

―

高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①原子炉圧力
①原子炉圧力（SA）
②［エリア放射線モニタ］

―

残留熱除去系ポンプ吐出圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―
①原子炉圧力
①原子炉圧力（SA）
②［エリア放射線モニタ］

―

復水貯蔵槽水位（SA）

運転，起動，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバーフ
ロー水位付近で，かつプール
ゲートが開の場合又は（２）原子
炉内から全燃料が取出され，か
つプールゲートが閉の場合

1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①高圧代替注水系系統流量
①復水補給水系流量（RHR A系代
替注水流量）
①復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
①原子炉隔離時冷却系系統流量
①高圧炉心注水系系統流量
①復水補給水系流量（格納容器下
部注水流量）
②原子炉水位（広帯域）
②原子炉水位（燃料域）
②原子炉水位（SA）
②復水移送ポンプ吐出圧力
③［復水貯蔵槽水位］

―

サプレッション・チェンバ・プール水位 運転，起動及び高温停止 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①復水補給水系流量（RHR A系代
替注水流量）
①復水補給水系流量（RHR B系代
替注水流量）
①残留熱除去系系統流量
②復水移送ポンプ吐出圧力
②残留熱除去系ポンプ吐出圧力
③［サプレッション・チェンバ・プー
ル水位］

―

66-13-1
主要パラメー
タ及び代替パ
ラメータ

水源の確保

格納容器バイパスの監
視（原子炉建屋内の状
態）

運転，起動及び高温停止

1.15

格納容器バイパスの監
視（原子炉格納容器内
の状態）

格納容器バイパスの監
視（原子炉圧力容器内
の状態）

運転，起動及び高温停止

運転，起動及び高温停止
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表No.
技術的
能力

項目
ＬＣＯ対象ＳＡ設備※１

主要パラメータ
有効監視パラメータ自主対策設備（［　］記載）※２

適用される
原子炉の状態

所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日
（代替パラメータ※３）

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-13 計装設備】

原子炉建屋内の水素
濃度

原子炉建屋水素濃度

運転，起動，高温停止，冷温停
止及び燃料交換※
※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバーフ
ロー水位付近で，かつプール
ゲートが開の場合又は（２）原子
炉内から全燃料が取出され，か
つプールゲートが閉の場合

8チャンネル 常設 N 66-8-2
①主要パラメータの他チャンネル
②静的触媒式水素再結合器動作
監視装置

-

原子炉格納容器内の
酸素濃度

格納容器内酸素濃度 運転，起動及び高温停止 1チャンネル 常設 N 66-13-1 ― ―

①主要パラメータの他チャンネル
②格納容器内雰囲気放射線レベ
ル（D/W）
②格納容器内雰囲気放射線レベ
ル（S/C）
②格納容器内圧力（D/W）
②格納容器内圧力（S/C）

―

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域） 1チャンネル 常設 N 66-9-3

①使用済燃料貯蔵プール水位・温
度（SA）
②使用済燃料貯蔵プール放射線モ
ニタ（高レンジ・低レンジ）
③使用済燃料貯蔵プール監視カメ
ラ

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 1チャンネル 常設 N 66-9-3

①使用済燃料貯蔵プール水位・温
度（SA広域）
②使用済燃料貯蔵プール放射線モ
ニタ（高レンジ・低レンジ）
③使用済燃料貯蔵プール監視カメ
ラ

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 1チャンネル 常設 N 66-9-3

①使用済燃料貯蔵プール水位・温
度（SA広域）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温
度（SA）
②使用済燃料貯蔵プール監視カメ
ラ

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ(使用済燃料貯蔵プール監視
カメラ用空冷装置を含む)

1チャンネル 常設 N 66-9-3

①使用済燃料貯蔵プール水位・温
度（SA広域）
①使用済燃料貯蔵プール水位・温
度（SA）
①使用済燃料貯蔵プール放射線モ
ニタ（高レンジ・低レンジ）

※１：監視パラメータのLCO対象SA設備は「主要パラメータ（重要計器）」及び「代替パラメータ（重要代替計器）」とし，「代替パラメータ（重要代替計器）」は【C】列に記載

※３：代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，推定方法が複数あることを示す。なお，推定方法が複数ある場合は，いずれかの方法で推定できればよい。

※２：有効監視パラメータは耐震性又は耐環境性等はないが，監視可能であれば発電用原子炉施設の状態を把握することが可能な計器を示す。有効監視パラメータは運転上の制限を適用しない。
　　　有効監視パラメータ又は常用代替監視パラメータを示す。運転上の制限は適用しないが，要求される措置で代替パラメータとして確認することができる。

使用済燃料プールの
監視

使用済燃料プールに照射された
燃料を貯蔵している期間

1.1566-13-1
主要パラメー
タ及び代替パ
ラメータ

「66-8-2　原子炉建屋内の水素濃度監視」において運転上の制
限等を定める

「66-9-3 使用済燃料プール監視設備」において運転上の制限
等を定める。

―
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表No.
技術的
能力

項目
ＬＣＯ対象ＳＡ設備※１

主要パラメータ
自主対策設備（［　］記載）※２

適用される
原子炉の状態

所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日
（代替パラメータ※３）

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

M/C C電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

M/C D電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

M/C E 電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

P/C C-1 電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

P/C D-1 電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

P/C E-1 電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

直流125V主母線盤A電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

直流125V主母線盤B電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

直流125V主母線盤C電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

直流125V充電器盤A-2蓄電池電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

AM用直流125V充電器盤蓄電池電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

非常用D/G発電機電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

非常用D/G発電機周波数 1チャンネル 常設 N 66-13-2

非常用D/G発電機電力 1チャンネル 常設 N 66-13-2

第一GTG発電機電圧 1チャンネル 常設 N 66-13-2

第一GTG発電機周波数 1チャンネル 常設 N 66-13-2

電源車電圧 1チャンネル 可搬 N 66-13-2

電源車周波数 1チャンネル 可搬 N 66-13-2

高圧窒素ガス供給系ADS入口圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-2

高圧窒素ガス供給系窒素ガスボンベ出口圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-2

ドレンタンク水位 4チャンネル 常設 N 66-13-2

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ出口圧力 1チャンネル 常設 N 66-13-2

RCWサージタンク水位 1チャンネル 常設 N 66-13-2

原子炉補機冷却水系熱交換器出口冷却水温度 1チャンネル 常設 N 66-13-2

66-13-3
可搬型計測
器

1.15
1.15 可搬型計測器に
よる計測

可搬型計測器
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

23個 可搬 N 66-13-3 ― ― ― 代替品の補充等

66-13-4
パラメータ記
録

1.15 1.15 パラメータ記録
安全パラメータ表示システム（SPDS）（データ伝送装置，緊急時
対策支援システム伝送装置，SPDS表示装置）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

1式 常設 N 66-17-1

66-13-2
補助パラメー
タ

1.15

代替計器等による監視―――

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動及び高温停止

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

「66-17-1 通信連絡設備」で整理　 (「66-13-4パラメータ記録」で他表を参照）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-13 計装設備】

電源関係

その他
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット・ブロワユ
ニット）

2台（フィル
タ）
4台（ブロワ）

可搬 N 66-14-1 ― 中央制御室非常用換気空調系 ― 代替品の補充等

中央制御室可搬型陽圧化空調機用仮設ダクト ― 可搬 N 66-14-1

中央制御室換気空調系給排気隔離弁（MCR外気取入ダンパ，
MCR排気ダンパMCR非常用外気取入ダンパ）

― 常設 N 66-14-1

中央制御室換気空調系ダクト（ＭＣＲ外気取入ダクト、ＭＣＲ排
気ダクト）

― 常設 N 66-14-1

差圧計 2個 可搬 N 66-14-1

データ表示装置（待避室） 1台 常設 N 66-14-1

酸素濃度・二酸化炭素濃度計 2個 可搬 N 66-14-1

中央制御室待避室遮蔽（可搬型） 1式 可搬 N 66-14-1

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） 174本 可搬 N 66-14-1 ― 中央制御室非常用換気空調系 ―
　　　　　　　　―
カードル式空気ボンベユニット
（補完措置含む）

中央制御室待避室陽圧化装置（配管・弁） ― 常設 N 66-14-1

中央制御室遮蔽

中央制御室待避室遮蔽（常設）

可搬型蓄電池内蔵型照明 ２個 可搬 N 66-14-1 ― ― ― 代替品の補充等

中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ） 4個 可搬 Ｎ 66-14-1 ― ― ― 代替品の補充等

衛星電話設備（常設） 1台 常設 N 66-17-1

無線連絡設備（常設） 1台 常設 N 66-17-1

無線連絡設備（常設）（屋外アンテナ） ― 常設 N 66-17-1

衛星電話設備（常設）（屋外アンテナ） ― 常設 N 66-17-1

常設代替交流電源設備 ― ― ― 66-12-1

66-14-2
原子炉建屋
ブローアウト
パネル

1.16 1.16 被ばく線量の低減 燃料取替床ブローアウトパネル閉止装置 運転，起動及び高温停止 4台 常設 N 66-14-2 ―
燃料取替床ブローアウトパネル
の機能が健全であることの確認

―
手動操作等による閉止手段の確
認

「66-17-1 通信連絡設備」で整理　 (「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で他表を参照）

代替品の補充等―――

系に含まれる

「66-12-1 常設代替交流電源設備」で整理　 (「66-14-1 中央制御室の居住性確保」で他表を参照）

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-14 運転員が中央制御室にとどまるための設備】

66-14-1
中央制御室
の居住性確
保

1.16 1.16 居住性の確保

運転，起動，高温停止，炉心
変更時※又は原子炉建屋原
子炉棟内で照射された燃料に
係る作業時
※：停止余裕確認後の同一水
圧制御ユニットに属する1組又
は1本の制御棒の挿入・引抜
を除く。

系に含まれる

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係る基本方針4.3-(1)）

「66-17-1 通信連絡設備」で整理　 (系に含まれる）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

ＧＭ汚染サーベイメータ 2台 可搬 N 66-15-1

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ 2台 可搬 N 66-15-1

ＺｎＳシンチレーションサーベイメータ 1台 可搬 N 66-15-1

モニタリング・ポスト用発電機 3台 常設 N 66-15-1

可搬型ダスト・よう素サンプラ 2台 可搬 N 66-15-1

可搬型モニタリングポスト 15台 可搬 N 66-15-1

可搬型気象観測装置 1台 可搬 N 66-15-1

小型船舶（海上モニタリング用） 1台 可搬 N 66-15-1

電離箱サーベイメータ 2台 可搬 N 66-15-1

データ処理装置 ― 常設 N 66-15-1

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-15 監視測定設備】

66-15-1
監視測定設
備

1.17

1.17 放射線量の代替
測定
1.17 空気中の放射性
物質の濃度の代替測
定
1.17 気象観測項目の
代替測定
1.17 放射線量の測定
1.17 放射性物質の濃
度（空気中、水中、土
壌中）の測定
1.17 海上モニタリング
1.17 モニタリング・ポス
トの代替交流電源から
の給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

代替品の補充等―――

系に含まれる（可搬型モニタリングポスト，可搬型気象観測装置）
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）高気密室 ― 常設 N 66-16-1

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化
空調機用仮設ダクト

― 可搬 N 66-16-1

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化
空調機

1台 可搬 N 66-16-1

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取
入送風機

2台 可搬 N 66-16-1

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空
気ボンベ）

123本 可搬 N 66-16-1 ― ― ― 代替品の補充等

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（配
管・弁）

― 常設 N 66-16-1

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸
収装置

1台 常設 N 66-16-1 ― ― ― 代替品の補充等

酸素濃度計（対策本部） 1個 可搬 N 66-16-1

二酸化炭素濃度計（対策本部） 1個 可搬 N 66-16-1

差圧計（対策本部） 1個 可搬 N 66-16-1

可搬型エリアモニタ（対策本部） 1台 可搬 N 66-16-1

可搬型モニタリングポスト 15台 可搬 N 66-16-1

５号炉原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ラン
タンタイプ）

４個 可搬 Ｎ 66-16-1 ― ― ― 代替品の補充等

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧化
空調機

2台 可搬 N 66-16-2 ― ― ― 代替品の補充等

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧化
空調機用仮設ダクト

― 可搬 N 66-16-2

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（空
気ボンベ）

1421本 可搬 N 66-16-2 ― ― ― 代替品の補充等

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（配
管・弁）

― 常設 N 66-16-2

酸素濃度計（待機場所） 1個 可搬 N 66-16-2

二酸化炭素濃度計（待機場所） 1個 可搬 N 66-16-2

差圧計（待機場所） 1個 可搬 N 66-16-2

可搬型エリアモニタ（待機場所） 1台 可搬 N 66-16-2 ― ― ― 代替品の補充等

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 2台 可搬 N 66-16-3

負荷変圧器 1台 常設 N 66-16-3

可搬ケーブル 2セット 可搬 N 66-16-3

交流分電盤 3台 常設 N 66-16-3

軽油タンク 1基 常設 N 66-12-7

タンクローリ（4kL） 1台 可搬 N 66-12-7

軽油タンク出口ノズル・弁 ― 常設 N 66-12-7

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係る基本方針4.3-(1)）

遮蔽（建物の壁等）については，運用による厚さの変化や故障等により機能喪失するものではないことからLCO対象とはしない（保安規定変更に係る基本方針4.3-(1)）

系に含まれる

系に含まれる

系に含まれる

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

運転，起動，高温停止，炉心
変更時※又は原子炉建屋原
子炉棟内で照射された燃料に
係る作業時
※：停止余裕確認後の同一水
圧制御ユニットに属する1組又
は1本の制御棒の挿入・引抜
を除く。

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

系に含まれる

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

代替品の補充等―――

系に含まれる

「66-15-1 監視測定設備」で整理　（「66-16-1 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）」で他表を参照）

66-16-3
緊急時対策
所の代替電
源設備

1.18
1.18代替電源設備から
の給電

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

66-16-2
緊急時対策
所の居住性
確保（待機場
所）

1.18 1.18 居住性の確保

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-16 緊急時対策所】

66-16-1
緊急時対策
所の居住性
確保（対策本
部）

1.18 1.18 居住性の確保

代替品の補充等―――

運転，起動，高温停止，炉心
変更時※又は原子炉建屋原
子炉棟内で照射された燃料に
係る作業時
※：停止余裕確認後の同一水
圧制御ユニットに属する1組又
は1本の制御棒の挿入・引抜
を除く。

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

代替品の補充等―――

「66-12-7 燃料補給設備」で整理　（「66-16-3 緊急時対策所の代替電源設備」で他表を参照）

「66-12-7 燃料補給設備」で整理（系に含まれる）

代替品の補充等―――
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表No.
技術的
能力

対応手段
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※

を満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

緊急時対策支援システム伝送装置
※データ伝送設備を含む

1式 常設 N 66-17-1

データ伝送装置 1式 常設 N 66-17-1

SPDS表示装置 １台 常設 N 66-17-1 ― ― ―

連絡要員の追加
同種通信機器の追加
他種通信機器による通信手段確
保
記録要員の確保等

テレビ会議システム 1台 常設 N 66-17-1

IP-電話機 6台 常設 N 66-17-1

IP-FAX 2台 常設 N 66-17-1

6台 常設 N 66-17-1

4台 可搬 N 66-17-1

5台 常設 N 66-17-1

29台 可搬 N 66-17-1

携帯型音声呼出電話設備 携帯型音声呼出電話機 5台 可搬 N 66-17-1

5号炉屋外緊急連絡用イン
ターフォン

5号炉屋外緊急連絡用インターフォン
（インターフォン）

10台 常設 N 66-17-1

― 常設 N 66-17-1

― 常設 N 66-17-1

― 常設 N 66-17-1

― 常設 N 66-17-1

― 常設 N 66-17-1

衛星無線通信装置（常設）

衛星電話設備（屋外アンテナ）(常設）

無線連絡設備(屋外アンテナ)(常設)

安全パラメータ表示システ
ム（SPDS）

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-17 通信連絡設備】

連絡要員の確保等―――

ＬＣＯ対象ＳＡ設備

―

系に含まれる

66-17-1
通信連絡設
備

1.18
1.19

1.18 必要な指示及び
通信連絡
1.19 発電所内の通信
連絡
1.19 発電所外の通信
連絡

運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

通信機器の補充等―
統合原子力防災ネットワー
クを用いた通信連絡設備

有線（建屋内）（常設）

連絡要員の追加
同種通信機器の追加
他種通信機器による通信手段確
保等

――

無線通信装置（常設）

無線連絡設備（可搬型）

無線連絡設備（常設）

衛星電話設備（可搬型）

衛星電話設備（常設）

――

80



表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを満

足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※を

満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

66-18-1
ホイールロー
ダ

1.0 アクセスルートの確保 ホイールローダ
運転，起動，高温停止，冷温
停止及び燃料交換

4台 可搬 N 66-18-1 ― ― ― 代替品の補充等

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-18 アクセスルートの確保】
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表No.
技術的
能力

対応手段 ＬＣＯ対象ＳＡ設備
適用される

原子炉の状態
所要数 常設，可搬 N,2N 保安規定

【Ｂ】
LCO対象SA設備の機能全てを

満足するSA設備
（基準要求を維持できる場合）

LCO逸脱なし

対応するDB設備
AOT  N:3日
2N：10日

【C】
LCO対象SA設備の機能全て※

を満足するSA設備
（基準要求を満足できない場合）
※：事前準備等の補完措置含む

AOT:30日

【D】
代替措置

AOT  N:10日
2N：30日

運転，起動，高温停止 8台 可搬 2N 66-19-1 ―

残留熱除去系
非常用ディーゼル発電機（原子
炉補機冷却水系，原子炉補機冷
却海水系含む）

― 代替品の補充等

冷温停止及び燃料交換※

※：原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオーバー
フロー水位付近で，かつプー
ルゲートが開の場合又は（２）
原子炉内から全燃料が取出
され，かつプールゲートが閉
の場合

8台 可搬 2N 66-19-1 ―
非常用ディーゼル発電機（原子
炉補機冷却水系，原子炉補機冷
却海水系含む）

― 代替品の補充等

1.11

1.11 燃料プール代替注水系による常設スプレイヘッダを使用した使用済
　　燃料プールへの注水
1.11 燃料プール代替注水系による可搬型スプレイヘッダを使用した使用
　　済燃料プールへの注水
1.11 燃料プール代替注水系による常設スプレイヘッダを使用した使用済
　　燃料プールへのスプレイ
1.11 燃料プール代替注水系による可搬型スプレイヘッダを使用した使用
　　済燃料プールへのスプレイ

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）
使用済燃料プールに照射さ
れた燃料を貯蔵している期間

8台 可搬 2N 66-19-1 ― ― ― 代替品の補充等

柏崎刈羽原子力発電所７号炉　重大事故等対処設備代替設備整理表　【表66-19 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）】

66-19-1
可搬型代替
注水ポンプ
（Ａ－２級）

1.4 低圧代替注水系(可搬型)による発電用原子炉の冷却
　　【原子炉運転中】【原子炉停止中】
1.4 低圧代替注水系(可搬型)による残存溶融炉心の冷却
1.6 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による原子炉格納容器内の
　　冷却(炉心損傷前/炉心損傷後)
1.5，1.7 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び
　　除熱
1.8 格納容器下部注水系（可搬型）による原子炉格納容器下部への注水
1.8 低圧代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水
1.13 防火水槽を水源とした対応
1.13 淡水貯水池を水源とした対応（あらかじめ敷設してあるホースが使用
    できない場合）
1.13 海を水源とした対応
1.13 復水貯蔵槽へ水を補給するための対応

1.4
1.5
1.6
1.7
1.8
1.13

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）
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資料１．（５） 運転上の制限に係る重大事故等対処設備の系統毎の括り方について 
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運転上の制限に係る重大事故等対処設備の系統毎の括り方について 

 

重大事故等対処設備（以下、SA設備）に対する運転上の制限（以下、LCO）を設定

するに当たり、設置許可基準規則、技術基準規則及び技術的能力の審査基準の要求を踏

まえた多様な目的に対して、同一系統を使用するものが少なくない。LCO 設定に関し

ては、保安規定の運用面を考慮し、多様な目的に対して同一系統は一括りにして整理す

ることができることとする。以下にその配慮事項を取り纏め、詳細な内容を整理する。 

 

１．配慮事項 

・技術基準規則、設置許可基準規則及び技術的能力審査基準の要求を満足するよう

LCOを設定する。 

・取りまとめの範囲を明確にし、要求事項を満足する LCO設定であること。 

例）技術基準規則（技術的能力審査基準）の 60条（1.2）「原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備」～71条（1.13）「重大事故

等の収束に必要となる水の供給設備」を対象とし、多様な目的に対して同一系

統で使用するものを、系統毎に一括りとする。 

※その他の条文に係る SA設備は、設備上の観点より多様な目的のために使用

する場合が無いため、対象外とする。 

・重大事故等の処置に使用する配管等は、必ずどれかの SA 設備と紐付けし、必ず

LCO設定範囲に入るよう配慮する。 

 

２．別紙 

（１）保安規定における重大事故等対処設備の運転上の制限及び完了時間整理表 
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保安規定における重大事故等対処設備の運転上の制限及び完了時間整理表

表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

66-1-1 代替制御棒挿入機能
代替制御棒挿入機能による
制御棒緊急挿入

（1分以内）
【解析対象外】

1.1

原子炉圧力高又は原子炉水位低
(L2)の信号により作動し，自動で制
御棒を緊急挿入する。中央制御室か
らの手動操作も可能。

－ －

原子炉冷却材再循環ポンプトリップ
機能（1分以内）

ほう酸水注入系（1分以内）

自動減圧系起動阻止スイッチ（1分以
内）

－ × ○ ○ － － － － －

LCO対象範囲は，代替制御棒挿入機能
ロジック（手動含む）からARI電磁弁までと
する。制御棒，制御棒駆動機構は制御棒
挿入機能として設計基準事故対処設備
の機能を期待するものであることから，
22条（制御棒のスクラム機能）にて整理
する。

AOTは基本方針（ECCS機器以外のAOT
を参考とする場合のAOT)に基づき設定。

【C設備】有効性評価ＴＣにて自動スクラ
ム機能が全て喪失した場合，左記の3つ
の設備にて事象収束する手順としている
ため「and」で設定する。

66-1-2
代替冷却材再循環ポン
プトリップ機能

原子炉冷却材再循環ポンプ
停止による原子炉出力抑制

（1分以内）
【自動起動】(ATWS)

1.1

ATWSが発生した場合に，原子炉圧
力高，原子炉水位低(L3)，原子炉水
位低(L2)の信号によりRIPを自動で
停止させて原子炉出力を抑制する。
中央制御室からの手動操作も可能。

－ － 代替制御棒挿入機能（1分以内） － × ○ ○ － － － － －
LCO対象範囲は，代替冷却材再循環ポ
ンプ・トリップ機能ロジック（手動含む）と
する。

AOTは基本方針（ECCS機器以外のAOT
を参考とする場合のAOT)に基づき設定。

第24条 ほう酸水注入系 ほう酸水注入
（1分）
【11分】(ATWS)

1.1

ATWSが発生した場合に，RIP停止の
対応手段により原子炉出力を抑制し
た後，中央制御室からの手動操作に
よりSLCを起動する。

DB条文で整理 DB条文で整理 DB条文で整理 DB条文で整理 ○ ○ ○ － － － － ○

SLCは1.1,1.2,1.8で関係するDB兼SA設備
であるが，1.1の要求については，系統と
しての目的（原子炉停止機能）及び適用
される原子炉の状態が保安規定24条と
同等であることから，保安規定24条で整
理する。

1.2,1.8は66条で整理。

ほう酸水注入系による進展
抑制

（20分）
【解析対象外】

1.2

HPCF喪失時又はSBO時において，
HPAC及びRCICにより原子炉水位低
(L3)以上に維持できない場合に，ほ
う酸水注入を実施する。

－
高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
－ － ○ ○ ○ ○ － －

原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

ほう酸水注入系による原子
炉圧力容器へのほう酸水注
入

（20分）
【解析対象外】

1.8
損傷炉心へ注水する場合，ほう酸水
注入系によるほう酸水の注入を並行
して実施する。

－
高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
－ － ○ ○ ○ ○ － － －

高圧代替注水系の中央制
御室からの操作による発電
用原子炉の冷却

（15分）
【25分】(TBU,TBD)

1.2
RCIC及びHPCF故障時に，中央制御
室からの操作により，注水を実施す
る。

－ ○高圧炉心注水系
原子炉隔離時冷却系
（中操起動）（速やか） － × ○ ○ ○ － －

原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

高圧代替注水系による原子
炉圧力容器への注水

（15分）
【解析対象外】

1.8

SBO時，RCIC及びHPCFによる注水
ができない場合は，溶融炉心の原子
炉格納容器下部への落下を遅延又
は防止するため，HPACの電源を確
保し，注水する。

－ ○高圧炉心注水系
原子炉隔離時冷却系
（中操起動）（速やか） － × ○ ○ ○ － －

原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

高圧代替注水系（現場
起動）

高圧代替注水系の現場操
作による発電用原子炉の冷
却

（40分以内）
【解析対象外】

1.2

HPCF喪失時に，中央制御室からの
操作によりHPACを起動できない場
合は，現場での人力による弁の操作
により起動する。

原子炉隔離時冷却系
（現場起動）

○高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
（中操起動）（速やか）

高圧代替注水系
（中操起動）（15分）

－ × ○ ○ ○ － －
原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

－

原子炉隔離時冷却系
（現場起動）

原子炉隔離時冷却系の現
場操作による発電用原子炉
の冷却

（90分以内）
【解析対象外】

1.2

SBO及び直流喪失に加え，HPACが
起動できない場合には，現場での人
力による弁の開操作によりRCICを起
動する。

高圧代替注水系
（現場起動）

○高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
（中操起動）（速やか）

高圧代替注水系
（中操起動）（15分）

－ ○ ○ ○ ○ － －
原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

×

第39条
原子炉隔離時冷却系
（中操起動）

原子炉隔離時冷却系による
発電用原子炉の冷却

（速やか）
【自動起動】(TBP等）

1.2
自動起動信号又は中央制御室から
の手動操作によりRCICを起動する。

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○
DB条文で整理

（設計拡張設備）
DB条文で整理

（設計拡張設備）
DB条文で整理

（設計拡張設備）
○ ○ ○ ○ － －

原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

○
設計拡張設備であり、SA設備としての機
能追加は特にないことから保安規定第39
条（非常用炉心冷却系）で整理する。

第39条 高圧炉心注水系
高圧炉心注水系による発電
用原子炉の冷却

（速やか）
【自動起動】(TW,ISLOCA等）

1.2
自動起動信号又は中央制御室から
の手動操作によりHPCFを起動する。

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○
DB条文で整理

（設計拡張設備）
DB条文で整理

（設計拡張設備）
DB条文で整理

（設計拡張設備）
○ ○ ○ ○ － － － ○

設計拡張設備であり、SA設備としての機
能追加は特にないことから保安規定第39
条（非常用炉心冷却系）で整理する。

ATWS緩和
設備

66-2-1
高圧代替注水系（中操
起動）

－

1.2,1.8よりLCO設定する。中央制御室か
らの遠隔起動を要求し，現場での手動起
動の要求は別にLCO設定する。

なお，高圧代替注水系（中操起動）につ
いては，直接の設備要求はないが，有効
性評価(TBD,TBU)においてRCICの機能
喪失を想定した場合に，当該設備が要求
されることから，RCICをB設備として設定
しないこととする。

1.2の現場での手動起動の要求につい
て，HPAC又はRCICのどちらかが現場手
動起動可能であれば満足できることか
ら，いずれかが現場手動起動できること
を，LCOとして設定する。

現場手動起動できることとは，具体的に
は必要な電動弁の手動操作用レバー及
びハンドルの操作により現場起動できる
ことをいう。
ポンプ等の系統設備が動作不能となった
場合は，中央制御室からの遠隔起動も
不可となることから，66-2-1又は保安規
定第39条のLCO逸脱として対応する。

【γ設備】
手動操作用レバー及びハンドルを規定す
るため、電源の確認は不要とする。

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

66-2-3

高圧注水

ほう酸水注入系 ×

1.2,1.8の要求を考慮すると，保安規定第
24条（ほう酸水注入系）の適用される原
子炉の状態（運転，起動）よりも拡張され
ることから，保安規定第66条では運転，
起動及び高温停止においてLCOを設定
する。

【γ設備】(1.2,1.8)
1.2は，高圧系の要求を考慮し，HPCF又
はRCICを設定する。
1.8は，炉心損傷後に使用することから，
炉心損傷に至らせないことを目的に，1.2
で設定したHPCF又はRCICを1.8も同様に
設定し，DBの注水機能を確保する。
当該系統を復旧する完了時間は，保安
規定２４ 条にSLC系を復旧させる措置の
完了時間が８時間で定められているた
め，同様に「８時間」とする。
SLCタンクがLCO逸脱時は，保安規定24
条同様の措置（AOT)を行う。

【γ設備】RCICとHPCFの2択であるが、
HPACとRCICは共通要因で故障する可
能性があり得る（蒸気ラインが一部共用
のため）ことから、駆動源の異なるHPCF
を優先とする。

【Ｃ設備】
ＲＣＩＣはＤＢ拡張であるが，DB拡張もSA
設備の一つとして，C設定が可能と整
理。

66-2-2

【DB兼用 凡例】

○：設備が系統単位でＤＢと兼用

×：上記以外

【DB-SA統合 凡例】
○：統合してＤＢ条文にて整理
×：統合せずＳＡ条文とＤＢ条文の両方で整理。

－：対象外
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表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

代替自動減圧機能 減圧の自動化
（速やか）
【19分後に作動】(TQUX）

1.3
ADSの故障により減圧ができない場
合は，代替ADSによりSRV(ADS機能
付き)4個(C,H,N,T)を開し，減圧する。

－ － 逃がし安全弁（手動減圧）（1分以内） － × ○ ○ ○ － －
原子炉圧力
1.03MPa[gage]以上

－

LCO対象範囲は，代替自動減圧機能ロ
ジック（要素含む）とする。ＡＤＳのアキュ
ムレータ及び逃がし弁は３９条にて整理
する。

AOTは基本方針（ECCS機器以外のAOT
を参考とする場合のAOT)のARIを参考に
設定。

自動減圧系の起動阻止
スイッチ

自動減圧系の起動阻止ス
イッチによる原子炉出力急
上昇防止

（1分以内）
【4分】(ATWS)

1.1
ATWSが発生した場合に，ADS起動
阻止スイッチによりADS及び代替
ADSによる減圧を阻止する。

－ － 代替制御棒挿入機能（1分以内） － × ○ ○ － － － － －
自動減圧系の起動阻止スイッチは，代替
自動減圧機能の一部として，1.3を兼ねる
ことから，本表にて規定する。

手動操作による減圧（逃が
し安全弁）

（1分以内）
【解析対象外】

1.3
SRVを手動操作し原子炉の減圧を行
う。（急速減圧時に最大８個） －

高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
－ － ○ ○ ○ ○ － － －

高圧溶融物放出／格納容
器雰囲気直接加熱の防止

（1分以内）
【1.4時間】（DCH）

1.3

高圧溶融物放出/格納容器雰囲気
直接加熱によるPCV破損を防止する
ため，SRVを使用した中央制御室か
らの手動操作による減圧を行う。

－
高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
－ － ○ ○ ○ ○ － － －

発電用原子炉の減圧（イン
ターフェイスシステムLOCA
発生時）

（1分以内）
【15分】（ISLOCA)

1.3

ISLOCA発生時に，破断箇所の特定
又は隔離ができず，かつ復水器が使
用不可能な場合はSRVにより急速減
圧を実施することで，R/Bへの原子
炉冷却材漏えい量を抑制する。

－
高圧炉心注水系

原子炉隔離時冷却系
－ － ○ ○ ○ ○ － － －

逃がし安全弁機能回復
（逃がし安全弁用可搬
型蓄電池）

逃がし安全弁用可搬型蓄
電池による逃がし安全弁機
能回復

給電まで（５５分）
【解析対象外】

1.3

直流電源喪失時において，逃がし安
全弁用可搬型蓄電池により逃がし安
全弁（自動減圧機能付）の機能を回
復する

可搬型直流電源設備による逃がし安
全弁機能回復

常用直流電源設備 －
代替逃がし安全弁駆動装置（40分）

代替品（可搬型蓄電池）
× ○ ○ ○ － － － －

逃がし安全弁機能回復
（可搬型直流電源設備）

可搬型直流電源設備による
逃がし安全弁機能回復

給電まで（４５５分）
【解析対象外】

1.3

常設直流電源喪失時において，可搬
型直流電源設備により逃がし安全弁
（自動減圧機能なし）の機能を回復
する。

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による
逃がし安全弁機能回復

常用直流電源設備 －
代替逃がし安全弁駆動装置（40分）

代替品（電源車）
× ○ ○ ○ － － － －

高圧窒素ガス供給系による
窒素ガス確保

駆動源確保完了（２０分）
ガスボンベ交換完了（６０分）
【解析対象外】

1.3

ＡＣ系からHPIN系（ボンベ側）に切替
えすることで駆動ガスを確保する。窒
素ガス圧が低下した場合は，予備の
高圧窒素ガスボンベに切り替えて窒
素ガスを確保する

－ アキュムレータ圧力 －
代替逃がし安全弁駆動装置（40分）

代替品（窒素ガスボンベ）
× ○ ○ ○ － － －

逃がし安全弁の背圧対策 － 1.3

想定される重大事故等の環境条件
(PCV圧力2Pd)においても確実に
SRVを作動させることができるよう，
あらかじめ窒素ガスの供給圧力を調
整する。

－ アキュムレータ圧力 －
代替逃がし安全弁駆動装置（40分）

代替品（窒素ガスボンベ）
× ○ ○ ○ － － －

第39条 ISLOCA隔離弁
原子炉冷却材の漏えい箇
所の隔離

遠隔隔離（15分）
現場隔離（240分）
【4時間】 (ISLOCA)

1.3
ISLOCA発生時に，HPCF注入隔離
弁の閉操作を実施し，破断箇所の隔
離を行う。

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○
DB条文で整理

（設計拡張設備）
DB条文で整理

（設計拡張設備）
DB条文で整理

（設計拡張設備）
○ ○ ○ ○ － － － ○

重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，保安規定第39条（非常用
炉心冷却系）で整理する。

第49条
原子炉建屋ブローアウ
トパネル（開放）

原子炉建屋原子炉区域内
の圧力上昇抑制及び環境
改善

自動開放 1.3

ＩＳLOCA発生時において，原子炉建
屋原子炉区域内の圧力上昇抑制及
び環境改善のため原子炉建屋ブ
ローアウトパネルを開放する。

DB条文で整理 DB条文で整理 DB条文で整理 DB条文で整理 ○ ○ ○ ○ － － － ○

ブローアウトパネル（開放）は，原子炉建
屋（DB)の機能であり，適用される原子炉
の状態も保安規定49条（原子炉建屋）
（運転，起動，高温停止，炉心変更等）に
包絡される。

ブローアウトパネルの閉止機能は別途66
条で規定する。

66-3-3

原子炉の減
圧

66-3-2
逃がし安全弁
（手動減圧）

原子炉の減
圧

逃がし安全弁機能回復
(高圧窒素ガス供給系)

SRVの機能回復の要求について、「逃が
し安全弁用可搬型蓄電池」又は「可搬型
直流電源設備」のどちらかが動作可能で
あれば満足できることから、どちらか一方
が動作可能であることをLCOとして設定
する。

【B設備】どちらの系統も同じ基準要求に
適合するものであり，どちらかだけでも当
該基準要求を維持できることから，互い
にB設備とする。

【D設備】（自主対策設備）
SRVの駆動に必要な電源が確保できな
い場合でも，代替逃がし安全弁駆動装置
によりSRVを強制的に開することができ
る。

×

主蒸気逃がし安全弁は，既存の保安規
定第３０条（主蒸気逃がし安全弁）及び第
３９条（非常用炉心冷却系その１）におい
てＬＣＯ要求があるが，逃がし弁機能，安
全弁機能及び自動減圧機能を規定する
ものであり，手動減圧機能の要求はな
い。従って，ＳＡ要求として手動減圧機能
を本表にて規定する。
主蒸気逃がし安全弁の手動減圧を行う
場合，急速減圧時に最大８個を開操作す
ることから，主蒸気逃がし安全弁１８個の
うち，８個を所要数とする。

動作可能な主蒸気逃がし安全弁８個未
満となった場合，主蒸気逃がし安全弁
（自動減圧機能付き）が少なくとも１個以
上，動作不能となっていることから，条件
Ａは保安規定第３９条に準じて設定する。
（第３０条では１０日間以内に復旧するこ
とのみを要求しており，要求される措置
の内容は第３９条に包絡される。）
なお，主蒸気逃がし安全弁（自動減圧機
能付き）が２個以上動作不能の場合に
は，保安規定第３９条に準じて，条件Ｂに
原子炉を停止する措置を規定する。

自動減圧系もLCO対象弁のため、γ設
備に設定せず。（左記「γ設備」欄につい
ては，３９条の考えをもとに記載してい
る。）

【γ設備】
アキュムレータの圧力が健全であること
を担保するため，高圧窒素ガス供給圧力
が保安規定第39条に定める値であること
を確認する。

【D設備】（自主対策設備）
逃がし安全弁の駆動に必要な窒素ガス
が確保できない場合でも，代替逃がし安
全弁駆動装置によりSRVを強制的に開す
ることができる。

－

LCO対象範囲は，高圧窒素ガスボンベ並
びに流路とする。また背圧対策として，窒
素ガスの供給圧力は予め設定値以上と
することを要求する。

66-3-1
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表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

低圧代替注水系(常設)によ
る発電用原子炉の冷却【原
子炉運転中】

ＲＨＲ（Ａ）系注水
（12分）【24時間後】(長期TB)
ＲＨＲ（Ｂ）系注水
（12分）【20分】(TQUV)

1.4
原子炉運転中にRHR（低圧注水モー
ド）が故障した場合，低圧代替注水
系(常設)により，原子炉へ注水する

－ 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか） － × ○ ○ ○ － － －

低圧代替注水系(常設)によ
る残存溶融炉心の冷却

（12分）
【解析対象外】

1.4
低圧代替注水系(常設)により残存溶
融炉心を冷却する

低圧代替注水系(可搬型) 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか） － × ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

低圧代替注水系(常設)によ
る発電用原子炉の冷却【原
子炉停止中】

（12分）
【145分】（停止時SBO)

1.4

原子炉停止中にRHR（原子炉停止時
冷却モード）が故障した場合，低圧
代替注水系(常設)により，原子炉へ
注水する

－ 非常用炉心冷却系（自動減圧系を除
く）

低圧代替注水系(可搬型)（330分） － × － － － ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

低圧代替注水系(常設)によ
る原子炉圧力容器への注
水

ＲＨＲ（Ａ）系注水（12分）
ＲＨＲ（Ｂ）系注水（12分）
【70分】(大LOCA)

1.8

溶融炉心の原子炉格納容器下部へ
の落下を遅延又は防止し，原子炉圧
力容器内に残存した溶融炉心を冷
却する

－ 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか） － × ○ ○ ○ － － －

低圧代替注水系(可搬型)に
よる発電用原子炉の冷却
【原子炉運転中】

建屋内系統構成（25分）
建屋外準備・送水（330分）
ＲＨＲ（Ａ）系注水
【4.1時間】(TBP)
ＲＨＲ（Ｂ）系注水
【20時間後】(大LOCA)

1.4

原子炉運転中にRHR（低圧注水モー
ド）が故障した場合，低圧代替注水
系(可搬型)により，原子炉へ注水す
る

－ 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか）
                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

低圧代替注水系(可搬型)に
よる残存溶融炉心の冷却

建屋内系統構成（20分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.4
低圧代替注水系(可搬型)により，残
存溶融炉心を冷却する

低圧代替注水系(常設) 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか）
                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

低圧代替注水系(可搬型)に
よる発電用原子炉の冷却
【原子炉停止中】

建屋内系統構成（135分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.4

原子炉停止中にRHR（原子炉停止時
冷却モード）が故障した場合，低圧
代替注水系(可搬型)により，原子炉
へ注水する

－ 非常用炉心冷却系（自動減圧系を除
く）

低圧代替注水系(常設)（12分）
                     ―
消火系（30分）

× － － － ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

低圧代替注水系(可搬型)に
よる原子炉圧力容器への注
水

建屋内系統構成（20分）
建屋外準備・送水（330分）
ＲＨＲ（Ｂ）系注水
【20時間後】(大LOCA)

1.8

溶融炉心の原子炉格納容器下部へ
の落下を遅延又は防止し，原子炉圧
力容器内に残存した溶融炉心を冷
却する

－ 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか）
                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

第39条
残留熱除去系（低圧注
水モード）

残留熱除去系(低圧注水
モード)による発電用原子炉
の冷却

－ 1.4
原子炉運転中，残留熱除去系(低圧
注水モード)が健全であれば，重大事
故の対処に用いる。

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ ○ ○ ○ － － － ○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第39条「非常用炉心冷却
系その１」で整理する。

第34条
第35条
第36条

残留熱除去系（原子炉
停止時冷却モード）

残留熱除去系(原子炉停止
時冷却モード)による発電用
原子炉からの除熱

－ 1.4
原子炉停止中，残留熱除去系(原子
炉停止時モード)が健全であれば，重
大事故の対処に用いる。

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ － －
※
１

○
※
２

※１：原子炉圧力が
0.93MPa[gage]以下
※２：原子炉内から全
燃料が取出された場合
を除く

○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第34,35,36条「原子炉停止
時冷却系その１～３」で整理する。

低圧注水

低圧代替注水系(常設)による発電用原
子炉の冷却【原子炉停止中】のＡＯＴにつ
いて，低圧代替注水系（可搬型）は，高
圧炉心注水系又は低圧注水系による注
水を実施している間（γ設備），準備時間
が確保できることから，時間短縮の補完
措置は不要である。

66-4-2
低圧代替注水系（可搬
型）

－

LCO対象範囲は，必要な弁及び流路とす
る。可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は表
66-19-1においてＬＣＯ設定し，2セット分
散配置が要求される。

66-4-1

LCO対象範囲は，MUWCポンプ並びに必
要な流路とする。水源である復水貯蔵槽
は他注水系統と共用することから，別に
LCOを設定する。

－低圧代替注水系（常設）低圧注水
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表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

格納容器圧力逃がし装置に
よる原子炉格納容器内の減
圧及び除熱

ベント開始（40分）
ベント要求【約17時間】(TQUV)

1.5
RHR故障時に，格納容器圧力逃がし
装置により最終ヒートシンク（大気）
へ熱を輸送する

耐圧強化ベント系 ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

耐圧強化ベント系（W/W)
(B設備を準用）（55分） － × ○ ○ ○ － － －

格納容器圧力逃がし装置に
よる原子炉格納容器内の減
圧及び除熱

ベント開始（45分）
ベント要求【約38時間】(大
LOCA)

1.7

炉心の著しい損傷が発生した場合に
おいて，格納容器圧力逃がし装置に
より原子炉格納容器内の減圧及び
除熱を実施し，原子炉格納容器の過
圧破損を防止する

－ ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

代替循環冷却系（540分） － × ○ ○ ○ － － －

現場操作（格納容器圧力逃
がし装置）

ベント開始（70分）
ベント要求【約16時間】(TB)

1.5

ＳＢＯ及びＲＨＲ使用不可時におい
て，隔離弁を手動にてベント設備を
遠隔操作することで最終ヒートシンク
（大気）へ熱を輸送する

耐圧強化ベント系 ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

耐圧強化ベント系（W/W)
(B設備を準用）（55分） － × ○ ○ ○ － － －

格納容器圧力逃がし装置に
よる原子炉格納容器内の水
素ガス及び酸素ガスの排出

ベント開始（45分）
【解析対象外】

1.9

炉心の著しい損傷が発生した場合に
おいて，発生する水素ガス及び酸素
ガスを，格納容器圧力逃がし装置に
より排出する

耐圧強化ベント系（W/W)
○
残留熱除去系（低圧注水モード）

可燃性ガス濃度制御系

耐圧強化ベント系（W/W)
(B設備を準用）（60分） － × ○ ○ ○ － － －

現場操作（格納容器圧力逃
がし装置）

ベント開始（75分）
【解析対象外】

1.7

ＳＢＯによる格納容器圧力逃がし装
置の隔離弁動作不能時に，遠隔手
動操作弁の現場操作により原子炉
格納容器の過圧破損を防止する

－ ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

代替循環冷却系（540分） － × ○ ○ ○ － － －

格納容器圧力逃がし装置に
よる原子炉格納容器内の水
素の排出

－ 1.10

格納容器から原子炉建屋への水素
の漏えいを抑制し，原子炉建屋内の
水素濃度の上昇を緩和するため，格
納容器圧力逃がし装置により水素を
排出する。

66-5-1条文で整理 66-5-1条文で整理 66-5-1条文で整理 66-5-1条文で整理 × ○ ○ ○ － － －

耐圧強化ベント系による原
子炉格納容器内の減圧及
び除熱

ベント開始（55分）
ベント要求【約17時間】(TQUV)

1.5
ＲＨＲ故障時に，耐圧強化ベント系に
より最終ヒートシンク（大気）へ熱を
輸送する

格納容器圧力逃がし装置 ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

－ 代替品（ボンベ）
× ○ ○ ○ － － －

現場操作（耐圧強化ベント
系）

１弁あたり（45分）×3弁＝（135
分）
ベント要求【約16時間】(TB)

1.5

ＳＢＯ及びＲＨＲ使用不可時におい
て，隔離弁を手動にてベント設備を
遠隔操作することで最終ヒートシンク
（大気）へ熱を輸送する

格納容器圧力逃がし装置 ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

－ 代替品（ボンベ）
× ○ ○ ○ － － －

耐圧強化ベント系（Ｗ/Ｗ）
による原子炉格納容器内の
水素ガス及び酸素ガスの排
出

ＷＷベント（60分）
【解析対象外】

1.9

炉心の著しい損傷が発生した場合に
おいて，発生する水素ガス及び酸素
ガスを耐圧強化ベント系により排出
する

格納容器圧力逃がし装置 ○
残留熱除去系（低圧注水モード）

可燃性ガス濃度制御系
－ 代替品（ボンベ）

× ○ ○ ○ － － －

不活性ガス(窒素ガス)によ
る系統内の置換

（8時間） 1.7

排気中に含まれる可燃性ガスによる
爆発を防ぐため，格納容器圧力逃が
し装置の系統内を不活性ガス（窒素
ガス）で置換する

－
残留熱除去系
(低圧注水モード）
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

－ 代替品（可搬型窒素供給装置） × ○ ○ ○ － － －

格納容器圧力逃がし装置
等による
原子炉格納容器内の水素
ガス及び酸素ガスの排出

パージ開始
（65分）

1.9

炉心の著しい損傷が発生し， 耐圧
強化ベント系により原子炉格納容器
内の水素ガス及び酸素ガスの排出
を実施する際， 耐圧強化ベントライ
ン主排気筒側の大気開放されたライ
ンに対してあらかじめ窒素ガスパー
ジを実施することにより， 系統内の
酸素濃度を可燃限界未満に保ち，
水素爆発を防止する。

－ ○

残留熱除去系
(低圧注水モード）
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

可燃性ガス濃度制御系

－ 代替品（可搬型窒素供給装置） × ○ ○ ○ － － －

66-5-4 代替原子炉補機冷却系
代替原子炉補機冷却系に
よる除熱

系統構成・供給開始（9時間）
【20時間】(TW)

1.5
ＳＢＯ又はＬＵＨＳ時において，代替
原子炉補機冷却系を用いて補機冷
却水を確保する

－ 原子炉補機冷却水系 －

大容量送水車（熱交換器ユニット用）
（300分） 又は代替原子炉補機冷却
海水ポンプによる海水直接通水（420
分）

代替品(大容量送水車等）

× ○ ○ ○ ○ ○ － －

LCO対象範囲は，大容量送水車（熱交換
器ユニット用），熱交換器ユニット並びに
必要な流路とする。大容量送水車（熱交
換器ユニット用），熱交換器ユニットは2
セット分散配置が要求される。

1.11で，FPCの冷却水確保で要求される
ことを考慮し，適用される原子炉の状態
は常時とする。

AOTのγ設備は，FV及び耐ベン同様の
考えとし，Ｄ設備はＡ設備の代替品（予備
の可搬型窒素供給装置）を設定する。

最終ヒート
シンク

PCV破損
PCV水素爆

発
建屋水素

66-5-2 耐圧強化ベント系

格納容器圧力逃がし装
置

格納容器圧力逃がし装置と耐圧強化ベ
ント系の手順で使用する設備であるが，
それぞれLCO設定した場合に動作不能
時は共にLCOとなる。ＦＶ及び耐ベンの機
能維持に直接関わらないことから単独で
条文設定する。

【γ設備】
1.5は，発生した熱を最終ヒートシンクへ
導く設備の評価であるため，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･
ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モードについてもγ設備
とする。

－

1.5,1.9より保安規定第66条にLCOを設定
する。現場操作の要求についても一括り
にして設定する。LCO対象範囲は，ベント
ライン並びに遠隔手動設備等の付帯設
備とする。

格納容器圧力逃がし装置により基準要
求を維持できることから，格納容器圧力
逃がし装置が動作可能な場合は機能喪
失してもLCO逸脱とはみなさない。

1.5,1.7,1.9,1.10より保安規定第66条に
LCOを設定する。現場操作の要求につい
ても一括りにして設定する。
LCO対象範囲は，ベントライン並びにドレ
ン移送ポンプ，遠隔操作設備等の付帯
設備とする。

スクラバ水補給のために使用する可搬型
代替注水ポンプ(A-2級）は，表66-19-1
の可搬型代替注水ポンプ(A-2級）におい
て，LCOを設定する。

－

1.5,1.7,1.9,1.10については，主要な設備
が兼用されていることから，これら3条文
の要求を一括りにして，SA条文の表タイ
トル（分類1)を構成することとする。

1.7では，技術的能力にて耐圧強化ベント
の評価を実施していないため，Ｂ設備に
は該当しない。

－66-5-3 可搬型窒素供給装置

66-5-1
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表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

66-5-5 代替循環冷却系
代替循環冷却系による原子
炉格納容器内の減圧及び
除熱

代替原子炉補機冷却系系統
構成・供給開始（9時間）

代替循環冷却系
系統構成・運転開始（90分）
【22.5時間】(大LOCA)

1.7

炉心の著しい損傷が発生した場合に
おいて，復水補給水系を用いた代替
循環冷却系の運転により，原子炉格
納容器内の圧力及び温度を低下さ
せることで原子炉格納容器の過圧破
損を防止する

－ ○

残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）
（サプレッション・チェンバ・プール冷
却モード）

－ － × ○ ○ ○ － － － －

LCO対象範囲は，MUWCポンプ並びに必
要な流路とする。
代替原子炉補機冷却水系については他
の目的でも使用することから，別表（代替
原子炉補機冷却系）でLCOを規定する。
代替循環冷却系準備中に実施する低圧
代替注水系（可搬型）(可搬型代替注水
ポンプ(A-2級))による原子炉への注水に
ついては別表（表66-4-2 低圧代替注水
系（可搬型））にて整理する。

【γ設備】
 格納容器の圧力及び温度低下が目的で
あるため，格納容器スプレイ冷却モード
のみとする。

66-5-6
格納容器内の水素濃度
及び酸素濃度監視

水素濃度及び酸素濃度の
監視

（25分） 1.9

炉心の著しい損傷が発生した場合に
おいて，原子炉格納容器内に発生す
る水素ガス及び酸素ガスの濃度を測
定し， 監視する

－ － 代替パラメータ － × ○ ○ ○ － － － －
表66-13-1(主要パラメータ及び代替パラ
メータ)にてLCO等を規定する。

第52条
第53条

原子炉補機冷却系
原子炉補機冷却系による除
熱

－ 1.5

重大事故等対処設備（設計基準拡
張）である原子炉補機冷却系が健全
であれば重大事故等の対処に用い
る

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ ○ ○ ○ － － － ○

重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第52条「残留熱除去系及
び残留熱除去冷却海水系」，第53条「非
常用ディーゼル発電設備冷却系」で整理
する。

冷温停止以降，当該設備の故障等によ
り関連する設備が運転上の制限を満足
していないと判断した場合は，それぞれ
該当する条文を適用する。（現行ＤＢ条
文の運用）

代替格納容器スプレイ冷却
系（常設）による原子炉格納
容器内の冷却(炉心損傷前)

（25分）
【5時間】(TW)

1.6

炉心損傷が発生する前で，ＲＨＲ（格
納容器スプレイ冷却モード）故障時
において，代替格納容器スプレイ（常
設）により格納容器スプレイする

－ 残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）

－
                     ―
消火系（時間短縮の補完措置含む）
（30分）

× ○ ○ ○ － － －

代替格納容器スプレイ冷却
系（常設）による原子炉格納
容器内の冷却(炉心損傷後)

（25分）
【2時間】(大LOCA)

1.6

炉心損傷が発生した後で，ＲＨＲ（格
納容器スプレイ冷却モード）故障時
において，代替格納容器スプレイ（常
設）により格納容器スプレイする

－ 残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）

－
                     ―
消火系（時間短縮の補完措置含む）
（30分）

× ○ ○ ○ － － －

代替格納容器スプレイ冷却
系(可搬型)による原子炉格
納容器内の冷却(炉心損傷
前)

建屋内系統構成（25分）
建屋外準備・送水（330分）
【9時間】（TBP)

1.6

炉心損傷が発生する前で，ＲＨＲ（格
納容器スプレイ冷却モード）故障時
において，代替格納容器スプレイ（可
搬型）により格納容器スプレイする

－ 残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
（25分）

                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

代替格納容器スプレイ冷却
系(可搬型)による原子炉格
納容器内の冷却(炉心損傷
後)

建屋内系統構成（20分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.6

炉心損傷が発生した後で，ＲＨＲ（格
納容器スプレイ冷却モード）故障時
において，代替格納容器スプレイ（可
搬型）により格納容器スプレイする

－ 残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
（25分）

                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

第34条
第35条
第36条

残留熱除去系（原子炉
停止時冷却モード）

残留熱除去系（原子炉停止
時冷却モード）による発電用
原子炉からの除熱

－ 1.5

重大事故等対処設備（設計基準拡
張）である残留熱除去系（原子炉停
止時冷却モード）が健全であれば重
大事故等の対処に用いる

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ － －
※
１

○
※
２

※１：原子炉圧力が
0.93MPa[gage]以下
※２：原子炉内から全
燃料が取出された場合
を除く

○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第34,35,36条「原子炉停止
時冷却系その１～３」で整理する。

第39条
残留熱除去系（格納容
器スプレイ冷却モード）

残留熱除去系（サプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却
モード及び格納容器スプレ
イ冷却モード）による原子炉
格納容器内の除熱

－ 1.5
残留熱除去系（格納容器スプレイ冷
却モード）による原子炉格納容器内
の除熱

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ ○ ○ ○ － － － ○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第39条「非常用炉心冷却
系その１」で整理する。

第39条
残留熱除去系（サプレッ
ション・チェンバ・プール
水冷却モード）

残留熱除去系（サプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却
モード及び格納容器スプレ
イ冷却モード）による原子炉
格納容器内の除熱

－ 1.5

重大事故等対処設備（設計基準拡
張）である残留熱除去系（サプレッ
ション・チェンバ・プール水冷却モード
及び格納容器スプレイ冷却モード）
が健全であれば重大事故等の対処
に用いる

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ ○ ○ ○ － － － ○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第39条「非常用炉心冷却
系その１」で整理する。

第39条
残留熱除去系（格納容
器スプレイ冷却モード）

残留熱除去系（格納容器ス
プレイ冷却モード）による原
子炉格納容器内の除熱

－ 1.6

重大事故等対処設備（設計基準拡
張）である残留熱除去系（格納容器
スプレイ冷却モード）が健全であれば
重大事故等の対処に用いる

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ ○ ○ ○ － － － ○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第39条「非常用炉心冷却
系その１」で整理する。

第39条
残留熱除去系（サプレッ
ション・チェンバ・プール
水冷却モード）

残留熱除去系（サプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却
モード）によるサプレッショ
ン・チェンバ・プールの除熱

－ 1.6

重大事故等対処設備（設計基準拡
張）である残留熱除去系（サプレッ
ション・チェンバ・プール水冷却モー
ド）が健全であれば重大事故等の対
処に用いる

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

DB条文で整理
（設計拡張設備）

○ ○ ○ ○ － － － ○
重大事故等対処設備（設計基準拡張）で
あることから，第39条「非常用炉心冷却
系その１」で整理する。

66-7-1
格納容器下部注水系
（常設）

格納容器下部注水系(常設)
による原子炉格納容器下部
への注水

（35分）
【3.7時間】(DCH)

1.8
格納容器下部注水系(常設)によるデ
ブリ冷却 － 残留熱除去系（低圧注水モード）

格納容器下部注水系（可搬型）
（時間短縮の補完措置含む）（330分）

                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － － －

LCO対象範囲は，MUWCポンプ並びに必
要な流路とする。
水源である復水貯蔵槽は他注水系統と
共用することから，別にLCOを設定する。

66-7-2
格納容器下部注水系
（可搬型）

格納容器下部注水系(可搬
型)による原子炉格納容器
下部への注水

建屋内系統構成（35分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.8
格納容器下部注水系(可搬型)による
デブリ冷却 － 残留熱除去系（低圧注水モード） 格納容器下部注水系（常設）（35分）

                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － － －

LCO対象範囲は，必要な弁及び流路とす
る。可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は，表
66-19-1においてＬＣＯ設定し，2セット分
散配置が要求される。

溶融炉心
冷却

代替格納容器スプレイ
冷却系（可搬型）

66-6-2

PCV冷却

最終ヒート
シンク

PCV破損
PCV水素爆

発
建屋水素

PCV冷却66-6-1

設置許可基準規則49条より保安規定66
条にLCOを設定する。
LCO対象範囲は，必要な弁及び流路とす
る。可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は，表
66-19-1においてＬＣＯ設定し，2セット分
散配置が要求される。

代替格納容器スプレイ
冷却系（常設）

－

設置許可基準規則49条より保安規定66
条にLCOを設定する。
LCO対象範囲は，MUWCポンプ並びに必
要な流路とする。
水源である復水貯蔵槽は他注水系統と
共用することから，別にLCOを設定する。

－

89



表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

66-8-1
静的触媒式水素再結合
器

静的触媒式水素再結合器
による水素濃度の上昇抑制

－ 1.10
静的触媒式水素再結合器により，原
子炉建屋内の水素濃度の上昇を抑
制する

－
残留熱除去系（低圧注水モード）

非常用炉心冷却系（自動減圧系を除
く）

－                      ―
原子炉建屋トップベント（55分）

× ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

－
LCO対象範囲は，静的触媒式水素再結
合器とする。動作監視装置は表66-13-1
にてLCO等を規定する。

【γ設備】冷温停止，燃料交換時は原子
炉注水可能なDBA設備1系列が確認でき
れば良い為，非常用炉心冷却系1系列
(自動減圧系除く）を設定する。

66-8-2
原子炉建屋内の水素濃
度

原子炉建屋内の水素濃度
監視

－ 1.10 原子炉建屋内の水素濃度の監視 － －
代替パラメータ
（他チャンネル）

（静的触媒式水素再結合器動作監視
装置）

－ × ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

－

LCO対象範囲は，原子炉建屋水素濃度
監視設備とする。
8チャンネル全て必要であるため，表66-
13-1と別にLCO設定する。AOTの完了時
間については準用した設定とする。
原子炉建屋燃料取替床に設置される3
チャンネルが動作不能の場合は，共通要
員等により同時に動作不能となった場合
と同様の措置とする。

燃料プール代替注水系によ
る常設スプレイヘッダを使用
した使用済燃料プールへの
注水

建屋外準備・送水（330分）
 【12時間】(想定1,2)

1.11 使用済燃料プールへの注水

　　　　　　　　　　－
（※Ｂ設備設定が可能であり、可搬型
スプレイヘッダが動作可能であればＬ
ＣＯ逸脱を満足しているとしていた
が、すべてのＳＡ設備をＬＣＯ設定す
る必要があるため、可搬型及び常設
両方が動作可能であることを運転上
の制限とした。）

使用済燃料プール温度、水位監視 可搬型スプレイヘッダ使用(340分）
代替品(可搬型代替注水ポンプ)

消火系による補給（30分）
× ○ ○ ○ ○ ○

使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

燃料プール代替注水系によ
る常設スプレイヘッダを使用
した使用済燃料プールへの
スプレイ

建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールへのスプレイ

　　　　　　　　　　－
（※Ｂ設備設定が可能であり、可搬型
スプレイヘッダが操作可能であればＬ
ＣＯ逸脱を満足しているとしていた
が、すべてのＳＡ設備をＬＣＯ設定す
る必要があるため、可搬型及び常設
両方が動作可能であることを運転上
の制限とした。）

使用済燃料プール温度、水位監視 可搬型スプレイヘッダ使用(340分）

代替品(可搬型代替注水ポンプA-1
級)

消火系による補給（30分）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

燃料プール代替注水系によ
る可搬型スプレイヘッダを使
用した使用済燃料プールへ
の注水

建屋内系統構成（65分）
建屋外準備・送水（340分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールへの注水 － 使用済燃料プール温度、水位監視 常設スプレイヘッダ使用（330分）

代替品(可搬型代替注水ポンプA-1
級)

消火系による補給（30分）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

燃料プール代替注水系によ
る可搬型スプレイヘッダを使
用した使用済燃料プールへ
のスプレイ

建屋内系統構成（65分）
建屋外準備・送水（340分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールへのスプレイ － 使用済燃料プール温度、水位監視 常設スプレイヘッダ使用（330分）

代替品(可搬型代替注水ポンプA-1
級)

消火系による補給（30分）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

66-9-2 燃料プール冷却浄化系
代替交流電源設備を使用し
た燃料プール冷却浄化系に
よる使用済燃料プール除熱

（45分）
【解析対象外】

1.11
代替交流電源設備を使用した燃料
プール冷却浄化系による使用済燃
料プール除熱

－ 使用済燃料プールの温度上昇評価 －

燃料プール代替注水系
(常設スプレイヘッダ(330分)又は可搬
スプレイヘッダ(340分））（時間短縮の
補完措置含む）

残留熱除去系（最大熱負荷）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

－

LCO対象範囲は，SFPの除熱に必要な
FPCポンプ，FPC熱交換器並びにF/Dバ
イパス運転に必要な流路とする。代替原
子炉補機冷却系は他系統と共用すること
から，別にLCOを設定する。

プラント停止を要求しない(基本方針）

【γ設備】
重大事故等発生時の時間余裕を確認す
るため，使用済燃料プールの水温が６
５℃（保安規定第５５条の運転上の制限）
に到達するまでの時間を評価する。
フロントライン系のγ設備が設定できな
いため、電源をγ設備として設定せず。

66-9-3
使用済燃料プール監視
設備

使用済燃料プールの監視
SFP監視カメラ起動
（20分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールの監視 － 使用済燃料プール温度、水位監視 代替パラメータ － × ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

－ LCO対象範囲は，各計装設備とする。 プラント停止を要求しない(基本方針）

建屋水素

燃料プール代替注水系
（常設スプレイヘッダ）

SFP

66-9-1

プラント停止を要求しない(基本方針）

【γ設備】
使用済燃料プールが健全であることの確
認及び冷却機能が健全であることを確認
する手段として使用済燃料プール温度、
水位監視を設定する。

【Ｄ設備】
大量の水の漏えいを想定した場合につ
いては，技術的能力にて消火系による補
給は自主対策設備と評価していないが，
使用済み燃料プール水位低下の抑制を
期待できることから，Ｄ設備として設定す
る。

プラント停止を要求しない(基本方針）

【γ設備】
使用済燃料プールが健全であることの確
認及び冷却機能が健全であることを確認
する手段として使用済燃料プール温度，
水位監視を設定する。

【Ｄ設備】
大量の水の漏えいを想定した場合及び
サイフォンによる漏えいの防止について
は，技術的能力にて消火系による補給は
自主対策設備と評価していないが，使用
済み燃料プール水位低下の抑制を期待
できることから，Ｄ設備として設定する。

－

－
燃料プール代替注水系
（可搬型スプレイヘッダ）

燃料プール代替注水系には常設スプレ
イヘッダを使用する場合，可搬型スプレ
イヘッダを使用する場合の２つの系統構
成があり，またそれぞれ注水機能とスプ
レイ機能を有する。これらの要求を一括
りにしてLCOを設定する。

常設スプレイヘッダ及び可搬型スプレイ
ヘッダは同等な機能を有するが，設置許
可基準規則の要求では，注水・スプレイ
ラインを含め全て可搬型で配備すること
が必要となり，必須要求となるのは可搬
型スプレイヘッダであることから，常設ス
プレイヘッダは可搬型スプレイヘッダが動
作可能な場合は機能喪失してもLCO逸
脱とはみなさないと整理していたが，す
べてのSA設備にLCO設定することとし，
常設及び可搬の両方が動作可能である
ことを運転上の制限とする。

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は，表66-
19-1においてＬＣＯ設定し，2セット分散配
置が要求される。

燃料プール代替注水系には常設スプレ
イヘッダを使用する場合，可搬型スプレ
イヘッダを使用する場合の２つの系統構
成があり，またそれぞれ注水機能とスプ
レイ機能を有する。これらの要求を一括
りにしてLCOを設定する。

常設スプレイヘッダ及び可搬型スプレイ
ヘッダは同等な機能を有するが，設置許
可基準規則の要求では、注水・スプレイ
ラインを含め全て可搬型で配備すること
が必要となり，必須要求となるのは可搬
型スプレイヘッダであることから，常設ス
プレイヘッダは可搬型スプレイヘッダが動
作可能な場合は機能喪失してもLCO逸
脱とはみなさないと整理していたが，す
べてのSA設備にLCO設定することとし，
常設及び可搬の両方が動作可能である
ことを運転上の制限とする。

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は，表66-
19-1においてＬＣＯ設定し，2セット分散配
置が要求される。

サイフォン防止機能については，共1にお
いて使用済燃料プールに含むとあること
から，系に含まれる設備として整理する。
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表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

大気への放射性物質の拡
散抑制

（130分）
【解析対象外】

1.11

使用済燃料プール内の燃料体等の
著しい損傷に至った場合に，放水設
備により，大気への放射性物質の拡
散抑制を行う。

－ 使用済燃料プール温度、水位監視 － 代替品(大容量送水車等） × ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

大気への放射性物質の拡
散抑制

（130分）
【解析対象外】

1.12

炉心の著しい損傷，原子炉格納容器
の破損又は使用済燃料プール内の
燃料体等の著しい損傷に至った場合
に，放水設備により，大気への放射
性物質の拡散抑制を行う。

－

残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（低圧注水モード）
使用済燃料プール温度、水位監視

－ 代替品(大容量送水車等） × ○ ○ ○ ○ ○ －

航空機燃料火災への泡
消火

航空機燃料火災への泡消
火

（130分）
【解析対象外】

1.12
原子炉建屋周辺において航空機燃
料火災が発生した場合に，泡消火を
行う

－

残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（低圧注水モード）
使用済燃料プール温度、水位監視

－ 代替品(泡原液搬送車等） × ○ ○ ○ ○ ○ － －

66-10-2
海洋への放射性物質の
拡散抑制

海洋への放射性物質の拡
散抑制

放射性物質吸着材設置（180
分）
汚濁防止膜設置（24時間）
【解析対象外】

1.12

炉心の著しい損傷，原子炉格納容器
の破損又は使用済燃料プール内の
燃料体等の著しい損傷に至った場合
に，海洋への放射性物質の拡散抑
制を行う

－

残留熱除去系
（格納容器スプレイ冷却モード）
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（低圧注水モード）
使用済燃料プール温度、水位監視

－ 代替品（放射性物質吸着材等） × ○ ○ ○ ○ ○ － －
6号炉及び7号炉の共用の可搬型設備で
あるが，分散配置は要求されていない。

復水貯蔵槽　 保有水
【12時間】（過圧・過温破損(代
替循環使用））

1.13 重大事故等のための保有水の管理 －

サプレッション・チェンバ・プール水位
（水位確認）

非常用炉心冷却系（自動減圧系を除
く）

あ
淡水貯水池からの補給（235分）
海水からの補給（325分）
（時間短縮の補完措置含む）

\
\ － ○ ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

×

サプレッション・チェンバ・
プール 保有水

－ 1.13 重大事故等のための保有水の管理 DB条文で整理 DB条文で整理 DB条文で整理 DB条文で整理 ○ ○ ○ ○ － － － ○

防火水槽を水源とした補給
（145分）
【解析対象外】

1.13
防火水槽を水源とした可搬型代替注
水ポンプ(A-2 級)による復水貯蔵槽
への補給

－ 復水貯蔵槽（水位確認） － 代替品（ホース） × ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

淡水貯水池を水源とした補
給

(340分)
【約12時間後】(大LOCA)

1.13
淡水貯水池を水源とした可搬型代替
注水ポンプ(A-2 級)による復水貯蔵
槽への補給

－ 復水貯蔵槽（水位確認） － 代替品（ホース） × ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

海を水源とした補給
(325分)
【解析対象外】

1.13
海を水源とした大容量送水車（海水
取水用）及び可搬型代替注水ポンプ
(A-2 級)による復水貯蔵槽への補給

－
復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ・プール
（水位確認）

－
淡水貯水池からの移送（淡水貯水池
から復水貯蔵槽への補給（235分））
代替品(大容量送水車等）

× ○ ○ ○ ○ ○ －

海を水源とした送水
（315分）
【解析対象外】

1.13
海を水源とした大容量送水車（ 海水
取水用） 及び可搬型代替注水ポン
プ(A-1 級又はA-2 級)による送水

－
復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ・プール
（水位確認）

－
淡水貯水池からの移送（淡水貯水池
からの移送（225分））
代替品(大容量送水車等）

× ○ ○ ○ ○ ○ －

大容量送水車（海水取水
用）による防火水槽への海
水補給

(300分)
【解析対象外】

1.13

淡水貯水池から防火水槽への補給
が不可能となるおそれがある場合
に，大容量送水車(海水取水用)によ
り海水を防火水槽へ補給する

－
復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ・プール
（水位確認）

－

淡水貯水池からの移送（淡水貯水池
から復水貯蔵槽への補給（235分））
淡水貯水池からの移送（淡水貯水池
からの移送（225分））
淡水貯水池からの移送（淡水貯水池
から防火水槽への補給（85分））
代替品(大容量送水車等）

× ○ ○ ○ ○ ○ －

防火水槽へ補給する水源
の切替え

―
【解析対象外】

1.13
防火水槽へ淡水の供給が継続でき
ない場合，水源を海水に切り替え
る。

－
復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ・プール
（水位確認）

－ 淡水貯水池からの移送
代替品(大容量送水車等）

× ○ ○ ○ ○ ○ －

淡水貯水池から海への切
替え

切替時間(40分)
【解析対象外】

1.13

淡水貯水池から淡水の供給を行って
いる場合に，水源を海水に切り替え
る場合は，あらかじめ可搬型代替注
水ポンプ(A-2級)の水源切替準備を
行う。

－
復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ・プール
（水位確認）

－
淡水貯水池からの移送

代替品(大容量送水車等）
× ○ ○ ○ ○ ○ －

－
水の移送設備としては，復水貯蔵槽への
移送と，海水からの移送があり，それぞ
れ条文を分けてLCO設定する。

【γ設備】
冷温停止又は燃料交換の復水貯蔵槽に
ついては5.5ｍ以上となるように補給する
又は5.5ｍ以上であることを確認する。

復水貯蔵槽は，保安規定第40条とは要
求される原子炉の状態，保有水の管理
値等が異なるため，第66条にLCOを設定
する。

サプレッション・チェンバはDB兼SA設備
である。SAの注水系統の水源としては，
代替循環冷却系として使用するため運転
～高温停止時まで要求される。このた
め，保安規定第46条（サプレッションプー
ルの水位）の適用される原子炉の状態
（運転～高温停止）と同等であることか
ら，保安規定46条において整理する。

大気への放射性物質の拡散抑制及び航
空機燃料火災への泡消火は，共通する
SA設備があり要求される措置も同様な
考えで設定できることから，1つの条文に
まとめて整理する。

1.11,1.12より保安規定第66条にLCOを設
定する。LCO対象範囲は，大容量送水車
（原子炉建屋放水設備用），放水砲，泡
原液搬送車，泡原液混合装置並びに流
路（ホース）とする。6号炉及び7号炉の共
用の可搬型設備であるが，分散配置は
要求されていない。

66-10-1

66-11-1

水の移送設備としては，復水貯蔵槽への
移送設備と，海水移送設備があり，それ
ぞれ条文を分けてLCO設定する。

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は，表66-
19-1においてＬＣＯ設定し，2セット分散配
置が要求される。

拡散抑制

大気への放射性物質の
拡散抑制

－

【γ設備】
冷温停止又は燃料交換については，5.5
ｍ以上となるように補給する又は5.5ｍ以
上であることを確認する。

CSPへの移送設備

重大事故等収束のため
の水源

水源

海水移送設備

－

66-11-3

66-11-2
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表No. 分類１
分類２
（系統）

分類３
（技術的能力
対応手順）

手順完了時間
技術的能力→（　　）

有効性評価※→【　　】
※事象発生からの時間

主な用途（手順概要）
運
転

起
動

高
温
停
止

冷
温
停
止

燃
料
交
換

条件
（※）

対応手段

Ｂ設備

ＬＣＯ逸脱したＳＡ設備と
同等の機能を有する

γ設備

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…３日，２Ｎ…１０日）

（二重下線は機能喪失想定ＤＢ設備
以外）

Ｃ（代替手段）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（３０日）

D（自主対策設備 or 代替品）

ＬＣＯ逸脱時のＡＯＴ判断
（２Ｎ以外…１０日，２Ｎ…３０日）

DB
兼
用

適用される原子炉の状態

DB
－
SA
統
合

LCOの設定 備考

低圧代替注水系(可搬型)に
よる発電用原子炉の冷却
【原子炉運転中】

建屋内系統構成（25分）
建屋外準備・送水（330分）
ＲＨＲ（Ａ）系注水
【4.1時間】(TBP)
ＲＨＲ（Ｂ）系注水
【20時間後】(大LOCA)

1.4
原子炉運転中にRHR（低圧注水モー
ド）故障した場合，低圧代替注水系
(可搬型)により。原子炉へ注水する

－ 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか）
                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

低圧代替注水系(可搬型)に
よる残存溶融炉心の冷却

建屋内系統構成（20分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.4
低圧代替注水系(可搬型)により，残
存溶融炉心を冷却する

低圧代替注水系(常設) 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか）
                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

低圧代替注水系(可搬型)に
よる発電用原子炉の冷却
【原子炉停止中】

建屋内系統構成（135分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.4

原子炉停止中にRHR（原子炉停止時
冷却モード）故障した場合，低圧代
替注水系(可搬型)により，原子炉へ
注水する

－ 非常用炉心冷却系（自動減圧系を除
く）

低圧代替注水系(常設)（12分）
                     ―
消火系（30分）

× － － － ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

低圧代替注水系(可搬型)に
よる原子炉圧力容器への注
水

建屋内系統構成（25分）
建屋外準備・送水（330分）
ＲＨＲ（Ｂ）系注水
【20時間後】(大LOCA)

1.8

溶融炉心の原子炉格納容器下部へ
の落下を遅延又は防止し，原子炉圧
力容器内に残存した溶融炉心を冷
却する

－ 残留熱除去系（低圧注水モード） 高圧炉心注水系（速やか）
                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

格納容器圧力逃がし装置に
よる原子炉格納容器内の減
圧及び除熱

ベント開始（40分）
ベント要求【約17時間】(TQUV)

1.5
RHR故障時に，格納容器圧力逃がし
装置により最終ヒートシンク（大気）
へ熱を輸送する

耐圧強化ベント系 ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

耐圧強化ベント系（W/W)
(B設備）（55分） － × ○ ○ ○ － － －

格納容器圧力逃がし装置に
よる原子炉格納容器内の減
圧及び除熱

ベント開始（45分）
ベント要求【約38時間】(大
LOCA)

1.7

炉心の著しい損傷が発生した場合に
おいて，格納容器圧力逃がし装置に
より原子炉格納容器内の減圧及び
除熱を実施し，原子炉格納容器の過
圧破損を防止する

－ ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

代替循環冷却系（540分） － × ○ ○ ○ － － －

現場操作（格納容器圧力逃
がし装置）

ベント開始（70分）
ベント要求【約16時間】(TB)

1.5

ＳＢＯ及びＲＨＲ使用不可時におい
て，隔離弁を手動にてベント設備を
遠隔操作することで最終ヒートシンク
（大気）へ熱を輸送する

耐圧強化ベント系 ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

耐圧強化ベント系（W/W)
(B設備）（55分） － × ○ ○ ○ － － －

現場操作（格納容器圧力逃
がし装置）

ベント開始（75分）
【解析対象外】

1.7

ＳＢＯによる格納容器圧力逃がし装
置の隔離弁動作不能時に，遠隔手
動操作弁の現場操作により原子炉
格納容器の過圧破損を防止する

－ ○
残留熱除去系
（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷却モード）
（格納容器スプレイ冷却モード）

代替循環冷却系（540分） － × ○ ○ ○ － － －

代替格納容器スプレイ冷却
系(可搬型)による原子炉格
納容器内の冷却(炉心損傷
前)

建屋内系統構成（25分）
建屋外準備・送水（330分）
【9時間】（TBP)

1.6

炉心損傷が発生する前で，ＲＨＲ（格
納容器スプレイ冷却モード）故障時
において，代替格納容器スプレイ（可
搬型）により格納容器スプレイする

－
残留熱除去系（格納容器スプレイ冷
却モード）（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷
却モード）

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
（25分）

                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

代替格納容器スプレイ冷却
系(可搬型)による原子炉格
納容器内の冷却(炉心損傷
後)

建屋内系統構成（20分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.6

炉心損傷後が発生した後で，ＲＨＲ
（格納容器スプレイ冷却モード）故障
時において，代替格納容器スプレイ
（可搬型）により格納容器スプレイす
る

－
残留熱除去系（格納容器スプレイ冷
却モード）（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ･ﾌﾟｰﾙ冷
却モード）

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
（25分）

                     ―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

格納容器下部注水系
（可搬型）

格納容器下部注水系(可搬
型)による原子炉格納容器
下部への注水

建屋内系統構成（35分）
建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.8
格納容器下部注水系(可搬型)による
デブリ冷却 － 残留熱除去系（低圧注水モード） 格納容器下部注水系（常設）（35分）

　　　　　　　　　―
消火系（30分）

× ○ ○ ○ － － －

燃料プール代替注水系によ
る常設スプレイヘッダを使用
した使用済燃料プールへの
注水

建屋外準備・送水（330分）
 【12時間】(想定1,2)

1.11 使用済燃料プールへの注水 － 使用済燃料プール温度、水位監視 可搬型スプレイヘッダ使用
代替品(可搬型代替注水ポンプ)

消火系による補給（30分）
× ○ ○ ○ ○ ○

使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

燃料プール代替注水系によ
る常設スプレイヘッダを使用
した使用済燃料プールへの
スプレイ

建屋外準備・送水（330分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールへのスプレイ － 使用済燃料プール温度、水位監視 可搬型スプレイヘッダ使用

代替品(可搬型代替注水ポンプA-1
級)

消火系による補給（30分）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

燃料プール代替注水系によ
る可搬型スプレイヘッダを使
用した使用済燃料プールへ
の注水

建屋内系統構成（65分）
建屋外準備・送水（340分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールへの注水 － 使用済燃料プール温度、水位監視 常設スプレイヘッダ使用（330分）

代替品(可搬型代替注水ポンプA-1
級)

消火系による補給（30分）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

燃料プール代替注水系によ
る可搬型スプレイヘッダを使
用した使用済燃料プールへ
のスプレイ

建屋内系統構成（65分）
建屋外準備・送水（340分）
【解析対象外】

1.11 使用済燃料プールへのスプレイ － 使用済燃料プール温度、水位監視 常設スプレイヘッダ使用（330分）

代替品(可搬型代替注水ポンプA-1
級)

消火系による補給（30分）

× ○ ○ ○ ○ ○
使用済燃料プールに照
射された燃料体を貯蔵
している期間

防火水槽を水源とした補給
（145分）
【解析対象外】

1.13
防火水槽を水源とした可搬型代替注
水ポンプ(A-2 級)による復水貯蔵槽
への補給

－ 復水貯蔵槽（水位確認） － 代替品（可搬型代替注水ポンプ） × ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

淡水貯水池を水源とした補
給

(340分)
【約12時間後】(大LOCA)

1.13
淡水貯水池を水源とした可搬型代替
注水ポンプ(A-2 級)による復水貯蔵
槽への補給

－ 復水貯蔵槽（水位確認） － 代替品（可搬型代替注水ポンプ） × ○ ○ ○ ○ ※

原子炉が次に示す状態と
なった場合は適用しない。
 （１）原子炉水位がオー
バーフロー水位付近で，か
つプールゲートが開の場
合又は（２）原子炉内から
全燃料が取出され，かつ
プールゲートが閉の場合

66-19-1

燃料プール代替注水系
（可搬型スプレイヘッダ）

低圧代替注水系（可搬
型）

格納容器圧力逃がし装
置

代替格納容器スプレイ
冷却系（可搬型）

CSPへの移送設備

燃料プール代替注水系
（常設スプレイヘッダ）

－

可搬型代替注水ポンプ(A-2級)は，2セッ
ト分散配置が要求される。
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）及び
ホースにより送水できることいい，接続口
までの範囲の共通部分についてＬＣＯ設
定する。
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資料２．（２） 保安規定第 66 条 運転上の制限等について 

 

６６－１－１  ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）     66-1-1  1 ～ 16 

６６－１－２  ＡＴＷＳ緩和設備                           66-1-2  1 ～ 16 

（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）   

６６－２－１  高圧代替注水系（中央制御室からの遠隔起動） 66-2-1  1 ～ 13 

６６－２－２  高圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系    66-2-2   1 ～ 17 

（現場起動）                 

６６－２－３  ほう酸水注入系（重大事故等対処設備）    66-2-3  1 ～ 11 

６６－３－１  代替自動減圧機能              66-3-1   1 ～ 19 

６６－３－２  主蒸気逃がし安全弁（手動減圧）       66-3-2   1 ～ 7 

６６－３－３  主蒸気逃がし安全弁の機能回復        66-3-3  1 ～ 17 

６６－４－１  低圧代替注水系（常設）           66-4-1   1 ～ 26 

６６－４－２  低圧代替注水系（可搬型）          66-4-2   1 ～ 21 

６６－５－１  格納容器圧力逃がし装置           66-5-1   1 ～ 58 

６６－５－２  耐圧強化ベント系                           66-5-2   1 ～ 30 

６６－５－３  可搬型窒素供給装置                         66-5-3   1 ～ 18 

６６－５－４  代替原子炉補機冷却系            66-5-4   1 ～ 32 

６６－５－５  代替循環冷却系                             66-5-5   1 ～ 17 

６６－５－６  格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視   66-5-6  1 ～ 4 

６６－６－１  代替格納容器スプレイ冷却系（常設）     66-6-1   1 ～ 21 

６６－６－２  代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）       66-6-2  1 ～ 13 

６６－７－１  格納容器下部注水系（常設）         66-7-1  1 ～ 20 

６６－７－２  格納容器下部注水系（可搬型）        66-7-2   1 ～ 9 

６６－８－１  静的触媒式水素再結合器           66-8-1   1 ～ 12 

６６－８－２  原子炉建屋内の水素濃度監視                66-8-2   1 ～ 9 

６６－９－１   燃料プール代替注水系             66-9-1   1 ～ 31 

６６－９－２   使用済燃料プールの除熱           66-9-2   1 ～ 9 

６６－９－３   使用済燃料プール監視設備                  66-9-3   1 ～ 11 

６６－１０－１ 大気への放射性物質の拡散抑制，       66-10-1  1 ～ 14 

航空機燃料火災への泡消火                   

６６－１０－２ 海洋への放射性物質の拡散抑制        66-10-2  1 ～ 15 

６６－１１－１ 重大事故等収束のための水源         66-11-1  1 ～ 7 

６６－１１－２ 復水貯蔵槽への移送設備           66-11-2  1 ～ 7 

６６－１１－３ 海水移送設備                66-11-3  1 ～ 17 

６６－１２－１ 常設代替交流電源設備            66-12-1  1 ～ 22 

６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備           66-12-2  1 ～ 11 

６６－１２－３ 号炉間電力融通電気設備           66-12-3  1 ～ 16 

６６－１２－４ 所内蓄電式直流電源設備及び         66-12-4  1 ～ 13 

常設代替直流電源設備             

６６－１２－５ 可搬型直流電源設備                       66-12-5  1 ～ 5 

６６－１２－６ 代替所内電気設備               66-12-6  1 ～ 18 

６６－１２－７ 燃料補給設備                66-12-7  1 ～ 20 

：今回提示する範囲 
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６６－１３－１ 主要パラメータ及び代替パラメータ      66-13-1  1 ～ 53 

６６－１３－２ 補助パラメータ               66-13-2  1 ～ 6 

６６－１３－３ 可搬型計測器                66-13-3  1 ～ 16 

６６－１３－４ パラメータ記録               66-13-4  1 ～ 3 

６６－１４－１ 中央制御室の居住性確保           66-14-1  1 ～ 44 

６６－１４－２ 原子炉建屋ブローアウトパネル        66-14-2  1 ～ 6 

６６－１５－１ 監視測定設備                              66-15-1  1 ～ 9 

６６－１６－１ 緊急時対策所の居住性確保（対策本部）    66-16-1  1 ～ 23 

６６－１６－２ 緊急時対策所の居住性確保（待機場所）      66-16-2  1 ～ 18 

６６－１６－３ 緊急時対策所の代替電源設備         66-16-3  1 ～ 14 

６６－１７－１ 通信連絡設備                              66-17-1  1 ～ 22 

６６－１８－１ ホイールローダ               66-18-1  1 ～ 5 

６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）      66-19-1  1 ～ 50 
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保安規定第６６条 

表６６－３「原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備」 

６６－３－３「主蒸気逃がし安全弁の機能回復」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 同等な機能を有することの説明 

  （１）技術的能力まとめ資料（基準要求に関する説明） 

 

  添付－３ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

（１） 設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

（２） 設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

（３） ＳＡ４６条補足説明資料（設定根拠） 

66-3-3　1/17
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

６６－３－３ 主蒸気逃がし安全弁の機能回復 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

主蒸気逃がし安全弁の 

機能回復 

（１）可搬型直流電源設備又は逃がし安全弁用可搬型蓄電池に

よる減圧系が動作可能であること 

（２）高圧窒素ガス供給系による作動窒素ガス確保系が動作可

能であること※１ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

可搬型直流電源設備に

よる減圧系 

ＡＭ用切替装置（ＳＲＶ） １個 

可搬型直流電源設備 ※２ 

常設代替直流電源設備 ※３ 

逃がし安全弁用可搬型

蓄電池による減圧系 
逃がし安全弁用可搬型蓄電池 １個 

高圧窒素ガス供給系に

よる作動窒素ガス確保

系 

高圧窒素ガスボンベ ５本 

※１：必要な弁及び配管を含む。 

※２：「６６－１２－５ 可搬型直流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※３：「６６－１２－４ 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」において運転

上の制限等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十六条（１．３）が該当する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，可搬型直流電源設備又は逃がし安全弁

用可搬型蓄電池による減圧系，及び高圧窒素ガス供給系による作動窒素ガス確保系が動

作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十六条（１．３） 

「原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備（手順等）」として，原子炉冷却

材圧力バウンダリが高圧の状態にあって，設計基準事故対処設備が有する原子炉の減圧

機能が喪失した場合にあっても，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止す

るために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

 

可搬型直流電源設備による減圧系と，逃がし安全弁用可搬型蓄電池による減圧系は，常設

直流電源系統喪失の対応手段として，性能，準備時間が問題ないことを技術的能力審査基

準への適合性において確認されており，かつ片方の系統だけで基準要求も維持可能であ

ることから，どちらかが動作可能であることを運転上の制限とする。（添付－２） 

 

④ 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する原

子炉の減圧機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷を防止するために必要な

設備であることから，適用される原子炉の状態は，基本方針に従うと原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の原子炉の状態として，「運転，起動及び高温停止（原子炉圧力が１．０

３MPa[gage]以上）」となるが，保安規定第３０条（主蒸気逃がし安全弁）に合わせ「運転，

起動及び高温停止」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ ＡＭ用切替装置（ＳＲＶ）は逃がし安全弁の作動に必要な電源を供給するため１個を所要

数とする。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は逃がし安全弁２個を一定期間にわたり連続して開状態を

保持できる容量を有するもの１セット１個を所要数とする。 

高圧窒素ガスボンベは逃がし安全弁を作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧さ

せるために必要となる容量を有するもの１セット５本を所要数とする。 （添付－３） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（２）確認事項  

１．可搬型直流電源設備による減圧系 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．原子炉の状態が運転，起動，高温停止において，ＡＭ用切

替装置（ＳＲＶ）が使用可能であることを外観点検により

確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

 

２．逃がし安全弁用可搬型蓄電池による減圧系 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．逃がし安全弁用可搬型蓄電池の蓄電池電圧が１３１Ｖ以上

であることを確認する。 
定事検停止時 計測制御ＧＭ 

２．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，逃がし

安全弁用可搬型蓄電池が使用可能であることを確認する。 
３ヶ月に１回 当直長 

 

３．高圧窒素ガス供給系による作動窒素ガス確保系 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．高圧窒素ガス供給系Ａ系及びＢ系の供給圧力の設定値

が MPa[gage]以上に設定できることを確認 

するとともに，非常用窒素ガス供給弁，常用・非常用

窒素ガス連絡弁及び常用窒素ガス供給止め弁が動作可

能であることを確認する。また，動作確認後，動作確

認に際して作動した弁の開閉状態を確認する。 

定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，高圧窒

素ガスボンベの外観点検及び規定圧力の確認により，

使用可能であることを確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２） 

 

１．可搬型直流電源設備による減圧系 

a．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

確認頻度については，適用される原子炉の状態において「１ヶ月に１回」とする。 

 

２．逃がし安全弁用可搬型蓄電池による減圧系 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 

蓄電池電圧の判定値については，メーカ仕様書に基づき設定する。 

メーカ仕様：定格電圧ＤＣ１３５Ｖ±３％ 

制限値：１３５Ｖ－３％（４．０５Ｖ）＝１３０．９５Ｖ≒１３１Ｖ 

また，定事検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施する。 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え

方に基づき可搬型設備は３ヶ月に１回，使用可能であることを確認する。 

 

３．高圧窒素ガス供給系による作動窒素ガス確保系 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 

原子炉格納容器内の圧力が設計圧力の２倍の状態(６２０kPa[gage])となった場合

においても確実に逃がし安全弁を作動させることが要求されるため，供給圧力の設

定値を  MPa[gage]以上に設定できることを確認する。（添付－３） 

また，定事検停止時の機能確認にて非常用窒素ガス供給弁，常用・非常用窒素ガス

連絡弁及び常用窒素ガス供給止め弁を開閉させ，動作可能であることを確認する。 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２が該当。 

確認頻度については，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，「１

ヶ月に１回」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．可搬型直流電源設備に

よる減圧系が動作不能

の場合 

及び 

逃がし安全弁用可搬型蓄

電池による減圧系が動作

不能の場合 

Ａ１．当直長は，直流電源Ａ系及びＢ系が動作可能で

あることを確認する。 

及び 

Ａ２．１．当直長は，代替措置※４を検討し，原子炉主

任技術者の確認を得て実施する。 

又は 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自主対

策設備※５が動作可能であることを確

認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧す

る。 

速やかに 

 

 

３日間 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｂ．高圧窒素ガス供給系によ

る作動窒素ガス確保系が

動作不能の場合 

Ｂ１．当直長は，アキュムレータの圧力が健全で

あることを確認する※５６。 

及び 

Ｂ２．１．当直長は，代替措置※４を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

又は 

Ｂ２．２．当直長は，当該機能を補完する自主対

策設備※５が動作可能であることを確

認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復

旧する。 

速やかに 

 

 

３日間 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｃ．条件Ａ又はＢで要求され

る措置を完了時間内に達

成できない場合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※４：代替品の補充等をいう。 

※５：代替逃がし安全弁駆動装置による減圧をいう。 

※５６：高圧窒素ガス供給圧力が「第３９条 非常用炉心冷却系その１」に定める値であるこ

とを確認する。 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

可搬型直流電源設備による減圧系及び逃がし安全弁用可搬型蓄電池による減圧系は，両

方が動作不能の場合を条件として設定する。 

高圧窒素ガス供給系による作動窒素ガス確保系は，１Ｎ要求設備であるため，動作可能な

系統数が１Ｎ未満となった場合を条件として設定する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

Ａ１．対応する設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認する。対象となる設備 

は「設置変更許可申請書（添付書類十）」の技術的能力で整理した“機能喪失を想定

する設計基準事故対処設備”である常設直流電源系統（Ａ系及びＢ系）が該当し，

完了時間は“速やかに”とする。 

 

Ａ２．１．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置（可搬型直流

電源設備又は可搬型蓄電池の補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て実

施する。完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ

上限（１Ｎ未満）の「３日間」とする。 

 

Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可 

能であることを確認する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能である場合

のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

自主対策設備は，代替逃がし安全弁駆動装置が該当する。可搬型直流電源設備によ

る減圧系及び逃がし安全弁用可搬型蓄電池による減圧系は有効性評価にて期待し

ていないことから，時間制限はなく，補完措置は不要となる。 

 

Ａ３．当該系統を復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合又は自主対策設備が動作 

可能である場合であるのＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 

 

Ｂ１．対応する設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認する。設置変更許可申 

請書（添付書類十）」の技術的能力では，対応する設計基準事故対処設備は設定され

ていない。そのため，ここでは自動減圧系の動作に必要な系統圧力が確保されてい

ることを担保するため，自動減圧系の高圧窒素ガス供給圧力が保安規定第３９条

（非常用炉心冷却系その１）に定める値であることを確認することとし，完了時間

は“速やかに”とする。 

 

Ｂ２．１． Ａ２．１．と同様。ただし，代替措置とはボンベの補充等をいう。 

 

Ｂ２．２． Ａ２．２．と同様。 

 

Ｂ３． Ａ３．と同様。 

 

Ｃ１．，Ｃ２．既保安規定と同様の設定とする。 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１

6
6
-
3
-
3
の
範
囲

青
枠
に
て
示
す
 

66-3-3　6/17

100

t0778977
多角形

t0778977
四角形



 
添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.3-86 

 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表（1/3） 

 

 

 

  

番号 番号

※1：手順は「1.14　電源の確保に関する手順等」にて整備する。

技術的能力審査基準（1.3） 設置許可基準規則（46条） 技術基準規則（61条）

【本文】

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対処

設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場

合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するために必要な手順等が適切に整備され

ているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。

①

【本文】

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対

処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失

した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧するために必要な設備

を設けなければならない。

【本文】

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力

バウンダリが高圧の状態であって、設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の減

圧機能が喪失した場合においても炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止

するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するために必要な設備を施設しなけれ

ばならない。

⑦

【解釈】

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子

炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な手

順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。
－

【解釈】

１ 第４６条に規定する「炉心の著しい損傷」を

「防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧するために必要な設備」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。

【解釈】

１ 第６１条に規定する「炉心の著しい損

傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための設備

をいう。

－

（１）可搬型重大事故防止設備

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁

（逃がし安全弁（BWR の場合）又は、主蒸気逃がし

弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよ

う、手順等が整備されていること。

②

（１）ロジックの追加

ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な

状態で、逃がし安全弁を作動させる減圧自動化

ロジックを設けること（BWR の場合）。

（１）ロジックの追加

ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可

能な状態で、逃がし安全弁を作動させる減

圧自動化ロジックを設けること（BWR の場

合）。

⑧

（２）可搬型重大事故防止設備

ａ）常設直流電源系統喪失時においても、減圧

用の弁（逃がし安全弁（BWR の場合）又は主蒸

気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場

合））を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリ

の減圧操作が行えるよう、手動設備又は可搬型

代替直流電源設備を配備すること。

（２）可搬型重大事故防止設備

ａ）常設直流電源系統喪失時においても、

減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の場合）

又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁

（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、

手動設備又は可搬型代替直流電源設備を配

備すること。

⑨

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の

弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操

作が行えるよう可搬型コンプレッサー又は窒素ボン

ベを整備すること。
③

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にする

こと。
④

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧

用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリ

の減圧操作が行えるよう、可搬型コンプレッ

サー又は窒素ボンベを配備すること。

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、

減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬型

コンプレッサー又は窒素ボンベを配備する

こと。

⑩
（２）復旧

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を

作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が

行えるよう、代替電源による復旧手順等が整備され

ていること。

⑤

ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等が発

生した場合の環境条件において確実に作動する

こと。

ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等

が発生した場合の環境条件において確実に

作動すること。
⑪

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR）

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を

隔離すること。隔離できない場合、加圧器逃がし弁

を作動させること等により原子炉冷却材圧力バウン

ダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されて

いること。（PWR の場合）

－

（４）インターフェイスシステムLOCA（ISLOCA）

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの損傷箇所を隔離すること。隔離できない

場合、原子炉を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑

制するために、逃がし安全弁（BWR の場合）又は主

蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合）を

作動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダ

リの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されてい

ること。

⑥

添付資料 1.3.1 

基準要求に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す 
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1.3-87 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表（2/3） 

  

機能 機器名称
既設

新設
機能 機器名称

常設

可搬

必要時間内に

使用可能か

対応可能な人数

で使用可能か

代替自動減圧ロジック

（代替自動減圧機能）
新設

自動減圧系の起動阻止

スイッチ

既設

新設

逃がし安全弁（自動減

圧機能付きC,H,N,Tの4

個）

既設

主蒸気系配管・クエン

チャ
既設

自動減圧機能用アキュ

ムレータ
既設

非常用交流電源設備 既設

逃がし安全弁 既設 タービンバイパス弁 常設

主蒸気系配管・クエン

チャ
既設 タービン制御系 常設

逃がし弁機能用アキュ

ムレータ
既設

自動減圧機能用アキュ

ムレータ
既設

所内蓄電式直流電源設

備

既設

新設

可搬型直流電源設備 新設

常設代替交流電源設備 新設

第二代替交流電源設備 新設

可搬型代替交流電源設

備
新設

可搬型直流電源設備 新設

AM用切替装置（SRV） 新設

常設代替直流電源設備 新設

逃がし安全弁（自動減

圧機能なし）
既設

主蒸気系配管・クエン

チャ
既設

主蒸気系配管・クエン

チャ
常設

逃がし弁機能用アキュ

ムレータ
既設

逃がし安全弁用可搬型

蓄電池
新設

逃がし安全弁（自動減

圧機能付き）
既設

主蒸気系配管・クエン

チャ
既設

自動減圧機能用アキュ

ムレータ
既設

－ －

高圧窒素ガスボンベ
既設

新設

高圧窒素ガス供給系配

管・弁
既設

自動減圧機能用アキュ

ムレータ
既設

逃がし弁機能用アキュ

ムレータ
既設

※1：手順は「1.14　電源の確保に関する手順等」にて整備する。

重大事故等対処設備を使用した手段

審査基準の要求に適合するための手段
自主対策

解釈

対応番号
備考

減

圧

の

自

動

化

①

⑦

⑧

－ － － － － －

手

動

操

作

に

よ

る

減

圧

(

逃

が

し

安

全

弁

)

①

⑦

手

動

操

作

に

よ

る

減

圧

(

タ
ー

ビ

ン

バ

イ

パ

ス

弁

)

1分 1名

自主対策とす

る理由は本文

参照

－ －

逃

が

し

安

全

弁

用

可

搬

型

蓄

電

池

に

よ

る

逃

が

し

安

全

弁

機

能

回

復

①

②

⑦

⑨

可

搬

型

直

流

電

源

設

備

に

よ

る

逃

が

し

安

全

弁

機

能

回

復

①

②

⑦

⑨

代

替

逃

が

し

安

全

弁

駆

動

装

置

に

よ

る

減

圧

高圧窒素ガス供給系

（代替逃がし安全弁駆

動装置）

－ －

6名

自主対策とす

る理由は本文

参照

逃がし安全弁（自動減

圧機能なしD,E,K,Uの4

個）

常設

－

常設

40分

－ －

高

圧

窒

素

ガ

ス

供

給

系

に

よ

る

窒

素

ガ

ス

確

保

①

③

⑦

⑩

－ －

：重大事故等対処設備 ：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

どちらかが使用可能であれば，
審査基準の要求への適合の維持が可能。
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 8－5－75 8 

わないよう位置的分散を図る設計とする。 

 

5.5.2.2  悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキ

ュムレータは，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統構成

で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，通常時は逃がし安全弁用可搬型蓄電池

を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接続操作等により重大

事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，治具による固定等を

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

AM 用切替装置（SRV）は，通常時は設計基準対象施設として使用する場合

と同じ系統構成とし，重大事故等時に遮断器操作等により重大事故等対処

設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，他の設備と独立して作動することに

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，原子炉建屋ブローアウトパネルは，開放動作により，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

5.5.2.3  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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 8－5－76 8 

逃がし安全弁は，設計基準事故対処設備の逃がし安全弁と兼用してお

り，設計基準事故対処設備としての弁吹出量が，想定される重大事故等時

において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な弁吹出量

に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

自動減圧機能用アキュムレータは，設計基準事故対処設備の逃がし安全

弁の自動減圧機能用アキュムレータと兼用しており，設計基準事故対処設

備としての自動減圧機能用アキュムレータの容量が，想定される重大事故

等時において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための逃がし安全

弁の開動作に必要な供給窒素の容量に対して十分であるため，設計基準事

故対処設備と同仕様で設計する。 

逃がし弁機能用アキュムレータは，設計基準対象施設の逃がし安全弁の

逃がし弁機能用アキュムレータと兼用しており，設計基準対象施設として

の逃がし弁機能用アキュムレータの容量が，想定される重大事故等時にお

いて，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための逃がし安全弁の開動

作に必要な供給窒素の容量に対して十分であるため，設計基準対象施設と

同仕様で設計する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，想定される重大事故等時において，逃

がし安全弁 2 個を一定期間にわたり連続して開状態を保持できる容量を有

するものを 6 号及び 7 号炉それぞれで 1 セット 1 個使用する。保有数は 6

号及び 7 号炉それぞれで 1 セット 1 個に加えて，故障時及び保守点検によ

る待機徐外時のバックアップ用として 1 個（6 号及び 7 号炉共用）の合計 3

個を保管する。 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，想定される重大事故等時において，

原子炉建屋原子炉区域内に漏えいした蒸気を原子炉建屋外に排気して，原

子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度を低下させるために必要となる容量

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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 8－6－101 8 

回路からの逃がし安全弁用電磁弁制御信号を自動減圧系と共用するが，自

動減圧系と電気的な隔離装置を用いて信号を分離することで，自動減圧系

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，他の設備と電気的に分

離することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，代替自動減圧ロジック（代替自動減

圧機能）と自動減圧系で阻止スイッチ（ハードスイッチ）を共用している

が，スイッチの接点で分離することで，自動減圧系に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

高圧窒素ガス供給系は，通常時は弁により他の系統と隔離し，弁操作等

により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

6.8.2.3  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，想定される重大事故等

時において，炉心の著しい損傷を防止するために作動する回路であること

から，炉心が露出しないように有効燃料棒頂部より高い設定として，原子

炉水位低（レベル 1）の信号の計器誤差を考慮して確実に作動する設計とす

る。また，逃がし安全弁が作動すると冷却材が放出され，その補給に残留

熱除去系による注水が必要であることから，原子炉水位低（レベル 1）及び

残留熱除去系ポンプ運転（低圧注水モード）の場合に作動する設計とす

る。 

高圧窒素ガス供給系の高圧窒素ガスボンベは想定される重大事故等時に

おいて，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，逃

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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がし安全弁を作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧させるために

必要となる容量を有するものを 1 セット 5 個使用する。保有数は，1 セット

5 個に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用とし

て 20 個の合計 25 個を保管する。 

 

6.8.2.4  環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，中央制御室及び原子炉

建屋原子炉区域内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を

考慮した設計とする。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，中央制御室に設置し，想定される重

大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。自動減圧系の起動阻

止スイッチの操作は，中央制御室で可能な設計とする。 

高圧窒素ガス供給系は，想定される重大事故等時において，原子炉格納

容器の圧力が設計圧力の 2 倍となった場合においても逃がし安全弁を確実

に作動するために必要な圧力を供給可能な設計とする。 

高圧窒素ガス供給系の高圧窒素ガスボンベは，原子炉建屋内の原子炉区

域外に保管及び設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮

した設計とする。 

高圧窒素ガスボンベの予備との取替え及び常設設備との接続は，想定さ

れる重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

 

6.8.2.5  操作性の確保 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，想定される重大事故等

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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第 5.5－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の主要機器 

仕様 

 

(1) 逃がし安全弁 

第 5.1－3 表 主蒸気系主要機器仕様に記載する。 

(2) 逃がし弁機能用アキュムレータ 

個  数    18 

容  量    約 15L/個 

(3) 自動減圧機能用アキュムレータ 

個  数    8 

容  量    約 200L/個 

(4) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

型  式    リチウムイオン電池 

個  数    1（予備 1） ただし，予備は 6号及び 7号炉共用 

容  量    約 2,100Wh 

電  圧    135V 

使用箇所    原子炉建屋地下 1階 

保管場所    原子炉建屋地下 1階 

(5) AM 用切替装置（SRV） 

個  数    1 

(6) 原子炉建屋ブローアウトパネル 

個  数    1 式 

取付箇所    原子炉建屋地上 4階  

設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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第 6.8－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の主要機器 

仕様 

 

(1) 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

個  数    1 

(2) 自動減圧系の起動阻止スイッチ 

個  数    1 

(3) 高圧窒素ガスボンベ 

個  数    5（予備 20） 

容  量    約 47L/個 

充填圧力    約 15MPa[gage] 

使用箇所    原子炉建屋地上 4階 

保管場所    原子炉建屋地上 4階 
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46-6-11 

 

 

・高圧窒素ガス供給系 

 

名   称 高圧窒素ガス供給系 

供給圧力 MPa[gage] 以上 

【設 定 根 拠】 

 高圧窒素ガス供給系は，常設重大事故等対処設備として設置する。 

  

 高圧窒素ガス供給系は，原子炉格納容器圧力が上昇した場合，これによる背圧の

影響を受け，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）エアシリンダで発生する作動力が

減少するため，背圧対策として，原子炉格納容器圧力が設計圧力の2 倍（0.62MPa）

となった場合においても逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を問題なく動作させる

ことを考慮し，供給圧力を「  MPa以上」とする。 

 

1. 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の開動作条件 

 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の開条件は次式で表される。 

F
SS

PVS
R

N F
n

FF
FFF

n

F
F 




)( 31
2  …① 

ここに， 

FN：高圧窒素ガス供給系圧力によるピストン押上げ力 

FN = PN × S2  

PN：高圧窒素ガス供給系圧力 

S2：ピストン受圧面積 

S2 = [mm2] 

FR：原子炉圧力による弁体の揚力 

FR =  [N] 

     ※安全側の仮定として原子炉圧力として大気圧を用いている。 

n：レバー比 

n =  

FS2：シリンダスプリング荷重 

FS2 =  [N] 

FV：可動部重力 

FV =  [N] 

FP：原子炉格納容器圧力によるピストン押下げ力 

FP = PP × S2 

PP：原子炉格納容器圧力（0.62 [MPa]を想定する） 

FS1：弁本体のスプリング荷重 

FS1 =  [N] 

FS3：弁体付きベローズ荷重 

FS3 =  [N] 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 

添付-3-(3) SA46条補足説明資料

設定根拠
関連箇所を下線にて示す 
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四角形

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線



 

46-6-12 

 

FF：ピストンＯリング摩擦力 

FF = 
 [N] 

 

上記に基づき評価を行った結果，PN ≧  [MPa] のとき，①式の逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）開条件が成立する。 

したがって，高圧窒素ガス供給系圧力が  [MPa]以上のとき，原子炉格納容器

圧力が最高使用圧力の 2 倍の圧力であっても，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

は開可能である。 

 

 

 

図２ 逃がし安全弁 機構概要図 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 

FS3 

添付-3-(3) SA46条補足説明資料
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保安規定第６６条 

表６６－４「原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備」 

６６－４－２「低圧代替注水系（可搬型）」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 同等な機能を有することの説明 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

（２）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

６６－４－２ 低圧代替注水系（可搬型） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

低圧代替注水系（可搬型） 低圧代替注水系（可搬型）が動作可能であること※１※２ 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※３ 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ※４ 

燃料補給設備 ※５ 

可搬型代替交流電源設備 ※６ 

常設代替交流電源設備 ※７ 

代替所内電気設備 ※８ 

※１：動作可能とは，当該系統に期待されている機能を達成するための系統構成（接続口及び

遠隔手動弁操作設備を含む）ができることをいう。 

※２：低圧代替注水系（可搬型）の注水ラインは，「６６－４－１ 低圧代替注水系（常設）」，

「６６－４－２ 低圧代替注水系（可搬型）」，「６６－５－５ 代替循環冷却系」，「第

３９条 非常用炉心冷却系その１」，「第４０条 非常用炉心冷却系その２」の設備を兼

ねる。動作不能時は，各条文の運転上の制限も確認する。 

※３：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※４：「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」において運転上の制限等を定

める。 

※５：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

※６：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※７：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※８：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十七条（１．４） 

設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備である低圧

代替注水系（可搬型）が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係

る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十七条（１．４） 

 「原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備（手順等）

として，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備

が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損を防止するため，原子炉を冷却するために必要な設備を設ける（手順

等を定める）こと。 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８） 

「原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備（手順等）」として，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却す

るために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

・技術的能力審査基準１．１３ 

「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要

な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加え

て，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 

 

④ 低圧代替注水系（可搬型）は，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設

計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい

損傷を防止するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている期間を機能

維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバーフロー水位

付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水系にて注

水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合

は，原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉の状態は「運転，

起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用し

ない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」とする。（保安

規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 本表の主要な設備については，すべて他表にて設定することから，確認事項については

記載しない。運転上の制限である当該系統に期待されている機能を達成するための系統

構成ができない場合の措置として，要求される措置を記載する。 
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（２）確認事項 

項 目 頻 度 担 当 

（項目なし） ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑦ 要求される措置 ⑧ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．低圧代替注水系

（可搬型）が動

作不能の場合 

Ａ１．１．当直長は，低圧注水系１系列を起

動し，動作可能であることを確認

する※９とともに，その他設備※１０

が動作可能であることを確認す

る。 

 及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※１１

が動作可能であることを確認す

る。 

 及び 

Ａ１．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，低圧注水系１系列を起

動し，動作可能であることを確認

する※９とともに，その他設備※１０

が動作可能であることを確認す

る。 

及び 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※１２が動作可能であ

ることを確認する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

 

３０日間 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

＜参考＞可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が下記の性能を満足していることの確認行為は，「６

６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」に記載する。 

 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を重大事故等時において，原子炉圧力容器への注水

時に使用する場合の容量及び吐出圧力を以下に示す。 

【必要容量】 

炉心損傷防止対策の有効性評価解析（設置変更許可申請書添付十）のうち，「全交流動力

電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗」において有効性が確認されて

いる原子炉圧力容器への注水流量が８４ｍ３／ｈであることから，８４ｍ３／ｈ以上とす

る。 

また，上記同様の有効性評価解析において原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器

スプレイを同時に実施する場合，有効性が確認されている原子炉圧力容器への注水流量

が４０ｍ３／ｈ，原子炉格納容器へのスプレイ流量が８０ｍ３／ｈであることから１２０

ｍ３／ｈ以上とする。 

 

【吐出圧力】 

必要吐出圧力が最大となる復水補給水系接続口（北）を使用する場合の最終吐出端必要

圧力，静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に吐出圧力は，１．２６ＭＰａ以上とする。 

また，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器スプレイを同時に実施する場合の吐

出圧力は，必要吐出圧力が最大となる復水補給水系接続口（北）を使用する場合の最終

吐出端必要圧力，静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に１．６３ＭＰａ以上とする。 

 

⑦ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止においては，２Ｎ要求設備である可搬型代替注

水ポンプ（Ａ－２級）が１Ｎ未満となった場合又は当該系統に期待されている機能を達

成するための系統構成（接続口を含む）ができない場合（条件Ａ）は，当該系統の機能

を満足できないことから条件として記載する。なお，低圧代替注水系（可搬型）の原子

炉圧力容器までの低圧注水系と共用する配管又は弁（条件Ｂ）を条件として記載する。 

また，原子炉の状態が冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適

用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合

又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）においては，

１Ｎ未満と低圧注水系と共用する配管又は弁とで要求される措置が同じになるため一つ

にまとめて記載する。 

 

⑧ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

【運転，起動及び高温停止】 

Ａ１．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処 

設備が動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変

更許可申請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基

準事故対処設備”である低圧注水系（非常用ディーゼル発電機含む）が該当する。 

 

Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等の機能を有する重大事故等対処 

設備が動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書

（添付書類十）」技術的能力で整理した高圧炉心注水系又は低圧代替注水系（常

運転上の制限を逸脱し

た場合における要求さ

れる措置等の変更 
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設）が該当し，完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合

のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

高圧炉心注水系は重大事故等対処設備（設計基準拡張）であり，重大事故等対処

設備の一種として位置づけられていること，また原子炉低圧時の注水において

も，十分な注水量を確保でき，かつ低圧注水系及び低圧代替注水系（可搬型）に

対して独立性を確保できることから採用した。 

 

【必要容量】 

高圧炉心注水系は，原子炉低圧時，「７２７ｍ３／ｈ」以上の注水流量を有するため，

低圧代替注水系（可搬型）よりも大容量である。 

 

【準備時間】 

高圧炉心注水系は，中央制御室からの遠隔起動により，速やかに準備可能であるこ

とから時間短縮の補完措置は不要である。 

 

Ａ１．３．当該系統を復旧する。完了時間は同等な機能を有する重大事故等対処設備が

動作可能な場合のＡＯＴ上限である「３０日間」とする。 

 

Ａ２．１． Ａ１．１．と同様。 

 

Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作

可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類

十）」技術的能力で整理した「消火系による原子炉圧力容器への注水」が該当し，

完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限

（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 

【必要容量】 

・消火系のディーゼル駆動消火ポンプは可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）と同等

の流量を有する。（添付－２） 

 

【準備時間】 

・消火系による原子炉注水は，低圧代替注水系（可搬型）よりも短時間で準備でき

ることから，時間短縮の補完措置は不要。（添付－２） 

 

Ａ２．３． Ａ１．３．と同様。ただし，完了時間は代替措置を実施した場合又は自主

対策設備が動作可能である場合のＡＯＴである「１０日間」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転上の制限を逸脱し

た場合における要求さ

れる措置等の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66-4-2　4/21

115



  

 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑦ 要求される措置 ⑧ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ｂ．低圧注水系と

共用する配管

又は弁が動作

不能の場合 

Ｂ１．当直長は，低圧注水系２系列を起動し，

動作可能であることを確認する※９と

ともに，その他設備※１２３が動作可能

であることを確認する。 

及び 

Ｂ２．１．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※１１

が動作可能であることを確認す

る。 

又は 

Ｂ２．２．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※１２が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該系統を動作可能な状態 

に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｃ．条件Ａ又はＢで

要求される措

置を完了時間

内に達成でき

ない場合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換※１３

４ 

Ａ．低圧代替注水系

（可搬型）が動

作不能の場合 

又は 

 低圧注水系と

共用する配管

又は弁が動作

不能の場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復

旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，第４０条で要求される非常

用炉心冷却系１系列を起動し，動作可

能であることを確認する※９とともに，

その他の設備※１４５が動作可能である

ことを確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

※９：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※10：残りの低圧注水系２系列及び非常用ディーゼル発電機３台をいい，至近の記録等に 

より動作可能であることを確認する。 

※11：高圧炉心注水系をいう。 

※12：消火系による低圧注水をいう。 

※123：低圧注水系に接続する非常用ディーゼル発電機２台をいい，至近の記録等により動 

作可能であることを確認する。 

 

 

 

【要求される措置Ｂの考え方】 

低圧注水系と共用する配管又は弁が故障した場合は，低圧代替注水系（可搬型）及

び低圧注水系がともに動作不能となるため，要求される措置Ａ１が実施不可とな

る。そのため，保安規定変更に係る基本方針には記載していないが，安全上有効

と考えられる措置を設定し，保安規定第３９条（非常用炉心冷却系その１）で低

圧注水系１系列が動作不能となった場合と同様に「１０日間」の完了時間を設定

する。 

 

Ｂ１． Ａ１．１．，Ａ２．１．と同様。ただし，低圧注水系１系列が動作不能の状態であ

ることから，残りの低圧注水系２系列（非常用ディーゼル発電機含む）が動作可能

であることを確認する。 

 

Ｂ２．１． Ａ１．２．と同様。 

 

Ｂ２．２． Ａ２．２．と同様。 

 

Ｂ３．当該系統を復旧する。完了時間は保安規定第３９条（非常用炉心冷却系その１）

で定める低圧注水系１系列が動作不能の場合の完了時間「１０日間」を準用する。 

 

Ｃ１．，Ｃ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【冷温停止，燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水

位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から

全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）】 

Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．原子炉が停止している状態であり，保安規定第４０条（非常用炉心冷却系その２） 

で要求される非常用炉心冷却系のうち何れか１系列が動作可能であることを“速

やかに”起動し確認する。高圧炉心注水系及び低圧注水系（非常用ディーゼル発電

機含む）は，原子炉低圧時に十分な注水量を確保でき，かつ低圧代替注水系（可搬

型）に対して独立性を確保できることから採用した。 

また，原子炉停止中における崩壊熱相当の注水量が確保できる重大事故等対処設

備の常設注水設備である低圧代替注水系（常設）により注水ができることを“速や

かに”至近の記録により確認する。 

 

 

運転上の制限を逸脱し

た場合における要求さ

れる措置等の変更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

※134：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※145：動作可能であることを確認する機器に接続する非常用ディーゼル発電機及び低圧代

替注水系（常設）をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 

運転上の制限を逸脱し

た場合における要求さ

れる措置等の変更 
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1.4-11 

また，低圧代替注水系（可搬型）による発電用原子炉

の冷却は，防火水槽又は淡水貯水池の淡水だけでなく，

海水も利用できる。 

 

(ⅲ)消火系による発電用原子炉の冷却 

消火系による発電用原子炉の冷却で使用する設備は以

下のとおり。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ 

・ろ過水タンク 

・消火系配管・弁 

・復水補給水系配管・弁 

・残留熱除去系配管・弁・スパージャ 

・給水系配管・弁・スパージャ 

・高圧炉心注水系配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・非常用交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・第二代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料補給設備 

 

ⅱ. 重大事故等対処設備と自主対策設備 

低圧代替注水で使用する設備のうち，復水移送ポンプ，

復水貯蔵槽，復水補給水系配管・弁，残留熱除去系(B)配

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す
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1.4-12

管・弁・スパージャ，残留熱除去系(A)配管・弁，給水系配

管・弁・スパージャ，高圧炉心注水系配管・弁，原子炉圧

力容器，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，代替所内電気設備，可搬型代替注水ポンプ（ A－ 2

級），ホース・接続口及び燃料補給設備は重大事故等対処

設備として位置付ける。防火水槽及び淡水貯水池は「1.13 

重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】1 

b)項を満足するための代替淡水源（措置）として位置付け

る。非常用交流電源設備は重大事故等対処設備（設計基準

拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設

備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が全て網羅

されている。 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処設

備である残留熱除去系（低圧注水モード）が故障した場合

においても，発電用原子炉を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に

有効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。

あわせて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプ及び

可搬型代替注水ポンプ（A－2 級）と同等の機能（流

量）を有することから，重大事故等へ対処するために

消火系による消火が必要な火災が発生していない場合

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.4-13 

において，発電用原子炉を冷却する手段として有効で

ある。 

・残留熱除去系(C)配管・弁・スパージャ，高圧炉心注水

系(B)及び(C)配管・弁・スパージャ※1 

当該配管を用いた注水手段は使用に制限（原子炉圧

力容器への注水流量が少ない，注水流量の監視ができ

ない，現場での系統構成が必要）があるが，残留熱除

去系(A)及び (B)配管から注水ができない場合におい

て，発電用原子炉を冷却する手段として有効である。 

※1：高圧炉心注水系配管・弁・スパージャのうち，

復水移送ポンプの吸込ライン（復水貯蔵槽下部

の非常用ライン）の配管・弁は重大事故等対処

設備であるが，原子炉圧力容器への注水ライン

の配管・弁・スパージャは自主対策設備として

位置付ける。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設

備と同等の機能を有することから，健全性が確認でき

た場合において，重大事故等の対処に必要な電源を確

保するための手段として有効である。 

 

(b) サポート系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ. 復旧 

全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却系の故障によ

り，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.4-19 

復水貯蔵槽，復水補給水系配管・弁，残留熱除去系(B)配

管・弁・スパージャ，残留熱除去系(A)配管・弁，給水系配

管・弁・スパージャ，高圧炉心注水系配管・弁，原子炉圧

力容器，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，代替所内電気設備，可搬型代替注水ポンプ（ A－ 2

級），ホース・接続口及び燃料補給設備は重大事故等対処

設備として位置付ける。防火水槽及び淡水貯水池は「1.13 

重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】1 

b)項を満足するための代替淡水源（措置）として位置付け

る。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求

される設備が全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により，溶融炉心が原子炉圧

力容器内に残存する場合においても，残存した溶融炉心を

冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に

有効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。

あわせて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプ及び

可搬型代替注水ポンプ（A－2 級）と同等の機能（流

量）を有することから，重大事故等へ対処するために

消火系による消火が必要な火災が発生していない場合

において，残存した溶融炉心を冷却する手段として有
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66-4-2　13/21

124

t0778977
下線

T1303767
線

T1303767
線

T1303767
本ページ削除



1.4-20 

効である。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設

備と同等の機能を有することから，健全性が確認でき

た場合において，重大事故等の対処に必要な電源を確

保するための手段として有効である。 

 

b. 発電用原子炉停止中の対応手段及び設備 

(a) フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ. 低圧代替注水 

発電用原子炉停止中において，設計基準事故対処設備で

ある残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障によ

り発電用原子炉からの除熱ができない場合は，低圧代替注

水系（常設），低圧代替注水系（可搬型）及び消火系によ

り発電用原子炉を冷却する手段がある。 

これらの対応手段で使用する設備は，「a.(a)ⅰ. 低圧

代替注水」で選定した設備と同様である。 

以上の設備により，発電用原子炉停止中において，設計

基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）が故障した場合においても，発電用原子炉を冷却

することができる。 

 

(b) サポート系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ. 復旧 

発電用原子炉停止中において，全交流動力電源喪失又は
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(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水で

使用する設備のうち，復水移送ポンプ，復水貯蔵槽，復水補

給水系配管・弁，残留熱除去系配管・弁・スパージャ，給水

系配管・弁・スパージャ，高圧炉心注水系配管・弁，原子炉

圧力容器，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備

及び代替所内電気設備は重大事故等対処設備として位置付け

る。 

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水

で使用する設備のうち，可搬型代替注水ポンプ（A－2 級），

ホース・接続口，復水補給水系配管・弁，残留熱除去系配

管・弁・スパージャ，給水系配管・弁・スパージャ，原子炉

圧力容器，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，代替所内電気設備及び燃料補給設備は重大事故等対処設

備として位置付ける。防火水槽及び淡水貯水池は「1.13 重大

事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】1 b)項

を満足するための代替淡水源（措置）として位置付ける。 

高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水で使用する

設備のうち，高圧代替注水系ポンプ，復水貯蔵槽，高圧代替

注水系（蒸気系）配管・弁，主蒸気系配管・弁，原子炉隔離

時冷却系（蒸気系）配管・弁，高圧代替注水系（注水系）配

管・弁，復水補給水系配管，高圧炉心注水系配管・弁，残留

熱除去系配管・弁（7 号炉のみ），給水系配管・弁・スパー

ジャ，原子炉圧力容器，常設代替直流電源設備，可搬型直流

電源設備，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設
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備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入で

使用する設備のうち，ほう酸水注入系ポンプ，ほう酸水注入

系貯蔵タンク，ほう酸水注入系配管・弁，高圧炉心注水系配

管・弁・スパージャ，原子炉圧力容器，常設代替交流電源設

備及び可搬型代替交流電源設備は重大事故等対処設備として

位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求さ

れる設備が全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により溶融炉心の原子炉格納容

器下部への落下を遅延又は防止し，原子炉圧力容器内に残存

した溶融炉心を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有

効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。あわ

せて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプ及び可

搬型代替注水ポンプ（A－2 級）と同等の機能（流量）を

有することから，重大事故等へ対処するために消火系に

よる消火が必要な火災が発生していない場合において，

原子炉圧力容器への注水手段として有効である。 

・制御棒駆動系 

発電用原子炉を冷却するための十分な注水量が確保で

きず，加えて耐震性が確保されていないが，原子炉冷却

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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材圧力バウンダリ高圧時に原子炉圧力容器下部に落下し

た溶融炉心を冷却し，溶融炉心の原子炉格納容器下部へ

の落下を遅延又は防止する手段として有効である。  

・高圧炉心注水系 

モータの冷却水がない状態での運転となるため運転時

間に制限があり，十分な期間の運転継続はできないが，

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時における原子炉圧力

容器への注水手段として有効である。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設備

と同等の機能を有することから，健全性が確認できた場

合において，重大事故等の対処に必要な電源を確保する

ための手段として有効である。 

 

c. 手順等 

上記「a. 原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却の

ための対応手段及び設備」及び「b. 溶融炉心の原子炉格納容

器下部への落下遅延・防止のための対応手順及び設備」により

選定した対応手段に係る手順を整備する。 

これらの手順は，運転員及び緊急時対策要員の対応として事

故時運転操作手順書（シビアアクシデント）（以下「SOP」と

いう。），AM 設備別操作手順書及び多様なハザード対応手順に

定める（第 1.8.1 表）。 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電が必要

となる設備についても整理する（第 1.8.2 表，第 1.8.3 表）。    
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保安規定第６６条 

表６６－５「最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備」 

「原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備」 

「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備」 

「水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備」 

６６－５－４「代替原子炉補機冷却系」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

  （３）設計及び工事計画認可申請書 説明書（設定根拠） 

 

  添付－３ 同等な機能を有することの説明 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

  （２）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 

66-5-4　1/32

133



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

６６－５－４ 代替原子炉補機冷却系 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

代替原子炉補機冷却系 代替原子炉補機冷却系２系列※１が動作可能であること※２※３ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

大容量送水車（熱交換器ユニット用） １台×２※４ 

熱交換器ユニット  １式×２※４※５ 

可搬型代替交流電源設備 ※６ 

常設代替交流電源設備 ※７ 

燃料補給設備 ※８ 

※１：１系列とは，大容量送水車（熱交換器ユニット用）１台，熱交換器ユニット１式及び

ホースをいう。 

※２：動作可能とは，当該系統に期待されている機能を達成するための原子炉補機冷却系の

Ａ系及びＢ系のループ配管，残留熱除去系熱交換器，サージタンク，主要配管上の手

動弁，電動弁及び接続口を含む。 

なお，動作可能であるべき原子炉補機冷却系（接続口を含む）は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止においては，Ａ系及びＢ系の計２系列，原子炉の状態が冷温停

止及び燃料交換においては，Ａ系又はＢ系どちらか１系列とする。 

※３：原子炉補機冷却系のＢ系の冷却ラインは，「６６－５－５ 代替循環冷却系」と兼ね

る。動作不能時は，運転上の制限も確認する。 

また，当該系統が動作不能時は，「第５２条 残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷

却海水系」及び「第５３条 非常用ディーゼル発電設備冷却系」の運転上の制限も確

認する。 

※４：大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び熱交換器ユニットは，荒浜側及び大湊側に

１セットずつ分散配置されていること。 

※５：代替原子炉補機冷却水ポンプを含む。 

※６：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  

※７：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  

※８：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備である代替

原子炉補機冷却系２系列が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に

係る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 

「最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（手順等）」として，設計基準事故対処

設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送する

ために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

・技術的能力審査基準１．１３ 

「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要な

水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加えて，

設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な

量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 

 

熱交換器ユニットを接続する原子炉補機冷却系の流路について，原子炉の状態が「運転，

起動，高温停止」においてはＡ系・Ｂ系共に必要だが，「冷温停止，燃料交換」において

は，Ａ系又はＢ系どちらかが使用可能であればよい。 

 

④ 代替原子炉補機冷却系は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送す

る機能が喪失した場合において必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている期間

及び使用済燃料プールに照射された燃料体を貯蔵している期間を機能維持期間として適

用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停

止及び燃料交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び熱交換器ユニットは，それぞれ１セット１台又

は１式で必要なポンプ容量及び伝熱容量を確保できる設計としている。これらは，可搬型

重大事故等対処設備のうち可搬型注水設備（原子炉建屋の外から水を供給するもの）であ

り２Ｎ要求設備に該当することから，所要数は２セット２台又は２式とする。（保安規定

変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 
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（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．熱交換器ユニット（P27-D2000,D3000,D4000）の代替原

子炉補機冷却水ポンプの流量及び揚程が以下を満足し

ていることを確認する。 

・流量が６５０ｍ３／ｈ以上で揚程が６５ｍ以上。 

・流量が６８０ｍ３／ｈ以上で揚程が５６ｍ以上。 

・流量が７００ｍ３／ｈ以上で揚程が５３ｍ以上。 

２年に１回 原子炉ＧＭ 

２．熱交換器ユニット（P27-D1000,D5000）の代替原子炉補

機冷却水ポンプの流量及び揚程が以下を満足している

ことを確認する。 

・流量が ｍ３／ｈ以上で揚程が ｍ以上。 

・流量が ｍ３／ｈ以上で揚程が ｍ以上。 

・流量が ｍ３／ｈ以上で揚程が ｍ以上。 

２年に１回 原子炉ＧＭ 

３．大容量送水車（熱交換器ユニット用）の流量が    

ｍ３／ｈ以上で吐出圧力が MPa 以上

であることを確認する。 

1 年に１回 原子炉ＧＭ 

４．原子炉補機冷却水系における常用冷却水供給側分離弁

及び常用冷却水戻り側分離弁が動作可能であることを

確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動し

た弁の開閉状態を確認する。 

定事検停止時 当直長 

５．大容量送水車（熱交換器ユニット用）が動作可能である

ことを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル設

備管理ＧＭ 

６．熱交換器ユニットが動作可能であることを確認する。 ３ヶ月に１回 
モバイル設

備管理ＧＭ 

７．原子炉補機冷却水系における残留熱除去系熱交換器冷

却水止め弁が動作可能であることを確認する。また，動

作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態を

確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．

２） 

 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１，２，３が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度

の考え方に基づき，熱交換器ユニットについては２年に１回，大容量送水車（熱交換

器ユニット用）については１年に１回性能確認を実施する。 

 

確認する流量及び揚程（吐出圧力）は，設計及び工事計画認可申請書の記載に基づき

設定する。（添付－２） 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目４，５，６，７が該当。 

 

項目４は，プラント運転中に当該弁を閉すると下流側（常用負荷）の機器類の冷却水

が遮断され，原子炉安全上好ましくないことからプラント停止中で常用負荷を停止可

能な時期に試験を行う。 

 

項目５，６は，「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベ

ランス頻度の考え方に基づき３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 

 

    項目７は, 設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ月に１回,動

作可能であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．動作可能な代替

原子炉補機冷却

系が２系列未満

１系列以上の場

合 

 

Ａ１．当直長は，残りの代替原子炉補機冷 

却系が動作可能であることを確認 

する。 

及び 

Ａ２．当直長は，原子炉補機冷却水系１系 

列を起動し，動作可能であること 

を確認する※９とともに，その他の 

設備※１０が動作可能であることを 

確認する。 

及び 

Ａ３．１．当直長は，当該機能を補完する

自主対策設備※１１が動作可能

であることを確認する。 

 又は 

Ａ３．２．当直長は，代替措置※１１２を検

討し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。 

及び 

Ａ４．当直長は，当該系統を動作可能 

な状態に復旧する。 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

３０日間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

代替原子炉補機冷却系は２Ｎ要求設備であるため，原子炉の状態が運転，起動及び高温停

止においては，動作可能な台数が２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合（条件Ａ）と１Ｎ未

満となった場合（条件Ｂ）を条件として記載する。 

原子炉の状態が冷温停止及び燃料交換においては，２Ｎ未満（１Ｎ以上）と１Ｎ未満とで

要求される措置が同じになるため２Ｎ未満となった場合を条件として記載する。 

（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

【運転，起動及び高温停止】 

Ａ１．動作可能な代替原子炉補機冷却系が２系列未満１系列以上となった場合には，残りの

代替原子炉補機冷却系が動作可能であることを確認する。動作確認の結果，動作可能

な代替原子炉補機冷却系が１系列以上の場合には，条件Ａで要求される措置を継続し

て実施し，１系列未満の場合には条件Ｂへ移行し，条件Ｂで要求される措置を実施

する。なお，完了時間は“速やかに”とする。 

 

Ａ２．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変更許可申

請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対

処設備”である原子炉補機冷却水系，原子炉補機冷却海水系及び全交流動力電源（非常

用ディーゼル発電機）が該当する。 

 

 

Ａ３．１．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可 

能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

技術的能力で整理した「大容量送水車（ 熱交換器ユニット用） 又は代替原子炉補

機冷却海水ポンプ（移動式変圧器を含む）による除熱」が該当し，完了時間は対応

する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以

上））である「１０日間」とする。 

「大容量送水車（ 熱交換器ユニット用） 又は代替原子炉補機冷却海水ポンプ（移

動式変圧器を含む）による除熱」は，代替原子炉補機冷却系よりも短時間で準備で

きることから，時間短縮の補完措置は不要。（添付－３） 

 

Ａ３．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置（可搬型ポン

プ又は熱交換器ユニットの補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て実施

する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ

未満（１Ｎ以上））である「１０日間」とする。 

 

Ａ４．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合又は自 

主対策設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））である「３

０日間」とする。 

 

 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

 

Ｂ．動作可能な代替

原子炉補機冷却

系が１系列未満

の場合 

Ｂ１．当直長は，原子炉補機冷却水系１系

列を起動し，動作可能であること

を確認する※９とともに，その他の

設備※１０が動作可能であることを

確認する。 

及び 

Ｂ２．１．当直長は，当該機能を補完 

する自主対策設備※１１が動作

可能であることを確認する。 

 又は 

Ｂ２．２．当直長は，代替措置※１１２を 

検討し，原子炉主任技術者の

確認を得て実施する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｃ．原子炉補機冷却

水系のＡ系と共

用する配管又は

弁が動作不能の

場合 

Ｃ１．当直長は，原子炉補機冷却水系２系

列を起動し，動作可能であること

を確認する※９とともに，その他の

設備※１２３が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ｃ２．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

１０日間 

Ｄ．原子炉補機冷却

水系のＢ系と共

用する配管又は

弁が動作不能の

場合 

 

Ｄ１．当直長は，代替循環冷却系を動作不能

とみなす。 

及び 

Ｄ２．当直長は，原子炉補機冷却水系２系

列を起動し，動作可能であることを

確認する※９とともに，その他の設

備※１２３が動作可能であることを確

認する。 

及び 

Ｄ３．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

 

 

 

Ｂ１． Ａ２．と同様。 

 

Ｂ２．１． Ａ３．１．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 

 

Ｂ２．２． Ａ３．２．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 

 

Ｂ３． Ａ４．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「１０日間」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要求される措置Ｃの考え方】 

原子炉補機冷却水系と共用する配管又は弁が故障した場合は，要求される措置Ａ１．又

はＢ１．が実施不可となる。そのため，保安規定変更に係る基本方針には記載してい

ないが，安全上有効と考えられる措置を設定し，保安規定第５２条（残留熱除去冷却

水系及び残留熱除去冷却海水系）で原子炉補機冷却水系１系列が動作不能となった

場合と同様に「１０日間」の完了時間を設定する。 

 

Ｃ１． Ａ１．と同様の考え方であるが，原子炉補機冷却水系１系列が動作不能の状態であ 

ることから，残りの原子炉補機冷却水系２系列（原子炉補機冷却海水系及び非常用

ディーゼル発電機含む）が動作可能であることを“速やかに”確認する。 

 

Ｃ２．当該系統を復旧する。完了時間は保安規定第５２条（残留熱除去冷却水系及び残留 

熱除去冷却海水系）で定める原子炉補機冷却水系１系列が動作不能の場合の完了

時間「１０日間」を準用する。 

 

Ｄ１．原子炉補機冷却水系のＢ系と共用する配管又は弁は，代替循環冷却系に使用することから 

原子炉補機冷却水系のＢ系と共用する配管又は弁が動作不能の場合，“速やかに”代替循

環冷却系を動作不能とみなす。 

 

Ｄ２． Ｃ１．と同様。 

 

Ｄ３． Ｃ２．と同様。  

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ｅ．条件Ａ，Ｂ，Ｃ又

はＤで要求され

る措置を完了時

間内に達成でき

ない場合 

Ｅ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｅ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な代替

原子炉補機冷却

系が２系列未満

の場合 

又は 

原子炉補機冷却

水系と共用する

配管又は弁が動

作不能の場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．１．当直長は，当該機能を補完する

自主対策設備※１１が動作可能

であることを確認する。 

又は 

Ａ２．２．当直長は，代替措置※１１２を検

討し，原子炉主任技術者の確認

を得て実施する措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※９：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※10：残りの原子炉補機冷却水系２系列，原子炉補機冷却海水系３系列及び非常用ディーゼ 

ル発電機３台をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 

※11：大容量送水車（熱交換器ユニット用）又は代替原子炉補機冷却海水ポンプ（移動式 

変圧器を含む）にて海水直接通水を行う除熱をいう。 

※112：代替品の補充等。 

※123：原子炉補機冷却水系に接続する原子炉補機冷却海水系２系列及び非常用ディーゼル 

発電機２台をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

Ｅ１．，Ｅ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

 

 

 

 

 

【冷温停止及び燃料交換】 

Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．１．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作 

可能であることを“速やかに”確認する。 

 

Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置を検討し，原 

子炉主任技術者の確認を得て実施する措置を“速やかに”開始する。 

 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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1.5-135 

 

 

第 1.5.32 図 代替原子炉補機冷却系による補機冷却水確保 概要図（2/2） 

操作手順 弁名称

⑤※1 常用冷却水供給側分離弁(A)

⑤※2 常用冷却水戻り側分離弁(A)

⑤※3 残留熱除去系熱交換器(A)冷却水出口弁

⑤※4 非常用ディーゼル発電機(A)冷却水出口弁(A)

⑤※5 非常用ディーゼル発電機(A)冷却水出口弁(D)

⑥※1 換気空調補機非常用冷却水系冷凍機(A)冷却水温度調節弁後弁

⑥※2 換気空調補機非常用冷却水系冷凍機(C)冷却水温度調節弁後弁

⑥※3 原子炉補機冷却水系ポンプ(A)吸込弁

⑥※4 原子炉補機冷却水系ポンプ(D)吸込弁

⑥※5 原子炉補機冷却水系熱交換器(A)冷却水出口弁

⑥※6 原子炉補機冷却水系熱交換器(D)冷却水出口弁

⑥※7 原子炉補機冷却海水ポンプ(A)電動機軸受出口弁

⑥※8 原子炉補機冷却海水ポンプ(D)電動機軸受出口弁

⑦※1 原子炉補機冷却水系サージタンク(A)出口弁

⑦※2 サージタンク(A)換気空調補機非常用冷却水系側出口弁

⑦※3 燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)入口弁

⑦※4 燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)出口弁

⑦※5 可燃性ガス濃度制御系室空調機(A)出口弁

⑦※6 燃料プール冷却浄化系ポンプ室空調機(A)出口弁

⑦※7 燃料プール冷却浄化系ポンプ室空調機(A)入口弁

⑦※8 非常用ガス処理系室空調機(A)出口弁

⑦※9 サプレッションプール浄化系ポンプ室空調機出口弁

⑦※10 原子炉隔離時冷却系ポンプ室空調機出口弁

⑦※11 格納容器雰囲気モニタラック(A)入口弁

⑦※12 格納容器雰囲気モニタラック(A)出口弁

⑦※13 残留熱除去系ポンプ(A)冷却水入口弁

⑦※14 残留熱除去系ポンフﾟ(A)冷却水出口弁

⑦※15 残留熱除去系熱交換器(A)冷却水入口弁

⑦※16 残留熱除去系ポンプ室空調機(A)入口弁

⑦※17 残留熱除去系ポンプ室空調機(A)出口弁
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 8－5－131 8 

とで，他の系統・機器に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替原子炉補機冷却系は，通常時は熱交換器ユニットを接続先の系統と

分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設

備としての系統構成とすることで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。また，原子炉補機冷却系と代替原子炉補機冷却系を同時に使用しない

ことにより，相互の機能に悪影響を及ぼさない設計とする。 

熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，治具や

輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，飛散物

となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

5.10.2.3 容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

耐圧強化ベント系は，原子炉停止後約 16 時間後において原子炉格納容器

内で発生する蒸気を排気し，その熱量分を除熱できる十分な排出流量を有

する設計とする。 

代替原子炉補機冷却系は，想定される重大事故等時において，炉心の著

しい損傷を防止するために必要な伝熱容量を有する設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器

ユニット用）は，想定される重大事故等時において，残留熱除去系等の機

器で発生した熱を除去するために必要な伝熱容量及びポンプ流量を有する

熱交換器ユニット 1 セット 1 式と大容量送水車（熱交換器ユニット用）1 セ

ット 1 台を使用する。熱交換器ユニットの保有数は，6 号及び 7 号炉共用で

4 セット 4 式に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアッ

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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 8－5－132 8 

プ用として 1 式（6 号及び 7 号炉共用）の合計 5 式を保管する。大容量送水

車（熱交換器ユニット用）の保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 4 セット 4 台

に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1

台（6号及び 7号炉共用）の合計 5台を保管する。 

また，代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱

交換器ユニット用）は，想定される重大事故等時において，残留熱除去系

による発電用原子炉又は原子炉格納容器内の除熱と燃料プール冷却浄化系

による使用済燃料プールの除熱に同時に使用するため，各系統の必要な流

量を同時に確保できる容量を有する設計とする。 

 

5.10.2.4 環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

耐圧強化ベント系は，想定される重大事故等時における環境条件を考慮

した設計とする。 

耐圧強化ベント系の排出経路に設置される隔離弁の操作は，想定される

重大事故等時において，原子炉建屋内の原子炉区域外への遠隔手動弁操作

設備の設置に加え必要に応じて遮蔽材を設置することにより，離れた場所

から人力で容易かつ確実に手動操作が可能な設計とする。また，排出経路

に設置される隔離弁のうち空気作動弁については，原子炉建屋内の原子炉

区域外への遠隔空気駆動弁操作用ボンベの設置に加え必要に応じて遮蔽材

を設置し，離れた場所から遠隔空気駆動弁操作設備の配管を経由した高圧

窒素ガスを供給することにより，容易かつ確実に操作が可能な設計とす

る。また，排出経路に設置される隔離弁のうち電動弁については，中央制

御室から操作が可能な設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器
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第 5.10－1 表 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要機器仕様 

 

(1) 格納容器圧力逃がし装置 

第 9.3－1 表 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要

機器仕様に記載する。 

 

(2) 耐圧強化ベント系 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

系  統  数    1 

系統設計流量    約 15.8kg/s 

 

(3) 代替原子炉補機冷却系 

a. 熱交換器ユニット（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・使用済燃料プールの冷却等のための設備 

数  量     4 式（予備 1） 

熱交換器 

組  数    1/式 

伝熱容量    約 23MW/組（海水温度 30℃において） 

代替原子炉補機冷却水ポンプ 

台  数    2 

1 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 

66-5-4　12/32

144

t1260165
四角形

t1260165
四角形



 

 8－5－173 8 

容  量    約 300m3/h/台 

約 600m3/h/台 

全 揚 程    約 75m 

b. 大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・使用済燃料プールの冷却等のための設備 

台  数     4（予備 1） 

容  量     約 900m3/h/台 

吐出圧力     1.25MPa[gage] 
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 6.2.2 ポンプ 

名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ 

（6,7 号機共用） 

P27-D2000 P27-D3000 P27-D4000 

容 量 m3/h/個 325 以上，350 以上，340 以上（300） 

揚 程 m 65 以上，53 以上，56 以上（75） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

原 動 機 出 力 kW/個 110 

個 数 ― 2 2 2 

【設 定 根 拠】 

(概要) 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

は，以下の機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，設計

基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心

の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）

を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，使用

済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他

の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，

放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，炉心
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の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉

格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置

する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量 

1.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の容量 325m3/h/個以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合

の容量は，下記に示す残留熱除去系熱交換器(A)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)並

びに補機等に必要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(A)         ：470m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)     ：150m3/h 

③ 補機等                  ： 30m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(A)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器(A) 

④ 合計                    ：650m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）で使用する場合に必要な流量が

650m3/h であるため，325m3/h/個以上とする。 

 

1.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の容量 350m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を

重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）で使用する場合の容

量は，下記に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに

補機等に必要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(B)         ：470m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)    ：150m3/h 

③ 補機等                 ： 80m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器(B) 
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④ 合計                   ：700m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P2

7-D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合に必要な流量

が700m3/hであるため，350m3/h/個以上とする。 

 

1.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の容量 340m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を

重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）で使用する場合の容

量は，下記に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに

補機等に必要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(B)          ：470m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)     ：150m3/h 

③ 補機等                  ： 60m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器(B) 

④ 合計                    ：680m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P2

7-D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合に必要な流量

が680m3/hであるため340m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，設計時の定格点である300m3/h/個とする。 

 

2. 揚程 

2.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の揚程 65m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合

の揚程は，下記を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：64.2m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合の揚程は，64.2m

を上回る65m以上とする。 

 

2.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の揚程 53m以上 
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    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合

の揚程は，下記を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：52.7m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の揚程は，52.7m

を上回る53m以上とする。 

 

2.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の揚程 56m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合

の揚程は，下記を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：55.3m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の揚程は，55.3m

を上回る56m以上とする。 

 

公称値については，設計時の定格点である75mとする。 

 

3. 最高使用圧力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重大

事故等時において使用する場合の圧力は，静水頭0.23MPaと熱交換器ユニット 代替原子炉補

機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）の締切運転時の揚程0.89MPaの合計が

1.12MPaとなることから，これを上回る圧力とし，1.37MPaとする。 

 

4. 最高使用温度 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重大

事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニット 代替原子

炉補機冷却系熱交換器の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る70℃とする。 

 

5. 原動機出力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重大

事故等対処設備として使用する場合の原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を考慮し

て決定する。 

Ｐｗ＝10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ 
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η＝
Ｐｗ

Ｐ
×100 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ０１３１(2002)「ターボポンプ用語」） 

Ｐ＝
10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ

η／100
 

Ｐ  ：軸動力(kW) 

Ｐｗ ：水動力(kW) 

ρ  ：密度(kg/m3)            ＝1000 

ｇ  ：重力加速度(m/s2)          ＝9.80665 

Ｑ  ：容量(m3/s)             ＝300/3600 

Ｈ  ：揚程(m)              ＝75 

η  ：ポンプ効率（％）（設計計画値）   ＝  

 

Ｐ＝
10-3×1000×9.80665× (

300
3600)×75

／100
＝   ≒  kW 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）の原動機出力は，軸動力  kW を上回る出力とし，110kW/個とする。 

 

6. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）（原動

機含む。）は，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止する

ため等に必要な個数である 2個を車両毎に設置する。 
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名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ 

（6,7 号機共用） 

P27-D1000 P27-D5000 

容 量 m3/h/個 以上， 以上， 以上（ ） 

揚 程 m 以上， 以上， 以上（ ） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

原 動 機 出 力 kW/個 210 

個 数 ― 1 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，以下の

機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，設計基準事故対

処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止す

るため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，使用済燃料貯蔵

槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因によ

り当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を遮

蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，炉心の著しい損

傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器バ
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ウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量 

1.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の容量  m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）で使用する場合の容量は，下記

に示す残留熱除去系熱交換器(A)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)並びに補機等に必

要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(A)         ：　  m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)     ：    m3/h 

③ 補機等                   ：    m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(A)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器 

④ 合計                     ： m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）で使用する場合の容量は  m3/h/個以上

とする。 

 

1.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の容量  m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）で使用する場合の容量は，下記

に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに補機等に必

要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

⑤ 残留熱除去系熱交換器(B)           ：    m3/h 

⑥ 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)       ：    m3/h 

⑦ 補機等                      ：    m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器 

⑧ 合計                      ： m3/h 
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上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）

を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の容量は， m3/h/個

以上とする。 

 

1.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の容量 m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）で使用する場合の容量は，下記

に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに補機等に必

要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(B)         ：    m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)     ：    m3/h 

③ 補機等                   ：    m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器 

④ 合計                    ： m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の容量は， m3/h/個以上

とする。 

 

  公称値については，設計時の定格点である  m3/h/個とする。 

 

2. 揚程 

2.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の揚程    m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合の揚程は，下記

を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：     m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合の揚程は， mを上回る

   m以上とする。 

 

2.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の揚程    m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の揚程は，下記
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を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：       m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の揚程は，     mを上回る

   m以上とする。 

 

 

2.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の揚程    m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の揚程は，下記

を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：     m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の揚程は，     mを上回る

   m以上とする。 

 

 公称値については，設計時の定格点である  mとする。 

 

3. 最高使用圧力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等時に

おいて使用する場合の圧力は，静水頭      MPaと熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水

ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）の締切運転時の揚程      MPaの合計が   MPaとなること

から，これを上回る圧力とし，1.37MPaとする。 

 

4. 最高使用温度 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等時

において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニット 代替原子炉補機

冷却系熱交換器の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る70℃とする。 

 

5. 原動機出力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等対処

設備として使用する場合の原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を考慮し決定する。 

Ｐｗ＝10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ 

η＝
Ｐｗ

Ｐ
×100 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ０１３１(2002)「ターボポンプ用語」） 
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Ｐ＝
10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ

η／100
 

Ｐ  ：軸動力(kW) 

Ｐｗ ：水動力(kW) 

ρ  ：密度(kg/m3)            ＝1000 

ｇ  ：重力加速度(m/s2)          ＝9.80665 

Ｑ  ：容量(m3/s)             ＝    /3600 

Ｈ  ：揚程(m)              ＝  

η  ：ポンプ効率（％）（設計計画値）   ＝  

 

Ｐ＝
10-3×1000×9.80665× (3600)×

／100
＝ ≒  kW 

 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）の原動

機出力は，軸動力     kW を上回る出力とし，210kW/個とする。 

 

6. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）（原動機含む。）は，

重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するため等に必要

な個数である 1個を車両毎に設置する。 
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名 称 大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7 号機共用） 

容 量 m3/h/個 

 以上 

 以上 

 以上 

(900) 

吐 出 圧 力 MPa 

 以上 

 以上 

 以上 

(1.25) 

最 高 使 用 圧 力 MPa  

最 高 使 用 温 度 ℃  

原 動 機 出 力 kW/個  

個 数 ― 4(予備 1) 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下の機能を有する。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ

熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の

著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送

するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，

又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低

下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，臨

界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 
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大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納

容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容器の過圧破損を防止するために

熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により

熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱を最終的な熱の

逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

重大事故等時に核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設のうち使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備（原

子炉建屋放水設備）として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下の機能を有す

る。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために設置する。 

系統構成は，大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として使用する

場合においては，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により海水をホースを経由して放水砲か

ら原子炉建屋へ放水できる設計とする。放水砲は，設置場所を任意に設定し，複数の方向から原

子炉建屋に向けて放水できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全装備（原子炉建屋放水設備）として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下

の機能を有する。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために設置する。 

系統構成は，大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として使用する

場合においては，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により海水をホースを経由して放水砲か

ら原子炉建屋へ放水できる設計とする。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機

燃料火災に対応するための重大事故等対処設備として使用する場合においては，大容量送水車

（熱交換器ユニット用）及び泡原液混合装置により海水と泡消火薬剤を混合しながら，ホースを

経由して放水砲から原子炉建屋周辺へ放水できる設計とする。放水砲は，設置場所を任意に設定

し，複数の方向から原子炉建屋に向けて放水できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（水の供

給設備）として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下の機能を有する。 
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大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重大事

故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて，発電用原子炉施設

には，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために設置する。 

系統構成は，想定される重大事故等時において，淡水が枯渇した場合に，海を水源とし，大容

量送水車（熱交換器ユニット用）により，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を経由し，復水貯蔵槽

への水の供給，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内へのスプレイ並びに使用済燃料貯

蔵プールの冷却又は注水ができる設計とする。 

 

1. 容量 

 1.1 代替原子炉補機冷却系として使用する場合の容量  m3/h/個以上 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の送

水先である熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器が有効性評価解析（原子炉設

置変更許可申請書添付書類十）において確認されている原子炉停止 48 時間経過後の崩壊熱を

除去可能な容量を基に設定しており，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器が

原子炉停止 48 時間経過後の崩壊熱を除去するために必要な流量が m3/h であることか

ら，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は m3/h/個以上とする。 

 

 1.2 原子炉建屋放水設備として使用する場合の容量  m3/h/個以上 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）を重大事故等時において使用する場合の容量は，原子

炉建屋屋上へ放水できる容量を基に設定する。 

大気への放射性物質の拡散を抑制するために必要となる大容量送水車（熱交換器ユニット

用）の容量は，    m3/h で原子炉建屋東側又は南側から放水することにより原子炉建屋屋上

へ網羅的な放水が可能である。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火

災に対応するために必要となる大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量についても，

m3/h で原子炉建屋東側又は南側から放水することにより原子炉建屋屋上へ網羅的な放水が可

能である。 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，    m3/h/個以上とする。 

 

 1.3 水の供給設備として使用する場合の容量  m3/h/個以上 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の送水先で

ある可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）からの最大送水流量を上回る容量を基に設定する。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の送水先である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）から

の送水流量が最大となるのは，使用済燃料貯蔵プールの冷却又は注水に使用する設計基準事

故対処設備が機能喪失した場合の代替手段である燃料プール代替注水系として使用する場合

であり，6,7 号機同時注水する場合の送水流量は 294m3/h（号機当り 147m3/h）であるため，大

容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，294m3/h を上回る m3/h/個以上とする。 
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公称値については，設計段階で使用点として設定をしている 900m3/h/個とする。 

 

2. 吐出圧力 

 2.1 代替原子炉補機冷却系として使用する場合の吐出圧力  MPa 以上 

代替原子炉補機冷却系として使用する場合の大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧

力は，海水を熱交換器ユニットに移送するときの水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，

配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差          約   MPa 

静水頭                 約 MPa 

機器圧損                約 MPa 

配管・ホース＊及び弁類圧損          約       MPa 

合計                     約 MPa 

 

注記＊：以下のホースを使用する。 

    ・熱交換器ユニット海水用 10m,25m,50m ホース（6,7 号機共用） 

 

以上より，代替原子炉補機冷却系として使用する場合の大容量送水車（熱交換器ユニット

用）の吐出圧力は  MPa 以上とする。 

 

 2.2 原子炉建屋放水設備として使用する場合の吐出圧力  MPa 以上 

原子炉建屋放水設備として使用する場合の大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力

は，放水砲吐出端における必要圧力，静水頭，機器類圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に

設定する。 

 

放水砲吐出端における必要圧力      約 MPa 

静水頭                 約 MPa 

機器類圧損               約 MPa 

配管・ホース＊及び弁類圧損          約  MPa 

合計                              約  MPa 

 

注記＊：以下の配管・ホースを使用する。 

    ・大容量送水車吐出放水砲用 5m,10m,50m ホース（6,7 号機共用） 

    ・放水砲（6,7 号機共用） 

 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力は  MPa 以上とする。 

 

 2.3 水の供給設備として使用する場合の吐出圧力  MPa 以上 
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大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力は，海水を可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

に移送するときの水源と移送先の圧力差，静水頭，ホース圧損，機器圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差          約  MPa 

静水頭                 約  MPa 

ホース＊圧損                 約  MPa 

機器圧損                約  MPa 

合計                              約  MPa 

 

注記＊：以下のホースを使用する。 

    ・大容量送水車取水用 5m,10m,50m ホース（6,7 号機共用） 

    ・可搬型代替注水ポンプ屋外用 20m ホース（6,7 号機共用） 

 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力は MPa 以上とする。 

 

公称値については，設計段階で使用点として設定をしている 1.25MPa とする。 

 

3. 最高使用圧力 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，当該

ポンプの供給ラインの仕様を踏まえポンプ吐出圧力を電気的に  MPa に制限することから，

その制限値である     MPa とする。 

 

4. 最高使用温度 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大

事故等対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において有効性を確認

している海水の温度 30℃を上回る  ℃とする。 

 

5. 原動機出力 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の原動機出力は，定格流量である 1500m3/h，定格吐出

圧力 1.2MPa 時の軸動力を基に設定する。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の流量が 1500m3/h，吐出圧力が 1.2MPa，その時の当該

ポンプの必要軸動力は 602kW となる。 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の原動機出力は必要軸動力 602kW を上回る

 kW/個とする。 

 

6. 個数 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）（原動機含む。）は，重大事故等対処設備として熱交換

器ユニットに海水を送水するために必要な個数である 6,7 号機で 2個を 2セットの合計 4個並
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びに故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 1個（原子炉格納設備

のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器安全設備（原子炉建屋放水設備）

の大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（6,7 号機共用）及び非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備（水の供給設備）の大容量送水車（海水取水用）と兼用）を保管する。 
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1.5-16 
 

代替交流電源設備は重大事故等対処設備として位置付ける。

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水冷却モード及び格納容器スプレイ

冷却モード）は重大事故等対処設備(設計基準拡張)として位

置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備

は，審査基準及び基準規則に要求される設備が全て網羅され

ている。 

以上の重大事故等対処設備により，最終ヒートシンクへ熱

を輸送できない場合においても，炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止できる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有

効な設備であるため,自主対策設備として位置付ける。あわせ

て，その理由を示す。 

・大容量送水車（熱交換器ユニット用）又は代替原子炉補

機冷却海水ポンプ（移動式変圧器を含む） 

原子炉補機冷却系の淡水側に直接海水を送水すること

から，熱交換器の破損や配管の腐食が発生する可能性が

あるが，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード，サプ

レッション・チェンバ・プール水冷却モード及び格納容

器スプレイ冷却モード）と併せて使用することで最終ヒ

ートシンク（海）へ熱を輸送する手段として有効であ

る。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設備

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す 
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保安規定第６６条 

表６６－６「原子炉格納容器内の冷却等のための設備」 

６６－６－１「代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数・必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

（３）設置変更許可申請書 添付十（有効性評価） 

  （４）設計及び工事計画認可申請書 説明書（設定根拠） 

 

添付－３ 同等な機能を有することの説明 

（１） 設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

（２）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 

 

66-6-1　1/21

165



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

表６６－６ 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

 

６６－６－１ 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

代替格納容器スプレイ 

冷却系（常設） 
代替格納容器スプレイ冷却系（常設）が動作可能であること※１※２ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

復水移送ポンプ※３ ２台 

復水貯蔵槽 ※４ 

常設代替交流電源設備 ※５ 

可搬型代替交流電源設備 ※６ 

代替所内電気設備 ※７ 

※１：必要な弁及び配管を含む。 

※２：代替格納容器スプレイ冷却系（常設）のスプレイラインは，「６６－６－１ 代替格納 

容器スプレイ冷却系（常設）」，「６６－６－２ 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬

型）」，「６６－５－５ 代替循環冷却系」，「第３９条 非常用炉心冷却系その１」の設

備を兼ねる。動作不能時は，各条文の運転上の制限も確認する。 

※３：復水移送ポンプは，「６６－４－１ 低圧代替注水系（常設）」，「６６－５－５ 代替循 

環冷却系」，「６６－６－１ 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」及び「６６－７－１ 

格納容器下部注水系（常設）」の設備を兼ねる。動作不能時は，各条文の運転上の制限も

確認する。 

※４：「６６－１１－１ 重大事故等収束のための水源」において運転上の制限等を定める。 

※５：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※６：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※７：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十九条（１．６）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，常設重大事故等対処設備である代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定

変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十九条（１．６） 

 「原子炉格納容器内の冷却等のための設備（手順等）」として，（１）格納容器内の冷却

機能が喪失した場合においても原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる，（２）

原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射

性物質の濃度を低下させるために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

 

・技術的能力審査基準１．１３ 

「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要

な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加え

て，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 

 

④ 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子

炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の

濃度を低下させるために必要な設備であり，原子炉格納容器の破損が発生する可能性のあ

る期間を機能維持期間として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は

「運転，起動及び高温停止」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）について，有効性評価（高圧・低圧注水機能喪失等）

では，解析条件として復水移送ポンプ２台（１４０ｍ３／ｈ）でスプレイすることとして

いるため，復水移送ポンプの所要数を２台とする。（添付－２） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．復水移送ポンプ１台運転にて揚程が ｍ以上，流量が

ｍ３／ｈ以上であることを確認することで，復水移

送ポンプ２台で流量が ｍ３／ｈ以上確保可能で

あることを確認する。 

定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．復水補給水系におけるタービン建屋負荷遮断弁が動作可

能であることを確認する。また，動作確認後，動作確認

に際して作動した弁の開閉状態を確認する。 

定事検停止時 当直長 

３． 原子炉の状態が運転，起動，高温停止において，復水移

送ポンプ２台が動作可能であることを確認する※８。 
１ヶ月に１回 当直長 

４．原子炉の状態が運転，起動，高温停止において，格納容

器スプレイ冷却系Ｂ系における洗浄水弁，格納容器冷却

ライン隔離弁，格納容器冷却流量調節弁及び圧力抑制室

スプレイ注入隔離弁が動作可能であることを確認する。

また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉

状態を確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

※８：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．

２） 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 

定事検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施する。 

確認する流量及び揚程は，設計及び工事計画認可申請書の記載に基づき，設定する。

（添付－２） 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２，３，４が該当。 

 

弁動作確認は，当該系統に要求される準備時間を満足するために中央制御室又は AM

用操作箱からの遠隔操作が必要な弁として，格納容器スプレイ冷却系Ｂ系における

洗浄水弁，格納容器冷却ライン隔離弁及び格納容器冷却流量調節弁，並びに復水補給

水系におけるタービン建屋負荷遮断弁を対象とする。 

頻度は，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ月に１回とする

が，タービン建屋負荷遮断弁は，プラント運転中に開閉試験を行うと，プラントに外

乱（タービングランドシール蒸気喪失による復水器真空度悪化）を与えるため，プラ

ント停止中に動作確認を行う。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．代替格納容器ス

プレイ冷却系

（常設）が動作

不能の場合 

Ａ１．当直長は，格納容器スプレイ冷却系１系列を起動

し，動作可能であることを確認する※９とともに，

その他設備※１０が動作可能であることを確認す

る。 

及び 

Ａ２．当直長は，当該機能を補完する自主対策設備※１１

が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧す

る。 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

３１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※９：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※10：起動した格納容器スプレイ冷却系に接続する非常用ディーゼル発電機１台をいい，至

近の記録等により動作可能であることを確認する。 

※11：消火系による格納容器スプレイをいう。（時間短縮の補完措置含む） 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，１Ｎ要求設備であるため，動作可能な系列数が

１Ｎ未満になった場合を条件として記載する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

Ａ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が 

動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変更許可申

請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処

設備”である格納容器スプレイ冷却系（非常用ディーゼル発電機含む）が該当する。 

 

Ａ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能で 

あることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」技術

的能力で整理した「消火系による格納容器スプレイ」が該当し，完了時間は対応す

る設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３

日間」とする。また準備時間を短縮させるため，事前準備等の補完措置を実施する。 

なお，消火系による消火が必要な火災が発生していない場合において，有効な手段

である。 

（添付－３） 

 

【必要容量】 

消火系のディーゼル駆動消火ポンプは復水移送ポンプ（２台）と同等の流量を有する。 

（添付－３） 

 

【準備時間】 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレイ開始まで約２５分である

のに対して，消火系による格納容器スプレイ開始は約３０分かかることから，事前準備

等の時間短縮措置を行い，２５分以内に格納容器スプレイ開始できる体制を整える。

（添付－３） 

 

Ａ２３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は対応する設計基準事故対処設

備当該機能を補完する自主対策設備が動作可能であることを確認した場合のＡＯ

Ｔ上限（１Ｎ未満）であるの「３１０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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 8－9－42 8 

9.2.2.2  悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，通常時は弁により他の系統と

隔離し，重大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，通常時は可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接続，弁

操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，治具や輪留めによる固定等をするこ

とで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，飛散物となって他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

 

9.2.2.3  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，設計基準対

象施設の復水補給水系と兼用しており，設計基準対象施設としての復水移

送ポンプ 2 台におけるポンプ流量が，想定される重大事故等時において，

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要なスプ

レイ流量に対して十分であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計す

る。また，復水移送ポンプは，想定される重大事故等時において，代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）及び格納容器下部注水系（常設）として同

時に使用するため，各系統の必要な流量を同時に確保できる容量を有する

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）は，想定される重大事故等時において，炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損を防止するために必要なスプレイ流量を有するものを 1 セ

ット 4 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 4 セット 16 台に加え

て，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台（6

号及び 7号炉共用）の合計 17 台を保管する。 

また，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，想定される重大事故等時にお

いて，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）及び低圧代替注水系（可搬

型）として同時に使用するため，各系統の必要な流量を同時に確保できる

容量を有する設計とする。 

 

9.2.2.4  環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，廃棄物処理

建屋内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設

計とする。 

復水移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御

室で可能な設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の系統構成に必要な弁の操作は，

想定される重大事故等時において，中央制御室若しくは離れた場所から遠

隔で可能な設計又は設置場所で可能な設計とする。 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，淡水だけでなく海水も

使用できる設計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期

間とすることで，設備への影響を考慮する。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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第 9.2－1 表 原子炉格納容器内の冷却等のための設備の主要機器仕様 

 

(1) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

a. 復水移送ポンプ 

第 5.6－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備の主要機器仕様に記載する。 

(2) 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

a. 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕

様に記載する。 

 

  

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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第 5.6－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する 

ための設備の主要機器仕様 

 

(1) 低圧代替注水系（常設） 

a. 復水移送ポンプ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

台  数    2（予備 1） 

容  量    約 125m3/h/台 

全 揚 程    約 85m 

 

(2) 低圧代替注水系（可搬型） 

a. 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕

様に記載する。 

 

  

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八
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5. 原子炉冷却材補給設備 

5.1 補給水系 

5.1.1 ポンプ 

名 称 復水移送ポンプ 

容 量 m3/h/個 以上(125)， 以上， 以上， 以上， 以上 

揚 程 m 以上(85)， 以上， 以上， 以上， 以上 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37，1.70 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66，85 

原 動 機 出 力 kW/個 55 

個 数 ― 3 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

復水移送ポンプは，設計基準対象施設として復水貯蔵槽に貯蔵されている復水を各使用系統先

へ供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（低圧代

替注水系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有する。 

 

復水移送ポンプは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準対象施設が

有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容

器の破損を防止するために設置する。 

系統構成は，残留熱除去系（低圧注水モード）の機能が喪失した場合において，復水貯蔵槽を

水源とした復水移送ポンプにより残留熱除去系等を経由して，復水等を原子炉圧力容器へ注水す

ることで，発電用原子炉を冷却できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全設備（代替循環冷却系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有する。 

 

復水移送ポンプは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止す

るため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，サプレッションチェンバを水源とした復水移送ポンプにより残留熱除去系等を経

由して，サプレッションチェンバのプール水を原子炉圧力容器へ注水することで発電用原子炉を

冷却できる設計とする。 

 

 

添付-2-(4)　設計及び工事計画認可申請書

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。

設定根拠
関連箇所を下線にて示す 
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重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全設備（代替格納容器スプレイ冷却系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有す

る。 

 

復水移送ポンプは，設計基準対象施設が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合に

おいて原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させ炉心の著しい損傷を防止するために設置す

る。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，原子

炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために設置する。 

系統構成は，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）が機能喪失した場合において，復

水貯蔵槽を水源とした復水移送ポンプにより残留熱除去系等を経由して，復水等をドライウェル

内及びサプレッションチェンバ内にスプレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低

下できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全設備（格納容器下部注水系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有する。 

 

復水移送ポンプは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止す

るため，溶融し，原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために設置する。 

系統構成は，復水移送ポンプにより，復水貯蔵槽の水を補給水系等を経由して原子炉格納容器

下部へ注水し，溶融炉心が落下するまでに原子炉格納容器下部にあらかじめ十分な水位を確保す

るとともに，落下した溶融炉心を冷却できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全設備（低圧代替注水系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有する。 

 

 復水移送ポンプは，炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心の原子炉格納容器下部への落

下を遅延・防止するために設置する。 

 系統構成は，復水移送ポンプにより，復水貯蔵槽の水を残留熱除去系等を経由して原子炉圧力

容器へ注水することで溶融炉心を冷却できる設計とする。 

 

1. 容量 

 1.1 設計基準対象施設 

設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの容量は，施設時と系統構成を含めて変

わらないため，連続使用負荷と間欠使用負荷を考慮した復水移送ポンプ 1個当たりの復水流

量である  m3/h/個を上回る容量として，  m3/h/個以上とする。 

 

公称値については 125m3/h/個とする。 

添付-2-(4)　設計及び工事計画認可申請書
枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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 1.2 重大事故等対処設備 

重大事故等時における復水移送ポンプの使用時の値を以下に示す。 

 

  1.2.1 低圧代替注水系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設

備（低圧代替注水系）又は原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち

原子炉格納容器安全設備（低圧代替注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの容

量は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，事故シーケン

スグループ（高圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失，崩壊熱除去機能喪失，LOCA 

時注水機能喪失）及び格納容器破損モード（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損））において，有効性が確認されている容量が復水移送ポンプ 2個で最

大 m3/h のため，1個あたり  m3/h/個以上とする。 

 

  1.2.2 代替循環冷却系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（代替循環冷却系）として使用する場合の復水移送ポンプの容量は，

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容器破損モード

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損），高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱）において，有効性が確認されている容量が復水移送ポンプ 2個で

 m3/h（原子炉圧力容器への注水流量が  m3/h，原子炉格納容器へのスプレイ流量が

 m3/h 又は，原子炉格納容器下部への注水流量が  m3/h，原子炉格納容器へのスプ

レイ流量が  m3/h）のため，1個あたり  m3/h/個以上とする。 

 

 1.2.3 代替格納容器スプレイ冷却系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（代替格納容器スプレイ冷却系）として使用する場合の復水移送ポン

プの容量は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，事故シ

ーケンスグループ（高圧・低圧注水機能喪失，LOCA 時注水機能喪失）及び格納容器破損

モード（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））において，有効

性が確認されている容量が復水移送ポンプ 2個で  m3/h のため，1個あたり  m3/h/

個以上とする。 

 

 1.2.4 格納容器下部注水系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（格納容器下部注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの容量

は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容器破損モ

ード（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）において，有効性が確認されている

原子炉格納容器下部への注水流量が約 時間で  m3のため，1個あたり  m3/h/個以

添付-2-(4)　設計及び工事計画認可申請書
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上とする。 

 

2. 揚程 

 2.1 設計基準対象施設 

設計基準対象施設として復水移送ポンプを使用する場合の揚程は，定格運転時の水源と移

送先の圧力差，静水頭，機器及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差 約  m 

静水頭  約  m 

機器及び配管・弁類圧損  約  m 

―――――――――――――――――――― 

合 計  約  m 

 

以上より，復水移送ポンプの揚程は，  m以上とする。 

 

公称値については要求される揚程を上回る 85m とする。 

 

 2.2 重大事故等対処設備 

重大事故等時における復水移送ポンプの使用時の値を以下に示す。 

  2.2.1 低圧代替注水系  m 以上 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設

備（低圧代替注水系）又は原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち

原子炉格納容器安全設備（低圧代替注水系）として使用する場合の復水移送の揚程は，

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，事故シーケンスグル

ープ（高圧・低圧注水機能喪失）において残留熱除去系(B)配管から原子炉圧力容器に復

水移送ポンプ 2個で  m3/h で注水する場合の水源と移送先との圧力差，静水頭，機器

及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差 約  m 

静水頭  約  m 

機器及び配管・弁類圧損  約  m 

―――――――――――――――――――― 

合 計  約  m 

 

以上より，原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（低

圧代替注水系）又は，原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子

炉格納容器安全設備（低圧代替注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚程は

 m以上とする。 

添付-2-(4)　設計及び工事計画認可申請書
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  2.2.2 代替循環冷却系  m 以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（代替循環冷却系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚程は，

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容器破損モード

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））において水源と移送先

の圧力差（サプレッションプールと原子炉圧力容器の圧力差），静水頭，機器及び配管・

弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差 約  m 

静水頭 約  m 

機器及び配管・弁類圧損  約  m 

―――――――――――――――――――― 

合 計  約  m 

 

以上より，原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容

器安全設備（代替循環冷却系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚程は  m 以

上とする。 

 

  2.2.3 代替格納容器スプレイ冷却系  m 以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（代替格納容器スプレイ冷却系）として使用する場合の復水移送ポン

プの揚程は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容

器破損モード（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））において

原子炉格納容器内にスプレイする場合の水源と移送先の圧力差（大気開放である復水貯

蔵槽と原子炉格納容器の圧力約  MPa の圧力差），静水頭，機器及び配管・弁類圧損

を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差  約  m 

静水頭  約  m 

機器及び配管・弁類圧損  約  m 

――――――――――――――― 

合 計  約  m 

 

以上より，原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容

器安全設備（代替格納容器スプレイ冷却系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚

程は  m以上とする。 
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1.6-25 

隔離弁(B)の全閉操作を実施する。 

※D/W スプレイ実施中に原子炉圧力容器への注水が必要

となった場合は，残留熱除去系注入弁(B)の全開操作

を実施後，残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B)

及び残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)の全

閉操作を実施し，原子炉圧力容器へ注水する。 

⑪現場運転員 C 及び D は，復水移送ポンプの水源確保とし

て，復水移送ポンプ吸込ラインの切替え操作（復水補給

水系常/非常用連絡 1 次，2 次止め弁の全開操作）を実施

する。 

⑫当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本

部に復水貯蔵槽の補給を依頼する。 

 

ⅲ. 操作の成立性 

上記の操作は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 2 名

（操作者及び確認者）にて作業を実施した場合，作業開始

を判断してから代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る原子炉格納容器内へのスプレイ開始まで 25 分以内で可能

である。その後，現場運転員 2 名にて復水移送ポンプの水

源確保を実施した場合，15 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，

照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同

程度である。 

 

(b) 消火系による原子炉格納容器内へのスプレイ 

自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤下線にて示す

添付-3-(1)　設置変更許可申請書　添付十追補１
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1.6-26 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）が故障によ

り使用できず，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）により

原子炉格納容器内にスプレイできない場合は，ろ過水タンク

を水源とした消火系により原子炉格納容器内にスプレイす

る。 

スプレイ作動後は原子炉格納容器内の圧力が負圧とならな

いように，スプレイ流量の調整又はスプレイの起動/停止を行

う。 

 

ⅰ. 手順着手の判断基準 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）及び代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）による原子炉格納容器内

へのスプレイができず，消火系が使用可能な場合※ 1 で，原

子炉格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達した場

合※2。ただし，重大事故等へ対処するために消火系による

消火が必要な火災が発生していない場合。 

 

※1:設備に異常がなく，燃料及び水源（ろ過水タンク）

が確保されている場合。 

※2:「原子炉格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に

到達」とは，格納容器内圧力（D/W），格納容器内圧

力（S/C），ドライウェル雰囲気温度，サプレッショ

ン・チェンバ気体温度又はサプレッション・チェン

バ・プール水位指示値が，原子炉格納容器内へのス

プレイ起動の判断基準（第 1.6.4 表）に達した場

添付-3-(1)　設置変更許可申請書　添付十追補１
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1.6-11 

・原子炉格納容器 

・非常用交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・第二代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料補給設備 

 

なお，防火水槽を水源として利用する場合は，淡水貯

水池と防火水槽の間にあらかじめ敷設したホースを使用

して淡水貯水池から淡水を補給する。淡水貯水池を水源

として利用する場合はあらかじめ敷設したホースを使用

するが，当該ホースが使用できない場合は可搬のホース

にて淡水貯水池からの直接送水ラインを構成する。 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

原子炉格納容器内の冷却は，防火水槽又は淡水貯水池の

淡水だけでなく，海水も利用できる。 

 

ⅱ. 重大事故等対処設備と自主対策設備 

代替格納容器スプレイで使用する設備のうち，復水移送

ポンプ，復水貯蔵槽，復水補給水系配管・弁，残留熱除去

系配管・弁，格納容器スプレイ・ヘッダ，高圧炉心注水系

配管・弁，原子炉格納容器，常設代替交流電源設備，可搬

型代替交流電源設備，代替所内電気設備，可搬型代替注水

ポンプ（A－2 級），ホース・接続口及び燃料補給設備は重

添付-3-(1)　設置変更許可申請書　添付十追補１
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1.6-12 

大事故等対処設備として位置付ける。防火水槽及び淡水貯

水池は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手

順等」【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措

置）として位置付ける。非常用交流電源設備は重大事故等

対処設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設

備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が全て網羅

されている。 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処設

備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）が

故障した場合においても，原子炉格納容器内の圧力及び温

度を低下させることができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に

有効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。

あわせて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプと同

等の機能（流量）を有することから，重大事故等へ対

処するために消火系による消火が必要な火災が発生し

ていない場合において，原子炉格納容器内を冷却する

手段として有効である。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設

備と同等の機能を有することから，健全性が確認でき

添付-3-(1)　設置変更許可申請書　添付十追補１
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保安規定第６６条 

表６６－６「原子炉格納容器内の冷却等のための設備」 

６６－６－２「代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 同等な機能を有することの説明 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

（１２）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 

 

66-6-2　1/13
186



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

６６－６－２ 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型） 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）が動作可能で 

あること※１※２ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ※３ 

燃料補給設備 ※４ 

常設代替交流電源設備 ※５ 

可搬型代替交流電源設備 ※６ 

代替所内電気設備 ※７ 

※１：動作可能とは，当該系統に期待されている機能を達成するための系統構成（接続口及

び遠隔手動弁操作設備を含む）ができることをいう。 

※２：代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）のスプレイラインは，「６６－６－１ 代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）」，「６６－６－２ 代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）」，「６６－５－５ 代替循環冷却系」，「第３９条 非常用炉心冷却系その１」

の設備を兼ねる。動作不能時は，各条文の運転上の制限も確認する。 
※３：「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」において運転上の制限等を定

める。 
※４：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 
※５：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  
※６：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 
※７：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十九条（１．６）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 
 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備である代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安

規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十九条（１．６） 
「原子炉格納容器内の冷却等のための設備（手順等）」として，（１）格納容器内の冷却

機能が喪失した場合においても原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる，（２）

原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射

性物質の濃度を低下させるために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
 
・技術的能力審査基準１．１３ 
「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要

な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加え

て，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 
 
④ 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質

の濃度を低下させるために必要な設備であり，原子炉格納容器の破損が発生する可能性の

ある期間を機能維持期間として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は

「運転，起動及び高温停止」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 本表の主要な設備については，すべて他表にて設定することから，確認事項については記

載しない。運転上の制限である当該系統に期待されている機能を達成するための系統構成

ができない場合の措置として，要求される措置を記載する。 
 
＜参考＞可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が下記の性能を満足していることの確認行為は，「６

６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」に記載する。 
 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を重大事故等時において，格納容器スプレイ時に使用

する場合の容量及び吐出圧力を以下に示す。 
【必要容量】 
炉心損傷防止対策の有効性評価解析（設置変更許可申請書添付十）のうち，「全交流動力

電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＳＲＶ再閉失敗」において有効性が確認されてい

る原子炉格納容器へのスプレイ流量が８０ｍ３／ｈであることから，８０ｍ３／ｈ以上と

する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

（２）確認事項 

項 目 頻 度 担 当 

（項目なし） ― ― 

 

 

 

 

（３）要求される措置 

条 件 ⑦ 要求される措置 ⑧ 完了時間 

Ａ．代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬

型）が動作不能の

場合 

Ａ１．１．当直長は，格納容器スプレイ冷却系１系列を

起動し，動作可能であることを確認する※８と

ともに，その他設備※９が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ重大

事故等対処設備※１０が動作可能であることを

確認する。 

及び 

Ａ１．３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧

する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，格納容器スプレイ冷却系１系列を

起動し，動作可能であることを確認する※８と

ともに，その他設備※９が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自主対策設 

備※１１が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧

する。 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３０日間 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求され

る措置を完了時

間内に達成でき

ない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※８：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※９：起動した格納容器スプレイ冷却系に接続する非常用ディーゼル発電機をいい，至近の

記録等により動作可能であることを確認する。 

また，上記同様の有効性評価解析において原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器

スプレイを同時に実施する場合，有効性が確認されている原子炉圧力容器への注水流量

が４０ｍ３／ｈ，原子炉格納容器へのスプレイ流量が８０ｍ３／ｈであることから１２０

ｍ３／ｈ以上とする。 
 
【吐出圧力】 
必要吐出圧力が最大となる復水補給水系接続口（北）を使用する場合の最終吐出端必要圧

力，静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に吐出圧力は，０．７１ＭＰａ以上とする。 
また，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器スプレイを同時に実施する場合の吐

出圧力は，必要吐出圧力が最大となる復水補給水系接続口（北）を使用する場合の最終吐

出端必要圧力，静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に１．６３ＭＰａ以上とする。 
 

⑦ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
原子炉の状態が運転，起動及び高温停止においては，２Ｎ要求設備である可搬型代替注水

ポンプ（Ａ－２級）が１Ｎ未満となった場合又は当該系統に期待されている機能を達成す

るための系統構成（接続口を含む）ができない場合（条件Ａ）は，当該系統の機能を満足

できないことから条件として記載する。 
 
⑧ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 
Ａ１．１．，Ａ２．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基

準事故対処設備が動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は

「設置変更許可申請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定す

る設計基準事故対処設備”格納容器スプレイ冷却系（非常用ディーゼル発電機含

む）が該当する。 
 
Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等な機能を有する重大事故等対処設

備が動作可能であることを確認する。対象となる設備は技術的能力で整理した代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び常設代替交流電源設備が該当し，完了時間

は設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である

｢３日間｣とする。 
 

【必要容量】 
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は「　　　ｍ３／ｈ」以上のスプレイ流量を有

する。 
 

【準備時間】 
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレイは，代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）よりも短時間で準備できることから，時間短縮の補完措置

は不要。（添付－２） 
 
Ａ１．３．当該系統を復旧する。完了時間は当該機能と同等な機能を持つ重大事故等対処

設備が動作可能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「３０日間」とする。 
 
Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
※10：代替格納容器スプレイ冷却系（常設）をいう。 

※11：消火系による格納容器スプレイをいう。 

 

能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

技術的能力で整理した「消火系による格納容器スプレイ」が該当し，完了時間は対

応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）であ

る「３日間」とする。 
 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設），消火系はいずれも代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）よりも短時間で準備できることから時間短縮の補完措置は不要。（添

付－２） 
 
Ａ２．３．当該系統を復旧する。完了時間は当該機能を補完する自主対策設備が動作可能

であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 
 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 
 

【必要容量】 
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は「　　　ｍ３／ｈ」以上のスプレイ流量を有

する。 
・消火系のディーゼル駆動消火ポンプは可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）と同等の

流量を有する。（添付－２） 
 

【準備時間】 
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び消火系による格納容器スプレイは，いず

れも代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）よりも短時間で準備できることから，

時間短縮の補完措置は不要。（添付－２） 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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1.6-25 

隔離弁(B)の全閉操作を実施する。 

※D/W スプレイ実施中に原子炉圧力容器への注水が必要

となった場合は，残留熱除去系注入弁(B)の全開操作

を実施後，残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B)

及び残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)の全

閉操作を実施し，原子炉圧力容器へ注水する。 

⑪現場運転員 C 及び D は，復水移送ポンプの水源確保とし

て，復水移送ポンプ吸込ラインの切替え操作（復水補給

水系常/非常用連絡 1 次，2 次止め弁の全開操作）を実施

する。 

⑫当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本

部に復水貯蔵槽の補給を依頼する。 

 

ⅲ. 操作の成立性 

上記の操作は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 2 名

（操作者及び確認者）にて作業を実施した場合，作業開始

を判断してから代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る原子炉格納容器内へのスプレイ開始まで 25 分以内で可能

である。その後，現場運転員 2 名にて復水移送ポンプの水

源確保を実施した場合，15 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，

照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同

程度である。 

 

(b) 消火系による原子炉格納容器内へのスプレイ 

自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤下線にて示す

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.6-26 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）が故障によ

り使用できず，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）により

原子炉格納容器内にスプレイできない場合は，ろ過水タンク

を水源とした消火系により原子炉格納容器内にスプレイす

る。 

スプレイ作動後は原子炉格納容器内の圧力が負圧とならな

いように，スプレイ流量の調整又はスプレイの起動/停止を行

う。 

 

ⅰ. 手順着手の判断基準 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）及び代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）による原子炉格納容器内

へのスプレイができず，消火系が使用可能な場合※ 1 で，原

子炉格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に到達した場

合※2。ただし，重大事故等へ対処するために消火系による

消火が必要な火災が発生していない場合。 

 

※1:設備に異常がなく，燃料及び水源（ろ過水タンク）

が確保されている場合。 

※2:「原子炉格納容器内へのスプレイ起動の判断基準に

到達」とは，格納容器内圧力（D/W），格納容器内圧

力（S/C），ドライウェル雰囲気温度，サプレッショ

ン・チェンバ気体温度又はサプレッション・チェン

バ・プール水位指示値が，原子炉格納容器内へのス

プレイ起動の判断基準（第 1.6.4 表）に達した場
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1.6-11 

・原子炉格納容器 

・非常用交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・第二代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料補給設備 

 

なお，防火水槽を水源として利用する場合は，淡水貯

水池と防火水槽の間にあらかじめ敷設したホースを使用

して淡水貯水池から淡水を補給する。淡水貯水池を水源

として利用する場合はあらかじめ敷設したホースを使用

するが，当該ホースが使用できない場合は可搬のホース

にて淡水貯水池からの直接送水ラインを構成する。 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

原子炉格納容器内の冷却は，防火水槽又は淡水貯水池の

淡水だけでなく，海水も利用できる。 

 

ⅱ. 重大事故等対処設備と自主対策設備 

代替格納容器スプレイで使用する設備のうち，復水移送

ポンプ，復水貯蔵槽，復水補給水系配管・弁，残留熱除去

系配管・弁，格納容器スプレイ・ヘッダ，高圧炉心注水系

配管・弁，原子炉格納容器，常設代替交流電源設備，可搬

型代替交流電源設備，代替所内電気設備，可搬型代替注水

ポンプ（A－2 級），ホース・接続口及び燃料補給設備は重
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1.6-12 

大事故等対処設備として位置付ける。防火水槽及び淡水貯

水池は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手

順等」【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措

置）として位置付ける。非常用交流電源設備は重大事故等

対処設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設

備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が全て網羅

されている。 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処設

備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）が

故障した場合においても，原子炉格納容器内の圧力及び温

度を低下させることができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に

有効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。

あわせて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプと同

等の機能（流量）を有することから，重大事故等へ対

処するために消火系による消火が必要な火災が発生し

ていない場合において，原子炉格納容器内を冷却する

手段として有効である。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設

備と同等の機能を有することから，健全性が確認でき
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1.6-105 
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保安規定第６６条 

表６６－７「原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」 

６６－７－１「格納容器下部注水系（常設）」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

 添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

 添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

（３）設計及び工事計画認可申請書 説明書（設定根拠） 

（４）設置変更許可申請書 添付十（有効性評価） 

 

 添付－３ 同等な機能を有することの説明 

（１） 設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

（１２）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－７ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

 

６６－７－１ 格納容器下部注水系（常設） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

格納容器下部注水系（常設） 格納容器下部注水系（常設）が動作可能であること※１※２ 

 
適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

復水移送ポンプ※３ １台 

復水貯蔵槽 ※４ 

可搬型代替交流電源設備 ※５ 

常設代替交流電源設備 ※６ 

代替所内電気設備 ※７ 

※１：必要な弁及び配管を含む。 
※２：格納容器下部注水系（常設）の注水ラインは，「６６－７－１ 格納容器下部注水系

（常設）」，「６６－７－２ 格納容器下部注水系（可搬型）」及び「６６－５－５   

代替循環冷却系」の設備を兼ねる。動作不能時は，各条文の運転上の制限も確認する。 
※３：復水移送ポンプは，「６６－４－１ 低圧代替注水系（常設）」，「６６－５－５ 代替循

環冷却系」，「６６－６－１ 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」及び「６６－７－

１ 格納容器下部注水系（常設）」の設備を兼ねる。動作不能時は，各条文の運転上の

制限も確認する。 
※４：「６６－１１－１ 重大事故等収束のための水源」において運転上の制限等を定める。 
※５：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 
※６：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 
※７：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。 
 

 

 

 

 

 

 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 
 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，格納容器下部注水系（常設）が動作可能

であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８） 
「原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備（手順等）」として，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する

ために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
 
・技術的能力審査基準１．１３ 
「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要

な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加え

て，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 
 
④ 格納容器下部注水系（常設）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容

器の破損を防止するため，溶融し，原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するため

に必要な設備であり，原子炉格納容器の破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間

として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停

止」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 格納容器下部注水系（常設）について，有効性評価（格納容器雰囲気直接加熱）では，解

析条件として復水移送ポンプ１台（９０ｍ３／ｈ）で格納容器下部の事前水張りすること

としているため，復水移送ポンプの所要数を１台とする。（添付－２） 
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（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．復水移送ポンプ１台運転にて揚程が　　ｍ以上，流量

が　　ｍ３／ｈ以上であることを確認する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．復水補給水系における下部ドライウェル注水流量調節

弁及び下部ドライウェル注水ライン隔離弁が動作可能

であることを確認する。また，動作確認後，動作確認に

際して作動した弁の開閉状態を確認する。 

定事検停止時 当直長 

３．復水補給水系におけるタービン建屋負荷遮断弁が動作

可能であることを確認する。また，動作確認後，動作確

認に際して作動した弁の開閉状態を確認する。 

定事検停止時 当直長 

４．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，復水

移送ポンプ１台が動作可能であることを確認する※８。 
１ヶ月に１回 当直長 

※８：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２） 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 
定事検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施する。 
確認する流量及び揚程は，設計及び工事計画認可申請書の記載に基づき，設定する。 
（添付－２） 

   
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２，３，４が該当。 
  

弁動作確認は，当該系統に要求される準備時間を満足するために中央制御室からの

遠隔操作が必要な弁として，復水補給水系におけるタービン建屋負荷遮断弁，下部

ドライウェル流量調節弁及び下部ドライウェル注水ライン隔離弁を対象とする。 
頻度は，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ月に１回とす 
る。 

 
上記対象弁の動作確認は以下の理由からプラント停止中に行う。 

 
・タービン建屋負荷遮断弁は，プラント運転中に開閉試験を行うと，プラントに外乱

（タービングランドシール蒸気喪失による復水器真空度悪化）を与えるため，プラ

ント停止中に動作確認を行う。 
・下部ドライウェル流量調節弁及び下部ドライウェル注水ライン隔離弁については，

当該弁間に溜まった水をブローするラインが無いため，下部ドライウェルに仮設の

排水ポンプを準備したうえで下部ドライウェル注水ライン隔離弁の開操作を行う必

要があることから，プラント停止中に動作確認を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 

66-7-1　3/20

201



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．格納容器下部注

水系（常設）が動

作不能の場合 

Ａ１．１．当直長は，低圧注水系１系列を起動し，動作

可能であることを確認する※９とともに，その

他設備※１０が動作可能であることを確認す

る。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ重大

事故等対処設備※１１が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ１．３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧

する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，低圧注水系１系列を起動し，動作

可能であることを確認する※９とともに，その

他設備※１０が動作可能であることを確認す

る。 

及び 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自主対策設 

備※１２が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧

する。 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３０日間 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※９：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 
※10：残りの低圧注水系２系列及び非常用ディーゼル発電機３台をいい，至近の記録等により

動作可能であることを確認する。 

※11：格納容器下部注水系（可搬型）をいい，当該系統に要求される準備時間を満足させるた

めに可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を設置する等の補完措置が完了していることを

含む。 

※12：消火系による格納容器下部注水をいう。 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
格納容器下部注水系（常設）は，１Ｎ要求設備であるため，動作可能な系列数が１Ｎ未満

になった場合を条件として設定する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３） 

 
Ａ１．１．，Ａ２．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基

準事故対処設備が動作可能であることを“速やかに”確認する。格納容器下部注水

系（常設）は緩和設備のため，設計基準事故対処設備に該当するものがない。その

ため，その目的に応じて対応する設計基準事故対処設備の完了時間を参考として

設定する。格納容器下部注水系（常設）に期待する機能は，「炉心の著しい損傷が

発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，溶融し，原子炉格

納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する」ことである。低圧注水系の機能が健

全であれば，炉心の著しい損傷への進展を防止できる。従って，対応する設計基準

事故対処設備としては，炉心の冷却に寄与する低圧注水系（非常用ディーゼル発

電機含む）を設定する。 
 
Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等の機能を有する重大事故等対処

設備が動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書

（添付書類十）」技術的能力で整理した格納容器下部注水系（可搬型）が該当し，

完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限

（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 
 

【必要容量】 
格納容器下部注水系（可搬型）は，格納容器下部注水系（常設）と同様に， 
「　　ｍ３／ｈ」以上の注水流量を有する。 

 
【準備時間】 
格納容器下部注水系（常設）の準備時間が約３５分に対して，格納容器下部注水系

（可搬型）の準備時間は約３３０分要することから，事前準備等による時間短縮の

補完措置を行い，３５分以内に注水開始可能な体制を整える。（添付－３） 
 
Ａ１．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は同等な機能を持つ重大事故

等対処設備が動作可能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「３０日間」と

する。 
 
Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作

可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類

十）」技術的能力で整理した消火系による格納容器下部注水が該当し，完了時間は

対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）

である「３日間」とする。 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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【必要容量】 
消火系のディーゼル駆動消火ポンプは復水移送ポンプ（１台）と同等の流量を有す

る。（添付－３） 
 

【準備時間】 
消火系による格納容器下部注水は，格納容器下部注水系（常設）よりも準備時間が短

いことから，時間短縮の補完措置は不要。（添付－３） 
 
Ａ２．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は補完する自主対策設備が動

作可能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 
 
Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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 8－9－72 8 

に示す。 

格納容器下部注水系（常設）は，通常時は弁により他の系統と隔離し，

重大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

格納容器下部注水系（可搬型）は，通常時は可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作等に

より重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，治具や輪留めによる固定等をするこ

とで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，飛散物となって他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

コリウムシールドは，他の設備と独立して設置することで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。また，コリウムシールドは，下部にスリ

ットを設けることで，原子炉格納容器下部に設置されているドライウェル

高電導度廃液サンプの原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の

漏えい検出機能に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

9.4.2.3  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

格納容器下部注水系（常設）の復水移送ポンプは，設計基準対象施設の

復水補給水系と兼用しており，設計基準対象施設としてのポンプ流量が，

想定される重大事故等時において，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉

心を冷却するために必要な注水流量に対して十分であるため，設計基準対

象施設と同仕様で設計する。また，復水移送ポンプは，想定される重大事

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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故等時において，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び格納容器下部

注水系（常設）として同時に使用するため，各系統の必要な流量を同時に

確保できる容量を有する設計とする。 

格納容器下部注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，想

定される重大事故等時において，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心

を冷却するために必要な注水流量を有するものを 1 セット 4 台使用する。

保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 4 セット 16 台に加えて，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共用）

の合計 17 台を保管する。 

コリウムシールドは，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心が，ドラ

イウェル高電導度廃液サンプ及びドライウェル低電導度廃液サンプへ流入

することを抑制するために必要な厚さ及び高さを有する設計とする。 

 

9.4.2.4  環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

格納容器下部注水系（常設）の復水移送ポンプは，廃棄物処理建屋内に

設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。復水移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制

御室で可能な設計とする。 

格納容器下部注水系（常設）の系統構成に必要な弁の操作は，想定され

る重大事故等時において，中央制御室若しくは離れた場所から遠隔で可能

な設計又は設置場所で可能な設計とする。 

また，格納容器下部注水系（常設）は，淡水だけでなく海水も使用でき

る設計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とする

ことで，設備への影響を考慮する。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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第 9.4－1 表 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備の主要 

機器仕様 

 

(1) 格納容器下部注水系（常設） 

a. 復水移送ポンプ 

第 5.6－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備の主要機器仕様に記載する。 

(2) 格納容器下部注水系（可搬型） 

a. 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕

様に記載する。 

(3) コリウムシールド 

材  質    ジルコニア 

高  さ    6 号炉  約 0.85m 

7 号炉  約 0.65m 

厚  さ    約 0.13m 

(4) 低圧代替注水系（常設） 

a. 復水移送ポンプ 

第 5.6－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備の主要機器仕様に記載する。 

(5) 低圧代替注水系（可搬型） 

a. 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕

様に記載する。 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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第 5.6－1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する 

ための設備の主要機器仕様 

 

(1) 低圧代替注水系（常設） 

a. 復水移送ポンプ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

台  数    2（予備 1） 

容  量    約 125m3/h/台 

全 揚 程    約 85m 

 

(2) 低圧代替注水系（可搬型） 

a. 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕

様に記載する。 

 

  

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八
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5. 原子炉冷却材補給設備 

5.1 補給水系 

5.1.1 ポンプ 

名 称 復水移送ポンプ 

容 量 m3/h/個 以上(125)， 以上， 以上， 以上， 以上 

揚 程 m 以上(85)， 以上， 以上， 以上， 以上 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37，1.70 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66，85 

原 動 機 出 力 kW/個 55 

個 数 ― 3 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

復水移送ポンプは，設計基準対象施設として復水貯蔵槽に貯蔵されている復水を各使用系統先

へ供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（低圧代

替注水系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有する。 

 

復水移送ポンプは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準対象施設が

有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容

器の破損を防止するために設置する。 

系統構成は，残留熱除去系（低圧注水モード）の機能が喪失した場合において，復水貯蔵槽を

水源とした復水移送ポンプにより残留熱除去系等を経由して，復水等を原子炉圧力容器へ注水す

ることで，発電用原子炉を冷却できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全設備（代替循環冷却系）として使用する復水移送ポンプは，以下の機能を有する。 

 

復水移送ポンプは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止す

るため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，サプレッションチェンバを水源とした復水移送ポンプにより残留熱除去系等を経

由して，サプレッションチェンバのプール水を原子炉圧力容器へ注水することで発電用原子炉を

冷却できる設計とする。 

 

 

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書
枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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 1.2 重大事故等対処設備 

重大事故等時における復水移送ポンプの使用時の値を以下に示す。 

 

  1.2.1 低圧代替注水系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設

備（低圧代替注水系）又は原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち

原子炉格納容器安全設備（低圧代替注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの容

量は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，事故シーケン

スグループ（高圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失，崩壊熱除去機能喪失，LOCA 

時注水機能喪失）及び格納容器破損モード（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損））において，有効性が確認されている容量が復水移送ポンプ 2個で最

大 m3/h のため，1個あたり  m3/h/個以上とする。 

 

  1.2.2 代替循環冷却系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（代替循環冷却系）として使用する場合の復水移送ポンプの容量は，

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容器破損モード

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損），高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱）において，有効性が確認されている容量が復水移送ポンプ 2個で

 m3/h（原子炉圧力容器への注水流量が  m3/h，原子炉格納容器へのスプレイ流量が

 m3/h 又は，原子炉格納容器下部への注水流量が  m3/h，原子炉格納容器へのスプ

レイ流量が  m3/h）のため，1個あたり  m3/h/個以上とする。 

 

 1.2.3 代替格納容器スプレイ冷却系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（代替格納容器スプレイ冷却系）として使用する場合の復水移送ポン

プの容量は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，事故シ

ーケンスグループ（高圧・低圧注水機能喪失，LOCA 時注水機能喪失）及び格納容器破損

モード（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））において，有効

性が確認されている容量が復水移送ポンプ 2個で  m3/h のため，1個あたり  m3/h/

個以上とする。 

 

 1.2.4 格納容器下部注水系使用時の容量  m3/h/個以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（格納容器下部注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの容量

は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容器破損モ

ード（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）において，有効性が確認されている

原子炉格納容器下部への注水流量が約 時間で  m3のため，1個あたり  m3/h/個以

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書
枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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上とする。 

 

2. 揚程 

 2.1 設計基準対象施設 

設計基準対象施設として復水移送ポンプを使用する場合の揚程は，定格運転時の水源と移

送先の圧力差，静水頭，機器及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差 約  m 

静水頭  約  m 

機器及び配管・弁類圧損  約  m 

―――――――――――――――――――― 

合 計  約  m 

 

以上より，復水移送ポンプの揚程は，  m以上とする。 

 

公称値については要求される揚程を上回る 85m とする。 

 

 2.2 重大事故等対処設備 

重大事故等時における復水移送ポンプの使用時の値を以下に示す。 

  2.2.1 低圧代替注水系  m 以上 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設

備（低圧代替注水系）又は原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち

原子炉格納容器安全設備（低圧代替注水系）として使用する場合の復水移送の揚程は，

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，事故シーケンスグル

ープ（高圧・低圧注水機能喪失）において残留熱除去系(B)配管から原子炉圧力容器に復

水移送ポンプ 2個で  m3/h で注水する場合の水源と移送先との圧力差，静水頭，機器

及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差 約  m 

静水頭  約  m 

機器及び配管・弁類圧損  約  m 

―――――――――――――――――――― 

合 計  約  m 

 

以上より，原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（低

圧代替注水系）又は，原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子

炉格納容器安全設備（低圧代替注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚程は

 m以上とする。 

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書
枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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  2.2.4 格納容器下部注水系  m 以上 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉

格納容器安全設備（格納容器下部注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚程

は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）のうち，格納容器破損モ

ード（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）において格納容器下部に注水する場

合の水源と移送先の圧力差（大気開放である復水貯蔵槽と原子炉格納容器の圧力約  

MPa との圧力差），静水頭，機器及び配管・弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差 約  m 

静水頭 約  m 

機器及び配管・弁類圧損 約  m 

―――――――――――――――――――― 

合 計 約  m 

 

以上より，原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容

器安全設備（格納容器下部注水系）として使用する場合の復水移送ポンプの揚程は  m

以上とする。 

 

3. 最高使用圧力 

 3.1 設計基準対象施設 

設計基準対象施設として使用する復水移送ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締切運転時の

揚程約  MPa となり，静水頭約  MPa との合計が  MPa となることから，これを

上回る圧力として 1.37MPa とする。 

 

 3.2 重大事故等対処設備 

復水移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力は，代替循環冷却系で使用す

る場合の圧力を基に設定しており，ポンプ締切運転時の揚程約  MPa，静水頭約  MPa

及び原子炉格納容器圧力  MPa の合計である約  MPa を上回る 1.70MPa とする。 

 

4. 最高使用温度 

 4.1 設計基準対象施設 

設計基準対象施設として復水移送ポンプを使用する場合の最高使用温度は，復水貯蔵槽の

最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

 4.2 重大事故等対処設備 

復水移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度は，水源が原子炉格納容器内

にあることから，代替循環冷却系運転時の原子炉格納容器の重大事故等時における使用温度

を基に設定する。 

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書
枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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1.8-11 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求

される設備が全て網羅されている。 

（添付資料 1.8.1） 

以上の重大事故等対処設備により原子炉格納容器下部に

落下した溶融炉心を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に

有効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。

あわせて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプ及び

可搬型代替注水ポンプ（A－2 級）と同等の機能（流

量）を有することから，重大事故等へ対処するために

消火系による消火が必要な火災が発生していない場合

において，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心を

冷却する手段として有効である。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設

備と同等の機能を有することから，健全性が確認でき

た場合において，重大事故等の対処に必要な電源を確

保するための手段として有効である。 

 

b. 溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止のため

の対応手段及び設備 

(a) 原子炉圧力容器への注水 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１
自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す 
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保安規定第６６条 

表６６－７「原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」 

６６－７－２「格納容器下部注水系（可搬型）」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 同等な機能を有することの説明 

（１） 設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

（１２）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 

66-7-2　1/9

219



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

６６－７－２ 格納容器下部注水系（可搬型） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

格納容器下部注水系（可搬型） 
格納容器下部注水系（可搬型）が動作可能であること
※１※２ 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ※３ 

燃料補給設備 ※４ 

可搬型代替交流電源設備 ※５ 

常設代替交流電源設備 ※６ 

代替所内電気設備 ※７ 

※１：動作可能とは，当該系統に期待されている機能を達成するための系統構成（接続口及

び遠隔手動弁操作設備を含む）ができることをいう。 

※２：格納容器下部注水系（可搬型）の注水ラインは，「６６－７－１ 格納容器下部注水

系（常設）」，「６６－７－２ 格納容器下部注水系（可搬型）」，「６６－５－５ 代替

循環冷却系」の設備を兼ねる。動作不能時は，各条文の運転上の制限も確認する。 

※３：「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」において運転上の制限等を定

める。 

※４：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

※５：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※６：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

※７：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 頻 度 担 当 

（項目なし） ― ― 

 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８）が該当する。 

また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備である格納

容器下部注水系（可搬型）が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更

に係る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８） 

「原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備（手順等）」として，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する

ために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

 

・技術的能力審査基準１．１３ 

「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要

な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加え

て，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 

 

④ 格納容器下部注水系（可搬型）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器の破損を防止するため，溶融し，原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するた

めに必要な設備であり，原子炉格納容器の破損が発生する可能性のある期間を機能維持期

間として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温

停止」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 本表の主要な設備については，すべて他表にて設定することから，確認事項については記

載しない。運転上の制限である当該系統に期待されている機能を達成するための系統構成

ができない場合の措置として，要求される措置を記載する。 

 

＜参考＞可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が下記の性能を満足していることの確認行為は，「６

６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」に記載する。 

 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を重大事故等時において，原子炉格納容器下部注水時

に使用する場合の容量及び吐出圧力を以下に示す。 

 

【必要容量】 

格納容器破損防止対策の有効性評価解析（設置変更許可申請書添付十）のうち，「高圧溶

融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」において有効性が確認されている格納容器下部注

水系（常設）による原子炉格納容器下部への注水流量が９０ｍ３／ｈであることから，９

０ｍ３／ｈ以上とする。 
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（３）要求される措置 

条 件 ⑦ 要求される措置 ⑧ 完了時間 

Ａ．格納容器下部

注水系（可搬

型）が動作不

能の場合 

Ａ１．１．当直長は，低圧注水系１系列を起動し，動作可能

であることを確認する※８とともに，その他設備※９

が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ重大事故等

対処設備※１０が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ１．３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，低圧注水系１系列を起動し，動作可能

であることを確認する※８とともに，その他設備※９

が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自主対策設備※１１

が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

３日間 

 

 

３０日間 

 

速やかに 

 

 

 

３日間 

 

 

１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求

される措置を

完了時間内に

達成できない

場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※８：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※９：残りの低圧注水系２系列及び非常用ディーゼル発電機３台をいい，至近の記録等によ

り動作可能であることを確認する。 

※10：格納容器下部注水系（常設）をいう。 

※11：消火系による格納容器下部注水をいう。 

 

 

【吐出圧力】 

必要吐出圧力が最大となる６号機復水補給水系可搬式接続口（東）を使用する場合の最終

吐出端必要圧力，静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に吐出圧力は，１．６７ＭＰａ以

上とする。 

 

⑦ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止においては，２Ｎ要求設備である可搬型代替注水

ポンプ（Ａ－２級）が１Ｎ未満となった場合又は当該系統に期待されている機能を達成す

るための系統構成（接続口を含む）ができない場合（条件Ａ）は，当該系統の機能を満足

できないことから条件として記載する。 

 

⑧ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

Ａ１．１．，Ａ２．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基

準事故対処設備が動作可能であることを確認することが基本的な考え方である

が，格納容器下部注水系（可搬型）は重大事故等緩和設備のため，もともとの設計

基準事故対処設備に該当するものがない。このため，格納容器下部注水系（可搬型）

に期待する機能である「原子炉格納容器の下部に落下した溶融炉心を冷却する」こ

との前段階である炉心損傷防止の観点で最も実効的な設計基準事故対処設備を確

認対象として選定することとし，具体的には低圧注水系（非常用ディーゼル発電機

含む）が動作可能であることを“速やかに”確認する。 

 

Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等な機能をもつ重大事故等対処設備

が動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付

書類十）」の技術的能力で整理した格納容器下部注水系（常設）が該当し，完了時

間は設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である

「３日間」とする。 

 

【必要容量】 

・格納容器下部注水系（常設）は，格納容器下部注水系（可搬型）と同様に， 

「 ｍ３／ｈ」以上の注水流量を有する。 

 

【準備時間】 

・格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水は，格納容器下部注水系（可

搬型）よりも短時間で準備できることから，時間短縮の補完措置は不要。 

（添付－２） 

 

Ａ１．３．当該系統を復旧する。完了時間は当該機能と同等な機能を持つ重大事故等対処

設備が動作可能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「３０日間」とする。 

 

Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可

能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

技術的能力で整理した「消火系による格納容器下部注水」が該当し，完了時間は対

応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）であ

る「３日間」とする。 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

Ａ２．３．当該系統を復旧する。完了時間は当該機能を補完する自主対策設備が動作可能

であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

【必要容量】 

・格納容器下部注水系（常設）は，格納容器下部注水系（可搬型）と同様に， 

「 ｍ３／ｈ」以上の注水流量を有する。 

・消火系のディーゼル駆動消火ポンプは可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）と同等の

流量を有する。（添付－２） 

 

【準備時間】 

・格納容器下部注水系（常設）及び消火系による格納容器下部注水は，いずれも格納

容器下部注水系（可搬型）よりも短時間で準備できることから，時間短縮の補完措

置は不要。 （添付－２） 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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1.8-17 

備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入で

使用する設備のうち，ほう酸水注入系ポンプ，ほう酸水注入

系貯蔵タンク，ほう酸水注入系配管・弁，高圧炉心注水系配

管・弁・スパージャ，原子炉圧力容器，常設代替交流電源設

備及び可搬型代替交流電源設備は重大事故等対処設備として

位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求さ

れる設備が全て網羅されている。 

以上の重大事故等対処設備により溶融炉心の原子炉格納容

器下部への落下を遅延又は防止し，原子炉圧力容器内に残存

した溶融炉心を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有

効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。あわ

せて，その理由を示す。 

・ディーゼル駆動消火ポンプ，ろ過水タンク，消火系配

管・弁 

耐震性は確保されていないが，復水移送ポンプ及び可

搬型代替注水ポンプ（A－2 級）と同等の機能（流量）を

有することから，重大事故等へ対処するために消火系に

よる消火が必要な火災が発生していない場合において，

原子炉圧力容器への注水手段として有効である。 

・制御棒駆動系 

発電用原子炉を冷却するための十分な注水量が確保で

きず，加えて耐震性が確保されていないが，原子炉冷却

自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1
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保安規定第６６条 

表６６－８「水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための設備」 

６６－８－１「静的触媒式水素再結合器」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

   

  添付－３ 同等な機能を有することの説明 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

表６６－８ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 

６６－８－１ 静的触媒式水素再結合器 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

静的触媒式水素再結合器 静的触媒式水素再結合器の所要数が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動  

高温停止 

冷温停止 

 燃料交換※１ 

静的触媒式水素再結合器 ５６個 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 ※２ 

※１：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※２：「６６－１３－1 主要パラメータ及び代替パラメータ」において運転上の制限等を定

める。 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．静的触媒式水素再結合器が動作可能であること

を確認する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．原子炉の状態が運転，起動，高温停止，冷温停止及

び燃料交換※３において，所要数の静的触媒式水

素再結合器が動作可能であることを外観点検

により確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

 ※３：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０）が該当する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，常設重大事故等対処設備である静的触

媒式水素再結合器の所要数が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更

に係る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０） 

「水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備（手順等）」として，炉心

の著しい損傷が発生した場合において，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

るために必要な設備を設ける（手順を定める）こと。 

   

④ 静的触媒式水素再結合器及び静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，炉心の著しい損傷

が発生した場合に，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備であり，原

子炉内に燃料を装荷している期間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵してい

る期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバー

フロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水

系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉

の場合は，燃料プール代替注水系により使用済燃料プール水位が維持可能であるため除く

こととし，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原

子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位

付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプ

ールゲートが閉の場合）」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 静的触媒式水素再結合器は，原子炉格納容器からの水素ガス漏えい量を想定し，５６個設

置されている。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．

２） 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置の定事検停止時の確認事項は，触媒カートリ

ッジの機能確認を行い水素処理能力を確認する。 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

  項目２が該当。 

 

「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え

方に基づき常設設備は１ヶ月に１回，外観点検にて動作可能であることを確認する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．動作可能な静的

触媒式水素再

結合器が所要

数を満足してい

ない場合 

Ａ１．当直長は，低圧注水系２系列を起

動し，動作可能であることを 

確認する※４とともに，その他設

備※５が動作可能であることを

確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※６が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ａ２３．当直長は，当該設備を動作可能

な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

静的触媒式水素再結合器及び静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，１Ｎ要求設備であ

るため，動作可能な個数が所要数未満となった場合を条件として記載する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

【運転，起動及び高温停止】 

Ａ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認することが基本的な考え方であるが，静的触媒式水素再

結合器は重大事故等緩和設備のため，もともとの設計基準事故対処設備に該当する

ものがない。このため，静的触媒式水素再結合器に期待する機能である「炉心の著

しい損傷が発生した場合において，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

る」ことの前段階である炉心損傷防止の観点で最も実効的な設計基準事故対処設備

を確認対象として選定することとし，具体的には低圧注水系が動作可能であること

を“速やかに”確認する。 

 

Ａ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備（原子炉建屋

トップベント）が動作可能であることを確認する。完了時間は設計基準事故対処設

備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する観点から，原子炉建屋トップベント

を開放し，原子炉建屋オペレーティングフロア天井部の水素ガスを大気へ排出する

ことで，原子炉建屋内における水素ガスの滞留を防止できるため，静的触媒式水素

再結合器の機能を代替できる。（添付－３） 

 

 Ａ２３．当該設備を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，対応する設計基準事故対処

設備当該機能を補完する自主対策設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未

満）である「３１０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の規定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

冷温停止 

 燃料交換※６７ 

Ａ．動作可能な静的

触媒式水素再

結合器が所要数

を満足していな

い場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，第４０条で要求される

非常用炉心冷却系１系列を起動し，

動作可能であることを確認する※４

とともに，残りの非常用炉心冷却系

が動作可能であることを確認する
※７８。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※６が動作可能であるこ

とを確認する。 

及び 

Ａ３４．当直長は使用済燃料プール水位 

   がオーバーフロー水位付近であ 

ること及び水温が６５℃以下で 

あることを確認する。 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※４：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※５：残りの低圧注水系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認す

る。 

※６：原子炉建屋トップベントをいう。 

※６７：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※７８：「動作可能であること」の確認は，至近の記録等により動作可能であることを確認

する。 

 

 

【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水

位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が

取出され，かつプールゲートが閉の場合）】 

Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ１．と同様の考え方で，炉心損傷防止の観

点から，保安規定第４０条（非常用炉心冷却系その２）で要求される非常用炉心冷

却系が動作可能であることを“速やかに”確認する。 

 

Ａ３．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能で

あることを“速やかに”確認する。 

 

Ａ３４．原子炉内から全燃料が取出された場合も考慮し，使用済燃料プールの水位及び温

度の確認を“速やかに”行い使用済燃料プールに異常がないことを確認する。 

 

 

 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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 8－9－96 8 

に示す。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置と原子炉建屋水素濃度は，共通要

因によって同時に機能を損なわないよう，異なる計測方式とすることで多

様性を有する設計とする。また，静的触媒式水素再結合器動作監視装置及

び原子炉建屋水素濃度は，非常用交流電源設備に対して多様性を有する常

設代替直流電源設備又は可搬型直流電源設備からの給電により作動できる

設計とする。電源設備の多様性，位置的分散については，「10.2 代替電源

設備」に記載する。 

 

9.6.2.2  悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

静的触媒式水素再結合器は，原子炉建屋オペレーティングフロア壁面近

傍に設置し，他の設備と独立して作動する設計とするとともに，重大事故

等時の再結合反応による温度上昇が重大事故等時に使用する他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置及び原子炉建屋水素濃度は，他の

設備と電気的な分離を行うことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。また，静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，静的触媒式水素再

結合器内の水素ガス流路を妨げない配置及び寸法とすることで，静的触媒

式水素再結合器の水素処理性能に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

9.6.2.3  容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

静的触媒式水素再結合器は，想定される重大事故等時において，有効燃

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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料部の被覆管がジルコニウム－水反応により全て反応したときに発生する

水素ガス（約 1,600kg）が，原子炉格納容器の設計圧力の 2 倍における原子

炉格納容器漏えい率に対して保守的に設定した漏えい率（10%/日）で漏え

いした場合において，ガス状よう素による性能低下及び水素再結合反応開

始の不確かさを考慮しても，原子炉建屋の水素濃度及び酸素濃度が可燃領

域に達することを防止するために必要な水素処理容量を有する設計とす

る。 

また，静的触媒式水素再結合器は，原子炉建屋内の水素ガスの効率的な

除去を考慮して分散させ，適切な位置に配置する。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，静的触媒式水素再結合器作動

時に想定される温度範囲を測定できる設計とする。 

原子炉建屋水素濃度は，原子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近

及び非常用ガス処理系吸込配管付近に分散させた適切な位置に配置し，想

定される重大事故等時において，原子炉建屋内の水素濃度を測定できる設

計とする。また，原子炉建屋水素濃度は，原子炉建屋オペレーティングフ

ロア以外の水素ガスが漏えいする可能性の高いエリアにも設置し，水素ガ

スの早期検知及び滞留状況を把握できる設計とする。 

 

9.6.2.4  環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

静的触媒式水素再結合器，静的触媒式水素再結合器動作監視装置及び原

子炉建屋水素濃度は，原子炉区域内に設置し，想定される重大事故等時に

おける環境条件を考慮した設計とする。 

 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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第 9.6－1 表 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備の 

主要機器仕様 

 

(1) 静的触媒式水素再結合器 

種    類   触媒反応式 

個    数   56 

水素処理容量   約 0.25kg/h/個（水素濃度 4.0vol%，100℃， 

大気圧において） 

(2) 静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

第 6.4－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載

する。 

(3) 原子炉建屋水素濃度 

第 6.4－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載

する。 

  

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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1.10-10 
 

 

(c) 水素ガス排出による原子炉建屋等の損傷防止 

ⅰ. 原子炉建屋トップベントによる水素ガスの排出 

原子炉建屋内に水素ガスが漏えいし，原子炉建屋内の水

素濃度が上昇した場合，原子炉建屋トップベントを開放

し，原子炉建屋オペレーティングフロア天井部の水素ガス

を大気へ排出することで，原子炉建屋内における水素ガス

の滞留を防止する手段がある。 

原子炉建屋トップベントによる水素ガスの排出で使用す

る設備は以下のとおり。 

・原子炉建屋トップベント 

・大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 

・ホース 

・放水砲 

・燃料補給設備 

 

(d) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

水素濃度制御による原子炉建屋等の損傷防止で使用する設

備のうち，静的触媒式水素再結合器，静的触媒式水素再結合

器動作監視装置，原子炉建屋原子炉区域，原子炉建屋水素濃

度，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，常設代替

交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備は重大事故等対処

設備として位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求さ

れる設備が全て網羅されている。 

自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す 
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1.10-11 
 

以上の重大事故等対処設備により，炉心の著しい損傷が発

生した場合においても，水素爆発による原子炉建屋等の損傷

を防止することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有

効な設備であるため,自主対策設備として位置付ける。あわせ

て，その理由を示す。 

・原子炉ウェルに注水するための設備（格納容器頂部注水

系，サプレッションプール浄化系） 

原子炉格納容器からの水素ガス漏えいを防止する効果

に不確かさはあるが，原子炉格納容器頂部を冷却して原

子炉格納容器トップヘッドフランジのシール材の熱劣化

を緩和することにより，原子炉建屋への水素ガス漏えい

を抑制できることから有効である。 

・原子炉建屋トップベント 

原子炉建屋オペレーティングフロア天井部を開放する

操作であり放射性物質を低減する機能はないが，仮に原

子炉建屋内に漏えいした水素ガスが静的触媒式水素再結

合器で処理しきれない場合において，水素ガスを排出す

ることで原子炉建屋内における水素ガスの滞留を防止す

る手段として有効である。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設備

と同等の機能を有することから，健全性が確認できた場

合において，重大事故等の対処に必要な電源を確保する

ための手段として有効である。 
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保安規定第６６条 

表６６－１１「重大事故等の収束に必要となる水の供給設備」 

６６－１１－３「海水移送設備」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

（３）設計及び工事計画認可申請書 説明書（設定根拠） 

 

 添付－３ 同等な機能を有することの説明 

（１）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

６６－１１－３ 海水移送設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

海水移送設備 海水移送設備２系列※１が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

大容量送水車（海水取水用） １台×２※２ 

燃料補給設備 ※３ 

※１：１系列とは，大容量送水車（海水取水用）１台及び必要なホースをいう。 

※２：大容量送水車（海水取水用）は，荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所に分散

配置されていること。 

※３：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．大容量送水車（海水取水用）を起動し，流量が

ｍ３／ｈ以上で，吐出圧力が MPa[gage]以上で

あることを確認する。 

１年に１回 原子炉ＧＭ 

２．大容量送水車（海水取水用）を起動し，動作可能であ

ることを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル 

設備管理ＧＭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十六条（１．１３）が該当する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備であ

る海水移送設備２系列が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係

る基本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十六条（１．１３） 

「重大事故等の収束に必要となる水の供給設備(手順等)」として設計基準事故の収束に

必要な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに

加えて，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要とな

る十分な量の水を供給するために，必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 

   

④ 海水移送設備については，重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために必要な設備であり，重大事故等が発生する可能性のある原子

炉の状態において待機が必要な設備であることから，適用される原子炉の状態は「運転，起

動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

  

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 大容量送水車（海水取水用）は，可搬型重大事故等対処設備のうち可搬型代替注水設備（原

子炉建屋の外から水を供給するもの）であり２Ｎ要求設備である。重大事故等の収束に必要

となる十分な量の水の供給に必要となる台数１セット１台として，２セット２台を所要数

とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．

２） 

 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の

考え方に基づき１年に１回，性能確認を実施する。 

確認する吐出圧力及び流量は，設計及び工事計画認可申請書の記載に基づき設定す

る。 

（添付－２） 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方

に基づき可搬型設備は３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．動作可能な海水

移送設備が２

系列未満１系

列以上の場合 

 

 

Ａ１．当直長は，残りの海水移送設備が動

作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，サプレッション・チェン

バ水位が第４６条を満足している

ことを確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，復水貯蔵槽水位が６６－

１１－１の所要水位以上であるこ

とを確認する。 

及び 

Ａ４．当直長は，代替措置※４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する。 

及び 

Ａ５．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

３０日間 

 

Ｂ．動作可能な海水

移送設備が１

系列未満の場

合 

Ｂ１．当直長は，サプレッション・チェン

バ水位が第４６条を満足している

ことを確認する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，復水貯蔵槽水位が６６－

１１－１の所要水位以上であるこ

とを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，代替措置※４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する。 

及び 

Ｂ４．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

海水移送設備は，２Ｎ要求設備であるため，原子炉の状態が運転，起動，高温停止におい

ては，動作可能な系列数が２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合と１Ｎ未満となった場合を

条件として記載する。 

原子炉の状態が冷温停止及び燃料交換においては，２Ｎ未満（１Ｎ以上）と１Ｎ未満とで

要求される措置が同様となるため，２Ｎ未満となった場合を条件として記載する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

【運転，起動及び高温停止】 

Ａ１．動作可能な海水移送設備が２系列未満１系列以上となった場合には，残りの海水移送

設備が動作可能であることを確認する。動作確認の結果，動作可能な海水移送設備

が１系列以上の場合には，条件Ａで要求される措置を継続して実施し，１系列未満

の場合には条件Ｂへ移行し，条件Ｂで要求される措置を実施する。なお，完了時間

は“速やかに”とする。 

 

Ａ２．，Ａ３．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対

処設備が動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変

更許可申請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基

準事故対処設備”であるサプレッション・チェンバ及び復水貯蔵槽が該当し，保安規定

第４６条（サプレッションプールの水位）及び６６－１１－１（重大事故等収束のための

水源）に定める水位を満足していることを確認する。 

 

Ａ４．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置を検討し，原子炉

主任技術者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能

である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））である「１０日間」とする。 

 

代替措置は代替品の補充（可搬型ポンプの補充等）又は淡水貯水池からの移送が可

能であることの確認をいう。なお，淡水貯水池からの移送が可能であることとは，

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）又はあらかじめ敷設してあるホースを使用した

自重による淡水の移送ができることをいう。淡水貯水池からの移送については，海

からの移送よりも短時間で準備可能であることから時間短縮の補完措置は不要で

ある。（添付－３） 

 

淡水貯水池からの移送 

・淡水貯水池を水源とした移送（準備時間約２２５分） 

・淡水貯水池を水源とした復水貯蔵槽への補給（準備時間約２３５分） 

・淡水貯水池から防火水槽への補給（準備時間約８５分） 

 

海からの移送 

・海を水源とした移送（準備時間約３１５分） 

・海を水源とした復水貯蔵槽への補給（準備時間約３２５分） 

・防火水槽への海水補給（準備時間約２９０分） 

 

Ａ５．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯ

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

 

 

 

 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ｃ．条件Ａ又はＢで

要求される措置

を完了時間内に

達成できない場

合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な海水

移送設備が２

系列未満の場

合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，復水貯蔵槽水位が５．５

ｍ以上となるように補給する又は

５．５ｍ以上であることを確認す

る。 

及び 

Ａ３．当直長は，代替措置※４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

※４：代替品の補充又は淡水貯水池からの移送が可能であることの確認等をいう。 

Ｔ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））の「３０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２． Ａ２．，Ａ３．と同様，対応する設計基準事．故対処設備を確認する。 

 

Ｂ３． Ａ４．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 

 

Ｂ４． Ａ５．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「１０日間」とする。 

 

 

 

 

 

Ｃ１．，Ｃ２． 既保安規定と同様の設定とする。 

 

 

 

 

 

 

【冷温停止及び燃料交換】 

Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ２．と同様の考え方であるが，補給又は確認す

る水位は，原子炉停止中の有効性評価「全交流動力電源喪失」において，復水貯蔵

槽への補給に期待しなくても注水に使用している復水移送ポンプが停止することが

ない水位である５．５ｍ以上とする。復水貯蔵槽への補給については，純水補給水

系，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級），大容量送水車（海水取水用）等の補給可能

設備にて実施する。 

完了時間は冷温停止及び燃料交換であることから，“速やかに”とする。 

 

Ａ３．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ３．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，実施する措置を“速やかに”開始する。 
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保に必要な容量に対して十分であるため，設計基準対象施設と同仕様で設

計する。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，想定される重大事故等時において，

重大事故等の収束に必要となる十分な量の水の供給が可能な容量を有する

ものを 1 セット 4 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 4 セット

16 台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用と

して 1台（6号及び 7号炉共用）の合計 17 台を保管する。 

大容量送水車（海水取水用）は，想定される重大事故等時において，重

大事故等の収束に必要となる十分な量の水の供給が可能な容量を有するも

のを 6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 1 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号

炉共用で 2 セット 2 台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップ用として 1台（6号及び 7号炉共用）の合計 3台を保管する。 

代替水源からの移送ホースは，複数ルートを考慮してそれぞれのルート

に必要なホースの長さを満足する数量の合計に，故障時及び保守点検によ

る待機除外時のバックアップを考慮した数量を分散して保管する。 

 

5.7.2.4  環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

復水貯蔵槽は，廃棄物処理建屋内に設置し，想定される重大事故等時に

おける環境条件を考慮した設計とする。 

サプレッション・チェンバは，原子炉建屋原子炉区域内に設置し，想定

される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）及び大容量送水車（海水取水用）は，屋

外に保管及び設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮し

た設計とする。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す
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第 5.7－1 表 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備の主要機器仕様 

 

(1) 復水貯蔵槽 

第 10.13－1 表 補給水系主要機器仕様に記載する。 

 

(2) サプレッション・チェンバ 

第 9.1－1 表 一次格納施設主要仕様に記載する。 

 

(3) ほう酸水注入系貯蔵タンク 

第 6.1.2－3 表 ほう酸水注入系主要仕様に記載する。 

 

(4) 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様

に記載する。 

 

(5) 大容量送水車（海水取水用）（6号及び 7号炉共用） 

個  数    2（予備 1） 

容  量    900m3/h 

 

  

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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4.5 水の供給設備 

4.5.1 ポンプ 

名 称 大容量送水車（海水取水用）（6,7 号機共用） 

容 量 m3/h/個  以上 (900) 

吐 出 圧 力 MPa  以上 (1.25) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 

最 高 使 用 温 度 ℃  

原 動 機 出 力 kW/個  

個 数 ― 2 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（水の供

給設備）として使用する大容量送水車（海水取水用）は，以下の機能を有する。 

 

大容量送水車（海水取水用）は，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大

事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために設置する。 

 系統構成は，海を水源とし，大容量送水車（海水取水用）により，ホース，弁等を経由して低

圧代替注水系（可搬型），代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），格納容器下部注水系（可搬型）

及び燃料プール代替注水系並びに復水貯蔵槽へ，重大事故等の収束に必要となる海水を供給でき

る設計とする。 

 

1. 容量 

大容量送水車（海水取水用）の容量は，大容量送水車（海水取水用）の送水先である可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級）からの最大送水流量を上回る容量を基に設定する。 

大容量送水車（海水取水用）の送水先である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）からの送水流

量が最大となるのは，使用済燃料貯蔵プールの冷却又は注水に使用する設計基準事故対処設備

が機能喪失した場合の代替手段である燃料プール代替注水系として使用する場合であり，6,7

号機同時注水する場合の送水流量は 294m3/h（号機当たり 147m3/h）であるため，大容量送水車

（海水取水用）の容量は，294m3/h を上回る  m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量  m3/h/個以上を上回る 900m3/h/個とする。 

 

2. 吐出圧力 

大容量送水車（海水取水用）の吐出圧力は，海水を可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に供給

するときのホース圧損，機器圧損，静水頭及び大気圧を基に設定する。 

ホース＊圧損            約 0.015 MPa 

静水頭               約 0.167 MPa 

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書設定根拠
関連箇所を下線にて示す 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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機器圧損             約 0.005 MPa 

大気圧              約 0.100 MPa 

合計          約 0.287 MPa  

 

注記＊：以下のホースを使用する。 

・大容量送水車海水用 5m,10m,50m ホース（6,7 号機共用） 

 

以上より，大容量送水車（海水取水用）の吐出圧力は  MPa 以上とする。 

 

公称値については，要求される吐出圧力 MPa 以上を上回る 1.25MPa とする。 

 

3. 最高使用圧力 

大容量送水車（海水取水用）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，当該ポンプの

供給ラインの仕様を踏まえポンプ吐出圧力を電気的に  MPa に制限することから，その制

限値である  MPa とする。 

 

4. 最高使用温度 

大容量送水車（海水取水用）を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等対

策の有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において使用している海水の最

高温度 30℃を上回る  ℃とする。 

 

5. 原動機出力 

大容量送水車（海水取水用）の原動機出力は，定格流量である 1500m3/h，定格吐出圧力 1.2MPa

時の軸動力を基に設定する。 

 

大容量送水車（海水取水用）の流量が 1500m3/h，吐出圧力が 1.2MPa，その時の当該ポンプの

必要軸動力は 602kW となる。 

以上より，大容量送水車（海水取水用）の原動機出力は，必要軸動力 602kW を上回る  kW/

個とする。 

 

6. 個数 

大容量送水車（海水取水用）（原動機含む。）は,重大事故等対処設備として重大事故等の収束

に必要となる海水を各系統へ供給するために必要な個数である 6,7 号機で 2セット 2個に，故

障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 1個（原子炉冷却系統施設の

うち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の大容量送水車（熱交換器ユニット用）の

予備 1個を，原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（水の供給

設備）の大容量送水車（海水取水用）の予備として兼用）を分散して保管する。 

 

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書
枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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保安規定第６６条 

表６６－１２「電源設備」 

６６－１２－１「常設代替交流電源設備」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

 添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

（１） 設置変更許可申請書 添付八（電源系，燃料移送系 系統図） 

 

 添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

  （３）設計及び工事計画認可申請書 説明書（設定根拠） 

（４）ＳＡ５７条補足説明資料（所要数に関する説明） 

 

 添付－３ 同等な機能を有する説明 

（１）設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 

（２）ＳＡ５７条補足説明資料（自主対策設備に関する説明） 

 

 添付－４ 参考資料 

  （１） 第二ガスタービン発電機の接続箇所 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

表６６－１２ 電源設備 

 

６６－１２－１ 常設代替交流電源設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

常設代替交流電源設備 常設代替交流電源設備による電源系が動作可能であること※１ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

第一ガスタービン発電機 １台 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク １基 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ １台 

タンクローリ（１６ｋＬ） ※２ 

軽油タンク ※２ 

※１：燃料移送系の必要な弁及び配管を含む。 

※２：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．第一ガスタービン発電機を起動し，運転状態（電圧等）

に異常のないことを確認する。 
定事検停止時 電気機器ＧＭ 

２．第一ガスタービン発電機を起動し，動作可能であること

を確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

３．第一ガスタービン発電機用燃料タンクの油量が２０ｋＬ

以上であることを確認する。ただし，第一ガスタービ

ン発電機の運転中及び運転終了後１２時間を除く。 

１ヶ月に１回 当直長 

４．第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプを起動し，動

作可能であることを確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４）が該当する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，常設重大事故等対処設備である常設代

替交流電源による電源系が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基

本方針４．３（１）） 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４） 

「電源設備（手順等）」では，電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において

炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及

び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保す

るために必要な設備を設置する（手順を定める）こと。 

 

④ 常設代替交流電源設備による電源系は，非常用電源が喪失した場合に重大事故等の防止・緩和

に必要な設備に対し給電を行うために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている期

間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間を機能維持期間として適用する

必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料

交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 第一ガスタービン発電機は，想定される重大事故等時において，必要な電力を確保するため，

１台を所要数とする。 

第一ガスタービン発電用燃料タンクは，想定される重大事故等時において，タンクローリ（１

６ｋＬ）で燃料を補給するまでの間，第一ガスタービン発電機に燃料を補給可能な容量として， 

１基（２０ｋＬ以上の燃料油が貯蔵されていること）を所要数とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，想定される重大事故等時において，第一ガスタ

ービン発電機の運転に必要な燃料を補給するため１台を所要数とする。 

（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．２） 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１が該当。 

  定事検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施する。 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２，３，４が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基づ

き常設設備は１ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 

なお，３．第一ガスタービン発電機用燃料タンクの油量が２０ｋＬ以上であることの確認に

ついては，第一ガスタービン発電機の確認行為を阻害しないため，運転中及び運転終了後１

２時間のＬＣＯ除外期間を設ける。除外期間については，軽油タンクからタンクローリを用

いて燃料補給を開始するまでの１２時間を考慮した設定とする。（添付－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66-12-1　2/22

258



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．常設代替交流

電源設備に

よる電源系

が動作不能の

場合 

Ａ１．１．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※３が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※４が

動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２１．３．当直長は，当該系統を動作可能

な状態に復旧する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※３が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※５が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３１０日間 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求

される措置を

完了時間内に

達成できない

場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 

各設備が所要数を満足していない場合，常設代替交流電源設備による電源系を動作不能とみな

す。なお，燃料タンクについては油量により管理する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

【運転，起動及び高温停止】 

Ａ１．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

の技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処設備”である非常用デ

ィーゼル発電機が該当し，完了時間は“速やかに”とする。 

 

Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等な機能をもつ重大事故等対処設備が動

作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

の技術的能力で整理した号炉間電力融通ケーブルを使用したＭ／Ｃ（Ｃ）系又はＭ／Ｃ

（Ｄ）系の受電が該当し，完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である

場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 

【必要容量】 

６号炉からの電力融通に期待する場合，６号炉の非常用ディーゼル発電機は１基あたり５０

００ｋＷであり，第一ガスタービン発電機よりも大容量であるため，必要容量を満足する。 

 

【準備時間】 

常設代替交流電源設備による受電まで約５０分であるのに対して，号炉間電力融通電気設備

（常設ケーブル）による受電は約１１５分かかることから，事前準備等の時間短縮措置を行

い，５０分以内に受電できる体制を整える。（添付－３） 

 

Ａ２１．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は対応する設計基準事故対処設

備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。なお，Ａ

１．２．の措置である号炉間電力融通ケーブルを使用したＭ／Ｃ（Ｃ）系又はＭ／Ｃ（Ｄ）

系の受電は，６号炉側の電路が自主対策設備であることから復旧までの完了時間は「１

０日間」とする。 

 

Ａ２．１． Ａ１．１．と同様。 

 

Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能で

あることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」技術的能

力で整理した「第二代替交流電源設備（第二ガスタービン発電機）」が該当し，完了時間

は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）であ

る「３日間」とする。 

 

【必要容量】 

第二ガスタービン発電機については，第一ガスタービン発電機と同等の性能仕様であるため，

必要容量を満足する。（添付－３） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．常設代替交流電

源設備による電

源系が動作不能

の場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２.当直長は，非常用ディーゼル発電機

１台を起動し，動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ３．１．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※４が

動作可能であることを確認する。 

又は 

Ａ３．２．当直長は，当該機能を補完する 

自主対策設備※５が動作可能で

あることを確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※３：残りの非常用ディーゼル発電機２台をいい，至近の記録等により動作可能であるこ

とを確認する。 

※４：号炉間電力融通ケーブルを使用したＭ／Ｃ（Ｃ）系又はＭ／Ｃ（Ｄ）系の受電をい

い，当該系統で要求される準備時間を満足させるためにケーブルを接続する等の補

完措置を含む。なお，６号炉側の電路が自主対策設備であることから，号炉間電力

融通ケーブルを使用した場合の復旧までの完了時間は１０日間となる。 

※５：第二代替交流電源設備（第二ガスタービン発電機）をいい，当該系統で要求される

準備時間を満足させるための補完措置を含む。 

【準備時間】 

常設代替交流電源設備による受電まで約５０分であるのに対して，第二代替交流電源設備に

よる受電は約８０分かかることから，事前準備等の時間短縮措置を行い，５０分以内に受電

できる体制を整える。（添付－３） 

 

Ａ２．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は補完する自主対策設備が動作可 

能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

 

 

【冷温停止及び燃料交換】 

Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ１．１．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換

であることから，完了時間は“速やかに”とし，確認台数については１台とする。 

 

Ａ３．１．【運転，起動及び高温停止】のＡ１．２．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，完了時間は “速やかに”とする。 

 

Ａ３．２．【運転，起動及び高温停止】のＡ２．２．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，完了時間は “速やかに”とする。 
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に貯蔵している燃料も使用可能となり，安全性の向上が図られることか

ら，6 号及び 7 号炉で共用する設計とする。軽油タンクは，共用により悪影

響を及ぼさないよう，6 号及び 7 号炉で必要な重大事故等対処設備の燃料を

確保するとともに，号炉の区分けなくタンクローリ（16kL）及びタンクロ

ーリ（4kL）を用いて燃料を利用できる設計とする。 

なお，軽油タンクは，重大事故等時に重大事故等対処設備へ燃料補給を

実施する場合のみ 6号及び 7号炉共用とする。 

 

10.2.2.4 容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

第一ガスタービン発電機は，想定される重大事故等時において，炉心の

著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著

しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必

要な容量を有する設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，想定される重大事故等時にお

いて，タンクローリ（16kL）で燃料を補給するまでの間，第一ガスタービ

ン発電機に燃料を補給可能な容量を有する設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，想定される重大事故等時

において，第一ガスタービン発電機の運転に必要な燃料を補給できるポン

プ容量を有する設計とする。 

電源車は，想定される重大事故等時において，最低限必要な設備に電力

を供給できる容量を有するものを 1 セット 2 台使用する。保有数は，6 号及

び 7 号炉共用で 4 セット 8 台に加えて，故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共用）の合計 9 台を保管

する。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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第 10.2－1 表 代替電源設備の主要機器仕様 

 

(1) 常設代替交流電源設備 

a. 第一ガスタービン発電機（6号及び 7号炉共用） 

ガスタービン 

台  数    2 

使用燃料    軽油 

出  力    約 3,600kW/台 

発電機 

台  数    2 

種  類    同期発電機 

容  量    約 4,500kVA/台 

力  率    0.8 

電  圧    6.9kV 

周 波 数    50Hz 

b. 第一ガスタービン発電機用燃料タンク（6号及び 7号炉共用） 

基  数     2 

容  量     約 50kL/基 

c. 第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ（6号及び 7号炉共用） 

台  数     2 

容  量     約 3m3/h/台 

d. 軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八
設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 
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   2.2.3.2 容器 

名 称 第一ガスタービン発電機用燃料タンク（6,7 号機共用） 

容 量 kL/個 20 以上(50) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

個 数 ― 2 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する第一ガ

スタービン発電機用燃料タンクは，以下の機能を有する。 

 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，設計基準事故対象設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体

等の著しい損傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するため

に必要な電力を確保するために設置する。 

系統構成は，第一ガスタービン発電機を中央制御室での操作にて速やかに起動し，メタルクラ

ッド開閉装置 7C 及びメタルクラッド開閉装置 7D 又は AM 用 MCC へ接続することで電力を供給す

るため，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプを用いて第一ガスタービン発電機用燃料小出

し槽へ燃料を供給できる設計とする。 

 

1. 容量 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の容量は，第一

ガスタービン発電機 1基の定格出力運転時の燃料消費率を基に設定する。 

軽油タンクからタンクローリ（16kL）を用いて燃料補給を開始するまでの 12 時間＊を考慮す

ると，必要な燃料は以下のとおり　 kL となる。 

 

  Ｖ ＝ ｃ・Ｈ ＝ 　  kL/h × 12h ＝ 　 kL 

   Ｖ：燃料消費量（kL） 

   Ｈ：運転時間（h）＝ 12 時間 

   ｃ：燃料消費率（kL/h）＝  

 

注記＊：可搬型重大事故等対処設備の機能は，事象発生から 12時間までは期待しないことか

ら，第一ガスタービン発電機用燃料タンクの容量の設定にあたっては，タンクロー

リ（16kL）の補給機能に期待しない 12時間で設定した。 

 

以上より，第一ガスタービン発電機用燃料タンクの容量は    kL を上回る容量として，20kL/

個以上とする。 

 

添付-2-(3)　設計及び工事計画認可申請書

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。
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公称値については，要求される容量を上回る 50kL/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，第一

ガスタービン発電機用燃料タンクが開放型タンクであることから静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の温度は，屋外

に設置される地下貯蔵タンクであり，大気開放タンクであることから，外気の温度＊を上回る

66℃とする。 

注記＊：外気の温度は，柏崎市の過去最高気温（37.6℃）を上回る，柏崎市の観測記録に基

づく年超過確率 10-4の気温である 38.8℃とする。 

 

4. 個数 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，重大事故等対処設備として第一ガスタービン発電

機の機関を駆動する燃料を貯蔵するために必要な個数である機関 1 個当たり 1 個とし，合計 2

個設置する。 
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57-5-9 

名称 
第一ガスタービン発電機 

      (6 号及び 7 号炉共用) 
台数 台 2 

容量 kVA/台 約 4,500（連続定格：約 3,687.5） 

【設定根拠】 

第一ガスタービン発電機は，設計基準事故対処設備の電源が喪失時，重大事故等

に対処するために必要な電力を供給できる設計とする。 

第一ガスタービン発電機は 6 号及び 7 号炉それぞれで 1 台，合計 2 台を確保する

設計とする。 

 

1．容量 

  最大所要負荷は，6 号炉で約 1,992kW，7 号炉で約 1,999kW である。また，連続最

大負荷は，6 号炉で約 1649kW，7 号炉で約 1615kW である。 

 

 6 号炉 7 号炉 

直流 125V 充電器盤 A 約 94kW 約 94kW 

直流 125V 充電器盤 A-2 約 56kW 約 56kW 

AM 用直流 125V 充電器盤 約 41kW 約 41kW 

直流 125V 充電器盤 B 約 98kW 約 98kW 

交流 120V 中央制御室計測用分電盤 A,B 約 12kW 約 6kW 

非常用照明 約 100kW 約 100kW 

中央制御室可搬型陽圧化空調機 3kW 3kW 

復水移送ポンプ 55kW 55kW 

復水移送ポンプ 55kW 55kW 

残留熱除去系ポンプ 

(起動時) 

540kW 

（973kW） 

540kW 

（1034kW） 

燃料プール冷却浄化ポンプ 

(起動時) 

90kW 

（181kW） 

110kW 

（192kW） 

非常用ガス処理系排風機等※ 約 37kW 約 20kW 

その他必要な設備 約 103kW 約 116kW 

その他不要な設備 約 366kW 約 321kW 

合計（連続最大容量） 

（最大容量）詳細：57-9 参照 

約 1649kW 

（約 1992kW） 

約 1615kW 

（約 1999kW） 

※非常用ガス処理系湿分除去装置，及び非常用ガス処理系フィルタ装置を含む。 

 

したがって，発電機の出力は最大負荷である 1,999kW（連続最大負荷：1,615kW）

に対し十分な余裕を有する最大容量 3,600kW（連続定格：2,950kW）とする。 

 

 

 

 

所要数に関する説明
関連箇所を下線にて示す 
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57-5-10 

 

第一ガスタービン発電機の容量は以下の通り,約 4,500kVA（連続定格：約

3,687.5kVA）とする。  

 

Ｑ＝Ｐ÷pf＝3,600÷0.8＝4,500 

（連続定格：2,950÷0.8＝3,687.5） 

Ｑ ：発電機の容量(kVA) 

Ｐ ：発電機の最大容量（kW） ＝3,600（連続定格：2,950） 

pf ：力率          ＝0.80 

 

 
  

添付-2-(4)　SA57条補足説明資料
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57-5-12 

名称 第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

台数 台 2 

容量 m3/h/台 約 3.0 

揚程 m 約 50 

原動機出力 kW 約 1.5 

最高使用圧力 MPa[gage] 0.95 

最高使用温度 ℃ 66 

【設定根拠】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，重大事故時に第一ガスタービン発電

機用燃料タンクから第一ガスタービン発電機へ燃料を供給するために設置する。な

お，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは供給系統 1 系列あたり，100%容量を 1

台設置する。 

 

1．容量の設定根拠 

 第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの容量は，第一ガスタービン発電機１基の単

位時間あたりの燃料最大消費量             を，第一ガスタービン発電機に供給 

（          ）するため，それよりも容量の大きい約 49L/min（約 3.0m3/h）とする。 

 

2．揚程の設定根拠 

 第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの必要となる揚程は，以下のとおり，5.2m

である。 

 

GL～ポンプ出口中心                ： 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク内径最深位置～GL： 

計                         　　　  ≒5.2m 

 以上より，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの揚程は，5.2m を十分に上回る

約 50m とする。 

 

3．原動機出力の設定根拠 

上記に示す容量と揚程を満足するポンプの必要軸動力は以下のとおり 0.54kW とな

る。 
 P =（ g×ρ×Q×H ）÷（ 60×η ） 

     = 

     = 0.54kW 

 P ：必要軸動力（kW） g ：重力加速度（m/s2） 

 ρ：比重（－）     Q：吐出量（m3/min） 

 H：全揚程（m）    η：ポンプ効率（%） 

 

 上記の必要軸動力を満足する原動機を選定すると，原動機出力は約 1.5kW となる。よっ

て，原動機として出力約 1.5kW の電動機を選定する。 

添付-2-(4)　SA57条補足説明資料

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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57-5-11 

名称 第一ガスタービン発電機用燃料タンク 

基数 基 2 

容量 kL/基 約 50 

最高使用圧力 kPa[gage] 静水頭 

最高使用温度 ℃ 66 

【設定根拠】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，重大事故等対処時に第一ガスタービン発電機

への燃料補給を円滑に行うために設置する。 

 

1．容量 

 第一ガスタービン発電機用燃料タンクの容量は，第一ガスタービン発電機 1 基の定格出

力運転時の燃料消費量を基に設定する。（保守的に短時間定格出力 3,600kW にて算定） 

軽油タンクからタンクローリを用いて燃料を開始するまでに 12 時間燃料補給可能な

容量とする。 

具体的には，12 時間燃料補給可能な容量は，以下のとおり，17.88kL となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 以上より，第一ガスタービン発電機用燃料タンクの容量は 17.88ｋL 以上である

50kL とする。 

 

 

2．最高使用圧力の設定根拠 

  第一ガスタービン発電機用燃料タンクの最高使用圧力は，第一ガスタービン発電機用

燃料タンクが開放型タンクであることから静水頭とする。 

 

3．最高使用温度の設定根拠 

  第一ガスタービン発電機用燃料タンクの最高使用温度は，軽油温度約 30℃の余裕を

考慮し，66℃とする。 

 

  

添付-2-(4)　SA57条補足説明資料
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1.4 自主対策設備について 

1.4.1 第二代替交流電源設備 

1.4.1.1 主要設備 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合，非

常用所内電気設備又は代替所内電気設備に電源を供給することにより，重大事故

等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃

料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷

を防止することを目的として，第二代替交流電源設備を設ける設計とする。また，

第二代替交流電源設備は軽油タンクからタンクローリ（16kL）を用いて燃料を補

給できる設計とする。なお，本設備は事業者の自主的な取り組みで設置するもの

である。 

第二代替交流電源設備は，第二ガスタービン発電機，第二ガスタービン発電機

用燃料タンク，第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，軽油タンク，タンク

ローリ（16kL），電路，計測制御装置等で構成し，第二ガスタービン発電機を設置

場所での操作にて速やかに起動し，非常用高圧母線C系及び非常用高圧母線D系，

又は AM 用 MCC へ接続することで電力を供給できる設計とする。第二ガスタービン

発電機の燃料は，第二ガスタービン発電機用燃料タンクより第二ガスタービン発

電機用燃料移送ポンプを用いて補給できる設計とする。また，第二ガスタービン

発電機用燃料タンクの燃料は，軽油タンクよりタンクローリ（16kL）を用いて補

給できる設計とする。第二代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に対して，

独立性を有し，位置的分散を図る設計とする。 

第二代替交流電源設備の第二ガスタービン発電機は，通常時は遮断器等により

接続先の系統から隔離し，必要な場合に遮断器操作等により系統構成することで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

第二代替交流電源設備の第二ガスタービン発電機用燃料タンク，第二ガスター

ビン発電機用燃料移送ポンプ及び軽油タンクは，必要な場合に弁操作等により系

統構成することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

第二代替交流電源設備のタンクローリ（16kL）は，接続先の系統と分離して保

管し，必要な場合に接続，弁操作等により系統構成することで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

第二ガスタービン発電機及び第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，飛

散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

  

添付-3-(2) SA57条補足説明資料自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す 
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1.4.1.2 主要設備の仕様 

 主要設備の仕様を以下に示す。 

 

(1) 第二ガスタービン発電機（6 号及び 7 号炉共用） 

ガスタービン 

   個数    ：2 

   使用燃料  ：軽油 

   出力    ：約 3,600kW/台 

発電機 

   個数    ：2 

   種類    ：同期発電機 

   容量    ：約 4,500kVA/台 （連続定格：約 3,687.5kVA） 

   力率    ：0.8 

   電圧    ：6.9kV 

   周波数   ：50Hz 

   取付箇所  ：荒浜側常設代替交流電源設備設置場所の屋外 

 

(2) 第二ガスタービン発電機用燃料タンク(6 号及び 7 号炉共用) 

     種類      ：横置円筒型 

     容量      ：約 50kL/基 

     最高使用圧力  ：静水頭 

     最高使用温度  ：66℃ 

      個数      ：2 

取付箇所    ：荒浜側常設代替交流電源設備設置場所の屋外 

 

(3) 第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ(6 号及び 7 号炉共用) 

      種類      ：スクリュー式 

個数      ：2 

容量      ：約 3.0m3/h/台 

揚程      ：約 50m 

     原動機出力   ：約 1.5kW/台 

     取付箇所    ：荒浜側常設代替交流電源設備設置場所の屋外 

  

添付-3-(2) SA57条補足説明資料
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保安規定第６６条 

表６６－１２「電源設備」 

６６－１２－３「号炉間電力融通電気設備」 

 

運転上の制限等について 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（系統図） 

 

 添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

  （２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

  （３）設計及び工事計画認可申請書 説明書（所要数） 

 

 添付－３ 同等な機能を有する説明 

（１） 設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間） 

（２） ＳＡ５７条補足説明資料（自主対策設備に関する説明） 

 

 添付－４ 参考資料 

   （１）号炉間融通ケーブルのＬＣＯの範囲について 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

６６－１２－３ 号炉間電力融通電気設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

号炉間電力融通電気設備 所要数が使用可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

号炉間電力融通ケーブル（常設） １セット※１ 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型） １セット※１ 

※１：１セットとは，１相分１本の３相分３本をいう。 

 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．号炉間電力融通ケーブル（常設）が使用可能であること

を確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

２．号炉間電力融通ケーブル（可搬型）が使用可能であるこ

とを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル 

設備管理ＧＭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４）が該当する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 

③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，号炉間電力融通ケーブル（常設）

及び（可搬型）の所要数が使用可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に

係る基本方針４．３（１）) 

 

・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４） 

「電源設備(手順等)」では，電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合にお

いて炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著し

い損傷及び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要

な電力を確保するために必要な設備を設置する（手順等を定める）こと。 

 

④ 号炉間電力融通ケーブル（常設）及び（可搬型）は，非常用電源が喪失した場合に重大事

故等の防止・緩和に必要な設備に対し給電を行うために必要な設備であり，原子炉内に燃

料が装荷されている期間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間を

機能維持期間として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起

動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）) 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 号炉間電力融通ケーブル（常設）及び（可搬型）は１Ｎ要求設備であり，想定される重大

事故等時において，必要な設備に電力を供給するため，それぞれ電源融通に必要なケーブ

ル１セットを所要数とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。(保安規定変更に係る基本方針４．

２) 

ａ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目１，２が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方

に基づき常設設備は１ヶ月に１回，可搬型設備は３ヶ月に１回，外観点検により，使用

可能であることを確認する。 
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（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．所要数を満

足していな

い場合 

Ａ１．１．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※１が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※２が

動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ１．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※１が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ２．２．１．当直長は，当該機能を補完す

る自主対策設備※３が動作可

能であることを確認する。 

又は 

Ａ２．２．２．当直長は，代替措置※３４を検討

し原子炉主任技術者の確認

を得て実施する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３０日間 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求

される措置を

完了時間内に

達成できない

場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 

⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び（可搬型）は，１Ｎ要求設備であるため，所要数を

満足していない場合を条件として設定する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。(保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

【運転，起動及び高温停止】 

Ａ１．１．，Ａ２．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基

準事故対処設備が動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許

可申請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事

故対処設備”である非常用ディーゼル発電機が該当し，動作可能確認の完了時間は

“速やかに”とする。 

 

Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等な機能を有する重大事故等対処設

備が動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添

付書類十）」技術的能力で整理した「常設代替交流電源設備」（第一ガスタービン発

電機）が該当し，完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ

上限（１Ｎ未満）である｢３日間｣とする。 

 

【準備時間】 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び（可搬型）による受電操作に必要な時間は約１時

間５５分及び約４時間５分である。第一ガスタービン発電機による受電操作に必要な

時間は約５０分で，より短時間で準備可能であることから時間短縮の補完措置は不要

である。（添付－３） 

 

Ａ１．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は同等な機能を持つ重大事故

等対処設備が動作可能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「３０日間」とす

る。 

 

Ａ２．２．１．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動

作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類

十）」技術的能力で整理した「第二代替交流電源設備」（第二ガスタービン発電機）

が該当し，完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡ

ＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 

【準備時間】 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び（可搬型）による受電操作に必要な時間は約１時

間５５分及び約４時間５分である。第二ガスタービン発電機による受電操作に必要な

時間は約１時間２０分で，より短時間で準備可能であることから，時間短縮の補完措置

は不要である。（添付－３） 

 

Ａ２．２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置（ケーブ

ルの補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。完了時間は設計

基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」

とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

 

 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．所要数を満

足してい

ない場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧

する措置を開始する。 

及び 

Ａ２.当直長は，非常用ディーゼル発電機１台

を起動し，動作可能であることを確認す

る。 

及び 

Ａ３．１．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ

重大事故等対処設備※２が動作可能であ

ることを確認する。 

又は 

Ａ３．２．当直長は，当該機能を補完する自主対策

設備※３が動作可能であることを確認す

る。 

又は 

Ａ３．２３．当直長は，代替措置※３４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※１：残りの非常用ディーゼル発電機２台をいい，至近の記録等により動作可能であること

を確認する。 

※２：常設代替交流電源設備（第一ガスタービン発電機）をいう。 

※３：第二代替交流電源設備（第二ガスタービン発電機）をいう。 

※３４：代替品の補充等。 

 

 

Ａ２．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合の

ＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 

 

Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

【冷温停止及び燃料交換】 

Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ１．１．と同様。ただし，冷温停止及び燃

料交換であることから，確認台数については１台とする。 

 

Ａ３．１．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ１．２．と同様。ただし，冷温停止及

び燃料交換であることから，完了時間は “速やかに”とする。 

 

Ａ３．２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ２．２．１．と同様。ただし，冷温停

止及び燃料交換であることから，完了時間は“速やかに”とする。 

 

Ａ３．２３．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ２．２．２．と同様。ただし，冷温

停止及び燃料交換であることから，実施する措置を“速やかに”開始する。 
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号炉間電力融通ケーブル（常設）は，想定される重大事故等時におい

て，必要な設備に電力を供給できる容量を有する設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，想定される重大事故等時におい

て，必要な設備に電力を供給できる容量を有するものを 1 式として使用す

る。保有数は，号炉間電力融通ケーブル（常設）の故障時及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップ用として 1 式（6 号及び 7 号炉共用）を保管

する。 

直流 125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2 及び AM 用直流 125V 蓄電池は，

想定される重大事故等時において，負荷の切り離しを行わず 8 時間，その

後必要な負荷以外を切り離して 16 時間の合計 24 時間にわたり必要な設備

に電力を供給できる容量を有する設計とする。 

AM 用直流 125V 充電器は，想定される重大事故等時において，必要な設備

に電力を供給できる容量を有する設計とする。 

緊急用断路器，緊急用電源切替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，

AM 用動力変圧器及び AM 用 MCC は，想定される重大事故等時において，必要

な設備に電力を供給できる容量を有する設計とする。 

軽油タンクは，設計基準事故対処設備と兼用しており，設計基準事故対

処設備としての容量が，想定される重大事故等時において，その機能を発

揮することが必要な重大事故等対処設備が，事故後 7 日間連続運転するた

めに必要となる燃料を供給できる容量を有しているため，設計基準事故対

処設備と同仕様で設計する。 

タンクローリ（16kL）は，想定される重大事故等時において，第一ガス

タービン発電機用燃料タンクに，燃料を補給できる容量を有するものを 1

セット 1 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 1 台に加え

て，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台（6

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 
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容  量     約 4kL/台 

(3) 号炉間電力融通電気設備 

a. 号炉間電力融通ケーブル（常設）（6号及び 7号炉共用） 

個  数     1 

b. 号炉間電力融通ケーブル（可搬型）（6号及び 7号炉共用） 

個  数     1 

(4) 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備 

a. 直流 125V 蓄電池 A及び直流 125V 蓄電池 A-2 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

組  数     1 

電  圧     125V 

容  量     約 10,000Ah 

（直流 125V 蓄電池 A ：約 6,000Ah 

 直流 125V 蓄電池 A-2：約 4,000Ah） 

b. AM 用直流 125V 蓄電池 

組  数     1 

電  圧     125V 

容  量     約 3,000Ah 

c. 直流 125V 充電器 A及び直流 125V 充電器 A-2 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

個  数     2 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 

66-12-3　8/16

286

t1260165
四角形

t1260165
四角形



 

69 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1
-5
-別

添
2 
R1
 

2.32 号炉間電力融通ケーブル（常設） 

名 称 
号炉間電力融通ケーブル（常設） 

（6,7 号機共用） 

容 量 A/本 258.3 

個 数 ― 1 相分 1本の 3相分 3本を 1セット 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する号炉間

電力融通ケーブル（常設）は，以下の機能を有する。 

 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大

事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必

要な電力を確保するために設置する。 

系統構成は，号炉間電力融通ケーブル（常設）を，6 号機及び 7 号機の緊急用電源切替箱断路

器に手動で接続することで，非常用所内電源設備に電力を融通できる設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）の電圧は，メタルクラッド開閉装置の負荷電圧と同じ 6900V

とする。 

 

1. 容量 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，重大事故等時に必要な容量に基づき設計した第一ガス

タービン発電機の負荷容量を供給できる設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）の容量は，Ⅴ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関

する説明書」にて示す第一ガスタービン発電機の負荷容量 1989kW に対し，以下のとおり 208.1A

を上回る，258.3A/本とする。 

 

 Ｉ＝
Ｑ

√3・Ｖ・0.8
＝

1989
√3×6.9×0.8

≒208.1 

 ここで， 

  Ｉ：電流(A) 

  Ｑ：第一ガスタービン発電機の負荷容量(kW) 

  Ｖ：電圧(kV) 

 

2. 個数 

 号炉間電力融通ケーブル（常設）は，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷等を防止

するために必要な電力を確保するために必要な個数である 1相分 1本の 3相分 3 本を 1セット

設置する。 

 
 

所要数
関係箇所を下線にて示す 
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 2.33 号炉間電力融通ケーブル（可搬型） 

名 称 
号炉間電力融通ケーブル（可搬型） 

（6,7 号機共用） 

容 量 A/本 258.3 

個 数 ― 1 相分 1本の 3相分 3本を 1セット 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する号炉間

電力融通ケーブル（可搬型）は，以下の機能を有する。 

 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重

大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等

の著しい損傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために

必要な電力を確保するために設置する。 

系統構成は，号炉間電力融通ケーブル（可搬型）を，6 号機及び 7 号機の緊急用電源切替箱断

路器に手動で接続することで，非常用所内電源設備に電力を融通できる設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）の電圧は，メタルクラッド開閉装置の負荷電圧と同じ 6900V

とする。 

 

1. 容量 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，重大事故等時に必要な容量に基づき設計した第一ガ

スタービン発電機の負荷容量を供給できる設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）の容量は，Ⅴ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に

関する説明書」にて示す第一ガスタービン発電機の負荷容量 1989kW に対し，以下のとおり

208.1A を上回る，258.3A/本とする。 

 

 Ｉ＝
Ｑ

√3・Ｖ・0.8
＝

1989
√3×6.9×0.8

≒208.1 

 ここで， 

  Ｉ：電流(A) 

  Ｑ：第一ガスタービン発電機の負荷容量(kW) 

  Ｖ：電圧(kV) 

 

2. 個数 

 号炉間電力融通ケーブル（可搬型）の保有数は，号炉間電力融通ケーブル（常設）の故障時

及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として，6号機及び 7号機共用で，1相分 1本

の 3相分 3本を 1 セット保管する。 
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1.4 自主対策設備について 

1.4.1 第二代替交流電源設備 

1.4.1.1 主要設備 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合，非

常用所内電気設備又は代替所内電気設備に電源を供給することにより，重大事故

等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃

料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷

を防止することを目的として，第二代替交流電源設備を設ける設計とする。また，

第二代替交流電源設備は軽油タンクからタンクローリ（16kL）を用いて燃料を補

給できる設計とする。なお，本設備は事業者の自主的な取り組みで設置するもの

である。 

第二代替交流電源設備は，第二ガスタービン発電機，第二ガスタービン発電機

用燃料タンク，第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，軽油タンク，タンク

ローリ（16kL），電路，計測制御装置等で構成し，第二ガスタービン発電機を設置

場所での操作にて速やかに起動し，非常用高圧母線C系及び非常用高圧母線D系，

又は AM 用 MCC へ接続することで電力を供給できる設計とする。第二ガスタービン

発電機の燃料は，第二ガスタービン発電機用燃料タンクより第二ガスタービン発

電機用燃料移送ポンプを用いて補給できる設計とする。また，第二ガスタービン

発電機用燃料タンクの燃料は，軽油タンクよりタンクローリ（16kL）を用いて補

給できる設計とする。第二代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に対して，

独立性を有し，位置的分散を図る設計とする。 

第二代替交流電源設備の第二ガスタービン発電機は，通常時は遮断器等により

接続先の系統から隔離し，必要な場合に遮断器操作等により系統構成することで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

第二代替交流電源設備の第二ガスタービン発電機用燃料タンク，第二ガスター

ビン発電機用燃料移送ポンプ及び軽油タンクは，必要な場合に弁操作等により系

統構成することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

第二代替交流電源設備のタンクローリ（16kL）は，接続先の系統と分離して保

管し，必要な場合に接続，弁操作等により系統構成することで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

第二ガスタービン発電機及び第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，飛

散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 
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1.4.1.2 主要設備の仕様 

 主要設備の仕様を以下に示す。 

 

(1) 第二ガスタービン発電機（6 号及び 7 号炉共用） 

ガスタービン 

   個数    ：2 

   使用燃料  ：軽油 

   出力    ：約 3,600kW/台 

発電機 

   個数    ：2 

   種類    ：同期発電機 

   容量    ：約 4,500kVA/台 （連続定格：約 3,687.5kVA） 

   力率    ：0.8 

   電圧    ：6.9kV 

   周波数   ：50Hz 

   取付箇所  ：荒浜側常設代替交流電源設備設置場所の屋外 

 

(2) 第二ガスタービン発電機用燃料タンク(6 号及び 7 号炉共用) 

     種類      ：横置円筒型 

     容量      ：約 50kL/基 

     最高使用圧力  ：静水頭 

     最高使用温度  ：66℃ 

      個数      ：2 

取付箇所    ：荒浜側常設代替交流電源設備設置場所の屋外 

 

(3) 第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ(6 号及び 7 号炉共用) 

      種類      ：スクリュー式 

個数      ：2 

容量      ：約 3.0m3/h/台 

揚程      ：約 50m 

     原動機出力   ：約 1.5kW/台 

     取付箇所    ：荒浜側常設代替交流電源設備設置場所の屋外 

  

添付-3-(2) SA57条補足説明資料
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号炉間融通ケーブルの LCO の範囲について 
 

融通元である 6 号炉非常用ディーゼル発電機（DG）の位置付けについて、設

計及び工事計画認可申請書の内容も踏まえて整理した。 
 
 
・設置許可基準規則 57 条を踏まえた当社の設置許可段階での整理として、号炉

間融通にあたっては他号炉の電源については特定しておらず、号炉間で電力

を融通できる設備、手段を確保することとしている。 
 
・設置許可の整理を踏まえ、設計及び工事計画認可申請書、保安規定申請対象

の 7 号炉としては、他号炉である 6 号炉の電力を融通するための接続に関す

る設備、手段の確保が要求事項と整理している。融通元の電源については 6
号炉 DG に限るものではなく、特定していない。 
（なお、6 号炉 DG は設置許可において 6，7 号炉の共用設備としては位置付

けてはいない。） 
 
・以上より、7 号炉における号炉間融通に必要な接続に係る設備と体制の整備が

保安規定において管理すべき事項と考えており、設備に係る LCO の範囲とし

ては「号炉間融通ケーブル（常設、可搬）」としている。これは設置許可の整

理、設計及び工事計画認可申請書の範囲とも整合している。 
 
 
・共用設備のうち、7 号炉設備として、6 号炉電源等を期待している設備は無く、 
号炉間融通の電源のみの論点と考えている。 
  
 

以上 

添付-4-(1)
号炉間融通ケーブルのＬＣＯの範囲について
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保安規定第６６条 

表６６－１３「計装設備」 

６６－１３－１「主要パラメータ及び代替パラメータ」 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

（２）設置変更許可申請書 添付十（所要数，必要容量） 

 

  添付－３ 同等な機能を有することの説明 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１ 

（代替パラメータによる主要パラメータの推定） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－１３ 計装設備 

 

６６－１３－１ 主要パラメータ及び代替パラメータ ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

主要パラメータ １チャンネル以上が監視可能であること※１※３ 

代替パラメータ 主要パラメータの推定が可能であること※１※２※３ 

※１：プラント起動に伴う計器校正，原子炉水圧検査及び原子炉格納容器漏えい率検査時に

計器保護のため隔離している場合並びに計器ベント等の計器隔離時は，運転上の制限

を満足していないとはみなさない。 

※２：代替パラメータに記載する番号は優先順位であり，推定方法が複数あることを示す。 

   なお，推定方法が複数ある場合は，いずれかの方法で推定できれば運転上の制限を満

足していないとはみなさない。 

※３：主要パラメータ及び代替パラメータに記載する[  ]は，有効監視パラメータ又は重要

監視パラメータの常用計器（耐震性又は耐環境性等はないが，監視可能であれば発電用

原子炉施設の状態を把握することが可能な計器）を示す。有効監視パラメータは運転上

の制限をは適用しないが，要求される措置で代替パラメータとして確認することがで

きる。 

 

１．原子炉圧力容器内の温度 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※４ 

 

原子炉圧力容器温度 

①主要パラメータの他

チャンネル 

原子炉圧力容器温度

の１チャンネルが故

障した場合は，他チャ

ンネルにより推定す

る。 

②原子炉圧力 

②原子炉圧力（SA） 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

飽和温度／圧力の関

係を利用して原子炉

圧力容器内の温度を

推定する。 

③残留熱除去系熱交換

器入口温度 

残留熱除去系が運転

状態であれば，残留熱

除去系熱交換器入口

温度により推定する。 

※４：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十八条（１．１５）が該当する。 

 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，主要パラメータについては１チ

ャンネル以上が監視可能であること，代替パラメータについては主要パラメータの推定

が可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添

付－２） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十八条（１．１５） 
「計装設備（事故時の計装に関する手順等）」として，重大事故等が発生し，計測機器

（非常用のものを含む）の故障により当該重大事故等に対処するために監視すること

が必要なパラメータを計測することが困難となった場合において当該パラメータを推

定するために有効な情報を把握できる設備を設ける（手順等を定める）こと。 
 
なお，プラント起動に伴う計器校正，原子炉水圧検査及び原子炉格納容器漏えい率検査

時に計器保護のため隔離している場合並びに計器ベント等の計器隔離時は，運転上の

制限を満足していないとはみなさないこととする。 
また，代替パラメータについて，推定方法が複数ある場合には，いずれかの方法で推定

できれば運転上の制限を満足していないとはみなさないこととする。 
 
 
 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 

【原子炉圧力容器内の温度】 
炉心の冷却状況を把握するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている

期間を機能維持期間として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運

転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用

しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又

は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 
２．原子炉圧力容器内の圧力 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

原子炉圧力 

①主要パラメータの他

チャンネル 

原子炉圧力の１チャン

ネルが故障した場合

は，他チャンネルによ

り推定する。 

②原子炉圧力（SA） 
原子炉圧力（SA）によ

り推定する。 

③原子炉水位（広帯域） 

③原子炉水位（燃料域） 

③原子炉水位（SA） 

③原子炉圧力容器温度 

飽和温度／圧力の関係

を利用して原子炉圧力

容器内の圧力を推定す

る。 

原子炉圧力（SA） 

①原子炉圧力 
原子炉圧力により推定

する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

②原子炉圧力容器温度 

飽和温度／圧力の関係

を利用して原子炉圧力

容器内の圧力を推定す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 

【原子炉圧力容器内の圧力】 
低圧注水選択のための減圧確認及び原子炉圧力容器の損傷を確認するために必要な設備

であり，原子炉圧力容器が開放されるまでの期間を機能維持期間として適用する必要が

あることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止及び冷温停止」とする。 
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３．原子炉圧力容器内の水位 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※５ 

 

原子炉水位 

（広帯域） 

①主要パラメータの他チャ

ンネル 

原子炉水位（広帯

域）の１チャンネル

が故障した場合は，

他チャンネルによ

り推定する。 

②原子炉水位（SA） 
原子炉水位（SA）に

より推定する。 

③高圧代替注水系系統流量 

③復水補給水系流量（RHR A

系代替注水流量） 

③復水補給水系流量（RHR B

系代替注水流量） 

③原子炉隔離時冷却系系統

流量 

③高圧炉心注水系系統流量 

③残留熱除去系系統流量 

機器動作状態にあ

る流量より，崩壊熱

による原子炉水位

変化量を考慮し，原

子炉圧力容器内の

水位を推定する。 

④原子炉圧力 

④原子炉圧力（SA） 

④格納容器内圧力（S/C） 

差圧から原子炉圧

力容器の満水を推

定する。 

原子炉水位 

（燃料域） 

①主要パラメータの他チャ

ンネル 

原子炉水位（燃料

域）の１チャンネル

が故障した場合は，

他チャンネルによ

り推定する。 

②原子炉水位（SA） 
原子炉水位（SA）に

より推定する。 

③高圧代替注水系系統流量 

③復水補給水系流量（RHR A

系代替注水流量） 

③復水補給水系流量（RHR B

系代替注水流量） 

③原子炉隔離時冷却系系統

流量 

③高圧炉心注水系系統流量 

③残留熱除去系系統流量 

機器動作状態にあ

る流量より，崩壊熱

による原子炉水位

変化量を考慮し，原

子炉圧力容器内の

水位を推定する。 

④原子炉圧力 

④原子炉圧力（SA） 

④格納容器内圧力（S/C） 

差圧から原子炉圧

力容器の満水を推

定する。 

 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉圧力容器内の水位】 
炉心の冷却状況を把握するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている

期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバー

フロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水

系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉

の場合は，原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉の状態は

「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は

適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場

合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」とする。 
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適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※５ 

 

原子炉水位（SA） 

①原子炉水位（広帯域） 

①原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（広帯域），

原子炉水位（燃料域）

により推定する。 

②高圧代替注水系系統

流量 

②復水補給水系流量

（RHR A 系代替注水

流量） 

②復水補給水系流量

（RHR B 系代替注水

流量） 

②原子炉隔離時冷却系

系統流量 

②高圧炉心注水系系統

流量 

②残留熱除去系系統流

量 

機器動作状態にある流

量より，崩壊熱による

原子炉水位変化量を考

慮し，原子炉圧力容器

内の水位を推定する。 

③原子炉圧力 

③原子炉圧力（SA） 

③ 格 納 容 器 内 圧 力

（S/C） 

差圧から原子炉圧力容

器の満水を推定する。 

※５：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【原子炉圧力容器内の水位】 
炉心の冷却状況を把握するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている

期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバー

フロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水

系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉

の場合は，原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉の状態は

「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は

適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場

合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」とする。 
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４．原子炉圧力容器への注水量 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動※６ 

高温停止※６ 

 

高圧代替注水系 

系統流量 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により高圧代

替注水系系統流量を推

定する。 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により原子炉

隔離時冷却系系統流量

を推定する。 

高圧炉心注水系 

系統流量 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により高圧炉

心注水系系統流量を推

定する。 

※６：高圧代替注水系系統流量及び原子炉隔離時冷却系系統流量については，原子炉圧力が

１．０３MPa[gage]以上の場合に適用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【原子炉圧力容器への注水量】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であることから，各系統・機器が

要求される原子炉の状態を対象とする。 
高圧代替注水系系統流量及び原子炉隔離時冷却系系統流量については，高圧代替注水系

及び原子炉隔離時冷却系の適用期間と同様に，「運転，起動及び高温停止（原子炉圧力が

１．０３MPa[gage]以上）」とする。 

高圧炉心注水系系統流量については，高圧炉心注水系の適用期間と同様に，「運転，起動

及び高温停止」とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※７ 

 

復水補給水系流量 

（RHR A 系代替注水 

流量） 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により復水補

給水系流量（RHR A 系

代替注水流量）を推定

する。 

復水補給水系流量 

（RHR B 系代替注水 

流量） 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により復水補

給水系流量（RHR B 系

代替注水流量）を推定

する。 

残留熱除去系 

系統流量 

①サプレッション・チ

ェンバ・プール水位 

水源であるサプレッシ

ョン・チェンバ・プー

ル水位の変化により注

水量を推定する。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により残留熱

除去系系統流量を推定

する。 

※７：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【原子炉圧力容器への注水量】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷

されている期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位

がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プー

ル代替注水系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプール

ゲートが閉の場合は，原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉

の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となっ

た場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲート

が開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」

とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
５．原子炉格納容器への注水量 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

復水補給水系流量 

（RHR B 系代替注水 

流量） 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

② 格 納 容 器 内 圧 力

（D/W） 

② 格 納 容 器 内 圧 力

（S/C） 

②格納容器下部水位 

注水先の格納容器内圧

力（D/W）又は格納容器

内圧力（S/C）より格納

容器への注水量を推定

する。 

復水補給水系流量 

（格納容器下部注水 

流量） 

①復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽

水位（SA）の変化によ

り注水量を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補

給状況も考慮した上で

注水量を推定する。 

② 格 納 容 器 内 圧 力

（D/W） 

② 格 納 容 器 内 圧 力

（S/C） 

②格納容器下部水位 

注水先の格納容器下部

水位の変化により復水

補給水系流量（格納容

器下部注水流量）を推

定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉格納容器への注水量】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であることから，各系統・機器が

要求される原子炉の状態を対象とする。 
代替格納容器スプレイ冷却系及び格納容器下部注水系と同様に「運転，起動及び高温停

止」とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
６．原子炉格納容器内の温度 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

ドライウェル 

雰囲気温度 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

ドライウェル雰囲気温

度の１チャンネルが故

障した場合は，他チャン

ネルにより推定する。 

②格納容器内圧力（D/W） 

飽和温度／圧力の関係

を利用して格納容器内

圧力（D/W）によりドラ

イウェル雰囲気温度を

推定する。 

③格納容器内圧力（S/C） 

飽和温度／圧力の関係

を利用して格納容器内

圧力（S/C）によりドラ

イウェル雰囲気温度を

推定する。 

サプレッション・ 

チェンバ気体温度 

①サプレッション・チェ

ンバ・プール水温度 

サプレッション・チェン

バ・プール水温度により

サプレッション・チェン

バ気体温度を推定する。 

②格納容器内圧力（S/C） 

飽和温度／圧力の関係

を利用して格納容器内

圧力（S/C）によりサプ

レッション・チェンバ気

体温度を推定する。 

③［サプレッション・チ

ェンバ気体温度] 

監視可能であればサプ

レッション・チェンバ気

体温度（常用計器）によ

り，温度を推定する。 

サプレッション・ 

チェンバ・プール 

水温度 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

サプレッション・チェン

バ・プール水温度の１チ

ャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②サプレッション・チェ

ンバ気体温度 

サプレッション・チェン

バ気体温度によりサプ

レッション・チェンバ・

プール水温度を推定す

る。 

 

 

 

 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉格納容器内の温度】 
原子炉格納容器の過圧破損防止を把握するために必要な設備であり，原子炉格納容器の

破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必要があることから，

適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

７．原子炉格納容器内の圧力 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

格納容器内圧力 

（D/W） 

①格納容器内圧力（S/C） 
格納容器内圧力（S/C）

により推定する。 

②ドライウェル雰囲気温度 

飽和温度／圧力の関係

を利用してドライウェ

ル雰囲気温度により格

納容器内圧力（D/W）を

推定する。 

③［格納容器内圧力（D/W）］ 

監視可能であれば格納

容器内圧力（D/W）（常用

計器）により，圧力を推

定する。 

格納容器内圧力 

（S/C） 

①格納容器内圧力（D/W） 
格納容器内圧力（D/W）

により推定する。 

②サプレッション・チェン

バ気体温度 

飽和温度／圧力の関係

を利用してサプレッシ

ョン・チェンバ気体温度

により格納容器内圧力

（S/C）を推定する。 

③［格納容器内圧力（S/C)］ 

監視可能であれば格納

容器内圧力（S/C）（常用

計器）により，圧力を推

定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉格納容器内の圧力】 
原子炉格納容器の過圧破損防止を把握するために必要な設備であり，原子炉格納容器の

破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必要があることから，

適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
８．原子炉格納容器内の水位 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ・プ

ール水位 

①復水補給水系流量（RHR 

B 系代替注水流量） 

復水補給水系流量（RHR B

系代替注水流量）の注水

量により，サプレッショ

ン・チェンバ・プール水位

を推定する。 

②復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽水

位の変化により，サプレ

ッション・チェンバ・プー

ル水位を推定する。なお，

復水貯蔵槽の補給状況も

考慮した上で注水量を推

定する。 

③格納容器内圧力（D/W） 

③格納容器内圧力（S/C） 

差圧によりサプレッショ

ン・チェンバ・プール水位

を推定する。 

④［サプレッション・チェ

ンバ・プール水位］ 

監視可能であればサプレ

ッション・チェンバ・プー

ル水位（常用計器）によ

り，水位を推定する。 

格納容器下部 

水位 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

格納容器下部水位の１チ

ャンネルが故障した場合

は，他チャンネルにより

推定する。 

②復水補給水系流量（格

納容器下部注水流量） 

復水補給水系流量（格納

容器下部注水流量）の注

水量により，格納容器下

部水位を推定する。 

③復水貯蔵槽水位（SA） 

水源である復水貯蔵槽水

位の変化により，格納容

器下部水位を推定する。

なお，復水貯蔵槽の補給

状況も考慮した上で注水

量を推定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉格納容器内の水位】 
原子炉格納容器の過圧破損防止を把握するために必要な設備であり，原子炉格納容器の

破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必要があることから，

適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
９．原子炉格納容器内の水素濃度 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

格納容器内 

水素濃度 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

格納容器内水素濃度の１

チャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②格納容器内水素濃度

（SA） 

格納容器内水素濃度（SA）

により推定する。 

格納容器内 

水素濃度（SA） 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

格納容器内水素濃度（SA）

の１チャンネルが故障し

た場合は，他チャンネル

により推定する。 

②格納容器内水素濃度 
格納容器内水素濃度によ

り推定する。 

 
10．原子炉格納容器内の放射線量率 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

格納容器内 

雰囲気放射線 

レベル（D/W） 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

格納容器内雰囲気放射線

レベル（D/W）の１チャン

ネルが故障した場合は，

他チャンネルにより推定

する。 

②［エリア放射線モニタ］ 

監視可能であれば，エリ

ア放射線モニタ（有効監

視パラメータ）の指示値

を用いて，原子炉格納容

器内の放射線量率を推定

する。 

格納容器内 

雰囲気放射線 

レベル（S/C） 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

格納容器内雰囲気放射線

レベル（S/C）の１チャン

ネルが故障した場合は，

他チャンネルにより推定

する。 

②［エリア放射線モニタ］ 

監視可能であれば，エリ

ア放射線モニタ（有効監

視パラメータ）の指示値

を用いて，原子炉格納容

器内の放射線量率を推定

する。 

 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉格納容器内の水素濃度】 
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備であり，原子炉格納

容器の破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必要があること

から，適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【原子炉格納容器内の放射線量率】 
燃料損傷を推定するために必要な設備であり，炉心の著しい損傷が発生するリスクが大

きい期間として，適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
11．未臨界の維持又は監視 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

起  動※８ 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※９ 

 

起動領域モニタ 

①主要パラメータの他

チャンネル 

起動領域モニタの１チ

ャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②平均出力領域モニタ 
平均出力領域モニタに

より推定する。 

③［制御棒操作監視系］ 

制御棒操作監視系（有効

監視パラメータ）により

全制御棒が挿入状態に

あることが確認できる

場合は，未臨界状態の維

持を推定する。 

運  転 

起  動 

平均出力領域 

モニタ 

①主要パラメータの他

チャンネル 

平均出力領域モニタの

１チャンネルが故障し

た場合は，他チャンネル

により推定する。 

②起動領域モニタ 
起動領域モニタにより

推定する。 

③［制御棒操作監視系］ 

制御棒操作監視系（有効

監視パラメータ）により

全制御棒が挿入状態に

あることが確認できる

場合は，未臨界状態の維

持を推定する。 

［制御棒操作 

監視系］ 

①起動領域モニタ 
起動領域モニタにより

推定する。 

②平均出力領域モニタ 
平均出力領域モニタに

より推定する。 

※８：計数領域の場合に適用する。 

※９：起動領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合は除く。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【未臨界の維持又は監視】 
制御棒又はほう酸水により原子炉が停止していることを確認するために必要な設備であ

ることから，保安規定第２７条に準じた期間とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
12．最終ヒートシンクの確保 

（１）代替循環冷却系  

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

サプレッション・

チェンバ・プール

水温度 

①主要パラメータの他

チャンネル 

サプレッション・チェン

バ・プール水温度の１チ

ャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②サプレッション・チェ

ンバ気体温度 

サプレッション・チェン

バ気体温度によりサプ

レッション・チェンバ・

プール水温度を推定す

る。 

復水補給水系 

温度（代替循環 

冷却） 

①サプレッション・チェ

ンバ・プール水温度 

熱交換器ユニットの熱

交換量評価からサプレ

ッション・チェンバ・プ

ール水温度により推定

する。 

復水補給水系 

流量（RHR A 系 

代替注水流量） 

①原子炉水位（広帯域） 

①原子炉水位（燃料域） 

①原子炉水位（SA） 

注水先の原子炉水位の

水位変化により復水補

給水系流量（RHR A 系代

替注水流量）を推定す

る。 

②原子炉圧力容器温度 

原子炉圧力容器温度に

より最終ヒートシンク

が確保されていること

を推定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【最終ヒートシンクの確保（代替循環冷却系）】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であることから，各系統・機器が

要求される原子炉の状態を対象とする。 
代替循環冷却系と同様に「運転，起動及び高温停止」とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

復水補給水系 

流量（RHR B 系 

代替注水流量） 

①復水補給水系流量（RHR A

系代替注水流量） 

①復水補給水系流量（格納

容器下部注水流量） 

①復水移送ポンプ吐出圧力 

①格納容器内圧力（S/C） 

①サプレッション・チェン

バ・プール水位 

復水移送ポンプの注

水特性から推定した

総流量より，原子炉

格納容器側への注水

量を推定する。 

②サプレッション・チェン

バ・プール水温度 

②ドライウェル雰囲気温度 

②サプレッション・チェン

バ気体温度 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水温

度，ドライウェル雰

囲気温度，サプレッ

ション・チェンバ気

体温度により，最終

ヒートシンクが確保

されていることを推

定する。 

復水補給水系 

流量（格納容器下

部注水流量） 

①復水補給水系流量（RHR B

系代替注水流量） 

①復水移送ポンプ吐出圧力 

①格納容器内圧力（S/C） 

①サプレッション・チェン

バ・プール水位 

復水移送ポンプの注

水特性から推定した

総流量より，原子炉

格納容器下部への注

水量を推定する。 

②格納容器下部水位 

注水先の格納容器下

部水位の変化により

復水補給水系流量

（格納容器下部注水

流量）を推定する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
（２）格納容器圧力逃がし装置  

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

フィルタ装置 

水位 

①主要パラメータの他

チャンネル 

フィルタ装置水位の１

チャンネルが故障した

場合は，他チャンネルに

より推定する。 

フィルタ装置 

入口圧力 

①格納容器内圧力（D/W） 

①格納容器内圧力（S/C） 

格納容器内圧力（D/W）又

は格納容器内圧力（S/C）

の傾向監視により格納

容器圧力逃がし装置の

健全性を推定する。 

フィルタ装置 

出口放射線 

モニタ 

①主要パラメータの他

チャンネル 

フィルタ装置出口放射

線モニタの１チャンネ

ルが故障した場合は，他

チャンネルにより推定

する。 

フィルタ装置 

水素濃度 

①主要パラメータの他

チャンネル 

フィルタ装置水素濃度

の１チャンネルが故障

した場合は，他チャンネ

ルにより推定する。 

②格納容器内水素濃度

（SA） 

原子炉格納容器内の水

素ガスが格納容器圧力

逃がし装置の配管内を

通過することから，格納

容器内水素濃度（SA）に

より推定する。 

フィルタ装置 

金属フィルタ 

差圧 

①主要パラメータの他

チャンネル 

フィルタ装置金属フィ

ルタ差圧の１チャンネ

ルが故障した場合は，他

チャンネルにより推定

する。 

フィルタ装置 

スクラバ水 pH 
①フィルタ装置水位 

フィルタ装置水位によ

りベントガスに含まれ

る水蒸気の凝縮による

スクラバ水の希釈状況

により推定する。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【最終ヒートシンクの確保（格納容器圧力逃がし装置）】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であることから，各系統・機器が

要求される原子炉の状態を対象とする。 
格納容器圧力逃がし装置と同様に「運転，起動及び高温停止」とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
（３）耐圧強化ベント系  

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

耐圧強化ベント系

放射線モニタ 

①主要パラメータの他

チャンネル 

耐圧強化ベント系放射

線モニタの１チャンネ

ルが故障した場合は，他

チャンネルにより推定

する。 

フィルタ装置 

水素濃度 

①格納容器内水素濃度

（SA） 

原子炉格納容器内の水

素ガスが耐圧強化ベン

ト系の配管内を通過す

ることから，格納容器内

水素濃度（SA）により推

定する。 

 
（４）残留熱除去系  

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※１０ 

 

残留熱除去系熱交

換器入口温度 

①原子炉圧力容器温度 

①サプレッション・チェ

ンバ・プール水温度 

原子炉圧力容器温度，サ

プレッション・チェン

バ・プール水温度によ

り，最終ヒートシンクが

確保されていることを

推定する。 

残留熱除去系 

熱交換器出口温度 

①残留熱除去系熱交換

器入口温度 

熱交換器ユニットの熱

交換量評価から推定す

る。 

②原子炉補機冷却水系

系統流量 

②残留熱除去系熱交換

器入口冷却水流量 

原子炉補機冷却水系系

統流量，残留熱除去系熱

交換器入口冷却水流量

により，最終ヒートシン

クが確保されているこ

とを推定する。 

残留熱除去系 

系統流量 

①残留熱除去系ポンプ

吐出圧力 

残留熱除去系ポンプの

注水特性を用いて，残留

熱除去系系統流量が確

保されていることを推

定する。 

※10：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【最終ヒートシンクの確保（耐圧強化ベント系）】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であることから，各系統・機器が

要求される原子炉の状態を対象とする。 
耐圧強化ベント系と同様に「運転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【最終ヒートシンクの確保（残留熱除去系）】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷

されている期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位

がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プー

ル代替注水系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプール

ゲートが閉の場合は，原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉

の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となっ

た場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲート

が開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」

とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
13．格納容器バイパスの監視 

（１）原子炉圧力容器内の状態  
適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

原子炉水位 

（広帯域） 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

原子炉水位（広帯域）の１

チャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②原子炉水位（SA） 
原子炉水位（SA）により推

定する。 

原子炉水位 

（燃料域） 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

原子炉水位（燃料域）の１

チャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②原子炉水位（SA） 
原子炉水位（SA）により推

定する。 

原子炉水位（SA） 
①原子炉水位（広帯域） 

①原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（広帯域），原

子炉水位（燃料域）により

推定する。 

原子炉圧力 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

原子炉圧力の１チャンネ

ルが故障した場合は，他

チャンネルにより推定す

る。 

②原子炉圧力（SA） 
原子炉圧力（SA）により推

定する。 

③原子炉水位（広帯域） 

③原子炉水位（燃料域） 

③原子炉水位（SA） 

③原子炉圧力容器温度 

飽和温度／圧力の関係を

利用して原子炉圧力容器

内の圧力を推定する。 

原子炉圧力（SA） 

①原子炉圧力 
原子炉圧力により推定す

る。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

②原子炉圧力容器温度 

飽和温度／圧力の関係を

利用して原子炉圧力容器

内の圧力を推定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【格納容器バイパスの監視（原子炉圧力容器内の状態）】 
原子炉格納容器外にて冷却材漏えい事象が発生しているか確認するために必要な設備で

あることから，格納容器バイパスが発生する可能性のある原子炉が高圧の状態である「運

転，起動及び高温停止」とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
（２）原子炉格納容器内の状態  

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

ドライウェル 

雰囲気温度 

①主要パラメータの他

チャンネル 

ドライウェル雰囲気温度

の１チャンネルが故障し

た場合は，他チャンネルに

より推定する。 

②格納容器内圧力（D/W） 

飽和温度／圧力の関係を

利用して格納容器内圧力

（D/W）によりドライウェ

ル雰囲気温度を推定する。 

格納容器内 

圧力（D/W） 

①格納容器内圧力（S/C） 
格納容器内圧力（S/C）によ

り推定する。 

②ドライウェル雰囲気

温度 

飽和温度／圧力の関係を

利用してドライウェル雰

囲気温度により格納容器

内圧力（D/W）を推定する。 

③［格納容器圧力（D/W）］ 

監視可能であれば格納容

器内圧力（D/W）（常用計器）

により，圧力を推定する。 

 
（３）原子炉建屋内の状態  

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

高圧炉心注水系

ポンプ吐出圧力 

①原子炉圧力 

①原子炉圧力（SA） 

原子炉圧力，原子炉圧力

(SA)の低下により格納容

器バイパスの発生を推定

する。 

②［エリア放射線モニ

タ］ 

エリア放射線モニタ（有効

監視パラメータ）により格

納容器バイパスの発生を

推定する。 

残留熱除去系 

ポンプ吐出圧力 

①原子炉圧力 

①原子炉圧力（SA） 

原子炉圧力，原子炉圧力

(SA)の低下により格納容

器バイパスの発生を推定

する。 

②［エリア放射線モニ

タ］ 

エリア放射線モニタ（有効

監視パラメータ）により格

納容器バイパスの発生を

推定する。 

 
 
 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【格納容器バイパスの監視（原子炉格納容器内の状態）】 
原子炉格納容器外にて冷却材漏えい事象が発生しているか確認するために必要な設備で

あることから，格納容器バイパスが発生する可能性のある原子炉が高圧の状態である「運

転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【格納容器バイパスの監視（原子炉建屋内の状態）】 
原子炉格納容器外にて冷却材漏えい事象が発生しているか確認するために必要な設備で

あることから，格納容器バイパスが発生する可能性のある原子炉が高圧の状態である「運

転，起動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
14．水源の確保 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※１１ 

 

復水貯蔵槽 

水位（SA） 

①高圧代替注水系系統流量 

①復水補給水系流量（RHR A

系代替注水流量） 

①復水補給水系流量（RHR B

系代替注水流量） 

①原子炉隔離時冷却系系統

流量 

①高圧炉心注水系系統流量 

①復水補給水系流量（格納

容器下部注水流量） 

復水貯蔵槽を水源とす

るポンプの注水量から，

復水貯蔵槽水位（SA）を

推定する。なお，復水貯

蔵槽の補給状況も考慮

した上で水位を推定す

る。 

②原子炉水位（広帯域） 

②原子炉水位（燃料域） 

②原子炉水位（SA） 

②復水移送ポンプ吐出圧力 

注水先の原子炉水位の

水位変化により復水貯

蔵槽水位（SA）を推定す

る。なお，復水貯蔵槽の

補給状況も考慮した上

で水位を推定する。 

復水移送ポンプが正常

に動作していることを

把握することにより，水

源である復水貯蔵槽水

位が確保されているこ

とを推定する。 

③［復水貯蔵槽水位］ 監視可能であれば復水

貯蔵槽水位（常用計器）

により，水位を推定す

る。 

※11：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【水源の確保】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷

されている期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位

がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プー

ル代替注水系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプール

ゲートが閉の場合は，原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉

の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となっ

た場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲート

が開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」

とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ・プ

ール水位 

①復水補給水系流量（RHR 

A 系代替注水流量） 

①復水補給水系流量（RHR 

B 系代替注水流量） 

①残留熱除去系系統流量 

サプレッション・チェン

バの水位容量曲線を用い

て，原子炉格納容器へ注

水する復水補給水系流量

（RHR B 系代替注水流量）

と経過時間より算出した

注水量から推定する。 

また，サプレッション・チ

ェンバの水位容量曲線を

用いて，サプレッション・

チェンバ・プール水から

原子炉圧力容器へ注水す

る復水補給水系流量（RHR 

A 系代替注水流量）又は残

留熱除去系系統流量と経

過時間より算出した注水

量から推定する。 

②復水移送ポンプ吐出圧

力 

②残留熱除去系ポンプ吐

出圧力 

復水移送ポンプ，残留熱

除去系ポンプが正常に動

作していることを把握す

ることにより，水源であ

るサプレッション・チェ

ンバ・プール水位が確保

されていることを推定す

る。 

③［サプレッション・チェ

ンバ・プール水位］ 

監視可能であればサプレ

ッション・チェンバ・プー

ル水位（常用計器）によ

り，水位を推定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【水源の確保】 
各設備が機能していることを確認するために必要な設備であることから，各系統・機器が

要求される原子炉の状態を対象とする。 
保安規定第４６条（サプレッションプールの水位）で要求される期間と同様に「運転，起

動及び高温停止」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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15．原子炉建屋内の水素濃度 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※１２ 

原子炉建屋 

水素濃度※１３ 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

原子炉建屋水素濃度の１

チャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②静的触媒式水素再結合 

器動作監視装置※１４ 

静的触媒式水素再結合器 

動作監視装置（静的触媒

式水素再結合器入口／出

口の差温度により水素濃

度を推定）により推定す

る。 

※12：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※13：「６６－８－２ 原子炉建屋内の水素濃度監視」において運転上の制限等を定める。 

※14：１チャンネルとは１個の静的触媒式水素再結合器の出入口に設置している２個の静的 

触媒式水素再結合器動作監視装置をいう。 

 
16．原子炉格納容器内の酸素濃度 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

運  転 

起  動 

高温停止 

格納容器内 

酸素濃度 

①主要パラメータの他チ

ャンネル 

格納容器内酸素濃度の１

チャンネルが故障した場

合は，他チャンネルによ

り推定する。 

②格納容器内雰囲気放射

線レベル（D/W） 

②格納容器内雰囲気放射

線レベル（S/C） 

②格納容器内圧力（D/W） 

②格納容器内圧力（S/C） 

格納容器内雰囲気放射線

レベル（D/W）又は格納容

器内雰囲気放射線レベル

（S/C）にて炉心損傷を判

断した後，初期酸素濃度

と保守的な G 値を入力と

した評価結果（解析結果）

により格納容器内酸素濃

度を推定する。 

事故後の原子炉格納容器

内への空気（酸素）の流入

有無を把握し，水素燃焼

の可能性を推定する。 

 
 
 
 

 
④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
【原子炉建屋内の水素濃度】 
水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設備であり，原子炉内に燃料

が装荷されている期間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵されている期間を

機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバーフロー水

位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水系にて注

水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合は，

原子炉への注水が不要となるため除くこととし，適用される原子炉の状態は「運転，起動，

高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）

原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉

内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【原子炉格納容器内の酸素濃度】 
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備であり，原子炉格納

容器の破損が発生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必要があること

から，適用される原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。 
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17．使用済燃料プールの監視※１５ 

適用される 

原子炉の状態④ 

主要パラメータ 代替パラメータ 

要素 要素 推定方法 

使用済燃料プー

ルに照射された

燃料を貯蔵して

いる期間 

使用済燃料貯蔵 

プール水位・ 

温度（SA広域） 

①使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA）により，水

位・温度を推定する。 

②使用済燃料貯蔵プー

ル放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール放

射線モニタ（高レンジ・低

レンジ）にて，使用済燃料

プールの水位を推定する。 

③使用済燃料貯蔵プー

ル監視カメラ 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラにより，使用済燃

料プールの状態を監視す

る。 

使用済燃料貯蔵 

プール水位・ 

温度（SA） 

①使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度（SA広域） 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA広域）により，

水位・温度を推定する。 

②使用済燃料貯蔵プー

ル放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール放

射線モニタ（高レンジ・低

レンジ）にて使用済燃料プ

ールの水位を推定する。 

③使用済燃料貯蔵プー

ル監視カメラ 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラにより，使用済燃

料プールの状態を監視す

る。 

使用済燃料貯蔵

プール放射線 

モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

①使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度（SA広域） 

①使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度(SA 広域)，(SA)に

て水位を測定した後，水位

と放射線量率の関係によ

り放射線量率を推定する。 

②使用済燃料貯蔵プー

ル監視カメラ 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラにより，使用済燃

料プールの状態を監視す

る。 

使用済燃料貯蔵

プール監視カメ

ラ(使用済燃料

貯蔵プール監視

カメラ用空冷装

置を含む) 

①使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度（SA広域） 

①使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度（SA） 

①使用済燃料貯蔵プー

ル放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度，使用済燃料貯蔵

プール放射線モニタにて，

使用済燃料プールの状態

を推定する。 

※15：「６６－９－３ 使用済燃料プール監視設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

 
 

④ 各計器が要求される原子炉の状態を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
【使用済燃料プールの監視】 
使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷の冷却状況，放射線の遮蔽状況及び臨界の

防止状況を把握するために必要な設備であり，使用済燃料プールに燃料を貯蔵している

期間を機能維持期間として適用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「使

用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間」とする。 
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（２）確認事項 

項 目 ⑤ 頻 度 担当 

１．動作不能でないことを指示により確認する。 １ヶ月に１回 当直長 

２．チャンネル校正を実施する。 定事検停止時 計測制御ＧＭ 

 
 
 
 
 
 
（３）要求される措置 ⑥ 

条 件  要求される措置 完了時間 

Ａ.主要パラメータを計測 

する計器すべてが動作

不能である場合 

Ａ１.当直長は，代替パラメータが動作可能であるこ

とを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，当該計器が故障状態であることが

運転員に明確に分かるような措置を講じる。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該計器を動作可能な状態に復旧

する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

３０日間 

Ｂ.代替パラメータを計測 

する計器すべてが動作 

不能である場合 

Ｂ１． 当直長は，主要パラメータが動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，当該計器が故障状態であることが

運転員に明確に分かるような措置を講じる。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該計器を動作可能な状態に復旧

する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

３０日間 

Ｃ.１つの機能を確認する 

すべての計器が動作不 

能である場合 

Ｃ１．当直長は，当該機能の主要パラメータ又は代

替パラメータを１手段以上動作可能な状態に

復旧する。 

３日間 

Ｄ.運転，起動又は高温停 

止において条件Ａ，Ｂ 

又はＣの措置を完了時 

間内に達成できない場 

合 

Ｄ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｄ２．当直長は，冷温停止にする 

２４時間 

 

３６時間 

Ｅ.冷温停止，燃料交換に 

おいて条件Ａ，Ｂ又は 

Ｃの措置を完了時間以 

内に達成できない場合 

Ｅ１．当直長は，当該計器を動作可能な状態に復旧

する措置を開始する。 

速やかに 

 

 
⑤ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２） 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する） 

項目２が該当。 
定事検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施し，確認事項は，保安規定第２７条（計

測及び制御設備）の各チャンネルと同様，チャンネル校正を行う。 
 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目１が該当。 
通常運転中の確認事項は，指示値により動作不能でないことの確認（振切れや他の計

器との差異の有無等の確認）を行う。 
頻度は，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ月に１回とす

る。 
 
⑥ 運転上の制限を満足していない場合の条件及び措置を記載する。（保安規定変更に係る基

本方針４．３（２），（３），添付－３） 
 
計装設備は，１Ｎ要求設備であるため，主要パラメータを計測する計器，代替パラメータ

を計測する計器又はその両方が動作不能となった場合を条件として記載する。 
 
Ａ１．主要パラメータを計測する計器が動作不能となった場合は，主要パラメータを代替

するパラメータ（代替パラメータ）を計測する計器が動作可能であることを“速や

かに”確認する。 
 
Ａ２．動作不能となった当該計器が故障状態であることが運転員に明確に分かるような

措置を“速やかに”講じる（事故時計装における所要チャンネル数を満足できない

場合の措置を準用）。 
 
Ａ３．動作不能となった当該計器を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，重大事故等

対処設備のＡＯＴ上限である「３０日間」とする。なお，この間，代替パラメータ

による監視により主要パラメータの推定は可能である。 
 
Ｂ１．代替パラメータを計測する計器が動作不能となった場合は，主要パラメータを計測

する計器が動作可能であることを“速やかに”確認する。 
 
Ｂ２．動作不能となった当該計器が故障状態であることが運転員に明確に分かるような

措置を“速やかに”講じる（事故時計装における所要チャンネル数を満足できない

場合の措置を準用。） 
 
Ｂ３．動作不能となった当該計器を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，重大事故等

対処設備のＡＯＴ上限である「３０日間」とする。なお，この間，主要パラメータ

が動作可能であれば重大事故等時の対応は可能である。 
 
Ｃ１．主要パラメータを計測する計器及び代替パラメータを計測する計器がともに動作

不能になった場合，いずれかの計器を復旧させる。完了時間は，主要パラメータを
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監視する機能が全喪失となることから「３日間」とする。 

 
Ｄ１．，Ｄ２．既保安規定と同様の設定とする。 
 
Ｅ１．当該計器を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
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第 6.4－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 

 

(1) 原子炉圧力容器温度 

個  数    2 

計測範囲    0～350℃ 

(2) 原子炉圧力 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    0～10MPa[gage] 

(3) 原子炉圧力（SA） 

個  数    1 

計測範囲    0～11MPa[gage] 

(4) 原子炉水位（広帯域） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    -3,200～3,500mm *1 

(5) 原子炉水位（燃料域） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    2 

計測範囲    -4,000～1,300mm *2 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
所要数・必要容量
関連箇所を赤枠にて示す 
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(6) 原子炉水位（SA） 

個  数    1 

1 

計測範囲    -3,200～3,500mm *1 

-8,000～3,500mm *1 

(7) 高圧代替注水系系統流量 

個  数    1 

計測範囲    0～300m3/h 

(8) 原子炉隔離時冷却系系統流量 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    1 

計測範囲    0～300m3/h 

(9) 高圧炉心注水系系統流量 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    2 

計測範囲    0～1,000m3/h 

(10)復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量） 

個  数    1 

計測範囲    6 号炉  0～200m3/h 

7 号炉  0～150m3/h 

(11)復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量） 

個  数    1 

計測範囲    0～350m3/h 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(12)残留熱除去系系統流量 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    0～1,500m3/h 

(13)復水補給水系流量（格納容器下部注水流量） 

個  数    1 

計測範囲    6 号炉  0～150m3/h 

7 号炉  0～100m3/h 

(14)ドライウェル雰囲気温度 

個  数    2 

計測範囲    0～300℃ 

(15)サプレッション・チェンバ気体温度 

個  数    1 

計測範囲    0～300℃ 

(16)サプレッション・チェンバ・プール水温度 

個  数    3 

計測範囲    0～200℃ 

(17)格納容器内圧力（D/W） 

個  数    1 

計測範囲    0～1,000kPa[abs] 

(18)格納容器内圧力（S/C） 

個  数    1 

計測範囲    0～980.7kPa[abs] 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(19)サプレッション・チェンバ・プール水位 

個  数    1 

計測範囲    -6～11m（T.M.S.L.-7,150～+9,850mm）*3 

(20)格納容器下部水位 

個  数    3 

計測範囲    +1m，+2m，+3m（T.M.S.L.-5,600mm，-4,600mm， 

-3,600mm）*3 

(21)格納容器内水素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数    2 

計測範囲    6 号炉  0～30vol% 

7 号炉  0～20vol%／0～100vol% 

(22)格納容器内水素濃度（SA） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数    2 

計測範囲    0～100vol% 

(23)格納容器内雰囲気放射線レベル（D/W） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様に記載

する。 

(24)格納容器内雰囲気放射線レベル（S/C） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様に記載

する。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(25)起動領域モニタ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉核計装 

個  数    10 

計測範囲    10-1～106s-1（1.0×103～1.0×109cm-2・s-1） 

0～40%又は0～125%（1.0×108～2.0×1013cm-2・s-1） 

(26)平均出力領域モニタ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉核計装 

個  数    4*4 

計測範囲    0～125%（1.2×1012～2.8×1014cm-2・s-1） 

(27)復水補給水系温度（代替循環冷却） 

個  数    1 

計測範囲    0～200℃ 

(28)フィルタ装置水位 

個  数    2 

計測範囲    0～6,000mm 

(29)フィルタ装置入口圧力 

個  数    1 

計測範囲    0～1MPa[gage] 

(30)フィルタ装置出口放射線モニタ 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様に記載

する。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(31)フィルタ装置水素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数    2 

計測範囲    0～100vol% 

(32)フィルタ装置金属フィルタ差圧 

個  数    2 

計測範囲    0～50kPa 

(33)フィルタ装置スクラバ水 pH 

個  数    1 

計測範囲    pH0～14 

(34)耐圧強化ベント系放射線モニタ 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様に記載

する。 

(35)残留熱除去系熱交換器入口温度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    0～300℃ 

(36)残留熱除去系熱交換器出口温度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    0～300℃ 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(37)原子炉補機冷却水系系統流量 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    6 号炉  区分Ⅰ，Ⅱ 0～4,000m3/h 

区分Ⅲ   0～3,000m3/h 

7 号炉  区分Ⅰ，Ⅱ 0～3,000m3/h 

区分Ⅲ   0～2,000m3/h 

(38)残留熱除去系熱交換器入口冷却水流量 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    6 号炉  0～2,000m3/h 

7 号炉  0～1,500m3/h 

(39)高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    2 

計測範囲    0～12MPa[gage] 

(40)残留熱除去系ポンプ吐出圧力 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数    3 

計測範囲    0～3.5MPa[gage] 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(41)復水貯蔵槽水位（SA） 

個  数    1 

計測範囲    6 号炉  0～16m 

7 号炉  0～17m 

(42)復水移送ポンプ吐出圧力 

個  数    3 

計測範囲    0～2MPa[gage] 

(43)原子炉建屋水素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

個  数    8 

計測範囲    0～20vol% 

(44)静的触媒式水素再結合器 動作監視装置 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

個  数    4 

計測範囲    0～300℃ 

(45)格納容器内酸素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数    2 

計測範囲    6 号炉  0～30vol% 

7 号炉  0～10vol%／0～30vol% 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(46)使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様

に記載する。 

(47)使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様

に記載する。 

(48)使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様に記載

する。 

(49)使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯蔵プール監視カメラ

用空冷装置を含む） 

第 4.3－1 表 使用済燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様

に記載する。 

(50)安全パラメータ表示システム（SPDS） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必要な設備（常設）の主要機器

仕様に記載する。 

*1：基準点は蒸気乾燥器スカート下端（原子炉圧力容器零レベルより

1,224cm） 

*2：基準点は有効燃料棒頂部（原子炉圧力容器零レベルより 905cm） 

*3：T.M.S.L.＝東京湾平均海面 

*4：局部出力領域モニタの検出器は 208 個であり，平均出力領域モニタ

の各チャンネルには，52 個ずつの信号が入力される。 

 

 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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c. 可搬型スプレイヘッダ（6号及び 7号炉共用） 

数  量    1（予備 1） 

d. 常設スプレイヘッダ 

数  量    1 

(2) 原子炉建屋放水設備 

a. 大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（6号及び 7号炉共用） 

第 9.7－1 表 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備の

主要機器仕様に記載する。 

b. 放水砲（6号及び 7号炉共用） 

第 9.7－1 表 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備の

主要機器仕様に記載する。 

(3) 使用済燃料プール監視設備 

a. 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

個  数    1（検出点 14 箇所） 

計測範囲    水位 6 号炉  T.M.S.L. 20,180～31,170mm 

   7 号炉  T.M.S.L. 20,180～31,123mm 

温度 0～150℃ 

b. 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

個  数    1（検出点 8箇所） 

計測範囲    水位 6 号炉  T.M.S.L. 23,420～30,420mm 

   7 号炉  T.M.S.L. 23,373～30,373mm 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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温度 0～150℃ 

c. 使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故等時）の主要機器仕様に記

載する。 

d. 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯蔵プール監視カメ

ラ用空冷装置を含む。） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

個  数    1 

(4) 燃料プール冷却浄化系 

a. ポンプ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・燃料プール冷却浄化系 

台  数    1（予備 1※1） 

容  量    約 250m3/h/台 

全 揚 程    約 80m 

※1 6 号炉は代替循環冷却系と同時に使用する

場合を除く。 

b. 熱交換器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・燃料プール冷却浄化系 

基  数    1（予備 1※2） 

伝熱容量    約 1.9MW 

※2 代替循環冷却系と同時に使用する場合を除

く。 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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(2) プロセス放射線モニタリング設備 

a. 格納容器雰囲気放射線モニタ（D/W） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

・放射線管理設備（通常運転時等） 

個  数    2 

計測範囲    10-2～105Sv/h 

b. 格納容器雰囲気放射線モニタ（S/C） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

・放射線管理設備（通常運転時等） 

個  数    2 

計測範囲    10-2～105Sv/h 

c. フィルタ装置出口放射線モニタ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数    2 

計測範囲    10-2～105mSv/h 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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d. 耐圧強化ベント系放射線モニタ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数    2 

計測範囲    10-2～105mSv/h 

(3) エリア放射線モニタリング設備 

a. 使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・使用済燃料プールの冷却等のための設備 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

高レンジ 

個  数    1 

計測範囲    101～108mSv/h 

低レンジ 

個  数    1 

計測範囲    6 号炉  10-2～105mSv/h 

7 号炉  10-3～104mSv/h 

b. 可搬型エリアモニタ（対策本部）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

種  類    半導体 

計測範囲    0.001～99.9mSv/h 

個  数    1（予備 1※1） 

※1 可搬型エリアモニタ（待機場所）と一部 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八
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第 5.1－1 表 重大事故等対策における手順書の概要（15/19） 

1.15 事故時の計装に関する手順等 

方
針
目
的 

重大事故等が発生し，計測機器の故障により，当該重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータを計測することが困難となった場合において，当該パラメータを推定するために

有効な情報を把握するため，計器故障時の対応，計器の計測範囲を超えた場合への対応，計器電源

喪失時の対応，計測結果を記録する手順等を整備する。 

パ
ラ
メ
ー
タ
の
選
定
及
び
分
類 

重大事故等に対処するために監視することが必要となるパラメータを技術的能力に係る審査基準

1.1～1.15 の手順着手の判断基準及び操作手順に用いるパラメータ並びに有効性評価の判断及び確

認に用いるパラメータから抽出し，これを抽出パラメータとする。 

抽出パラメータのうち，炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成功させるために把握

することが必要な発電用原子炉施設の状態を直接監視するパラメータを主要パラメータとする。 

また，計器の故障，計器の計測範囲（把握能力）の超過及び計器電源の喪失により，主要パラメ

ータを計測することが困難となった場合において，主要パラメータの推定に必要なパラメータを代

替パラメータとする。 

一方，抽出パラメータのうち，発電用原子炉施設の状態を直接監視することはできないが，電源

設備の受電状態，重大事故等対処設備の運転状態及びその他の設備の運転状態により発電用原子炉

施設の状態を補助的に監視するパラメータを補助パラメータとする。 

 

主要パラメータは，以下のとおり分類する。 

・重要監視パラメータ 

主要パラメータのうち，耐震性，耐環境性を有し，重大事故等対処設備としての要求事項を

満たした計器を少なくとも 1つ以上有するパラメータをいう。 

・有効監視パラメータ 

主要パラメータのうち，自主対策設備の計器のみで計測されるが，計測することが困難とな

った場合にその代替パラメータが重大事故等対処設備としての要求事項を満たした計器で計

測されるパラメータをいう。 

代替パラメータは，以下のとおり分類する。 

・重要代替監視パラメータ 

主要パラメータの代替パラメータを計測する計器が重大事故等対処設備としての要求事項

を満たした計器を少なくとも 1つ以上有するパラメータをいう。 

・有効監視パラメータ 

主要パラメータの代替パラメータが自主対策設備の計器のみで計測されるパラメータをい

う。 

 

 

  

添付-2-(2)　設置変更許可申請書　添付十所要数，必要容量
関連箇所を赤枠にて示す

有効監視パラメータ等に関する記載

66-13-1　41/53

335

t0778977
四角形

t0778977
四角形

t0755603
ハイライト表示

t0755603
ハイライト表示

T1260165
四角形

T1260165
四角形



 10－5－120（その2） 8 

対
応
手
段
等 

監
視
機
能
喪
失
時 

計
器
故
障
時 

他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に

よ
る
計
測 

主要パラメータを計測する多重化された重要計器が，計器の故障により計

測することが困難となった場合において，他チャンネルの重要計器により計

測できる場合は，当該計器を用いて計測を行う。 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
推
定 

主要パラメータを計測する計器の故障により主要パラメータの監視機能が

喪失した場合は，代替パラメータにより主要パラメータを推定する。 

推定に当たり，使用する計器が複数ある場合は，代替パラメータと主要パ

ラメータの関連性，検出器の種類，使用環境条件，計測される値の不確かさ

等を考慮し，使用するパラメータの優先順位をあらかじめ定める。 

代替パラメータによる主要パラメータの推定は，以下の方法で行う。 

・同一物理量（温度，圧力，水位，放射線量率，水素濃度及び中性子束）

により推定 

・水位を注水源若しくは注水先の水位変化又は注水量及び吐出圧力により

推定 

・流量を注水源又は注水先の水位変化を監視することにより推定 

・除熱状態を温度，圧力，流量等の傾向監視により推定 

・必要な pH が確保されていることを，フィルタ装置水位の水位変化によ

り推定 

・圧力又は温度を水の飽和状態の関係により推定 

・注水量を注水先の圧力から注水特性の関係により推定 

・原子炉格納容器内の水位を格納容器内圧力(D/W)と格納容器内圧力(S/C)

の差圧により推定 

・未臨界状態の維持を制御棒の挿入状態により推定 

・酸素濃度をあらかじめ評価したパラメータの相関関係により推定 

・水素濃度を装置の作動状況により推定 

・エリア放射線モニタの傾向監視により格納容器バイパス事象が発生した

ことを推定 

・原子炉格納容器への空気（酸素）の流入の有無を原子炉格納容器内圧力

により推定 

・使用済燃料プールの状態を同一物理量(温度及び水位)，あらかじめ評価

した水位と放射線量率の相関関係及びカメラによる監視により，使用済

燃料プールの水位又は必要な水遮蔽が確保されていることを推定 

・原子炉圧力容器内の圧力と原子炉格納容器内の圧力（S/C）の差圧によ

り原子炉圧力容器の満水状態を推定 

添付-2-(2)　設置変更許可申請書　添付十

66-13-1　42/53

336

t0778977
四角形
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主
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タ
の
推
定
 

 

8－6－163 8 

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 温 度 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
原
子
炉
圧
力
 

②
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

③
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 

①
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ

る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
よ
り
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
温
度
を
推
定

す
る
。
 

 
ま
た
，
ス
ク
ラ
ム
後
，
原
子
炉
水
位
が
有
効
燃
料
棒
頂
部
に
到
達
す
る
ま
で
の
経
過
時
間
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
を

推
定
す
る
。
 

③
残
留
熱
除
去
系
が
運
転
状
態
で
あ
れ
ば
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 圧 力 

原
子
炉
圧
力
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

③
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

③
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

③
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

③
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
原
子
炉
圧
力
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

③
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
よ
り
飽
和
温

度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

①
原
子
炉
圧
力
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
よ
り
飽
和
温

度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
直
接
計
測
す
る
原
子
炉
圧
力
を
優
先
す
る
。
 

 
 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1
同等な機能を有することの説明
関連箇所を赤枠にて示す 

66-13-1　43/53
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t1260165
四角形
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四角形
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 水 位 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

③
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
 

③
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
 

③
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
 

③
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
 

③
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
 

③
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
 

④
原
子
炉
圧
力
 

④
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

④
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り

推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
（
S
A
）
に
よ

り
推
定
す
る
。
 

③
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
），
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 B
系
代

替
注
水
流
量
）
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
，
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
，
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
の
う
ち

機
器
動
作
状
態
に
あ
る
流
量
よ
り
，
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
変
化
量
を
考
慮
し
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
を
推

定
す
る
。
 

④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
に
よ
り
主
蒸
気
配
管
よ
り
上
ま
で
注
水
し
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
と
格
納
容

器
内
圧
力
（
S/
C）
の
差
圧
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
の
満
水
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
 

②
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
 

②
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
 

②
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
 

②
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
 

②
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
 

③
原
子
炉
圧
力
 

③
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

③
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
原
子
炉
水
位
（
SA
）
の
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料

域
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
），
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 B
系
代

替
注
水
流
量
）
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
，
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
，
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
の
う
ち

機
器
動
作
状
態
に
あ
る
流
量
よ
り
，
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
変
化
量
を
考
慮
し
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
を
推

定
す
る
。
 

③
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
に
よ
り
主
蒸
気
配
管
よ
り
上
ま
で
注
水
し
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
と
格
納
容

器
内
圧
力
（
S/
C）
の
差
圧
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
の
満
水
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
を
直
接
計
測
す
る
原
子
炉
水
位
を
優
先
す
る
。
 

  
 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1
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四角形
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 圧 力 容 器 へ の 注 水 量 

高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
 

①
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
の
変
化
に
よ

り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 
A
系
代

替
注
水
流
量
）
＊
 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 
B
系
代

替
注
水
流
量
）
 

 ＊
代
替
循
環
冷
却
系
運
転
時
は
「
最
終
ヒ

ー
ト
シ
ン
ク
の
確
保
」
を
参
照
 

①
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
），
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可

能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵

槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
復
水
補
給
水
系
流
量
（
R
HR
 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
，
復
水
補
給
水
系
流
量

（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
 

①
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
の
変
化

に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
 

①
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
の
変
化
に
よ

り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル

水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 格 納 容 器 へ の

注 水 量 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 
B
系
代

替
注
水
流
量
）
＊
 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下

部
注
水
流
量
）
＊
 

 ＊
代
替
循
環
冷
却
系
運
転
時
は
「
最
終
ヒ

ー
ト
シ
ン
ク
の
確
保
」
を
参
照
 

①
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

②
格
納
容
器
下
部
水
位
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
），
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可

能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵

槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
又
は
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
よ
り
格
納
容
器
へ
の
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
格
納
容
器
下
部
水
位
の
変
化
に
よ
り
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 温 度 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

③
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
格
納
容
器
内

圧
力
（
D/
W）
に
よ
り
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
を
推
定
す
る
。
 

③
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
に
よ
り
，
上
記
②
と
同
様
に
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体

温
度
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

③
[サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
]＊
2  

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー

ル
水
温
度
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
を
推
定
す
る
。
 

②
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
格
納
容
器
内
圧
力
（
S
/C
）
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
を

推
定
す
る
。
 

③
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
温
度
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
に
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
を
優
先
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・

プ
ー
ル
水
温
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定

す
る
。
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

気
体
温
度
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 圧 力 

格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
 

③
[格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
]
＊
2  

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W
）
の
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C
）
に
よ
り
推
定
す

る
。
 

②
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
に
よ
り
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
を
推
定
す
る
。
 

③
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
真
空
破
壊
装
置
，
連
通
孔
及
び
ベ
ン
ト
管
を
介
し
て
均
圧
さ
れ
る
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
 

③
[格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
]
＊
2  

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C
）
の
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W
）
に
よ
り
推
定
す

る
。
 

②
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
に
よ
り
格
納
容
器
内
圧
力
（
S
/C
）
を

推
定
す
る
。
 

③
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
真
空
破
壊
装
置
，
連
通
孔
及
び
ベ
ン
ト
管
を
介
し
て
均
圧
さ
れ
る
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
を
優
先
す
る
。
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 水 位 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・

プ
ー
ル
水
位
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
 

②
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

③
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

③
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

④
[サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
]＊
2  

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系

代
替
注
水
流
量
）
の
注
水
量
に
よ
り
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
を
推
定
す
る
。
 

②
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
の
変
化
に
よ
り
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
を
推
定
す
る
。
な
お
，

復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

（
上
記
①
，
②
の
推
定
方
法
は
，
注
水
量
及
び
水
源
の
水
位
変
化
か
ら
算
出
し
た
水
量
が
全
て
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
へ
移
行
す
る
場
合
を
想
定
し
て
お
り
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
の
計
測
目
的
（
ウ
ェ
ッ
ト
ウ

ェ
ル
ベ
ン
ト
の
操
作
可
否
判
断
（
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
高
さ
-1
m
：
9.
1m
）
を
把
握
す
る
こ
と
）
か
ら
考
え
る
と
保
守
的
な
評

価
と
な
る
こ
と
か
ら
問
題
な
い
。
）
 

③
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W
）
と
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
の
差
圧
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位

を
推
定
す
る
。
 

④
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
水
位
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
注
水
先
に
近
い
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
下
部
水
位
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
 

③
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

①
格
納
容
器
下
部
水
位
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
格
納
容
器
下
部
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
の
注
水

量
に
よ
り
，
格
納
容
器
下
部
水
位
を
推
定
す
る
。
 

③
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
の
変
化
に
よ
り
，
格
納
容
器
下
部
水
位
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況

も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の

水 素 濃 度 

格
納
容
器
内
水
素
濃
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
 

①
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
 
①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
 

①
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 

放 射 線 量 率 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル

（
D/
W）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
[エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
]＊
2  

①
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
（
D/
W
）
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す

る
。
 

②
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
，
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
の
指
示
値
を
用
い
て
，
原
子
炉
格
納
容
器
内

の
放
射
線
量
率
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル

（
S/
C）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
[エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
]＊
2  

①
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
（
S/
C
）
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す

る
。
 

②
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
，
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
の
指
示
値
を
用
い
て
，
原
子
炉
格
納
容
器
内

の
放
射
線
量
率
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

未 臨 界 の 維 持 又 は 監 視 

起
動
領
域
モ
ニ
タ
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
 

③
[制
御
棒
操
作
監
視
系
]＊
2  

①
起
動
領
域
モ
ニ
タ
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
起
動
領
域
モ
ニ
タ
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

③
制
御
棒
操
作
監
視
系
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
に
よ
り
全
制
御
棒
が
挿
入
状
態
に
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
場
合
は
，

未
臨
界
状
態
の
維
持
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
起
動
領
域
モ
ニ
タ
 

③
[制
御
棒
操
作
監
視
系
]＊
2  

①
平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
起
動
領
域
モ
ニ
タ
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

③
制
御
棒
操
作
監
視
系
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
に
よ
り
全
制
御
棒
が
挿
入
状
態
に
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
場
合
は
，

未
臨
界
状
態
の
維
持
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

[制
御
棒
操
作
監
視
系
]＊
2  

①
起
動
領
域
モ
ニ
タ
 

②
平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
 

①
制
御
棒
操
作
監
視
系
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
起
動
領
域
モ
ニ
タ
に
よ
り
推
定

す
る
。
 

②
平
均
出
力
領
域
モ
ニ
タ
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
低
出
力
領
域
を
監
視
す
る
起
動
領
域
モ
ニ
タ
を
優
先
す
る
。
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保 

代 替 循 環 冷 却 系 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・

プ
ー
ル
水
温
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定

す
る
。
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

気
体
温
度
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

復
水
補
給
水
系
温
度
（
代
替
循
環
冷

却
）
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
 
①
復
水
補
給
水
系
温
度
（
代
替
循
環
冷
却
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
熱
交
換
器
ユ
ニ
ッ
ト
の
熱
交
換
量
評
価

か
ら
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 
A
系
代

替
注
水
流
量
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水

位
変
化
に
よ
り
復
水
補
給
水
系
流
量
（
R
HR
 A
系
代
替
注
水
流
量
）
を
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
を
優
先
す
る
。
 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R
 
B
系
代

替
注
水
流
量
）
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
 

①
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
側
の
流
量

計
で
あ
る
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
又
は
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
側
の
流
量
計
で
あ
る
復
水
補

給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
と
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C
）
，
サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
か
ら
復
水
移
送
ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
か
ら
推
定
し
た
総
流
量
よ
り
，
原
子
炉
格
納
容
器

側
へ
の
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
代
替
循
環
冷
却
系
に
よ
る
冷
却
に
お
い
て
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な

っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
気
体
温
度
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
），
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
），
復
水

移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
を
優
先
す
る
。
 

復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下

部
注
水
流
量
）
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
 

①
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
 

②
格
納
容
器
下
部
水
位
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
格
納
容
器
側
の
流
量

計
で
あ
る
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
と
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
，
格
納
容
器
内
圧
力

（
S/
C
）
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
か
ら
復
水
移
送
ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
か
ら
推
定
し
た
総
流
量
よ

り
，
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水
量
を
推
定
す
る
。
 

②
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
注
水
先
の
格
納
容
器
下
部
水

位
の
変
化
に
よ
り
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
，
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
S
/C
）
，

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
を
優
先
す
る
。
 

 
 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1

66-13-1　49/53

343

t0778977
四角形



（
つ
づ
き
）
 

 

8－6－170 8 

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保 

格 納 容 器 圧 力 逃 が し 装 置 

フ
ィ
ル
タ
装
置
水
位
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
位
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

フ
ィ
ル
タ
装
置
入
口
圧
力
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
入
口
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W
）
又
は
格
納
容
器
内
圧
力

（
S/
C）
の
傾
向
監
視
に
よ
り
格
納
容
器
圧
力
逃
が
し
装
置
の
健
全
性
を
推
定
す
る
。
 

フ
ィ
ル
タ
装
置
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ
 
①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

フ
ィ
ル
タ
装
置
水
素
濃
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
素
濃
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
ガ
ス
が
格
納
容
器
圧
力
逃

が
し
装
置
の
配
管
内
を
通
過
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

フ
ィ
ル
タ
装
置
金
属
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 
①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
金
属
フ
ィ
ル
タ
差
圧
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

フ
ィ
ル
タ
装
置
ス
ク
ラ
バ
水
pH
 
①
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
位
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
ス
ク
ラ
バ
水
pH
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
位
に
よ
り
ベ
ン
ト
ガ
ス
に
含

ま
れ
る
水
蒸
気
の
凝
縮
に
よ
る
ス
ク
ラ
バ
水
の
希
釈
状
況
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

耐 圧 強 化 ベ ン ト 系 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
系
放
射
線
モ
ニ
タ
 
①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

①
耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
系
放
射
線
モ
ニ
タ
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

フ
ィ
ル
タ
装
置
水
素
濃
度
 

①
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
 

①
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
ガ
ス
が
耐
圧
強
化
ベ
ン
ト

系
の
配
管
内
を
通
過
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
内
水
素
濃
度
（
SA
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

残 留 熱 除 去 系 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 
①
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温
度
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 

②
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
系
統
流
量
 

②
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
冷
却
水
流
量
 

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
熱
交
換
器
ユ
ニ
ッ
ト
の
熱
交
換
量
評
価
か
ら

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
系
統
流
量
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
冷
却
水
流
量
に
よ
り
，
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保

さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
を
優
先
す
る
。
 

残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
 

①
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

①
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
か
ら
残
留
熱
除
去
系

ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
を
用
い
て
，
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

格 納 容 器 バ イ パ ス の 監 視 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 状 態 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り

推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
（
S
A
）
に
よ

り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
SA
）
の
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料

域
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

原
子
炉
圧
力
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

③
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

③
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

③
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

③
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
原
子
炉
圧
力
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

③
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
よ
り
飽
和
温

度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

①
原
子
炉
圧
力
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
 

①
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
よ
り
飽
和
温

度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
直
接
計
測
す
る
原
子
炉
圧
力
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 状 態 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
格
納
容
器
内

圧
力
（
D/
W）
に
よ
り
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
 

③
[格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
]
＊
2  

①
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W
）
の
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C
）
に
よ
り
推
定
す

る
。
 

②
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
雰
囲
気
温
度
に
よ
り
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
を
推
定
す
る
。
 

③
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
圧
力
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
真
空
破
壊
装
置
，
連
通
孔
及
び
ベ
ン
ト
管
を
介
し
て
均
圧
さ
れ
る
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 建 屋 内 の 状 態 

高
圧
炉
心
注
水
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

①
原
子
炉
圧
力
 

①
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

②
[エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
]＊
2  

①
高
圧
炉
心
注
水
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
(S
A)
の
低
下
に

よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。
 

②
高
圧
炉
心
注
水
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ

ー
タ
）
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

①
原
子
炉
圧
力
 

①
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
 

②
[エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
]＊
2  

①
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
(S
A)
の
低
下
に
よ

り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。
 

②
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー

タ
）
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

水 源 の 確 保 

復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
 

①
高
圧
代
替
注
水
系
系
統
流
量
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
 

①
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
系
統
流
量
 

①
高
圧
炉
心
注
水
系
系
統
流
量
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
格
納
容
器
下
部
注
水
流
量
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
SA
）
 

②
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

③
[復
水
貯
蔵
槽
水
位
]＊
2  

①
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
復
水
貯
蔵
槽
を
水
源
と
す
る
ポ
ン
プ
の
注
水
量
か
ら
，

復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
水
位
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
SA
）
を
推
定
す
る
。
な
お
，
復
水
貯
蔵
槽
の
補
給
状
況

も
考
慮
し
た
上
で
水
位
を
推
定
す
る
。
 

②
復
水
貯
蔵
槽
を
水
源
と
す
る
復
水
移
送
ポ
ン
プ
の
吐
出
圧
力
か
ら
復
水
移
送
ポ
ン
プ
が
正
常
に
動
作
し
て
い
る
こ
と
を
把

握
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
源
で
あ
る
復
水
貯
蔵
槽
水
位
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

③
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
復
水
貯
蔵
槽
水
位
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
水
位
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
復
水
貯
蔵
槽
を
水
源
と
す
る
ポ
ン
プ
の
注
水
量
を
優
先
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・

プ
ー
ル
水
位
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注
水
流
量
）
 

①
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
 

①
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
 

②
復
水
移
送
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

②
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
吐
出
圧
力
 

③
[サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
]＊
2  

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の

水
位
容
量
曲
線
を
用
い
て
，
原
子
炉
格
納
容
器
へ
注
水
す
る
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
B
系
代
替
注
水
流
量
）
と
経
過

時
間
よ
り
算
出
し
た
注
水
量
か
ら
推
定
す
る
。
ま
た
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
水
位
容
量
曲
線
を
用
い
て
，
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
注
水
す
る
復
水
補
給
水
系
流
量
（
RH
R 
A
系
代
替
注

水
流
量
）
又
は
残
留
熱
除
去
系
系
統
流
量
と
経
過
時
間
よ
り
算
出
し
た
注
水
量
か
ら
推
定
す
る
。
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
を
水
源
と
す
る
復
水
移
送
ポ
ン
プ
，
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
の
吐
出
圧
力
か
ら

復
水
移
送
ポ
ン
プ
，
残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
が
正
常
に
動
作
し
て
い
る
こ
と
を
把
握
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
源
で
あ
る
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

③
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位
（
常
用
計
器
）
に
よ
り
，
水
位
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
を
水
源
と
す
る
ポ
ン
プ
の
注
水
量
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 建 屋 内 の

水 素 濃 度 

原
子
炉
建
屋
水
素
濃
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
静
的
触
媒
式
水
素
再
結
合
器
 動
作
監
視
装
置
 

①
原
子
炉
建
屋
水
素
濃
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
原
子
炉
建
屋
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
静
的
触
媒
式
水
素
再
結
合
器
 
動
作
監
視
装
置
（
静
的
触

媒
式
水
素
再
結
合
器
入
口
／
出
口
の
差
温
度
に
よ
り
水
素
濃
度
を
推
定
）
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 

酸 素 濃 度 

格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
（
D/
W）
 

②
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
（
S/
C）
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W）
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C）
 

①
格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
の
1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
（
D
/W
）
又
は
格
納

容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
（
S/
C）
に
て
炉
心
損
傷
を
判
断
し
た
後
，
初
期
酸
素
濃
度
と
保
守
的
な
G
値
を
入
力
と

し
た
評
価
結
果
（
解
析
結
果
）
に
よ
り
格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
を
推
定
す
る
。
 

②
格
納
容
器
内
圧
力
（
D/
W
）
又
は
格
納
容
器
内
圧
力
（
S/
C
）
に
よ
り
，
格
納
容
器
内
圧
力
が
正
圧
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
こ
と
で
，
事
故
後
の
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
空
気
（
酸
素
）
の
流
入
有
無
を
把
握
し
，
水
素
燃
焼
の
可
能
性
を
推
定

す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

 
 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1

赤四角囲み変更

66-13-1　52/53

346

t0778977
四角形

t0778977
四角形

t0778977
四角形

t0755603
ハイライト

t0755603
ハイライト

T1260165
ハイライト

T1260165
ハイライト



（
つ
づ
き
）
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分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
＊
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

使 用 済 燃 料 プ ー ル の 監 視 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度

（
SA
広
域
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
）
 

②
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
 

③
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水

位
・
温
度
（
SA
）
に
よ
り
，
水
位
・
温
度
を
推
定
す
る
。
 

②
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
に
て
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
を
推
定
す
る
。
 

③
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
に
よ
り
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
監
視
す
る
。
 

推
定
は
，
同
じ
仕
様
で
あ
る
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度

（
SA
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
）
 

②
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
 

③
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・

温
度
（
SA
広
域
）
に
よ
り
，
水
位
・
温
度
を
推
定
す
る
。
 

②
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
に
て
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
を
推
定
す
る
。
 

③
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
に
よ
り
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
監
視
す
る
。
 

推
定
は
，
同
じ
仕
様
で
あ
る
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
）
を
優
先
す
る
。
 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ

ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
）
 

②
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
使
用
済
燃

料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
），
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
(S
A)
に
て
水
位
を
計
測
し
た
後
，
水

位
と
放
射
線
量
率
の
関
係
に
よ
り
放
射
線
量
率
を
推
定
す
る
。
 

②
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
に
よ
り
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
監
視
す
る
。
 

推
定
は
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
を
直
接
監
視
す
る
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
）
及
び
使
用
済
燃
料
貯

蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
）
を
優
先
す
る
。
 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
広
域
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
 

①
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度

（
SA
広
域
），
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
SA
），
使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・

低
レ
ン
ジ
）
に
て
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
推
定
す
る
。
 

＊
1：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。
 

＊
2：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。
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保安規定第６６条 

表６６－１４「運転員が中央制御室にとどまるための設備」 

６６－１４－１「中央制御室の居住性の確保」 

 

１．保安規定記載内容の説明 

 

２．添付資料 

  添付－１ 運転上の制限を設定するＳＡ設備の選定 

  （１）設置変更許可申請書 添付十追補１（系統図） 

 

  添付－２ 運転上の制限に関する所要数，必要容量 

  （１）設置変更許可申請書 添付八（所要数，必要容量） 

（２）設置変更許可申請書 添付八（設備仕様） 

（３）設計及び工事計画認可申請書 説明書（所要数） 

（４）設計及び工事計画認可申請書 説明書（設定根拠） 

（５）設計及び工事計画認可申請書 要目表（所要数） 

（６）ＳＡ５９条補足説明資料（所要数の説明） 

（７）設計及び工事計画認可申請書 基本設計方針（所要数） 

 

  添付－３ 自主対策設備に関する説明 

（１） 設置変更許可申請書 添付十追補１（自主対策設備に関する説明） 

（２） 設置変更許可申請書 添付十追補１（準備時間に関する説明） 

66-14-1　1/44

348



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

 

表６６－１４ 運転員が中央制御室にとどまるための設備 

 

６６－１４－１ 中央制御室の居住性確保① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

被ばく 

低減設備 

（１）中央制御室可搬型陽圧化空調機による加圧系が動作可能であること※１ 

（２）中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）による加圧系が動作可能

であること※２ 

（３）データ表示装置（待避室），中央制御室待避室遮蔽（可搬型），差圧計及

び酸素濃度・二酸化炭素濃度計の所要数が動作可能であること 

その他設備 
可搬型蓄電池内蔵型照明及び中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイ 

プ）の所要数が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

炉心変更時※４

又は 

原子炉建屋原子

炉棟内で照射さ

れた燃料に係る

作業時 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット） ２台 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ブロワユニット） ４台 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） １７４本 

データ表示装置（待避室） １台 

中央制御室待避室遮蔽（可搬型） １式 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計 ２個 

差圧計 ２個 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

可搬型蓄電池内蔵型照明 ２個 

中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ） ４個 

衛星電話設備（常設） ※５ 

無線連絡設備（常設） ※５ 

常設代替交流電源設備 ※６ 

※１：陽圧化に必要なバウンダリ※３，弁，配管，ダクト及びダンパを含む。また，当該系統

が動作不能時は，「第５７条 中央制御室非常用換気空調系」の運転上の制限も確認

する。 

※２：陽圧化に必要なバウンダリ※３，弁及び配管を含む。 

※３：バウンダリの一時的な開放については，速やかにバウンダリ機能を復旧できる状態に

管理されていれば，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

※４：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する 1組又は 1本の制御棒の挿入・引抜

 

① 設置許可規準規則（技術的能力審査基準）第五十九条（１．１６）が該当する。 

 

② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

  

③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，中央制御室可搬型陽圧化空調機

による加圧系が動作可能であること，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）による

加圧系が動作可能であること，並びにデータ表示装置（待避室）等の所要数が動作可能で

あることを運転上の制限とする。なお，中央制御室は６号炉及び７号炉共用で１つであ

り，上記の運転上の制限は中央制御室あたりの要求である。（保安規定変更に係る基本方

針４．３（１）） 

また，資機材搬入に伴うハッチ，扉等の一時的なバウンダリの開放については，要員を

配置する等速やかにバウンダリ機能を復旧できる状態に管理されていれば，運転上の制

限を満足していないとはみなさない。 

 

設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十九条（１．１６） 

「原子炉制御室（の居住性に関する手順等）」として，重大事故が発生した場合において

も（重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するものを除く。）が有する原

子炉格納容器の破損を防止するための機能が損なわれた場合を除く。）運転員がとどまる

ために必要な設備を設置する（手順等を定める）こと。 

 

なお，通信連絡に係わる設備は，６６－１７－１（通信連絡設備）にて整理する。 

 

④ 中央制御室可搬型陽圧化空調機による加圧系，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボン

ベ）による加圧系，その他陽圧化時の監視計器や中央制御室待避室に配備する設備につい

ては，重大事故等が発生した場合においても運転員がとどまるために必要な設備（被ばく

評価において期待している設備）である。運転停止中／使用済燃料プールの有効性評価に

て，炉心損傷又は使用済燃料プールの燃料損傷に至ることがないことを示しているよう

に，冷温停止中は被ばくの原因となる大量の放射性物質放出を伴う事象が発生する可能

性は低いが中央制御室バウンダリと中央制御室陽圧化バウンダリは同バウンダリである

ことから中央制御室換気空調系（第 57 条）と同じ適用される原子炉の状態「運転，起動，

高温停止及び炉心変更時又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業時」と

する。 

可搬型蓄電池内蔵型照明は，重大事故等が発生した場合においても運転員がとどまるた

めに必要な設備（被ばく評価において期待している設備以外）であり，中央制御室照明が

機能喪失した際には必要となる。中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）は，

重大事故等が発生し，身体サーベイ，作業服の着替え等に必要な照度の確保に必要となる

ことから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」

とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 

⑤ ②に含まれる設備 

 

⑥ 中央制御室可搬型陽圧化空調機は，１Ｎ要求設備であり，中央制御室の居住性を確保する

ために必要な台数として，フィルタユニットは６号炉及び７号炉それぞれ１セット１台

の計２台及びブロワユニットは６号炉及び７号炉それぞれ１セット２台の計４台を所要

数とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66-14-1　2/44

349



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 

を除く。 

※５：「６６－１７－１ 通信連絡設備」において運転上の制限等を定める。  

※６：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目  ⑦ 頻 度 担 当 

１．中央制御室可搬型陽圧化空調機（ブロワユニット）の性

能確認を実施する。 
定事検停止時 原子炉ＧＭ 

２．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィル

タユニット）が使用可能であることを確認する。 

３ヶ月に１回 
化学管理 

ＧＭ 

３．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，中央制御室可搬型陽圧化空調機（ブロワ

ユニット）を起動し，動作可能であることを確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

４．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，ＭＣＲ排気隔離ダンパ，ＭＣＲ通常時外

気取入隔離ダンパ及びＭＣＲ非常時外気取入隔離ダン

パが閉することを確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

５．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，所要数の中央制御室待避室陽圧化装置

（空気ボンベ）が規定圧力であることを確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

６．可搬型蓄電池内蔵型照明の点灯確認を行い，使用可能で 

あることを確認する。 
３ヶ月に１回 当直長 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，中央制御室待避室の居住性を確保するた

めに必要な容量として，設計及び工事計画認可申請書に基づき１７４本を所要数とする。 

データ表示装置（待避室）は，中央制御室待避室に待避中の運転員がプラントパラメータ

の監視を行うために必要な台数として，１台を所要数とする。 

中央制御室待避室遮蔽（可搬型）は，中央制御室待避室の遮蔽に必要となる１式を所要数

とする。 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，中央制御室内及び中央制御室待避室内の陽圧化時の居住

環境を測定するため６号及び７号炉起動断面では３個必要だが，７号炉のみ起動断面で

は７号炉中央制御室及び中央制御室待避室にそれぞれ１個あればいいので２個を所要数

とする。 

差圧計は，中央制御室内とコントロール建屋，中央制御室待避室内とコントロール建屋の

陽圧化時の差圧を測定するために必要となる２個を所要数とする。 

可搬型蓄電池式内蔵照明は，７号炉の運転員が中央制御室内又は中央制御室待避室内で 

監視操作等に必要な照度を確保するために必要な台数として，２個を所要数とする。 

中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）は，身体サーベイ，作業服の着替え等 

に必要な照度を確保するために必要な個数として，４個を所要数とする。（保安規定変更 

に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針

４．２） 

 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 

項目１，８，１１が該当。 

「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の

考え方に基づき定事検停止時に性能確認を実施する。 

 

ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 

項目２，３，４，５，６，７，９，１０，１２，１３が該当。 

項目２，３，５，６，７，９，１０，１２，１３については，「保安規定変更に係る基

本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基づき，３ヶ月に

１回，動作可能であることを確認する。 

項目４の頻度については，設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ

月に１回とする。 

なお，項目１１については，常設重大事故等対処設備であるが，系統と切り離して保管

しているため，可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方と同様に，３ヶ

月に１回，動作可能であることを確認する。 

 

フィルタユニットについては，外観点検にて，保管容器がフィルタ性能に影響を与える

ような状態にないことを確認し，性能を満足していると判断する。 
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７．中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の点

灯確認を行い，使用可能であることを確認する。 
３ヶ月に１回 

放射線管理

ＧＭ 

８．差圧計が健全であることを確認する。 定事検停止時 
計測制御 

ＧＭ 

９．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，差圧計が使用可能であることを外観点検

により確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

10．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，酸素濃度・二酸化炭素濃度計が使用可能

であることを確認する。 

３ヶ月に１回 発電ＧＭ 

11．酸素濃度・二酸化炭素濃度計の計器校正を実施する。 定事検停止時 発電ＧＭ 

12．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作

業時において，データ表示装置（待避室）の伝送確認を

実施する。 

３ヶ月に１回 
計測制御 

ＧＭ 

13．原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※７ 

又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作 

業時において，中央制御室待避室遮蔽（可搬型）が使用 

可能であることを確認する。 

３ヶ月に１回 
放射線管理

ＧＭ 

※７：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する 1組又は 1本の制御棒の挿入・引抜を 

除く。 
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（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

 

Ａ．中央制御室可搬型

陽圧化空調機に

よる中央制御室

の加圧系が動作不

能の場合 

Ａ１．当直長は，７号炉の中央制御室非

常用換気空調系１系列を起動し，

動作可能であることを確認する

とともに，その他の設備※９が動作

可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※１０を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｂ．中央制御室待避室陽

圧化装置（空気ボ

ンベ）による中央

制御室待避室の加

圧系が動作不能の

場合 

Ｂ１．当直長は，７号炉の中央制御室非

常用換気空調系１系列を起動し，

動作可能であることを確認する

とともに，その他の設備※９が動作

可能であることを確認する。 

及び 

Ｂ２．当直長は当該機能を補完する自主

対策設備※１１が動作可能であるこ

とを確認する。 

及び 

Ｂ２３．当直長は，当該系統を動作可能

な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３１０日間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機による加圧系等は，１Ｎ要求設備であるため，動作可能な

系統数が１Ｎ未満となった場合又は所要数を満足しない場合を条件として設定する。 

 

⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 

【運転，起動，高温停止】 

Ａ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書

類八）」で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処設備”である中央制御

室非常用換気空調系が該当し，完了時間は“速やかに”とする。  

中央制御室非常用換気空調系は，再循環運転モードを確認する。 

 

Ａ２．当該系統の機能を補完する代替措置（空調機の補充等）を検討し，原子炉主任技術

者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能である場

合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 

Ａ３．当該系統を動作可能な状態へ復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯ

Ｔ上限の「１０日間」とする。 

 

Ｂ１． Ａ１と同様。 

 

Ｂ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能

であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

技術的能力で整理したカードル式空気ボンベユニットが該当し，完了時間は対応

する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である

「３日間」とする。 

 

カードル式空気ボンベユニットの準備操作は，空気の供給開始までに時間を要す

るが，中央制御室待避室に必要空気量を供給できることから，事前配備等の準備時

間短縮の補完措置を実施することで，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）

の機能を代替できる。（添付－３） 

 

Ｂ２３．当該系統を動作可能な状態へ復旧する。完了時間は対応する設計基準事故対処設

備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。Ａ３

と同様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

 

Ｃ．動作可能なデータ

表示装置（待避

室），中央制御室待

避室遮蔽（可搬

型），差圧計，酸素

濃度・二酸化炭素

濃度計,可搬型蓄

電池内蔵型照明又

は中央制御室用乾

電池内蔵型照明

（ランタンタイ

プ）が所要数を満

足していない場合 

Ｃ１．当直長は，当該設備を動作可能な

状態に復旧する。 

又は 

Ｃ２．当直長は，代替措置※１０を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する※１１２。 

１０日間 

 

 

１０日間 

Ｄ．条件Ａ，Ｂ又はＣで

要求される措置を

完了時間内に達成

できない場合 

Ｄ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｄ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な可搬型

蓄電池内蔵型照明

又は中央制御室用

乾電池内蔵型照明

（ランタンタイ

プ）が所要数を満

足していない場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状

態に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※１０を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

炉心変更時※８

又は 

原子炉建屋原

子炉棟内で照

射された燃料

に係る作業時 

Ａ．炉心変更時※８又は

原子炉建屋原子炉

棟内で照射された

燃料に係る作業時

において要求され

る設備が，運転上の

制限を満足してい

ないと判断した場

合 

Ａ１．当直長は，炉心変更を中止する。 

及び 

Ａ２．当直長は，原子炉建屋原子炉棟内で照

射された燃料に係る作業を中止す

る。 

速やかに 

 

速やかに 

※８：停止余裕確認後の同一水圧制御ユニットに属する 1組又は 1本の制御棒の挿入・引抜

を除く。 

 

 

 

 

Ｃ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，緊急時対策所に係るその他の

設備と同様に，「事故時計装」の２つのチャンネルが動作不能となった場合，少な

くとも１つのチャンネルを復旧するために認められている完了時間である「１０

日間」を準用し，「１０日間」とする。 

 

Ｃ２．当該設備の機能を補完する代替措置（表示装置又は記録要員の確保もしくは可搬型

遮蔽，計測機器又は可搬型照明の補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得

て実施する。完了時間は，緊急時対策所に係るその他の設備と同様，「事故時計装」

の２つのチャンネルが動作不能となった場合，少なくとも１つのチャンネルを復

旧するために認められている完了時間である「１０日間」を準用し，「１０日間」

とする。 

 

 

Ｄ１．，Ｄ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【冷温停止及び燃料交換】 

Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 

 

Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＣ２．と同様。ただし，代替措置とは，可搬

型照明の補充等をいう。また，冷温停止及び燃料交換であることから，実施する措

置を“速やかに”開始する。 

 

 

【炉心変更時又は原子炉建屋原子炉棟内で照射された燃料に係る作業時】 

 

Ａ１．，Ａ２．保安規定第５７条（中央制御室非常用換気空調系）と同様の設定とする。 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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※９：残りの中央制御室非常用換気空調系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であ

ることを確認する。 

※10：代替品の補充等をいう。 

※11：カードル式空気ボンベユニットによる中央制御室待避室の加圧をいう。（準備時間短

縮の補完措置を含む） 

※112：１０日間以内に代替措置が完了した場合，当該設備が復旧するまで運転上の制限の

逸脱は継続するが，１０日間を超えたとしても条件Ｄには移行しない。 

 

 

運転上の制限を逸脱

した場合における要

求される措置等の変

更 
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第 1.16.1 図 運転モード毎の中央制御室換気空調系概要図(2/2) 

 

 

 

 

添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１66-14-1の範囲
赤枠にて示す 

6号炉及び7号炉の中央制御室バウンダリを構成する
隔離弁及びダクトは第57条と兼ねる 

66-14-1　8/44
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t0778977
多角形

t0778977
四角形

t0778977
四角形

t0778977
四角形

t0778977
四角形
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第 1.16.2 図 中央制御室，中央制御室待避室の陽圧化バウンダリ構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.16.3 図 中央制御室可搬型陽圧化空調機の構成図

添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。
中央制御室バウンダリのハッチ，扉を
赤枠にて示す

66-14-1　9/44
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t1114511
四角形

T8002131
四角形



 

1.16-59 

  

第 1.16.6 図 中央制御室待避室陽圧化装置概要 

 

  

第 1.16.7 図 データ表示装置に関するデータ伝送の概要 

 

 

添付-1-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補１

66-17-1にて整理

66-14-1　10/44
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四角形
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四角形
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に示す。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽（常設）は，重大事故等時に

おいて，隣接する 6 号及び 7 号炉の事故対応を一つの中央制御室として共

用することによって，プラント状態に応じた運転員の融通により安全性が

向上することから，6号及び 7号炉で共用する設計とする。 

 

6.10.2.2.4 容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示す。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機は，想定される重大事故等時において中

央制御室の居住性を確保するため，運転員の放射線被ばくを防止するとと

もに中央制御室内の換気に必要な容量を確保できる設計とする。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機フィルタユニットは，想定される重大事

故等時において中央制御室の居住性を確保するため，運転員を過度の放射

線被ばくから防護するために必要な放射性物質の除去効率及び吸着能力を

有する設計とする。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機のフィルタユニットは，必要な容量を有

するものを 1 セット 1 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉それぞれ 1 セ

ット 1 台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ

用として 1台（6号及び 7号炉共用）の合計 3台を保管する設計とする。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機のブロワユニットは，必要な容量を有す

るものを 1 セット 2 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉それぞれ 1 セッ

ト 2 台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用

として 2台（6号及び 7号炉共用）の合計 6台を保管する設計とする。 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，想定される重大事故等

時において中央制御室待避室の居住性を確保するため，中央制御室待避室

所要数・必要容量
関連箇所を下線にて示す 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　11/44
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t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
四角形
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を陽圧化することにより，必要な運転員の窒息を防止及び給気ライン以外

から中央制御室待避室内へ外気の流入を一定時間遮断するために必要な容

量を有するものを 1 セット 174 本使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用

で 1 セット 174 本に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバッ

クアップ用として 20 本以上（6 号及び 7 号炉共用）の合計 194 本以上を保

管する。 

データ表示装置（待避室）は，中央制御室待避室に待避中の運転員が，

発電用原子炉施設の主要な計測装置の監視を行うために必要なデータの伝

送及び表示が可能な設計とする。 

可搬型蓄電池内蔵型照明は，想定される重大事故等時に，運転員が中央

制御室内で操作可能な照度を確保するために必要な容量を有するものを 1

セット 3 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 3 台に加え

て，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台（6

号及び 7号炉共用）の合計 4台を保管する設計とする。 

差圧計は，中央制御室内とコントロール建屋，中央制御室待避室内とコ

ントロール建屋の居住環境の基準値を上回る範囲を測定できるものを 1 セ

ット 2 個使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 2 個に加えて

故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 個（6 号及

び 7号炉共用）の合計 3個を保管する設計とする。 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，中央制御室内及び中央制御室待避室内

の居住環境の基準値を上回る範囲を測定できるものを，1 セット 3 個使用す

る。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 3 個に加えて故障時及び保守

点検時による待機除外時のバックアップ用として 1 個（6 号及び 7 号炉共

用）の合計 4個を保管する設計とする。 

非常用ガス処理系排風機は，設計基準事故対処設備としての仕様が，想

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　12/44
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t1260165
下線

t1260165
下線
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下線
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下線

t1260165
下線
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下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線

t1260165
下線
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下線
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定される重大事故等時において，中央制御室の運転員の被ばくを低減でき

るよう，原子炉建屋原子炉区域内を負圧に維持するとともに，主排気筒

（内筒）を通して排気口から放出するために必要な容量に対して十分であ

るため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

 

6.10.2.2.5 環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に示す。 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽（常設），中央制御室待避室遮蔽

（可搬型），中央制御室可搬型陽圧化空調機，データ表示装置（待避室），

可搬型蓄電池内蔵型照明，差圧計及び酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，コ

ントロール建屋内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を

考慮した設計とする。 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，コントロール建屋内及

び廃棄物処理建屋内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件

を考慮した設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽（可搬型），中央制御室可搬型陽圧化空調機，中央

制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ），データ表示装置（待避室），可搬

型蓄電池内蔵型照明，差圧計，酸素濃度・二酸化炭素濃度計の接続及び操

作は，想定される重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

非常用ガス処理系排風機は，原子炉建屋原子炉区域内に設置し，想定さ

れる重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

非常用ガス処理系の操作は，想定される重大事故等時において，中央制

御室で可能な設計とする。 

 

添付-2-(1) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　13/44
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第 6.10－2 表 中央制御室（重大事故等時）（常設）の設備の主要機器仕様 

 

(1) 居住性を確保するための設備 

a. 中央制御室遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様に記載する。 

b. 中央制御室待避室遮蔽（常設）（6号及び 7号炉共用） 

第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様に記載する。 

c. 無線連絡設備（常設） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必要な設備（常設）の主要

機器仕様に記載する。 

d. 衛星電話設備（常設） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必要な設備（常設）の主要

機器仕様に記載する。 

e. データ表示装置（待避室） 

個  数    一式 

(2) 中央制御室の運転員の被ばくを低減するための設備 

a. 非常用ガス処理系 

(a) 非常用ガス処理系排風機 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用ガス処理系 

基    数    1（予備 1） 

系統設計流量    約 2,000m3/h 

（原子炉区域内空気を 1 日に 0.5 回換気

できる量） 

  

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八
設備仕様
関連箇所を赤枠にて示す 

66-14-1　14/44
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四角形
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四角形



 

 8－6－183 8 

第 6.10－3 表 中央制御室（重大事故等時）（可搬型）の設備の主要機器仕様 

 

(1) 居住性を確保するための設備 

a. 中央制御室可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕様に記載する。 

b. 中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及び 7号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕様に記載する。 

c. 中央制御室待避室遮蔽（可搬型）（6号及び 7号炉共用） 

第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様に記載する。 

d. 可搬型蓄電池内蔵型照明（6号及び 7号炉共用） 

個  数    3（予備 1） 

e. 差圧計（6号及び 7号炉共用） 

個  数    2（予備 1） 

f. 酸素濃度・二酸化炭素濃度計（6号及び 7号炉共用） 

個  数    2（予備 1） 

 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　15/44
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t1260165
四角形
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b. 排気ファン 

台  数        2（うち 1台は予備） 

容  量        約 8 万 m3/h/台 

(4) 中央制御室可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号炉共用） 

a. フィルタユニット 

兼用する設備は以下のとおり。 

・中央制御室（重大事故等時） 

台  数        2（予備 1） 

よう素除去効率     99.9%以上 

粒子除去効率      99.9%以上 

b. ブロワユニット 

兼用する設備は以下のとおり。 

・中央制御室（重大事故等時） 

台  数        4（予備 2） 

容  量        約 1,500m3/h（1 台当たり） 

(5) 中央制御室待避室陽圧化装置（6号及び 7号炉共用） 

a. 空気ボンベ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・中央制御室（重大事故等時） 

本  数        174（予備 20 以上） 

容  量        約 47L/本 

充填圧力        約 15MPa[gage] 

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　16/44
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第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様 

 

(1) 原子炉一次遮蔽 

原 子 炉 遮 蔽 壁 厚 さ 約 0.5m，約 0.6m 

 材 料 モルタル及び鋼板 

原子炉一次遮蔽壁 厚 さ 約 2.0m 

 材 料 コンクリート 

(2) 原子炉二次遮蔽 

原子炉二次遮蔽壁 厚 さ 約 0.3～約 1.7m 

 材 料 コンクリート 

(3) 燃料取扱遮蔽 

水  深   

 原子炉ウェル  約 7m 

 使用済燃料プール  6 号炉  約 2.6m 

 （燃料取替時の燃料 
有効長の上端まで） 

 7 号炉  約 2.8m 

水  質  純 水 

(4) 中央制御室遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・中央制御室（通常運転時等） 

・中央制御室（重大事故等時） 

厚  さ                   mm 以上 

材  料  コンクリート 

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　17/44
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(5) 中央制御室待避室遮蔽 

a. 中央制御室待避室遮蔽（常設）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・中央制御室（重大事故等時） 

厚  さ コンクリート     mm 以上 

 鉛               mm 以上 

材  料  コンクリート及び鉛 

b. 中央制御室待避室遮蔽（可搬型）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・中央制御室（重大事故等時） 

厚  さ                  mm 以上 

材  料  鉛 

(6) 緊急時対策所遮蔽 

a. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽（6 号及び 7 号炉

共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

厚  さ                   mm 以上 

材  料  コンクリート 

b. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽（6 号及び 7 号炉

共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

厚  さ  　　　　　　　　 mm 以上 

材  料  コンクリート 

枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。

添付-2-(2) 設置変更許可申請書 添付八

66-14-1　18/44
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たことを把握できる設計とするとともに，現場盤の警報は中央制御室に一括警報を発する

設計とする。 

 

3.3 外部状況把握 

3.3.1 津波監視カメラ 

発電用原子炉施設に影響を及ぼす可能性がある自然現象や発電所構内の状況（海側，山

側）を監視するため，屋外に暗視機能等を持った津波監視カメラを設置し，中央制御室に

て遠隔操作することにより昼夜にわたり監視することができる設計とする。 

津波監視カメラは，7号機原子炉建屋屋上の主排気筒に設置し，6号機及び 7号機で共

用する設計とする。 

共用にあたっては，隣接する 6号機及び 7号機発電用原子炉施設に迫る自然現象を共通

要因として把握するものであり，監視に必要な要件を満足する仕様とすることで，共用に

よって安全性を損なうことのない設計とする。 

津波監視カメラは耐震Ｓクラスの設備とし，地震，積雪，降下火砕物，降雨及び風の荷

重を適切に考慮し必要な強度を有する設計とするとともに常設代替交流電源設備から給電

できる設計とする。 

津波監視カメラで把握可能な自然現象等を表 3－4，津波監視カメラの仕様を表 3－5，

津波監視カメラの配置を図 3－1に示す。 

具体的な津波監視カメラの強度及び給電の機能は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然

現象等による損傷の防止に関する説明書」に示す。 

 

3.3.2 気象観測設備等 

発電所構内の状況の把握に有効なパラメータは，気象観測設備等で測定し中央制御室に

て確認できる設計とする。 

中央制御室で入手できる外部状況把握可能なパラメータ及び計測範囲を表 3－6に示す。 

なお，その他重大事故等時の対応として，屋外に保管している可搬型気象観測装置によ

り風向，風速その他の気象条件を測定し，及びその結果を記録することができる設計とす

る。 

 

3.3.3 公的機関からの気象情報入手 

中央制御室に電話，FAX 等を設置し，公的機関からの地震，津波，竜巻情報等を入手で

きる設計とする。 

 

3.4 居住性の確保 

3.4.1 換気設備 

中央制御室換気空調系は，設計基準事故が発生した場合において，チャコールフィルタ

を通る再循環運転とし，運転員を放射線被ばくから防護する設計とするとともに，運転操

作に適した室温（21℃～26℃）に調整可能な設計とする。 

所要数
関連箇所を下線にて示す 
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また，重大事故等が発生した場合においては，中央制御室可搬型陽圧化空調機により，

中央制御室を陽圧化することで，インリークを防止可能な設計とする。 

中央制御室外の火災等により発生した燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物に対

しても再循環運転に切替えることにより，外部雰囲気から隔離できる設計とする。 

また，再循環運転による酸欠防止を考慮して外気取り入れの再開が可能な設計とするが，

設計基準事故時 30 日間空気の取り込みを一時的に停止した場合においても，室内の酸素

濃度及び二酸化炭素濃度が事故対策のための活動に支障がない濃度を確保できるとともに，

中央制御室の気密性及び中央制御室遮蔽の機能とあいまって，居住性に係る判断基準

100mSv を超えない設計とする。 

さらに，重大事故等時に，中央制御室可搬型陽圧化空調機により 7日間中央制御室を陽

圧化した場合においても，室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が事故対策のための活動に

支障がない濃度を確保できるとともに，中央制御室の気密性及び中央制御室遮蔽，中央制

御室待避室遮蔽（常設）及び中央制御室待避室遮蔽（可搬型）の機能とあいまって，居住

性に係る判断基準 100mSv を超えない設計とする。 

また，炉心の著しい損傷後に格納容器圧力逃がし装置を作動させる場合に放出される放

射性雲通過時に，中央制御室待避室を中央制御室待避室陽圧化装置で陽圧化することによ

り，放射性物質が中央制御室待避室に流入することを一定時間完全に防ぐことができる設

計とするとともに，原子炉格納容器から漏えいした空気中の放射性物質の濃度を低減する

ため非常用ガス処理系を設ける設計とする。 

コントロール建屋と中央制御室との間の陽圧化に必要な差圧及び，コントロール建屋と

中央制御室待避室との間の陽圧化に必要な差圧を監視できる計測範囲として 0～200Pa 以

上を有する中央制御室用差圧計を 1セット 2個に加えて故障時及び保守点検時による待機

除外時のバックアップ用として予備 1個の合計 3個設置する設計とする。原子炉建屋原子

炉区域に設置された燃料取替床ブローアウトパネルは，開放した場合に容易かつ確実に燃

料取替床ブローアウトパネル閉止装置により閉止できる設計とするとともに，現場におい

ても人力により閉止操作が可能な設計とする。これらにより，中央制御室の居住性を確保

する設計とする。具体的な，換気設備の機能については，Ⅴ-1-7-3「中央制御室の居住性

に関する説明書」，また，燃料取替床ブローアウトパネル閉止装置の機能・設計については，

Ｖ-1-1-7-別添 4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」に示す。 

中央制御室換気空調系は，地震，竜巻・風（台風），積雪，落雷，外部火災，降下火砕物

の降下に伴い外部電源が喪失した場合に，非常用ディーゼル発電機が起動することにより

電源が確保される設計とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合においては，中央制御室可搬型陽圧化空調機に

より中央制御室内を陽圧化するとともに，全交流動力電源喪失時は常設代替交流電源設備

である第一ガスタービン発電機（「6,7 号機共用」（以下同じ。））から給電できる設計とす

る。 

燃料取替床ブローアウトパネル閉止装置は，全交流動力電源喪失時においても，第一ガ

スタービン発電機から給電できる設計とする。 
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具体的な，中央制御室可搬型陽圧化空調機への給電の機能は，Ⅴ-1-9-1-1「非常用発電

装置の出力の決定に関する説明書」に示す。 

 

3.4.2 生体遮蔽装置 

中央制御室遮蔽は，設計基準事故が発生した場合においては事故後 30 日間とどまって

も中央制御室の気密性及び中央制御室換気空調系の機能とあいまって，居住性に係る判断

基準 100mSv を超えない設計とする。また，中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽（常設）

及び中央制御室待避室遮蔽（可搬型）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，中

央制御室の気密性，中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中央制御室待避室陽圧化装置の機

能とあいまって，運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

具体的な，中央制御室の遮蔽設計，その他の適切な防護の妥当性評価は，Ⅴ-4-2-1「中

央制御室の生体遮蔽装置の放射線の遮蔽及び熱除去についての計算書」に示す。 

 

3.4.3 照明  

操作に必要な照明は，地震，竜巻・風（台風），積雪，落雷，外部火災，降下火砕物の降

下に伴い外部電源が喪失した場合，非常用ディーゼル発電機が起動することにより照明用

電源が確保されるとともに，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要

な電力の供給が第一ガスタービン発電機から開始されるまでの間においても，中央制御室

の直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明により，運転操作に必要な照明を確保できる設計とす

る。 

重大事故等時においても，必要な照明は可搬型蓄電池内蔵型照明により確保できる設計

とするとともに，全交流動力電源喪失時においても，常設代替交流電源設備である第一ガ

スタービン発電機から給電できる設計とする。 

具体的な，中央制御室照明及び可搬型蓄電池内蔵型照明の機能，照明設備への給電の機

能は，Ⅴ-1-1-13「非常用照明に関する説明書」に示す。 

 

3.4.4 酸素濃度・二酸化炭素濃度計 

設計基準事故時及び重大事故等時の対応として，中央制御室及び中央制御室待避室内の

酸素及び二酸化炭素濃度を確認する電池式の可搬型の酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，活

動に支障がない範囲にあることの測定が可能なものを，1セット 3個に加えて故障時及び

保守点検時による待機除外時のバックアップ用として 1個の合計 4個を分散して保管する

設計とする。また，酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，付属のスイッチにより容易かつ確実

に操作が可能な設計とする。可搬型の酸素濃度・二酸化炭素濃度計の仕様を表 3－7に示

す。 

具体的な中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価については，Ⅴ-1-7-3「中

央制御室の居住性に関する説明書」に示す。 
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3.4.5 チェンジングエリア 

炉心の著しい損傷が発生し，中央制御室の外側が放射性物質により汚染した状況下にお

いて，中央制御室への汚染の持込みを防止することができるよう身体の汚染検査，作業服

の着替え等を行うための区画を設けることができる設計とする。 

具体的な，チェンジングエリアの機能については，Ⅴ-1-7-2「管理区域の出入管理設備

及び環境試料分析装置に関する説明書」に示す。 

 

3.4.6 データ表示装置（中央制御室待避室） 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても，中央制御室待避室に待避した運転員が，

データ表示装置（中央制御室待避室）により中央制御室待避室の外に出ることなく発電用

原子炉施設の主要な計測装置の監視を行うことができる設計とする。 

また，データ表示装置（中央制御室待避室）は，中央制御室待避室に 7号機用 1台を設

置する設計とする。 

データ表示装置（中央制御室待避室）は，全交流動力電源喪失時においても，常設代替

交流電源設備である第一ガスタービン発電機から給電できる設計とする。 

 

3.4.7 衛星電話設備（常設）（中央制御室待避室）及び無線連絡設備（常設）（中央制御室待避

室） 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がとどまるために，衛星電話設備（常

設）（中央制御室待避室）及び無線連絡設備（常設）（中央制御室待避室）により，中央制

御室待避室に待避した運転員が，緊急時対策所（対策本部）と通信連絡できる設計とする。 

衛星電話設備（常設）（中央制御室待避室）及び無線連絡設備（常設）（中央制御室待避

室）は，全交流動力電源喪失時においても，常設代替交流電源設備である第一ガスタービ

ン発電機又は可搬型代替交流電源設備から給電できる設計とする。 

 

3.5 通信連絡 

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常の際に，中央制御室等

から人が立ち入る可能性のある原子炉建屋，タービン建屋等の建屋内外各所の人に操作，作業，

退避の指示，事故対策のための集合等の連絡をブザー鳴動及び音声により行う警報装置及び音

声等により行う多様性を確保した所内通信連絡設備により，発電所内の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡できる設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，衛星電話設備（常設）等の所内通信連絡設備により，

発電所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡できる設計とする。 

設計基準事故その他の異常の際並びに重大事故等が発生した場合において，発電所外の通信

連絡をする必要がある場所と通信連絡を行うことができる所外通信連絡設備により，発電所外

の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡ができる設計とする。 

具体的な通信連絡設備については，Ⅴ-1-1-11「通信連絡設備に関する説明書」に示す。 
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3.3 重大事故等発生時の照明  

重大事故等発生時に，中央制御室及び中央制御室待避室での監視操作に必要な照度

を確保するため，可搬型蓄電池内蔵型照明を配備する。また，中央制御室バウンダリ

に隣接した場所に設ける中央制御室チェンジングエリア及び緊急時対策所入口に設け

る緊急時対策所チェンジングエリアでの身体の汚染検査及び作業服の着替え等に必要

な照度を確保するため，乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）を配備する。 

可搬型蓄電池内蔵型照明は，常設代替交流電源設備から電力の供給を可能とするた

め非常用低圧母線に接続された中央制御室内のコンセントに接続可能な設計とする。 

可搬型蓄電池内蔵型照明の電源系統を図 4 に示す。 

中央制御室に設置する可搬型蓄電池内蔵型照明は，重大事故等に中央制御室の制御

盤での操作に必要な照度及び中央制御室待避室の居住性確保に必要な照度として，照

明全消灯状態にて監視操作が可能なことを確認している，大型表示盤面で 20 lx 以上

を確保する設計とする。また，中央制御室待避室に設置する可搬型蓄電池内蔵型照明

は，監視及び陽圧化バルブ操作のため 20 lx 以上を確保する設計とする。 

中央制御室バウンダリに隣接した場所に設ける中央制御室チェンジングエリアでの

身体の汚染検査及び作業服の着替え等に必要な照明として，中央制御室用乾電池内蔵

型照明（ランタンタイプ）はチェンジングエリア内の脱衣エリア，サーベイエリア及

び除染エリアの中央床面において 5 lx 以上の照度を確保する設計とする。また，緊急

時対策所入口に設ける緊急時対策所チェンジングエリアでの身体の汚染検査及び作業

服の着替え等に必要な照明として，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型

照明（ランタンタイプ）はチェンジングエリア内の脱衣エリア，サーベイエリア及び

除染エリアの中央床面において 5 lx 以上の照度を確保する設計とする。 

可搬型蓄電池内蔵型照明の必要数は，中央制御室の制御盤での監視及び操作に必要

な照度を有するものを各号機１個，中央制御室待避室での監視及び陽圧化バルブ操作

に必要な照度を有するものを 1 個，故障時及び保守点検時のバックアップ用として 1

個の合計 4 個を中央制御室及び中央制御室待避室に保管する設計とする。 

中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の必要数は，身体の汚染検査及

び作業服の着替え等に必要な照度を有するものを 4 個とし，故障時及び保守点検時の

バックアップ用として 1 個の合計 5 個を中央制御室待避室に保管する設計とする。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の必要数

は，身体の汚染検査及び作業服の着替え等に必要な照度を有するものを 4 個とし，故

障時及び保守点検時のバックアップ用として 1 個の合計 5 個を 5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所（対策本部・高気密室）に保管する設計とする。 

また，技術基準規則第 54 条第 1 項第 2 号及び第 3 項第 6 号に基づき想定される重

大事故等発生時において，重大事故等対処設備を停電時及び夜間時に確実に操作を実

施するため及び可搬型重大事故等対処設備を運搬するため並びに他の設備の被害状況
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を把握するために必要な照明設備として，可搬型照明を重大事故等時に迅速に使用で

きる場所に配備する。 

可搬型照明に関しては，保安規定にて資機材としての取扱いについて定め管理する。 

可搬型蓄電池内蔵型照明，中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）及び

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ランタンタイプ）の保管場所

を第 1-8-1 図から第 1-8-33 図「非常用照明の取付箇所を明示した図面」に示す。 
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3.2.2 送風機 

名 称 中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）（6,7 号機共用） 

容 量 m3/h/個 1125～1500(1500) 

原 動 機 出 力 kW/個 1.5 

個 数 ― 4（予備 2） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に放射線管理施設のうち換気設備のうち中央制御室換気空調系（中央制御室陽圧

化換気空調系）として使用する中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）は，以下の機能を有す

る。 

 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）は，重大事故等が発生した場合においても運転員が

中央制御室にとどまるために必要な設備を施設するために設置する。 

系統構成は，重大事故等が発生した場合において，中央制御室内への放射性物質の侵入を低減

するとともに，中央制御室の気密性に対して余裕を考慮した換気を行うため，中央制御室可搬型

陽圧化空調機（ファン）を使用し，中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）を介し

て中央制御室内へコントロール建屋内の空気を供給することで中央制御室内の陽圧を維持でき

る設計とする。 

 

1. 容量 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）の容量は，中央制御室内を隣接区画＋20Pa 以上＋

40Pa 未満の範囲内で陽圧化する必要風量 4409m3/h 以上 6494m3/h 未満＊，及び一般的な労働環

境における酸素濃度の許容濃度を満たすことができる流量 95.5m3/h＊並びに二酸化炭素濃度の

許容濃度を満たすことができる流量 14.9m3/h＊を踏まえ，要求値 4409m3/h 以上 6494m3/h 未満に

設計裕度をもった 4500～6000m3/h（1125～1500m3/h/個×4個）とする。公称値については設計

風量上限値の 1500m3/h/個とする。 

 

注記＊：添付資料「Ⅴ-1-7-3 中央制御室の居住性に関する説明書」に示す容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定根拠
関連箇所を下線にて示す 
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2. 原動機出力 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）の原動機出力は，風量 1500m3/h/個の時の軸動力を

基に設定する。 

定格風量点における 1 個あたりの中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）の風量は

1500m3/h，全圧が 1.43kPa（0.00143MPa）であり，その時の必要軸動力は，以下の通り 0.91kW

となるため，原動機出力はそれを上回る 1.5kW/個とする。 

 

Ｌ＝（Ｐ・Ｑ/3600）/η＝（1.43×1500/3600）/0.66＝0.91 

Ｌ:必要軸動力（kW） 

Ｐ:ファン全圧（kPa）＝1.43 

Ｑ:ファン風量（m3/h）＝1500 

η:ファン効率＝0.66 

 

3. 個数 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）（原動機含む。）は，重大事故等対処設備として中

央制御室内への放射性物質の侵入を低減するとともに，中央制御室の気密性に対して余裕を考

慮した換気を行うため，中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）を使用し，中央制御室可搬

型陽圧化空調機（フィルタユニット）を介して中央制御室内へコントロール建屋内の空気を供

給することで中央制御室内の陽圧を維持するために予備 2個を含む合計 6個設置する。 
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3.2.3 フィルター 

名 称 
中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット） 

（6,7 号機共用） 

種 類 ― 高性能フィルタ 活性炭フィルタ 

効 率 
単 体 % 99.97 以上（0.15μm 粒子） 99.9 以上（相対湿度 85%以下） 

総 合 % 99.97 以上（0.15μm 粒子） 99.9 以上（相対湿度 85%以下） 

個 数 ― 2（予備 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に放射線管理施設のうち換気設備のうち中央制御室換気空調系（中央制御室陽圧

化換気空調系）として使用する中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）は，以下の

機能を有する。 

 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）は，重大事故等が発生した場合において

も運転員が中央制御室にとどまるために必要な設備を施設するために設置する。 

系統構成は，重大事故等が発生した場合において，中央制御室内への放射性物質の侵入を低減

するとともに，中央制御室の気密性に対して余裕を考慮した換気を行うため，中央制御室可搬型

陽圧化空調機（ファン）を使用し，中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）を介し

て中央制御室内へコントロール建屋内の空気を供給することで微粒子及び放射性よう素を除去

低減できる設計とする。 

 

1. 高性能フィルタの効率 

1.1 単体除去効率 

高性能フィルタの単体除去効率は，「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」（ＪＩＳ 

Ｚ ４８１２－1995）に規定される性能を基に設定し，基準粒子径 0.15μm における単体除

去効率が 99.97%と規定されていることから，99.97%以上（0.15μm 粒子）とする。 

 

1.2 総合除去効率 

高性能フィルタの総合除去効率は，中央制御室の居住性に係る被ばく評価＊に示す運転員

の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えないことを評価した評価条件を基に設計し，使用状態

において 99.97%以上（0.15μm粒子）とする。 
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2. 活性炭フィルタの効率 

2.1 単体除去効率 

活性炭フィルタの単体除去効率は，使用条件での活性炭フィルタ総合除去効率の設計値を

確保できるように設定し，99.9%以上（相対湿度 85%以下）とする。 

 

2.2 総合除去効率 

活性炭フィルタの総合除去効率は，中央制御室の居住性に係る被ばく評価＊に示す運転員

の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えないことを評価した評価条件を基に設計し，使用状態

において 99.9%以上（相対湿度 85%以下）とする。 

 

注記＊：添付資料「Ⅴ-1-7-3 中央制御室の居住性に関する説明書」 

 

3. 個数 

中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）は，重大事故等対処設備として中央制

御室内への放射性物質の侵入を低減するとともに，中央制御室の気密性に対して余裕を考慮し

た換気を行うため，中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）を使用し，中央制御室可搬型陽

圧化空調機（フィルタユニット）を介して中央制御室内へコントロール建屋内の空気を供給す

ることで微粒子及び放射性よう素を除去低減するために予備 1個を含む合計 3個設置する。 
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3.3 中央制御室待避室陽圧化換気空調系 

3.3.1 容器 

名 称 
中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） 

（6,7 号機共用） 

容 量 L/個 46.7 以上（46.7） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 14.7 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 174（予備 26） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時に放射線管理施設のうち換気設備のうち中央制御室換気空調系（中央制御室待避

室陽圧化換気空調系）として使用する中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，以下の機

能を有する。 

 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，炉心の著しい損傷後の格納容器圧力逃がし装

置を作動させる場合に放出される放射性雲通過時において，放射性物質が中央制御室待避室に流

入することを防ぎ，中央制御室待避室にとどまる運転員の被ばくを低減するために設置する。 

系統構成は，炉心の著しい損傷後の格納容器圧力逃がし装置を作動させる場合に放出される放

射性雲通過時において，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）から中央制御室待避室内へ

空気を送気し陽圧化することにより，放射性物質が中央制御室待避室に流入することを一定時間

完全に防ぎ，中央制御室遮蔽等の機能とあいまって中央制御室にとどまる運転員の実効線量が事

故後 7日間で 100ｍSv を超えない設計とする。 

 

1. 容量 

重大事故等時に使用する中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）は，高圧ガス保安法の

適合品である一般汎用型の空気ボンベを使用することから，当該ボンベの容量はメーカで定め

た容量である 46.7L/個以上とする。 

 

公称値については要求される容量と同じ 46.7L/個とする。 

 
2. 最高使用圧力 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，

高圧ガス保安法の適合品であるボンベにて実績を有する充填圧力である 14.7MPa とする。 

 
3. 最高使用温度 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）を重大事故等時において使用する場合の温度は，

重大事故等時の環境条件（40℃）及び高圧ガス保安法に基づき 40℃とする。 
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4. 個数 

  中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）の必要個数は，中央制御室待避室に待避した運

転員の窒息を防止するため，及び給気ライン以外から中央制御室待避室内への外気の流入を放

射性雲通過までの 10 時間の間遮断するために必要な個数である 174 個とする。根拠について

は以下のとおり。 

 

4.1 必要換気量 

①二酸化炭素濃度基準に基づく必要換気量 

・収容人数：n＝20名＊ 

・許容二酸化炭素濃度：Ci＝0.5%（労働安全衛生法） 

・大気二酸化炭素濃度：C0＝0.039%（標準大気の二酸化炭素濃度） 

・呼吸による二酸化炭素発生量：M＝0.022 m3/(h・人）（空気調和・衛生工学便覧の極軽

作業の作業程度の吐出し量） 

・必要換気量：Q1＝n・100・M／（Ci－C0）m3/h（空気調和・衛生工学便覧の二酸化炭素

基準の必要換気量） 

Q1＝20×100×0.022÷（0.5－0.039） 

≒95.44 

≒95.5 m3/h 

 

②酸素濃度基準に基づく必要換気量 

・収容人数：n＝20名＊ 

・吸気酸素濃度：a＝20.95%（標準大気の酸素濃度） 

・許容酸素濃度：b＝18.0%（労働安全衛生法） 

・酸素消費量：c＝x・（a－d）m3/(h・人) 

・成人の呼吸量：x＝0.48 m3/(h・人)（空気調和・衛生工学便覧の静座作業） 

・乾燥空気換算呼気酸素濃度：d＝16.4%（空気調和・衛生工学便覧） 

・必要換気量：Q2＝n・c／（a－b）m3/h（空気調和・衛生工学便覧の酸素基準の必要換気

量） 

Q2＝20×0.48×（20.95－16.4）÷（20.95－18.0） 

≒14.81 

≒14.9 m3/h 

 

以上より，空気ボンベ陽圧化時に，窒息を防止するために必要な換気量は二酸化炭素濃

度基準の 95.5m3/h 以上とする。 

 

注記＊：6号及び 7号機運転員 18名に対して余裕を考慮。 
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4.2 必要ボンベ個数 

中央制御室待避室を 10 時間陽圧化する必要最低限のボンベ個数は二酸化炭素濃度基準換

気量の 95.5 m3/h 及びボンベ供給可能空気量 5.50 m3/個から下記の通り 174 個となる。 

・ボンベ初期充填圧力：14.7MPa 

・ボンベ内容積：46.7L/個 

・ボンベ供給可能空気量：5.50m3/個 

必要ボンベ個数＝95.5m3/h×10 時間÷5.50m3/個 

＝173.6 

≒174 個 

 

  また，故障時及び保守点検時による待機除外時のバックアップ用として予備 26 個を保管す

る。 

添付-2-(4) 設計及び工事計画認可申請書

66-14-1　31/44

378



 

6
-3
-9
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

K7 ① Ⅱ R1 

 

注
記
＊
 ：

公
称
値
を
示
す
。
 

 
変

 
 
更
 
 
前
 

変
 
 
更
 
 
後
 

名
 
 
 
 
 
 
 
称
 

―
 

―
 

中
央
制
御
室
待
避
室
遮
蔽
（
可
搬
型
）
 

（
6
,
7
号
機
共
用
）
 

主
要

寸
法
 

最
小

厚
さ
 

mm
 

1
0
(
1
0＊

) 

最
小

幅
 

mm
 

7
0
0(
7
00

＊
) 

最
小

高
さ
 

mm
 

1
1
0
0
(1
1
0
0＊

) 

個
数
 

―
 

1
 

冷
却

方
法
 

―
 

自
然
冷
却
 

材
料
 

―
 

鉛
 

（
密
度

1
1
.3
ｇ
/㎝

3
以
上
）
 

取
付

箇
所
 

―
 

保
管
場
所
：
 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋

2
階
 

（
 
T
.
M.
S
.
L.
1
7
30
0
m
m 
）
 

取
付
箇
所
：
 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋

2
階
 

（
 
T
.
M.
S
.
L.
1
7
30
0
m
m 
）
 

 

所
要
数

関
連
箇
所
を
下
線
に
て
示
す
 

添付-2-(5) 設計及び工事計画認可申請書

66-14-1　32/44

379

t8002040
四角形

t8002040
下線

t8002040
下線



59-6-23 

名  称 酸素濃度・二酸化炭素濃度計 

検知

範囲 

酸素 ％ 5.0 ～ 30.0 

二酸化炭素 ％ 0.04 ～ 5.00 

機器仕様に関する注記 ― 

【設定根拠】 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，可搬型重大事故等対処設備として配置するものである。 

 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，外気から中央制御室及び中央制御室待避室への空気の

取り込みを停止した場合に，酸素濃度，二酸化炭素が事故対策のための活動に支障がない

範囲にあることを正確に把握するためのものである。 

 

  なお，酸素濃度・二酸化炭素濃度計は，6 号炉中央制御室，7 号炉中央制御室及び中央

制御室待避室に設置するための 3 台に，予備 1 台を含めた合計 4 台を中央制御室内に保管

する。 

 

1. 検知範囲 

1.1 酸素濃度 

労働安全衛生法の酸素欠乏症等防止規則に基づき，空気中の酸素濃度 18％を十分

に満足する範囲を検知できる設計とする。また，表示精度としては，3％FS の精度

を有する設計とする。 

 

1.2 二酸化炭素濃度  

JEAC4622-2009「原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規程」に

基づき，空気中の二酸化炭素濃度 0.5％を十分に満足する範囲を検知できる設計と

する。また，，表示精度としては，±10％Rdg の精度を有する設計とする。 

 

 

 

7号炉に必要な所要数は，7号炉中央制御室に1台及び
中央制御室待避室に1台の合計2台とする。

添付-2-(6)　SA59条補足説明資料所要数の説明
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添 3.16-10 

 

3.16.2.1.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

    基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

可搬型蓄電池内蔵型照明は，重大事故等時に中央制御室での監視操作に必要

な照度を有するものを 6号及び 7号炉の大型表示盤エリアに各１台，重大事故

等の対処のための制御盤等を配備したエリアに１台の計3台を設置する設計と

する。   

また，中央制御室待避室内での監視等に必要な照度を有するものを 1台設置

する設計とする。 

可搬型蓄電池内蔵型照明を中央制御室での監視操作に使用する場合と，中央

制御室待避室での監視等に使用する場合は，同時に使用することがないため，

重大事故等時に必要な個数 3 台を保管する設計とする。また，これに加えて予

備 1台を有する設計とする。 

可搬型蓄電池内蔵型照明の照度は各設置場所にて照度を確認し，監視操作が

可能な設計とする。                                  

(59-10) 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するも

のにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二

以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部

の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

可搬型蓄電池内蔵型照明は，常設代替交流電源設備である第一ガスタービン

発電機から給電された非常用所内電気設備との接続を，一般的なコンセントプ

ラグによる接続とすることで確実に接続できる設計とする。 

また，コンセントプラグ接続を用いることにより 6号及び 7号炉で相互に使

用可能な設計とする。                            

（59-5） 

 

添付-2-(6)　SA59条補足説明資料所要数の説明
関連箇所を下線にて示す 

7号炉に必要な所要数は，上記下線の3台のうち2台とする。
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6-4-15 

K7
 ①

 Ⅱ
 R
1 

変
更
前
 

変
更
後
 

                        

合
に
放
出
さ
れ
る
放
射
性
雲
通
過
時
に
，
運
転
員
の
被
ば
く
を
低
減
す
る
た

め
，
中
央
制
御
室
待
避
室
に
は
，
遮
蔽
設
備
と
し
て
，
中
央
制
御
室
遮
蔽
，
中

央
制
御
室
待
避
室
遮
蔽
（
常
設
）
及
び
中
央
制
御
室
待
避
室
遮
蔽
（
可
搬
型
）

を
設
け
る
設
計
と
す
る
。
中
央
制
御
室
待
避
室
は
，
中
央
制
御
室
待
避
室
陽
圧

化
装
置
（
空
気
ボ
ン
ベ
）
で
陽
圧
化
す
る
こ
と
に
よ
り
，
放
射
性
物
質
が
中
央

制
御
室
待
避
室
に
流
入
す
る
こ
と
を
一
定
時
間
完
全
に
防
ぐ
こ
と
が
で
き
る

設
計
と
す
る
。
 

中
央
制
御
室
可
搬
型
陽
圧
化
空
調
機
（
フ
ァ
ン
）
及
び
中
央
制
御
室
可
搬
型

陽
圧
化
空
調
機
（
フ
ィ
ル
タ
ユ
ニ
ッ
ト
）
は
，
重
大
事
故
等
時
に
炉
心
の
著
し

い
損
傷
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
仮
設
ダ
ク
ト
を
用
い
て
中
央
制
御
室
を

陽
圧
化
す
る
こ
と
に
よ
り
，
放
射
性
物
質
を
含
む
外
気
が
中
央
制
御
室
に

直

接
流
入
す
る
こ
と
を
防
ぐ
こ
と
が
で
き
る
設
計
と
す
る
。
 

中
央
制
御
室
可
搬
型
陽
圧
化
空
調
機
（
フ
ァ
ン
）
は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪

失
時
に
お
い
て
も
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
給
電
が
可
能
な
設
計
と

す
る
。
 

重
大
事
故
等
が
発
生
し
，
中
央
制
御
室
の
外
側
が
放
射
性
物
質
に
よ
り
汚

染
し
た
よ
う
な
状
況
下
に
お
い
て
，
運
転
員
が
中
央
制
御
室
の
外
側
か
ら
中

央
制

御
室

に
放

射
性

物
質

に
よ

る
汚

染
を

持
ち

込
む

こ
と

を
防

止
す

る
た

め
，
身
体
サ
ー
ベ
イ
及
び
作
業
服
の
着
替
え
等
を
行
う
た
め
の
区
画
を
設
け

る
設
計
と
す
る
。
 

身
体
サ
ー
ベ
イ
の
結
果
，
運
転
員
の
汚
染
が
確
認
さ
れ
た
場
合
は
，
運
転
員

の
除
染
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
区
画
を
，
身
体
サ
ー
ベ
イ
を
行
う
区
画
に
隣

接
し
て
設
置
す
る
設
計
と
す
る
。
 

重
大
事
故
等
時
に
，
身
体
サ
ー
ベ
イ
，
作
業
服
の
着
替
え
等
に
必
要
な
照
度

所
要
数

関
係
箇
所
を
下
線
に
て
示
す
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の
確
保
は
，
中
央
制
御
室
用
乾
電
池
内
蔵
型
照
明
（
ラ
ン
タ
ン
タ
イ
プ
）（

6
,
7

号
機
共
用
）（

個
数

4（
予
備

1
））

に
よ
り
で
き
る
設
計
と
す
る
。
 

重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
，
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時

対
策
所
の
居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
設
備
と
し
て
，
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内

緊
急
時
対
策
所
（
対
策
本
部
）
遮
蔽
（「

6
,
7
号
機
共
用
」（

以
下
同
じ
。）
），

5

号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
待
機
場
所
）
遮
蔽
（「

6
,
7
号
機
共
用
」

（
以
下
同
じ
。）
），

5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
待
機
場
所
）
室

内
遮
蔽
（「

6,
7
号
機
共
用
」（

以
下
同
じ
。）
），

二
次
遮
蔽
壁
，
補
助
遮
蔽
，

緊
急
時
対
策
所
換
気
空
調
系
の
設
備
，
可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
及
び

可
搬
型
エ
リ
ア
モ
ニ
タ
を
設
置
又
は
保
管
す
る
設
計
と
す
る
。
 

5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
対
策
本
部
）
遮
蔽
，
5
号
機
原
子

炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
待
機
場
所
）
遮
蔽
，
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急

時
対
策
所
（
待
機
場
所
）
室
内
遮
蔽
，
二
次
遮
蔽
壁
及
び
補
助
遮
蔽
は
，
5
号

機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
の
気
密
性
及
び

緊
急
時
対
策
所
換
気
空
調

系
の
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
，
緊
急
時
対
策
所
に
と
ど
ま
る
要
員
の
実
効
線
量

が
事
故
後

7
日
間
で

10
0
m
Sv

を
超
え
な
い
設
計
と
す
る
。
 

緊
急
時
対
策
所
換
気
空
調
系
の
設
備
の
う
ち
，
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急

時
対
策
所
（
対
策
本
部
）
可
搬
型
陽
圧
化
空
調
機
（
フ
ァ
ン
）
及
び

5
号
機
原

子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
対
策
本
部
）
可
搬
型
陽
圧
化
空
調
機
（
フ
ィ
ル

タ
ユ
ニ
ッ
ト
）
は
，
仮
設
ダ
ク
ト
を
用
い
て

5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時

対
策
所
（
対
策
本
部
・
高
気
密
室
）
を
陽
圧
化
し
，
放
射
性
物
質
の
侵
入
を
低

減
で
き
る
設
計
と
す
る
。
ま
た
，
緊
急
時
対
策
所
換
気
空
調
系
の

5
号
機
原

子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
対
策
本
部
）
陽
圧
化
装
置
（
空
気
ボ
ン
ベ
）
は
，

放
射
性
雲
通
過
時
に
お
い
て
，
5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
（
対
策
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1.16-9 

排気ダンパ，MCR 非常用外気取入ダンパ），中央制御室換

気空調系ダクト（MCR 外気取入ダクト，MCR 排気ダクト），

中央制御室待避室遮蔽，中央制御室待避室陽圧化装置（空

気ボンベ，配管・弁），可搬型蓄電池内蔵型照明，差圧

計 ， 酸 素 濃 度 ・ 二 酸 化 炭 素 濃 度 計 ， 無 線 連 絡 設 備 （ 常

設），無線連絡設備（常設）（屋外アンテナ），衛星電話

設備（常設），衛星電話設備（常設）（屋外アンテナ），

データ表示装置（待避室），非常用交流電源設備，常設代

替交流電源設備，非常用ガス処理系排風機，非常用ガス処

理系フィルタ装置，非常用ガス処理系乾燥装置，非常用ガ

ス処理系配管・弁，主排気筒（内筒），非常用ガス処理系

排気流量，原子炉建屋外気差圧及び原子炉建屋原子炉区域

は重大事故等対処設備と位置付ける。 

以上の設備により，重大事故が発生した場合においても

中央制御室に運転員がとどまることができるため，以下の

設備は自主対策設備と位置付ける。あわせてその理由を示

す。 

 

・非常用照明 

非常用照明は設計基準対象施設であり耐震性は確保

されていないが，全交流動力電源喪失時に代替交流電

源設備から給電可能であるため，可搬型蓄電池内蔵型

照明の代替設備として有効である。 

 

・カードル式空気ボンベユニット 

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1自主対策設備に関する説明
関連箇所を赤枠にて示す 
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1.16-10 

カードル式空気ボンベユニットの準備操作は，参集

した緊急時対策要員によって実施すること，さらには

空気の供給開始までに時間を要するが，仮に 6 号及び 7

号炉の格納容器ベントのタイミングのずれを考慮した

場合でも，中央制御室待避室に必要空気量を供給する

際に有効である。 

 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電源設

備と同等の機能を有することから，健全性が確認でき

た場合において，事故対応時に必要な電源を確保する

ための手段として有効である。 

 

なお，乾電池内蔵型照明，防護具及びチェンジングエリ

ア設営用資機材については，資機材であるため重大事故等

対処設備とはしない。 

 

b. 手順等 

上記の a.により選定した対応手段に係る手順を整備する。

また，重大事故時に監視が必要となる計器及び重大事故時に

給電が必要となる設備についても整備する（第 1.16.2 表，第

1.16.3 表）。 

これらの手順は，運転員及び復旧班要員※ ３の対応として全

交流動力電源喪失の対応手順等に定める。また，保安班要員※

添付-3-(1) 設置変更許可申請書 添付十追補1
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1.16-22 

作であるので 1.16.2.1(1)a.炉心損傷の判断時の中央制御室

可搬型陽圧化空調機起動手順の「中央制御室換気空調系が再

循環運転モードで運転している場合の中央制御室可搬型陽圧

化空調機への切替え手順の概要」と同様である。 

 

(2) 中央制御室待避室の準備手順 

格納容器圧力逃がし装置を使用する際に待避する中央制御室待

避室を中央制御室待避室陽圧化装置により加圧し，中央制御室待

避室の居住性を確保するための手順を整備する。 

 

a. 中央制御室待避室陽圧化装置による中央制御室待避室の陽圧

化手順 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※ 1 で，中央制御室可搬型陽圧化空

調機による中央制御室の陽圧化を実施した場合。 

 

※1：格納容器内雰囲気放射線レベル計(CAMS)で原子炉格納

容器内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガン

マ線線量率の 10 倍を超えた場合，又は格納容器内雰

囲気放射線レベル計(CAMS)が使用できない場合に原子

炉圧力容器温度計で 300℃以上を確認した場合。 

 

(b) 操作手順 

自主対策設備に関する説明（準備時間）
関連箇所を下線にて示す

添付-3-(2) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.16-23 

中央制御室待避室の陽圧化設備による加圧手順の概要は以

下のとおり。中央制御室待避室を加圧するための中央制御室

待避室陽圧化装置の概要を第 1.16.6 図に示す。 

①当直副長は，炉心損傷時の中央制御室可搬型陽圧化空調

機による中央制御室内の加圧操作後に，現場運転員 E 及

び F に中央制御室待避室の加圧準備を指示する。 

②現場運転員 E 及び F は，中央制御室可搬型陽圧化空調機

による中央制御室内の加圧操作後に，コントロール建屋

1 階通路，廃棄物処理建屋 1 階通路に設置した中央制御

室陽圧化装置空気ボンベ元弁を開操作し，中央制御室待避

室の加圧準備を完了する。 

③当直副長は，格納容器圧力逃がし装置を使用する約 30 分

前，又は現場運転員 C 及び D に格納容器圧力逃がし装置

の一次隔離弁の開操作を指示し，現場運転員 C 及び D が

現場へ移動開始した時に，現場運転員 E 又は F に中央制

御室待避室の加圧を指示する。 

④現場運転員 E 又は F は，中央制御室待避室内に設置され

た中央制御室陽圧化装置空気ボンベ空気給気第一，第二

弁を開操作し，中央制御室待避室の陽圧化を開始する。

（第 1.16.6 図 中央制御室待避室陽圧化装置概要） 

⑤当直副長は，現場運転員 E 又は F に中央制御室待避室の

圧力を中央制御室隣接区画より陽圧に維持するよう指示

する。 

⑥現場運転員 E 又は F は，中央制御室待避室にて中央制御

室待避室と中央制御室の差圧を確認しながら，中央制御

添付-3-(2) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.16-24 

室待避室内に設置した排気弁を操作し，中央制御室待避

室圧力を中央制御室隣接区画より陽圧に維持する。 

 

(c) 操作の成立性 

中央制御室待避室の加圧準備操作は，中央制御室可搬型陽

圧化空調機起動後に実施し，現場運転員 2 名で約 30 分で対応

可能である。（6 号及び 7 号炉が同時に炉心損傷した場合

は，7 号炉の現場運転員が中央制御室待避室の加圧準備操作

を行う。） 

中央制御室待避室の加圧操作は，当直副長の加圧操作指示

後（格納容器圧力逃がし装置を使用する約 30 分前，又は現場

運転員 C 及び D に格納容器圧力逃がし装置の一次隔離弁の開

操作を指示し，現場運転員 C 及び D が現場へ移動開始した

時），運転員 1 名にて 5 分以内で対応可能である。（6 号及

び 7 号炉が同時に炉心損傷した場合は，7 号炉の中央制御室

運転員が中央制御室待避室の加圧操作を行う。） 

 

b. カードル式空気ボンベユニットによる中央制御室待避室の陽

圧化手順 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※ 1 で，中央制御室待避室陽圧化装

置を使用できない場合，又は 6 号及び 7 号炉の同時でない原

子炉格納容器ベント操作を実施する場合。 

 

添付-3-(2) 設置変更許可申請書 添付十追補１
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1.16-25 

※1：格納容器内雰囲気放射線レベル計(CAMS)で原子炉格納

容器内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガン

マ線線量率の 10 倍を超えた場合，又は格納容器内雰

囲気放射線レベル計(CAMS)が使用できない場合に原子

炉圧力容器温度計で 300℃以上を確認した場合。 

 

(b) 操作手順 

カードル式空気ボンベユニットによる中央制御室待避室の

加圧手順の概要は以下のとおり。 

[カードル式空気ボンベユニットの準備操作] 

①当直長は，当直副長の依頼に基づき，緊急時対策本部に

中央制御室待避室の陽圧化のためのカードル式空気ボン

ベユニットの準備を依頼する。 

②緊急時対策本部は，緊急時対策要員にカードル式空気ボ

ンベユニットの準備を指示する。 

③緊急時対策要員は，廃棄物処理建屋近傍へカードル式空

気ボンベユニットを移動させる。 

④緊急時対策要員は，カードル式空気ボンベユニット 5 台

をホースにて接続し，更に中央制御室待避室陽圧化装置

（配管）と接続するため，廃棄物処理建屋接続口へホー

スを接続する。 

⑤緊急時対策要員は，カードル式空気ボンベユニットのボ

ンベ元弁を開操作し，カードル式空気ボンベユニット建

屋接続外弁を開操作する。 
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⑥緊急時対策要員は，カードル式空気ボンベユニットの準

備完了を緊急時対策本部経由で当直長へ報告する。 

 

[中央制御室待避室の陽圧化] 

①当直副長は，格納容器圧力逃がし装置を使用する約 30 分

前，又は現場運転員 C 及び D に格納容器圧力逃がし装置

の一次隔離弁の開操作を指示し，現場運転員 C 及び D が

現場へ移動開始した時に，現場運転員 E 及び F に中央制

御室待避室の加圧を指示する。 

②現場運転員 E 及び F は，廃棄物処理建屋 1 階にてカード

ル式空気ボンベユニット建屋接続内弁を開操作する。 

③中央制御室運転員は，中央制御室待避室内に設置された

中央制御室陽圧化装置空気ボンベ空気給気第一，第二弁

を開操作することで，中央制御室待避室の加圧を開始す

る。 

④当直副長は，中央制御室運転員に中央制御室待避室の圧

力を中央制御室隣接区画より陽圧に維持するよう指示す

る。 

⑤中央制御室運転員は，中央制御室待避室にて中央制御室

待避室と中央制御室の差圧を確認しながら，中央制御室

待避室内に設置した排気弁を操作し，中央制御室待避室

圧力を中央制御室隣接区画より陽圧に維持する。 

 

(c) 操作の成立性 
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カードル式空気ボンベユニットによる中央制御室待避室の

加圧準備操作は，緊急時対策要員 7 名で実施し，約 150 分で

対応可能である。 

中央制御室待避室の加圧操作は，当直副長の加圧操作指示

後（格納容器圧力逃がし装置を使用する約 30 分前，又は現場

運転員 C 及び D に格納容器圧力逃がし装置の一次隔離弁の開

操作を指示し，現場運転員 C 及び D が現場へ移動開始した

時），中央制御室運転員 1 名，現場運転員 2 名の合計 3 名で

実施し，約 20 分で対応可能である。 

カードル式空気ボンベユニットの準備操作は，参集した緊

急時対策要員によって行う。なお，中央制御室待避室が建屋

内の空気ボンベによって陽圧化されている時に，カードル式

空気ボンベユニットによる空気の供給を開始した場合も，空

気ボンベの下流側に設置されている圧力調整ユニットにより

系統圧力が制御されているため，中央制御室待避室に影響が

でることはない。 

 

(3) 中央制御室の照明を確保する手順 

中央制御室の居住性確保の観点から，中央制御室の照明が使用

できない場合において，可搬型蓄電池内蔵型照明により照明を確

保する手順を整備する。 

 

a. 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失や電気系統の故障により，中央制御室の

照明が使用できない場合。 

添付-3-(2) 設置変更許可申請書 添付十追補１

66-14-1　44/44

391

t1260165
下線

t1260165
下線

t0778977
下線

t0778977
下線

t0755603
線

t0755603
線

t0755603
本ページ削除


	資料2.(2) 統合版_66-03-3(SRV機能回復)r1【公開】.pdfから挿入したしおり
	31_添付-3-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）r0.pdfから挿入したしおり
	66-3-2(SRV機能回復)添付八(容量等).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	66-3-2(SRV機能回復)添付八(容量等)　.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	32_添付-3-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）r0.pdfから挿入したしおり
	66-3-2(SRV機能回復)添付八(設備仕様).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	66-3-2(SRV機能回復)添付八(設備仕様)　.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守





	資料2.(2) 統合版_66-04-2(低圧代替注水系(可搬))r2 公開版のみ.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	3.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	21_添付-2-(1) 添付十追補(D設備)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	32_添付-3-(2) 添十追補(D設備).pdfから挿入したしおり
	66-4-1(低圧代替注水系(常設可搬))添十追補(D設備).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	22_添付-2-(2) 添付十追補(時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付3.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容3.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容4.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	資料2.(2) 統合版_66-05-4(代替RCW)r2【公開】.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1)添付十追補(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容B.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	P515-1.pdfから挿入したしおり
	せっちきょか.pdfから挿入したしおり
	柏 崎 刈 羽 原 子 力 発 電 所発電用原子炉設置許可申請書
	はじめに
	経緯
	一、氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名
	二、使用の目的
	三、発電用原子炉の型式，熱出力及び基数
	四、発電用原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地名 称 柏崎刈羽原子力発電所所在地 新潟県柏崎市及び刈羽郡刈羽村88
	五、発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備
	イ 発電用原子炉施設の位置
	ロ 発電用原子炉施設の一般構造
	ハ 原子炉本体の構造及び設備
	ニ 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備
	ホ 原子炉冷却系統施設の構造及び設備
	ヘ 計測制御系統施設の構造及び設備
	ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
	チ 放射線管理施設の構造及び設備
	リ 原子炉格納施設の構造及び設備
	ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備

	六、発電用原子炉施設の工事計画
	七、原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定使用量
	八、使用済燃料の処分の方法
	九、発電用原子炉施設における放射線の管理に関する事項
	イ 核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被ばくの管理の方法
	ロ 放射性廃棄物の廃棄に関する事項
	ハ 周辺監視区域の外における実効線量の算定の条件及び結果

	十、発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する事項
	イ 運転時の異常な過渡変化 事故に対処するために必要な施設並びに発生すると想定される事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件及びその評価の結果
	ロ 設計基準事故 事故に対処するために必要な施設並びに発生すると想定される事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件及びその評価の結果
	ハ 重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故 事故に対処するために必要な施設及び体制並びに発生すると想定される事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件及びその評価の結果

	申請書表
	申請書図面
	申請書添付参考図面目録
	添付書類目次
	添 付 書 類 一
	添 付 書 類 二
	添 付 書 類 三
	添 付 書 類 四
	添 付 書 類 五
	添 付 書 類 六
	添 付 書 類 七
	添 付 書 類 八
	目 次
	1. 安全設計
	2. プラント配置
	3. 原子炉本体
	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施
	5. 原子炉冷却系統施設
	6. 計測制御系統施設
	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	8. 放射線管理施設
	9. 原子炉格納施設
	10. その他発電用原子炉の附属施設
	11. 運転保守

	添付書類九
	添付書類十
	〔その1－9×9 燃料が装荷されるまでのサイクル〕
	〔その2－9×9 燃料が装荷されたサイクル以降〕
	目 次
	1. 安全評価に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析
	3. 設計基準事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故
	5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力
	6. 重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方
	7. 重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する対策の有効性評価

	追補1
	追補２．Ⅰ
	追補2. Ⅱ
	追補２．Ⅲ




	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	31_添付-3-(1) 添付十追補1(D設備)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	32_添付-3-(2) 添付十追補1(時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	資料2.(2) 統合版_66-06-1(PCVスプレイ常設)r3【公開】.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1)添付十追補(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	③添付八-表(所要数-1).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	③添付八-表(所要数-2).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	23_添付-2-(3) 添付十(有効性評価)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	⑥添付-2-(3) 添付十(有効性評価).pdfから挿入したしおり
	【本体④添九から添十・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類九表紙
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 放射線防護に関する基本方針
	2. 発電所の放射線管理
	3. 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視
	4. 放射性廃棄物処理
	5. 平常運転時における一般公衆の受ける線量評価

	添付書類十表紙
	〔その1－9×9燃料が装荷されるまでのサイクル〕
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析
	3. 事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故 

	〔その2－9×9燃料が装荷されたサイクル以降〕 
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全評価に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析 
	3. 設計基準事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故
	5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技
術的能力
	5.1  重大事故等対策
	5.2  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ
ムへの対応における事項

	6. 重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方
	6.1  概要
	6.2  評価対象の整理及び評価項目の設定
	6.3  評価に当たって考慮する事項
	6.4  有効性評価に使用する計算プログラム
	6.5  有効性評価における解析の条件設定の方針
	6.6  解析の実施 
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針

	7. 重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する対策の有効性評価
	7.1  運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.1.1  高圧・低圧注水機能喪失
	7.1.2  高圧注水・減圧機能喪失
	7.1.3  全交流動力電源喪失
	7.1.4  崩壊熱除去機能喪失
	7.1.5  原子炉停止機能喪失 
	7.1.6  LOCA時注水機能喪失
	7.1.7  格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）

	7.2 運転中の原子炉における重大事故
	7.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）
	7.2.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱
	7.2.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用
	7.2.4 水素燃焼 
	7.2.5 溶融炉心・コンクリート相互作用

	7.3 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 
	7.3.1 想定事故1
	7.3.2 想定事故2

	7.4 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.4.1 崩壊熱除去機能喪失
	7.4.2 全交流動力電源喪失 
	7.4.3原子炉冷却材の流出
	7.4.4 反応度の誤投入 

	7.5 必要な要員及び資源の評価





	⑥添付-2-(3) 添付十(有効性評価)１.pdfから挿入したしおり
	【本体④添九から添十・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類九表紙
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 放射線防護に関する基本方針
	2. 発電所の放射線管理
	3. 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視
	4. 放射性廃棄物処理
	5. 平常運転時における一般公衆の受ける線量評価

	添付書類十表紙
	〔その1－9×9燃料が装荷されるまでのサイクル〕
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析
	3. 事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故 

	〔その2－9×9燃料が装荷されたサイクル以降〕 
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全評価に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析 
	3. 設計基準事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故
	5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技
術的能力
	5.1  重大事故等対策
	5.2  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ
ムへの対応における事項

	6. 重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方
	6.1  概要
	6.2  評価対象の整理及び評価項目の設定
	6.3  評価に当たって考慮する事項
	6.4  有効性評価に使用する計算プログラム
	6.5  有効性評価における解析の条件設定の方針
	6.6  解析の実施 
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針

	7. 重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する対策の有効性評価
	7.1  運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.1.1  高圧・低圧注水機能喪失
	7.1.2  高圧注水・減圧機能喪失
	7.1.3  全交流動力電源喪失
	7.1.4  崩壊熱除去機能喪失
	7.1.5  原子炉停止機能喪失 
	7.1.6  LOCA時注水機能喪失
	7.1.7  格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）

	7.2 運転中の原子炉における重大事故
	7.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）
	7.2.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱
	7.2.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用
	7.2.4 水素燃焼 
	7.2.5 溶融炉心・コンクリート相互作用

	7.3 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 
	7.3.1 想定事故1
	7.3.2 想定事故2

	7.4 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.4.1 崩壊熱除去機能喪失
	7.4.2 全交流動力電源喪失 
	7.4.3原子炉冷却材の流出
	7.4.4 反応度の誤投入 

	7.5 必要な要員及び資源の評価






	31_添付-3-(1) 添付十追補1(D設備)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付-3-(1).pdfから挿入したしおり
	添付-3資料.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	添付-3資料②.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	添付-3資料③.pdfから挿入したしおり
	添付-3　DDFP.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	32_添付-3-(2) 添付十追補1(準備時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	資料2.(2) 統合版_66-06-2(代替PCVスプレイ可搬)r1【公開】.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	追補1【非公開】結合版.pdfから抽出した内容2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	21_添付-2-(1) 添付十追補1(D設備)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付-3-(1).pdfから挿入したしおり
	添付-3資料.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	添付-3資料②.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	添付-3資料③.pdfから挿入したしおり
	添付-3　DDFP.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	22_添付-2-(2) 添付十追補1(準備時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	資料2.(2) 統合版_66-07-1(格納容器下部注水系(常設)r2【公開】.pdfから挿入したしおり
	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	③添付八-表(所要数).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	③添付八-表(所要数-2).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	24_添付-2-(4) 添付十(有効性評価)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体④添九から添十・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類九表紙
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 放射線防護に関する基本方針
	2. 発電所の放射線管理
	3. 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視
	4. 放射性廃棄物処理
	5. 平常運転時における一般公衆の受ける線量評価

	添付書類十表紙
	〔その1－9×9燃料が装荷されるまでのサイクル〕
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析
	3. 事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故 

	〔その2－9×9燃料が装荷されたサイクル以降〕 
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全評価に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析 
	3. 設計基準事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故
	5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技
術的能力
	5.1  重大事故等対策
	5.2  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ
ムへの対応における事項

	6. 重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方
	6.1  概要
	6.2  評価対象の整理及び評価項目の設定
	6.3  評価に当たって考慮する事項
	6.4  有効性評価に使用する計算プログラム
	6.5  有効性評価における解析の条件設定の方針
	6.6  解析の実施 
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針

	7. 重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する対策の有効性評価
	7.1  運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.1.1  高圧・低圧注水機能喪失
	7.1.2  高圧注水・減圧機能喪失
	7.1.3  全交流動力電源喪失
	7.1.4  崩壊熱除去機能喪失
	7.1.5  原子炉停止機能喪失 
	7.1.6  LOCA時注水機能喪失
	7.1.7  格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）

	7.2 運転中の原子炉における重大事故
	7.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）
	7.2.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱
	7.2.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用
	7.2.4 水素燃焼 
	7.2.5 溶融炉心・コンクリート相互作用

	7.3 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 
	7.3.1 想定事故1
	7.3.2 想定事故2

	7.4 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.4.1 崩壊熱除去機能喪失
	7.4.2 全交流動力電源喪失 
	7.4.3原子炉冷却材の流出
	7.4.4 反応度の誤投入 

	7.5 必要な要員及び資源の評価





	32_添付-3-(2) 添付十追補1(準備時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	資料2.(2) 統合版_66-07-2(格納容器下部注水系(可搬型)r2【公開】.pdfから挿入したしおり
	21_添付-2-(1) 添付十追補(D設備)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	22_添付-2-(2) 添付十追補1(準備時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	資料2.(2) 統合版_66-08-1(PAR)r2 公開版のみ.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	31_添付-3-(1) 添付十追補1(D設備)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	⑤添付十追補1-D設備の説明1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	⑤添付十追補1-D設備の説明2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	⑤添付十追補1-D設備の説明.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	資料2.(2) 統合版_66-11-3(海水移送設備)【公開】r0.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)r1.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)r1.pdfから挿入したしおり
	1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	海水からCSP補給(系統図).pdfから挿入したしおり
	06-3_添十追補1【非公開】.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	21_添付-2-(1) 添付八(容量等).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様).pdfから挿入したしおり
	③添付八-表(所要数-1).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	③添付八-表(所要数-2).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	31_添付-3-(1) 添付十追補1(D設備) (自主対策削除).pdfから挿入したしおり
	⑦添付-3-(1) 添付十追補1(C設備).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	資料2.(2) 統合版_66-12-1(常設代替交流電源)r1【公開】.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(系統図)r1.pdfから挿入したしおり
	①添付八(系統図).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	①添付八(系統図-1).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	12_添付-1-(2) 添付八(系統図).pdfから挿入したしおり
	①添付八(系統図).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	①添付八(系統図-1).pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守





	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	31_添付-3-(1) 添付十追補1(AOT説明)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間MC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間GTG-MC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間AMMCC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間GTG-AMMCC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について





	資料2.(2) 統合版_66-12-3(号炉間ケーブル)r1公開版のみ.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	31_添付-3-(1) 添付十追補1(準備時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間MC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間GTG-MC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間AMMCC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間GTG-AMMCC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	統合版_66-12-3(号炉間ケーブル)(再補正版)【非公開のみ】.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	統合版_66-12-3(号炉間ケーブル)(再補正版)【非公開のみ】.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(系統図)r1.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	21_添付-2-(1) 添付八(容量等).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	31_添付-3-(1) 添付十追補1(準備時間)r1.pdfから挿入したしおり
	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間MC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間GTG-MC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間AMMCC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	④添付十追補1-タイムチャート(準備時間GTG-AMMCC).pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について







	資料2.(2) 統合版_66-13-1(主要パラ代替パラ)r2公開版のみ.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付八(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	添付八.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	21_添付-2-(1) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	計装設備　主要機器仕様.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	主要機器仕様１.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	主要機器仕様２.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	22_添付-2-(2) 添付十(必要数)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体④添九から添十・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類九表紙
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 放射線防護に関する基本方針
	2. 発電所の放射線管理
	3. 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視
	4. 放射性廃棄物処理
	5. 平常運転時における一般公衆の受ける線量評価

	添付書類十表紙
	〔その1－9×9燃料が装荷されるまでのサイクル〕
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析
	3. 事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故 

	〔その2－9×9燃料が装荷されたサイクル以降〕 
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全評価に関する基本方針
	2. 運転時の異常な過渡変化の解析 
	3. 設計基準事故解析
	4. 重大事故及び仮想事故
	5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技
術的能力
	5.1  重大事故等対策
	5.2  大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ
ムへの対応における事項

	6. 重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方
	6.1  概要
	6.2  評価対象の整理及び評価項目の設定
	6.3  評価に当たって考慮する事項
	6.4  有効性評価に使用する計算プログラム
	6.5  有効性評価における解析の条件設定の方針
	6.6  解析の実施 
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針
	6.7  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針

	7. 重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する対策の有効性評価
	7.1  運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.1.1  高圧・低圧注水機能喪失
	7.1.2  高圧注水・減圧機能喪失
	7.1.3  全交流動力電源喪失
	7.1.4  崩壊熱除去機能喪失
	7.1.5  原子炉停止機能喪失 
	7.1.6  LOCA時注水機能喪失
	7.1.7  格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）

	7.2 運転中の原子炉における重大事故
	7.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）
	7.2.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱
	7.2.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用
	7.2.4 水素燃焼 
	7.2.5 溶融炉心・コンクリート相互作用

	7.3 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 
	7.3.1 想定事故1
	7.3.2 想定事故2

	7.4 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故
	7.4.1 崩壊熱除去機能喪失
	7.4.2 全交流動力電源喪失 
	7.4.3原子炉冷却材の流出
	7.4.4 反応度の誤投入 

	7.5 必要な要員及び資源の評価





	31_添付-3-(1) 添付十追補1(パラメータ推定)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	資料2.(2) 統合版_66-14-1(MCR)r2【公開】.pdfから挿入したしおり
	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	21_添付-2-(1) 添付八(容量等)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	⑤添付八-表(所要数-1).pdfから挿入したしおり
	⑤添付八-表(所要数-1).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	⑤添付八-表(所要数-2).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	32_添付-3-(2) 添付十追補1(準備時間)（自主対策設備削除）.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	11_添付-1-(1) 添付十追補(系統図)r2-1（ヒアコメ対応）マスキング.pdfから挿入したしおり
	1.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について



	2.pdfから挿入したしおり
	追補1【非公開】結合版.pdfから挿入したしおり
	追補（添付書類十）表紙
	目次
	追補1表紙
	目録
	1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等
	1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等
	1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する
ための手順等
	1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等
	1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等
	1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等
	1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等
	1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等
	1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等
	1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等
	1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等
	1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等
	1.14 電源の確保に関する手順等
	1.15 事故時の計装に関する手順等
	1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等
	1.17 監視測定等に関する手順等
	1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等
	1.19 通信連絡に関する手順等
	別添　自主対策設備の悪影響防止について




	22_添付-2-(2) 添付八(設備仕様) マスキング.pdfから挿入したしおり
	⑤添付八-表(所要数-1).pdfから挿入したしおり
	⑤添付八-表(所要数-1).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守



	⑤添付八-表(所要数-2).pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守




	抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	【本体③添八・非公開】柏崎刈羽原子力発電所設置変更許可申請書（6号及び7号炉）完本.pdfから挿入したしおり
	添付書類八
	目次
	目次《表》
	目次《図》

	1. 安全設計
	1.1  安全設計の方針
	1.2  発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針への適合 
	1.3  安全機能の重要度分類
	1.4  耐震設計
	1.5  耐津波設計
	1.6  火災防護に関する基本方針
	1.7  溢水防護に関する基本方針
	1.8  外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針
	1.9  品質保証の基本方針
	1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針

	2. プラント配置
	2.1  概要
	2.2  設計方針
	2.3  主要設備
	2.4  全体配置
	2.5  建物及び構築物

	3. 原子炉本体
	3.1  概要
	3.2  機械設計
	3.3  核設計
	3.4  熱水力設計
	3.5  動特性

	4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
	4.1  燃料体等の取扱設備及び貯蔵設備
	4.2  使用済燃料貯蔵プールの冷却等のための設備
	4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備

	5. 原子炉冷却系統施設
	5.1  原子炉圧力容器及び一次冷却材設備
	5.2  残留熱除去系
	5.3  非常用炉心冷却系
	5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	5.6  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための
設備
	5.7  重大事故等の収束に必要となる水の供給設備
	5.8  原子炉隔離時冷却系
	5.9  原子炉補機冷却系
	5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備
	5.11 原子炉冷却材浄化系
	5.12 蒸気タービン及び附属設備
	5.13 給水処理設備

	6. 計測制御系統施設
	6.1  原子炉制御系
	6.2  原子炉核計装
	6.3  原子炉プラント・プロセス計装
	6.4  計装設備（重大事故等対処設備）
	6.5  試料採取系
	6.6  安全保護系
	6.7  緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備
	6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備
	6.9  圧縮空気系
	6.10 制御室

	7. 放射性廃棄物の廃棄施設
	7.1  概要
	7.2  気体廃棄物処理系
	7.3  液体廃棄物処理系
	7.4  固体廃棄物処理系及び固体廃棄物貯蔵庫 

	8. 放射線管理施設
	8.1  放射線管理設備
	8.2  換気空調設備
	8.3  遮蔽設備

	9. 原子炉格納施設
	9.1  原子炉格納施設
	9.2  原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
	9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
	9.4  原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
	9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備
	9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備
	9.7  発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備

	10. その他発電用原子炉の附属施設
	10.1 非常用電源設備
	10.2 代替電源設備
	10.3 常用電源設備
	10.4 所内ボイラ設備
	10.5 火災防護設備 
	10.6 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備
	10.7 補機駆動用燃料設備（非常用発電設備及び補助ボイラに係るものを除
く。）
	10.8 非常用取水設備
	10.9 緊急時対策所
	10.10  構内出入監視装置
	10.11  安全避難通路等
	10.12  通信連絡設備
	10.13  補給水系
	10.14  サプレッション・プール水排水系（5号，6号及び7号炉共用，既
設）
	10.15  使用済燃料輸送容器保管建屋（1号，2号，3号，4号，5号，6号及
び7号炉共用）
	10.16  タービン補機冷却系
	10.17  サプレッションプール浄化系

	11. 運転保守






